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１、開催年月日時刻及び場所

令和７年２月２１日

自  午後 ２時０１分

至  午後 ４時２３分

於  委 員 会 室 ４

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 清川 久義 君

副委員長(副会長) 白川 鮎美 君

委 員 ごうまなみ 君

〃 大場 博文 君

〃 宮本 法広 君

〃 石本 政弘 君

〃 饗庭 敦子 君

〃 山下 博史 君

〃 千住 良治 君

〃 初手 安幸 君

〃 大倉  聡 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

産業 労働部 長 宮地 智弘 君

産業労働部政策監
（産業人材確保・育成担当）

石田 智久 君

産業労働部次長 井内 真人 君

産業 政策課 長 吉田  稔 君

企業 振興課 長 香月 康夫 君

企業振興課企画監
（企業誘致推進担当）

石川 拓朗 君

新産業推進課長 原田 啓輔 君

新エネルギー推進室長 岩永 俊一 君

経営 支援課 長 下窄 賢剛 君

未来 人材課 長 末續 友基 君

未来人材課企画監
（外国人材担当）

髙見  誠 君

雇用労働政策課長 黒川恵司郎 君

水 産 部 長 吉田  誠 君

水 産 部 次 長 峰松美津子 君

水 産 部 次 長 古原 和明 君

水産 部参事 監
（漁港漁場計画・
漁場環境担当）

宮地 健司 君

漁 政 課 長 小川 昭博 君

漁業 振興課 長 松尾 隆男 君

漁業 取締室 長 中尾  直 君

水産経営課長（参事監） 齋藤周二朗 君

水産加工流通課長 森川  晃 君

水産加工流通課企画監
（輸出拡大・養殖振興担当）

鈴木 正昭 君

漁港 漁場課 長 本多 健一 君

漁港漁場課企画監
（漁場環境担当）

松本 昌士 君

総合水産試験場長 桑原 浩一 君

農 林 部 長 渋谷 隆秀 君

農林 部政策 監
（農村整備事業・
諫早湾干拓担当）

髙石 洋行 君

農 林 部 次 長 松田 武文 君

農 林 部 次 長 原田 幸勝 君

農 政 課 長 峰松 妙佳 君

農業イノベーション推進室長 三溝 孝司 君

団体検査指導室長 髙橋  哲 君

農山村振興課長 居村 正博 君

農業 経営課 長 酒井  浩 君

農産 園芸課 長 山下 裕樹 君

農産加工流通課長 村上慎一郎 君

畜産課長（参事監） 富永 祥弘 君
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農村 整備課 長 吉田 好広 君

諫早湾干拓課長 安達 有生 君

林政課長 （ 参 事 監 ） 永田 明広 君

森林 整備室 長 松尾 尚洋 君

農林技術開発センター所長 長門  潤 君

６、審査の経過次のとおり

― 午後 ２時０１分 開会 ―

【清川委員長】ただいまから、農水経済委員会

及び予算決算委員会 農水経済分科会を開会い

たします。

まず、委員席でございますが、お手元に配付

しております、委員配席表のとおり、決定した

いと存じますので、ご了承をお願いいたします。

議事に入ります前に、選任後、初めての委員

会でございますので、一言、ご挨拶を申し上げ

ます。

この度、農水経済委員会の委員長を仰せつか

りました、清川久義でございます。

白川副委員長をはじめ、各委員や理事者の皆

様方のご指導とご協力を賜りながら、公正かつ

円滑な委員会運営に努めてまいりたいと思いま

すので、よろしくお願いいたします。

さて、本委員会は、本県の主要産業である農

林水産業及び商工業の振興の分野を所管してお

り、農林水産業の振興や担い手確保への対応、

農水産物の販路拡大や販売促進、農村や森林及

び漁港漁場の整備、若者の県内定着や産業人材

の育成、新たな基幹産業の育成、効果的な企業

誘致など、県政の重要課題を担っております。

昨今におきましては、本県の力強い産業振興

が徐々に以前の姿に戻りつつある一方で、赤潮

が発生し、養殖魚が大量にへい死するなど、過

去最大規模の被害を受け、代替魚導入や経営再

建・事業継続に向けた金融支援などの迅速な対

応が求められるとともに、被害軽減技術の開発

などが、より重要性を増しているところでもあ

ります。

このように、本委員会の役割はますます重要

性を増しており、山積する課題の解決に向けて、

委員の皆様方におかれましては、積極的に論議

を深めていただきますとともに、円滑な委員会

の運営にご協力賜りますよう重ねてお願い申し

上げる次第であります。

微力ながら本県の農水経済委員会所管行政の

進展に取り組んでまいりますので、委員及び理

事者の皆様方のご指導とご鞭撻を賜りますよう、

お願い申し上げまして、私のご挨拶といたしま

す。

（拍手）

それでは、私から副委員長並びに委員の皆様

方をご紹介いたします。

〔各委員紹介〕

以上でございます。どうぞよろしくお願いし

ます。

次に、理事者側の挨拶及び紹介を受けたいと

思います。

【渋谷農林部長】農林部長の渋谷でございます。

農水経済委員会の開会にあたり、関係部局を代

表いたしまして、一言ご挨拶を申し上げます。

私ども本委員会所管の各部におきましては、

商工業・農林水産業の振興、雇用の促進など、

本県経済の活性化にかかる各種施策を展開して

おります。

一方、本県を取り巻く情勢は、全国より先ん

じて進行する人口減少や少子高齢化をはじめ、

近年は人手不足感の強まりや、激甚化・頻発化

する自然災害、不安定な国際情勢に伴う物価高

騰などの影響もあり、産業全般において大変厳
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しい状況にあります。

このため、県におきましては「長崎県総合計

画チェンジ＆チャレンジ2025」を柱として、各
部門別計画であります「ながさき産業振興プラ

ン2025」や「長崎県水産業振興基本計画」、「第
3期ながさき農林業・農山村活性化計画」に基づ
き、県民の皆様をはじめ、企業、団体、大学、

市町等の皆様と相互に連携・協働しながら、地

域や経済の活性化に結びつけることができるよ

う力を注いでいるところであります。

特に、令和7年度は「長崎県総合計画」が最終
年度を迎えることから、計画の総仕上げとして、

課題解決のために積極的かつ着実に事業を推進

してまいります。また、県民の皆様が、本県へ

の誇りや未来への期待感を抱くことができるよ

う、「未来大国」の実現に向け、様々な関係者

と一緒に施策展開を図ってまいりたいと考えて

おります。

結びになりますが、清川委員長、白川副委員

長をはじめ、各委員の皆様のご指導、ご協力を

賜りながら、県政の推進に全力を尽くしてまい

りたいと存じますので、どうぞよろしくお願い

申し上げます。甚だ簡単ではございますが、重

ねて温かいご指導をお願いいたしまして、ご挨

拶といたします。

それでは、本日出席しております幹部職員を

紹介いたします。

〔各幹部職員紹介〕

以上でございます。よろしくお願いいたしま

す。

【清川委員長】ありがとうございました。それ

では、これより議事に入ります。

まず、会議録署名委員を、慣例によりまして、

私から指名させていただきます。

会議録署名委員は、初手 委員 、大倉 委員の

ご両人にお願いいたします。

今回の議題は、

・農水経済行政所管事務について

・第64号議案「令和6年度長崎県一般会計補正
予算 第8号」のうち関係部分の審査について
・令和7年2月定例会における本委員会の審査内
容等について、であります。

次に、審査方法についてお諮りいたします。

審査方法につきましては、お手元に配付してお

ります審査順序のとおり、本日は委員会を協議

会に切り替え、関係部局の所管事務の概要につ

いて説明を受けることとし、25日（火）は分科
会において、付託された予算議案に限って審査

を行い、審査終了後は「令和7年2月定例会の審
査内容等」について、委員間協議を行うことと

したいと存じますが、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【清川委員長】ご異議ないようですので、その

ように進めることにいたします。

なお、所管事務の概要説明に関するご質問等

につきましては、特に理解しにくかった点につ

いての質問にとどめ、具体的な質問につきまし

ては、各課へ個別に質問していただくか、3月7
日からの委員会の中で行うことにしたいと思い

ますので、よろしくお願いいたします。

それでは、委員会を協議会に切り替えます。

準備のため、しばらく休憩いたします。

― 午後 ２時０９分 休憩 ―

― 午後 ４時２２分 再開 ―

【清川委員長】 委員会を再開いたします。

本日の委員会はこれにてとどめ、2月25日（火）
は午前10時より再開し、分科会による補正予算
の審査を行い、審査終了後は、「令和7年2月定
例会の審査内容等」について、委員間討議を行
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うことといたします。

本日はこれをもって散会いたします。おつか

れさまでした。

― 午後 ４時２３分 散会 ―



２月２５日

（経済対策補正予算審査・委員間討議）
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和７年２月２５日

自  午前 ９時５８分

至  午前１１時５９分

於  委 員 会 室 ４

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 清川 久義 君

副委員長(副会長) 白川 鮎美 君

委 員 大場 博文 君

〃 宮本 法広 君

〃 石本 政弘 君

〃 饗庭 敦子 君

〃 山下 博史 君

〃 千住 良治 君

〃 初手 安幸 君

〃 大倉  聡 君

３、欠席委員の氏名

ごうまなみ 君

４、委員外出席議員の氏名

       な  し

５、県側出席者の氏名

産業 労働部 長 宮地 智弘 君

産業労働部次長 井内 真人 君

産業 政策課 長 吉田  稔 君

企業 振興課 長 香月 康夫 君

新産業推進課長 原田 啓輔 君

経営 支援課 長 下窄 賢剛 君

水 産 部 長 吉田  誠 君

水 産 部 次 長 峰松美津子 君

水 産 部 次 長 古原 和明 君

水産 部参事 監
（漁港漁場計画・漁場環境担当）

宮地 健司 君

漁 政 課 長 小川 昭博 君

水産経営課長（参事監） 齋藤周二朗 君

水産加工流通課企画監
（輸出拡大・養殖振興担当）

鈴木 正昭 君

漁港 漁場課 長 本多 健一 君

漁港漁場課企画監
（漁場環境担当）

松本 昌士 君

農 林 部 長 渋谷 隆秀 君

農 林 部 次 長 松田 武文 君

農 林 部 次 長 原田 幸勝 君

農 政 課 長 峰松 妙佳 君

農業 経営課 長 酒井  浩 君

農産 園芸課 長 山下 裕樹 君

農産加工流通課長 村上慎一郎 君

６、審査事件の件名

〇予算決算委員会（農水経済分科会）

第64号議案
令和6年度長崎県一般会計補正予算（第8号）
（関係分）

７、審査の経過次のとおり

― 午前 ９時５８分 再開 ―

【清川委員長】 おはようございます。

委員会を再開いたします。

なお、ごう委員から欠席する旨の届が出てお

りますので、ご了承をお願いいたします。

【清川分科会長】 これより第64号議案「令和6
年度長崎県一般会計補正予算（第8号）」のう
ち関係部分について、分科会による審査を行い

ます。
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なお、理事者の出席につきましては、付託議

案に関する範囲とし、お手元に配付しておりま

す配席表のとおり決定したいと存じますので、

ご了承をお願いいたします。

また、本日審査する議案は、「国民の安心・

安全と持続的な成長に向けた総合経済対策」に

伴うものであり、明日の予算決算委員会及び本

会議において審議することとなっておりますの

で、ご協力をお願いいたします。

それでは、予算議案を議題といたします。

まず、産業労働部長より予算議案の説明を求

めます。

【宮地産業労働部長】おはようございます。産

業労働部関係の議案についてご説明いたします。

資料といたしましては、予算決算委員会農水

経済分科会関係議案説明資料でございます。

2ページをご覧ください。
今回、ご審議をお願いしておりますのは、第

64号議案「令和6年度長崎県一般会計補正予算
（第8号）」のうち関係部分であります。
今回の補正予算は、国において決定された「国

民の安心・安全と持続的な成長に向けた総合経

済対策」に沿って、令和6年12月17日に成立し
た国の補正予算に適切に対処するため、必要な

予算を追加しようとするものであり、歳出予算

は記載のとおりであります。

歳出予算の内容につきまして、

◎企業振興課

（工鉱業振興費について）

物価高騰の影響を受けている県内製造業者の

賃上げに向けた生産性向上を図るため、設備投

資等の支援に要する経費として、地場企業総合

支援事業費4億5,000万円の増を計上いたして
おります。

◎新産業推進課

（工鉱業振興費について）

物価高騰の影響を受けている県内中小事業者

の生産性向上や業務効率化を図るため、企業内

でデジタルを活用できる人材の育成及びツール

導入等への支援に要する経費として、デジタル

力向上支援事業費2億6,188万7,000円の増を計
上いたしております。

◎経営支援課

（商業振興費について）

物価高騰の影響を受けている県民生活の下支

えや県内事業者の売上拡大、キャッシュレス化

の推進によるデジタル力向上を図るため、市町

と連携し、プレミアム商品券発行事業を実施す

る経費として、ながさき消費拡大・地元企業応

援事業費10億円の増を計上いたしております。
（中小企業振興費について）

物価高騰の影響を受けている県内中小事業者

に対して、各種支援制度の周知や適切な活用方

法の提案、価格転嫁に向けたサポート等に要す

る経費として、中小企業経営改善推進事業費

4,372万2,000円の増を計上いたしております。
（繰越明許費について）

繰越明許費につきましては、国の物価高騰対

応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、今回

の経済対策補正により実施する事業であり、次

年度にかけて引き続き支援に取り組む必要があ

ることから、記載の事業につきまして繰越明許

費を設定しようとするものであります。

以上をもちまして、産業労働部関係の説明を

終わります。

よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。

【清川分科会長】次に、水産部長より予算議案

の説明を求めます。

【吉田水産部長】 おはようございます。
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水産部関係の議案について、ご説明いたしま

す。

予算決算委員会農水経済分科会関係議案説明

資料の2ページ目をご覧ください。
今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第64号議案「令和6年度長崎県一般会計補正予
算（第8号）」のうち関係部分であります。
今回の補正予算は、国において決定された「国

民の安心・安全と持続的な成長に向けた総合経

済対策」に沿って、令和6年12月17日に成立し
た国の補正予算に適切に対処するため、必要な

予算を追加しようとするものであります。

歳入合計は、1億9,500万円の増、歳出合計は
3億558万4,000円の増となっております。
以降、計上事業等を記載しておりますが、後

ほど、担当課長から補足説明させていただきま

す。

4ページ目をご覧ください。
繰越明許費につきましては、国の補正予算を

活用する事業について、年度内に適正な事業期

間が確保できないことから、記載のとおり設定

しようとするものであります。

以上をもちまして、水産部関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【清川分科会長】次に、農林部長より予算議案

の説明を求めます。

【渋谷農林部長】 おはようございます。

農林部関係の議案について、ご説明いたしま

す。

予算決算委員会農水経済分科会関係議案説明

資料の農林部の2ページをご覧ください。
今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第64号議案「令和6年度長崎県一般会計補正予

算（第8号）」のうち関係部分であります。
今回の補正予算は、国において決定された「国

民の安心・安全と持続的な成長に向けた総合経

済対策」に沿って、令和6年12月17日に成立し
た国の補正予算に適切に対処するため、必要な

予算を追加しようとするものであります。

歳入予算は、国庫支出金で17億3,534万円の
増、歳出予算は、農業費で20億8,625万5,000円
の増となっております。

以降、計上利用等について記載しております

が、後ほど担当課長から補足説明をさせていた

だきます。

3ページの下段をご覧ください。
繰越明許費につきましては、国の補正予算を

活用する事業について、年度内に適正な工期が

確保できないことから、それぞれ記載のとおり

設定、または変更しようとするものであります。

以上をもちまして、農林部関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。

【清川分科会長】 次に、補足説明を求めます。

【香月企業振興課長】私の方から計上している

事業の概要を説明させていただきます。

資料につきましては、予算決算委員会農水経

済分科会補足説明資料の（産業労働部）という

ところをご覧いただければと思います。

2ページをお開きください。
賃上げ対応型企業成長促進事業費4億5,000
万円でございます。

事業概要の欄に記載しておりますが、物価高

騰等の影響を受けている中小製造業を対象に、

生産性向上につながる設備投資等の取組を支援

することで、賃上げ環境の整備を促進するとと

もに、県内発注を義務づけたうえで、中核とな
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る企業の設備投資を支援することで、県内サプ

ライチェーンの強靱化を図るものでございます。

2番目、事業内容の欄でございます。今回、
区分を2つ設定しております。
まず表の左側、物価高騰克服タイプでござい

ます。

令和5年においても、二度にわたって議会の
ご承認をいただき、同様の支援を行っていると

ころでございます。前回同様、県内中小企業の

研究開発費、設備投資等に加えて営業活動に関

する経費も対象に補助率3分の2、補助上限額
100万円としております。
要件につきましては、国の中小製造業向けの

代表的な支援メニューを参考にしながら、記載

のとおり設定したいと考えております。

次に、表の右側、県内サプライチェーン強化

促進タイプでございます。

こちらにつきましては、県内中小企業の設備

投資を支援するものでございまして、補助上限

額1億円と設定をしております。
要件の欄の4つ目の「〇」のところをご覧い

ただきたいんですが、記載内容としては、他の

県内企業に波及する取組ということでしており

ますが、具体的に申し上げますと、補助事業完

了後の2年間で補助額の40％、県内発注を義務
づけたいと思っております。

前回も、同じようにこういった設定をしてお

りまして、県内企業への発注を促進することで、

県内への波及効果を高めながら、サプライチェ

ーンの強靱化につなげていきたいと考えており

ます。

以上でございます。よろしくお願いいたしま

す。

【原田新産業推進課長】私からは、新産業推進

課が担当しておりますデジタル力向上支援事業

費についてご説明申し上げます。

資料の3ページをご覧ください。
デジタル力向上支援事業費としまして、2月
補正予算額2億6,188万7,000円を計上させてい
ただいております。

1、事業概要ですが、物価高騰等の影響を受
けている県内中小事業者の皆様の生産性向上や

業務効率化を図るために、社内でデジタルを活

用できる人材の育成やIT機器、デジタルツール
等の導入を支援する補助金でございます。

内容といたしましては、まず、補助対象者は

ほぼ全ての業種の県内中小事業者の皆様でござ

いまして、250者への補助金交付を目標に実施
したいと考えております。

補助対象経費は、①といたしましてDXやサイ
バーセキュリティ等に関する講座の受講、ITパ
スポートなどの資格取得といった社内の人材育

成にかかる経費が対象となります。

また、②に記載のとおり、パソコンやタブレ

ットをはじめとしたIT機器や、例えば受発注の
管理システム、社員の賃貸管理や企業計算のシ

ステムなど、デジタルツール等の導入経費が対

象になります。

なお、こうしたIT機器やツールを導入して終
わりではなく、しっかりと使いこなし、生産性

向上や業務効率化の効果を持続していただきた

いとの考えから、①の人材育成に取り組んでい

ただくことを必須の条件とさせていただいてお

ります。

補助率は、3分の2、補助金の上限額は100万
円となっております。

資料3ページの最下段の部分ですが、本補助
金事業は、既に過去2回実施済みでございまし
て、今回が3回目となります。
令和5年2月補正予算としてご承認いただい
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た分を、令和5年度に執行させていただき235者、
令和5年11月補正予算としてご承認いただいた
分を今年度、令和6年度に執行させていただき
305者、2回合計で540者の支援実績となってお
ります。

私からの説明は以上でございます。よろしく

お願いいたします。

【下窄経営支援課長】 私からは資料4ページか
ら6ページの3つの事業についてご説明いたし
ます。

まず、資料4ページをご覧ください。
ながさき消費拡大・地元企業応援事業費、予

算額10億円でございます。
本事業は、1、事業概要に記載のとおり、物

価高騰の影響を受けている県民生活の下支えや

県内事業者の売上拡大、キャッシュレス化の推

進によるデジタル力向上を図るため、市町が実

施するプレミアム商品券等発行事業を補助する

ものでございます。

補助対象経費でございますけれども、1つ目
は、プレミアム商品券等の市町が負担するプレ

ミアム部分でございます。

括弧書きの中に例を記載しておりますが、プ

レミアム2,000円分がついた額面1万2,000円の
商品券を1万円の価格で5万枚発行する場合で
ございますけれども、プレミアムが2,000円でご
ざいまして、それを5万枚発行しますので、1億
円の財源が必要となります。

補助率を2分の1としておりますので、この場
合、県が5,000万円、市町も5,000万円を負担す
るということになります。

次に、商品券等を発行する事務費についても

補助対象といたしますが、デジタル化の促進を

図るため、商品券等の発行額のうちデジタルに

よる発行額を5割以上とする計画の場合、事務

費についても補助対象とするものであります。

本事業により、県民の消費マインドを喚起し、

県内利用者の売上拡大、地域経済の活性化につ

なげてまいりたいと考えております。

資料5ページをご覧ください。
事業承継促進・後継者事業展開支援事業費、

予算額1,593万6,000円でございます。
この事業は、物価高騰等での先行き不安によ

る廃業を防ぎ、雇用維持や技術等の伝承につな

げるため、事業承継に取り組む中小企業者等を

支援するものであります。

2､事業内容に記載していますとおり、事業承
継の課題整理に要する経費や、承継後を見据え

た事業展開に要する経費を補助するものであり、

具体的な補助対象経費は、企業価値算定や不動

産鑑定などの専門家の活用経費、新商品やサー

ビスの開発費用、施設改修費、設備投資費など

でございます。

なお、補助率は、2分の1以内としております。
また、補助上限は50万円、補助要件として、

長崎県事業承継・引継ぎ支援センターの支援を

受けていること等を掲げております。

この事業により、県内中小事業者の事業承継

の取組を支援してまいりたいと考えております。

資料6ページをご覧ください。
事業変革・価格転嫁サポート事業費、予算額

2,778万6,000円でございます。
本事業は、1､事業概要に記載のとおり、物価
高騰等で収益悪化に苦慮する中小事業者の売上

拡大等に向けて、適切な支援制度の活用提案や

各種補助金等の申請支援に加え、原価計算や価

格交渉に係る改善策提示など、価格転嫁に向け

たサポートを実施しようとするものであります。

具体的には、2､事業内容にありますように、
中小企業診断士協会に委託のうえ、記載の支援
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措置を講じるものであります。

なお、令和6年度は、「事業変革サポート事
業」という事業名で実施しており、実績は記載

のとおりでありますが、今回、名称を「事業変

革・価格転嫁サポート事業」と改め、国等の有

利な補助金の活用に向けた支援はもとより、適

切な価格転嫁に向けた支援にも力点を置き、併

せて、これまでの支援に係る好事例をセミナー

等で横展開していくことで、県内事業者の成長

の好循環を促してまいりたいと考えております。

以上で私からの説明を終わります。よろしく

ご審議賜りますようお願いいたします。

【小川漁政課長】お手元にお配りしております

資料１、令和7年2月定例県議会予算決算委員会
農水経済分科会補足説明資料（水産部）につい

て、ご説明をさせていただきます。

2ページをご覧ください。
私からは、海業振興支援事業費についてご説

明をいたします。

国では、経済対策補正予算において、海や漁

村の地域資源の価値や魅力を活用した海業を推

進するため、漁港施設等を活用して、海業に取

り組む地域を支援する補助事業を新たに創設い

たしました。

県といたしましては、当該事業を活用し、県

内の漁協等による海業の取組を後押しし、県内

各地域における漁村のにぎわい創出を図ってま

いりたいと考えております。

本事業は、漁協などの事業実施者が、海業の

取組に係る実施計画の策定に必要な調査や効果

分析、実証等に要する経費に対し支援を行うも

のでございます。

補助率は、定額、補助上限を500万円とし、
全額国費で3,500万円を計上させていただいて
おります。

私からの説明は以上でございます。よろしく

ご審議賜りますようお願いいたします。

【齋藤水産経営課長】 資料の3ページをご覧く
ださい。

私からは、漁協経費負担軽減対策事業費につ

いて説明をさせていただきます。

この事業は、漁協が所有している冷蔵庫や製

氷機など長期間使用して、機能低下が著しい施

設や機器を更新し、漁協の経費負担を軽減する

ための支援として5,000万円を計上いたしてお
ります。

令和4年度・5年度の補正においても、同様の
内容で実施をしてきておりますが、いまだ老朽

化した施設や電気量の消費が大きい機器等が残

っておる状況にございます。

本事業により、古くなった機器などを新機種

へ更新することで、節電や省エネ効果等による

ランニングコストの低減が図られ、かかる経費

の負担が軽減されるとともに、機能向上による

漁獲物の付加価値向上にもつながるものでござ

います。

補足説明は以上でございます。よろしくご審

議賜りますようお願いいたします。

【鈴木水産加工流通課企画監】 続きまして同

じく資料1、補足説明資料の4ページをご覧くだ
さい。養殖資材高騰対策事業費、予算額2億278
万3,000円についてご説明させていただきます。
目的でございますが、養殖網などの資材が高

騰し、経営が厳しくなる中、足し網など赤潮対

策に必要な資材の導入に要する経費を支援する

ことで、生産者の負担を抑えつつ、可能な限り

早期の導入を実現するとともに、赤潮防除のた

めのモニタリング、発生抑制対策の実証等を支

援することで、今後の大規模被害を防ぐ体制を

強化するものでございます。
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2番の事業概要をご覧ください。
昨年の赤潮被害の有無によって財源を使い分

けております。

まず、被害を受けた海域につきましては、（1）
の水産庁の補正予算を活用しまして、①持ち運

び可能な観測機器の導入などによります機能的

なモニタリング体制の構築、②赤潮防除剤の比

較など赤潮発生抑制対策の実証、これらソフト

的な取組については定額支援を、また、③の生

けすの大型化や足し網等の導入など赤潮被害軽

減対策としてのハード整備につきましては、経

費の2分の1を支援するものでございます。
それから被害を受けていない海域につきまし

ては、(2)の国の臨時交付金を活用いたしまして、
養殖業者が足し網等を導入する経費に対し、3
分の1を支援することとしております。
以上で説明を終わります。よろしくご審議賜

りますようお願いいたします。

【本多漁港漁場課長】 同じ資料の5ページをお
開きください。

私からは、水産環境保全対策推進事業費につ

いてご説明いたします。

この事業は、藻場の食害対策や海藻の種苗投

入など藻場の保全、干潟の環境・生態系保全等、

漁業者等で組織された活動組織が行う多面的機

能の効果的・効率的な発揮に資する地域の活動

を、国・県・市からの交付金で支援する事業で

あり、県と関係機関で構成された長崎県水産多

面的機能発揮対策地域協議会を通じて支援を行

い、水産業の再生・漁村の活性化を図ることと

しております。

今回の補正では、事業概要にありますとおり、

県予算として1,780万1,000円を計上しており、
全体の事業費は1億3,996万8,000円、うち国庫
補助金は1億436万6,000円です。

なお、当事業につきましては、年度内には適

正な活動時期を確保できないため繰越しの手続

が必要になることから、全額を繰越明許費に計

上させていただいております。

私からの説明は以上となります。よろしくご

審議賜りますようお願いいたします。

【峰松農政課長】私の方から、農政課関係の事

業につきまして補足説明をさせていただきます。

予算決算委員会農水経済分科会補足説明資料

農林部の2ページをご覧ください。
表の左側、産地総合整備対策事業につきまし

ては、国の事業を活用いたしまして、老朽化し

た共同利用施設の再編集約や合理化に取り組む

産地を支援する事業といたしまして11億7,263
万5,000円を計上しております。

3ページをお願いいたします。
事業概要といたしましては、①として地域農

業を支える共同利用施設につきまして、右側の

イメージ図のように、再編集約や合理化に取り

組む経費を農業者の組織する団体等に支援する

ものでありまして、補助率につきましては2分
の1以内、財源は全額国庫補助金で9億8,880万
5,000円を計上しております。
また、②といたしまして、今ご説明した①の

再編集約や合理化をさらに加速化させるための

事業が国において創設されておりまして、資料

右側の負担区分のとおり、①に加えて県と国が

それぞれ5％以内で協調して支援する事業であ
りまして、1億8,383万円を計上しております。
なお、本事業につきましては、年度内の事業

完了が困難でありますことから、事業費と同額

の繰越明許費を設定することとしております。

説明については以上でございます。よろしく

ご審議を賜りますようお願いいたします。

【酒井農業経営課長】農業経営課関係事業につ
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いて補足説明をさせていただきます。

同一資料4ページをお開きください。農地中
間管理機構事業促進対策費としまして、予算額

2億2,000万円を計上しております。
次の5ページをお願いいたします。
本事業は、主に農地中間管理機構を活用して、

担い手への農地の集積・集約化を促進するため

の機構集積協力金等を交付するものであり、今

回の予算計上は、それに要する経費について国

から資金の交付を受け、長崎県農地中間管理事

業支援基金に積み立てるものであります。

長崎県農地中間管理事業支援基金は、平成26
年度に機構集積協力金等を円滑に執行するため、

全額国庫を財源として造成したものであります。

また、機構集積協力金は、農地バンクに対し

て、一定割合以上農地を貸し付けた地域に協力

金を交付するものであり、集約化奨励金は、農

地の団地化に取り組む地域に対して奨励金を交

付するものであり、全額国庫補助金となってお

ります。

今後、基金に積み立てた財源を取り崩して協

力金、奨励金を交付するものであります。

説明は以上でございます。よろしくご審議賜

りますようお願いいたします。

【山下農産園芸課長】私の方から農産園芸課の

補正予算について補足説明をさせていただきま

す。

同じ資料の6ページをお開きください。
農業資材価格高騰対策緊急支援事業費として、

2億円を計上いたしております。
7ページをお願いいたします。
燃油や肥料などの農業資材の価格は、令和3

年に高騰して以降、依然として高止まりしてお

り、農家の経営負担が大きい状況が続いており

ます。また、ハウス用の鉄骨資材の値上がりに

より、園芸ハウスの設置コストも高騰している

状況でございます。

本事業は、燃油等の資材価格の影響を受けに

くい生産体制を整備するため、燃油・肥料の使

用量低減に資する資機材、例えば燃油の場合で

すとヒートポンプ、肥料の場合ですと、うね内

部分施肥機など、こういったものの導入を補助

率2分の1以内で支援するとともに、園芸用ハウ
スにかかる経費の負担軽減を図るため、既存ハ

ウスを補強し長寿命化する取組や、遊休ハウス

を移設・修繕する取組に必要な経費を補助率3
分の1以内で支援するものです。
なお、本事業については、年度内の事業完了

が困難であることから、事業費と同額の繰越明

許費を設定することとしております。

以上で補足説明を終わります。よろしくご審

議賜りますようお願いいたします。

【村上農産加工流通課長】農産加工流通課の補

正予算について補足説明をさせていただきます。

補足説明資料8ページをご覧ください。
記載のとおり、今回、当課からはHACCP等

対応施設整備緊急対策事業費と長崎和牛消費回

復対策事業費の2件を計上しております。
9ページをご覧ください。
1つ目は、HACCP等対応施設整備緊急対策事
業費として4億3,462万円を計上しております。
本事業は、加工食品等の輸出拡大を図るため、

輸出先国の輸入条件やニーズに応じた輸出体制

の確立に向けた食品製造事業者の施設の新設、

機器の整備を支援するものでございます。

事業の概要についてですが、補助対象は雲仙

市で、事業実施主体は雲仙市内の乾麺を製造す

る食品製造事業者。

事業内容は、乾麺の輸出拡大に向けて食品安

全の国際規格である「ISO22000」の認証取得
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のための新たな工場の建設と、工場内に設置す

る衛生機器などの導入を支援するものでござい

ます。

なお、本事業は、国の食品産業の輸出向け

HACCP等対応施設整備緊急対策事業を活用す
るもので、補助率は2分の1、全額国庫により実
施するものでございます。

次のページをお願いします。

2つ目は、長崎和牛消費回復対策事業費とし
て5,900万円を計上しております。
事業の概要ですが、本事業は、和牛の枝肉価

格の下落等により厳しい経営状況にある肉用牛

農家の経営安定と所得向上を図るため、物価高

騰に伴い消費が停滞している長崎和牛の消費回

復・拡大を図る取組を実施するものでございま

す。

事業内容は、県内外の長崎和牛指定店、協力

店で長崎和牛を購入・食事をされた方の中から

抽選で長崎和牛が当たるキャンペーンを実施す

るとともに、先着3万名の県民の方に、長崎和
牛の購入や食事に使える1,000円分の割引券を
配布し、さらなる消費喚起を図るものです。

また、キャンペーンに連動して、試食販売宣

伝員等を用いた販促活動も併せて実施すること

で、長崎和牛指定店、協力店の拡大につなげ、

取引量の底上げを図ってまいります。

なお、本事業は、国の重点支援交付金を活用

し、全額国庫により実施するものでございます。

また、今回、計上した両事業どちらも年度内

の事業完了が困難であることから、事業費と同

額の繰越明許費を設定することとしております。

以上で補足説明を終わります。よろしくご審

議を賜りますようお願いいたします。

【清川分科会長】以上で説明が終わりましたの

で、これより予算議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【饗庭委員】おはようございます。理解を深め

るために何点か質問させていただきたいと思い

ます。

最初に、産業労働部の2ページの賃上げ対応
型企業成長促進事業費についてお伺いします。

この分で、賃上げを、環境整備を促進するこ

とを目標にしておられますが、1の物価高騰克
服タイプのところで補助上限が100万円という
ふうになっております。

中小企業も、様々の人数であるかというふう

に思うんですけれども、その中で、100万円で
はなかなか賃上げにつながりにくいのではない

かというふうに思うんですが、ここを100万円
に設定した理由を教えてください。

【香月企業振興課長】左側の物価高騰克服タイ

プ100万円というところでございます。
物価高騰対策ということで、物の値段が上が

って、賃上げの原資となる利益の確保が非常に

苦しいというところが、県内の事業者の状況と

承知をしております。

こうした中で、私どもとしては、物価高騰の

克服につなげていただくために新たな製品の開

発とか設備投資を行っていただいて、生産性向

上や付加価値を高めることに取り組んでいただ

きたいと考えたところでございます。

物価高騰の予算の上限額については、別にも

のづくり補助金という国の補助金がございまし

て、下限が100万円でございますので、国の支
援の届かないところを県のこの制度でカバーし

たいと考えて設定をしたところでございます。

【饗庭委員】国の支援の届かないところという

ことですけれども、目的が賃上げかなというふ

うに思います。こうした取組をすることによっ

て生産性を向上して、県内の中小企業が非常に
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やっぱり賃上げで苦しんでおられるというふう

に思うんですね。

その中で、賃上げが実行できるのかというの

が非常に危惧というか、疑問に思うところなん

ですが、そのあたりを再度お伺いします。

【香月企業振興課長】今回の要件として、事業

所内の最低賃金、県内は今953円というふうな
学でございますが、プラス50円上回った給与体
系を、まず補助の対象要件とさせていただきま

す。

併せて、前回の事例なんかを見ますと、この

補助金を使って新たな取組を行って、売上げが

増というふうな計画を立てていただいています。

売上げが上がることで利益の確保につなげてい

ただいて、そこを従業員の方の賃金に還元いた

だくというふうな考えで進めているところでご

ざいます。

【饗庭委員】 わかりました。

そういう中で、この予算設定としては、県内

の中小企業、過去の実績は書いてありますけれ

ども、今回は何社を見込んでおるのかお伺いし

ます。

【香月企業振興課長】今回、補正予算4億5,000
万円という総額の中で、左側の物価克服タイプ、

上限100万円の方では大体50件程度、補助上限
額100万円の場合で50件というふうなことです。
予算の配分といいましょうか、割り振りとし

ては、（1）の物価克服タイプの方が5,000万円
で、右側の県内サプライチェーン強化促進タイ

プが4億円というふうなイメージを持って進め
ているところでございます。

【饗庭委員】 わかりました。ぜひ、中小企業が

賃上げしたいのにできないという状況があるの

で、そこにももっと手厚く支援をしていただけ

ればというふうに思います。

次に、4ページのながさき消費拡大・地元企
業応援事業費についてお伺いします。

このプレミアム商品券なんですけれども、21
市町あるかというふうに思いますが、その中で

の割り振りがどんなふうになるのかお伺いしま

す。

【下窄経営支援課長】プレミアム商品券の発行

でございますけれども、今、市町の方で検討い

ただいておりまして、既に実施することを公表

したところが、長崎市をはじめ7市ございます。
そのほか意向調査をしたところ、もう公表した

ところも含めて7割を超える市町については、
実施する意向と把握しているところでございま

す。

【饗庭委員】 その7割の中で、市町それぞれ希
望する金額が挙がってくるかと思うんですが、

その調整はどのようにしていかれる予定かお伺

いします。

【下窄経営支援課長】市町の総事業費が約19億
円ということでお伺いしており、今のところ、

県費の10億円でちょうどいいぐらいの数字と
考えております。

【饗庭委員】では今のところ、市町が希望する

額でいけるということで理解したいと思います。

次に、6ページの事業変革・価格転嫁サポー
ト事業費の価格転嫁に向けたサポートというの

は、具体的にどのような内容か教えてください。

【下窄経営支援課長】価格転嫁のサポートでご

ざいますけれども、価格転嫁に向けた交渉をす

る必要がございます。そのための、例えば実際

の原価の計算でございますとか、そういったも

のの資料作りのサポートをするようなイメージ

でございます。

【饗庭委員】資料作りのサポートというと、も

ともとこの価格転嫁をどうやっていくかという
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のが重要なとこかと思うんですけれども、その

あたりは事業所それぞれで考えていただくみた

いなことか教えてください。

【下窄経営支援課長】事業所ごとの、例えば価

格交渉に係る課題の洗い出しでございますとか、

その改善策の提示、あるいはノウハウ等をサポ

ートして適切な価格転嫁、そういったものの支

援を、それぞれの事業所に合った支援を中小企

業診断士の方で個別に行うというものでござい

ます。

【饗庭委員】確認ですけれども、中小企業診断

士が行うということなので、その中小企業診断

士を派遣する分を県としてサポートするという

ことでよろしいんでしょうか。

【下窄経営支援課長】この事業は、中小企業診

断士協会に委託をしまして、そこに所属してい

る診断士が、それぞれの事業所に行ってサポー

トを、その費用を県が負担するというふうなス

キームでございます。

【饗庭委員】 わかりました。

次に、水産部の4ページの分で赤潮被害対策
のところなんですけれども、赤潮を受けていな

い海域というのがどのあたりになるのかを教え

てください。

【鈴木水産加工流通課企画監】 令和6年度、
大規模な赤潮が発生しました。こちらでも記載

しております被害を受けた海域といいますのが、

橘湾から本県の本土側を北上しまして西彼海域、

九十九島海域から伊万里湾、松浦市に至る海域

で、（1）の補正予算の対象海域になります。
それ以外の養殖産地、離島であったり、今申

し上げた以外の地区が、こちらで書いている被

害を受けていない海域ということで、すみ分け

をしているところでございます。

【饗庭委員】それ以外ということですけれども、

具体的な海域を教えていただきたいのと、足し

網等の導入というんですか、被害を受けていな

いところでも利益を生むためにするんでしょう

か、どういうふうな利益になるのか教えてくだ

さい。

【鈴木水産加工流通課企画監】 被害を受けて

いない海域を具体的に申し上げますと、本土周

辺でいきますと、平戸地区、下五島、上五島、

対馬、こういったところが養殖産地の中で今回

被害を受けていない海域ということですみ分け

をしております。

それから、足し網について若干補足の説明を

させていただきますが、通常、赤潮が発生しま

すと、海域に特定のプランクトンが異常に増殖

して、その中でも魚に有害なプランクトンが増

殖した場合、生けすの中の魚が、そのプランク

トンに濃い濃度で接して被害を受けるという仕

組みでございます。

濃いプランクトンの塊が生けすに流れ込んで

きますと、生けすの中の魚が逃げ場がなくて遭

遇して死ぬということですので、赤潮が発生し

た時期に通常の生けす網の深さ、本県で言えば

水面から5メートル、10メートルぐらいの深さ
で養殖するのが一般的なんですが、この深さの

上の部分に網地を足すことで、網の深さを通常

よりも深くしてやると。こうしますと周辺で有

害プランクトンが来遊した際に魚が濃度の薄い

水深帯に逃げることができる。それをもって被

害を防ぐ、へい死率を抑えるという効果を期待

するものでございます。

今回、被害を受けてない海域につきましても、

数漁協、この足し網の導入をする想定にしてお

りますが、先ほど申し上げた対馬であったり五

島は、今回は大きな被害はなかったんですが、

通常、こうした赤潮被害は離島であっても当然
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起こり得るものでございますので、来年以降の

こういった赤潮の発生に備えて、そういった地

区におきましても足し網の導入をしていくとい

うことでございます。

【清川分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

【宮本委員】おはようございます。私の方から

は確認の意味を踏まえて質問をさせていただき

ます。

まず、産業労働部からです。先ほど饗庭委員

からも話がありましたが、賃上げ対応型企業成

長促進事業費でありますが、これは確認です。

実績もあられて、はじめての取組ではないと

いうことでありました。物価高騰克服タイプが、

簡単に言うならば個社、県内サプライチェーン

強化促進タイプが、どちらかというと大きい会

社ということで確認いたしました。

計画認定要件の中で、どちらとも「パートナ

ーシップ構築宣言」と「Ｎぴか」認証取得（予

定を含む）とあります。この要件は、今までも

あったのかどうかということと、これを取得も

しくは宣言している企業が県内ではどのくらい

の割合いるのかというのがわかれば教えてくだ

さい。

【香月企業振興課長】こちらの「パートナーシ

ップ構築宣言」、「Nぴか」は、前回の補助の
際も、こういった要件を付けさせていただいて

おりまして、「パートナーシップ構築宣言」に

ついては、県内の登録数が621社です。全体621
社のうち146社が製造業ということになってお
りまして、23.5％でございます。
この数字というのは、九州では3番目に多い

数字でございまして、増加率も九州では2位と
いう増え方をしております。

この私どもの制度に限らず、既存の事業の中

でも、こうしたパートナーシップ宣言を要件に

つけるなど推奨を我々はしておりまして、引き

続きここは今回も設定しているところでござい

ます。

併せて「Nぴか」でございますが、これはご
案内のとおりかと思いますが、働きやすい環境

をつくる県内の企業を県が表彰する、認証する

というふうな制度でございまして、1月末時点
で256社と担当課から伺っております。
こうしたことを補助の要件に付すことで、今

年度も増加は増えていると伺っておりますので、

従業員の労働環境というところは非常に大事な

部分かと承知をしておりますので、こちらにつ

いても引き続き設定をしているといった状況で

ございます。

【宮本委員】取得しているところのインセンテ

ィブという形で、これを取得しておけば、こう

いった補助を受けられるということで一定理解

いたしました。

もう一点、スケジュール感についてお尋ねい

たしますが、今議会で可決されて、長崎県賃上

げ対応型企業成長促進事業なので、いち早く企

業の方々にお渡しいただきたいと思いますが、

スケジュール感についてお尋ねいたします。

【香月企業振興課長】今回は、国の経済対策と

いうことで、議会におかれてもこういった先議

という場を設けていただいて前倒しで審議をい

ただいているといったことも含めまして、早く

活用いただくというところは、まさにおっしゃ

るとおりという認識でございます。

予算を認めていたただいた後、直ちに手続を

取って3月のできるだけ早い段階、3月前半には
事業をスタートさせて、物価高騰タイプの方は

随時の受付ということになりまして、右側のサ

プライチェーンの方は、一旦、申請をいただい

て外部の審査会などを経て決定していきたいと
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考えております。

【宮本委員】 県の方も、申請書類とか、そうい

った煩雑さというのも、もしかしたらあるのか

もしれませんけど、いち早くお手元に届くよう

に対応していただきたいということを要望させ

ていただきます。

それと先ほども話がありました4ページ、こ
れは新規で、ながさき消費拡大・地元企業応援

事業費10億円であります。
先ほどもいろいろ詳細ありましたが、今まで

も市町はプレミアム商品券というのを発行して、

市町の事業者の売上げを拡大するという取組は

されているんですね。しかし、今までは県の補

助はなかったですよね、新だから。しかし、今

回新たに10億円という大規模の予算を講じる
ことができたのは、国から、それだけ多く配分

があったのか、それとも国からこういったもの

も県もしてくださいというメニューが追加され

たのか、それとも今までの既存の事業を削って

これに充てたのか、導入の経緯についてわかり

やすく教えていただければと思います。

【下窄経営支援課長】導入の経緯でございます

けれども、国が発表しました令和6年の家計調
査等で申し上げますと、令和6年の物価変動の
影響を除く実質で月平均の消費支出が前年比で

1.1％減となるなど、消費意欲が減少しているよ
うなところがございます。

本県においても、同じように消費意欲の減少

が見られるとともに、長崎市の消費物価指数で

申しますと、令和2年と比較すると、令和2年を
100としますと令和6年10月が109.2と、物価指
数も大きく跳ね上がっているところで県として

も市町と一緒になって消費のマインドを醸成す

る支援が必要ということを考えまして、この事

業を実施するに至ったところでございます。

【宮本委員】今までも、コロナの時とかでもい

ろいろ市町もやっていて、よく言われるのが、

県もこういう市町がやっているプレミアム商品

券などに対しての補助があればいいのになとい

う声をやっぱり聞いていたわけですよね。市町

については、市町がやることだからということ

で私も返答していたものの、こういった形で県

も10億円という規模を投じて、市町に対する補
助ということでしていただくというのは、やっ

とというか、そういった変動を踏まえてという

ことで今説明がありましたけど、今までもでき

なかったのかなという思いがちょっとあったも

のですから確認をさせていただいた次第です。

これも速やかに、先ほどあったとおり7割は
実施するということもありますので、市町とよ

くよく連携を取っていただきながら、スムーズ

な対応ができるようにしていただきたいという

ことを要望させていただきます。

続きまして、水産部関係です。

まず、海業振興支援事業費について3億5,000
万円、これ、説明ありがとうございました。申

し訳ありません、なかなかわかりづらくて、も

う一回ご説明いただけますか。農水経済委員会

は久しぶりなものですから。

そもそも漁港施設等を活用した海業の取組、

こういった取組をやっているのが長崎県内でも

あるのでしょうかということと、もう少し具体

的に、ソフト面での補助であると、計画の策定

を目指すために必要な取組の支援ということで

ありまして、事業主体も漁協とか県漁連とか書

いてありますが、要はポンチ絵に書いてあるよ

うな、こういった図を構築するための計画を県

が支援するていう理解でいいのか、もうちょっ

と詳しく教えていただければと思います。

【小川漁政課長】お尋ねにございました海業振
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興支援事業費でございます。

まず予算額でございますけれども、3,500万円
となっております。

今ご指摘いただきました内容ですけれども、

今回、海業ということですが、水産分野におき

まして、漁業者の所得向上ですとか、雇用機会

の創出を図るというところで、海ですとか、漁

村ですとか、様々な魅力がございますので、そ

こを生かしながら、漁村の賑わいを創出し、漁

業者の所得向上ですとか、雇用機会の創出につ

なげていこうということで国・県が、この海業

の推進に取り組んできているところでございま

す。

内容としましては、こちらのポンチ絵の中に

図を書いておりますけども、様々な直接消費で

すとか漁業の体験ですとか様々なところ、交流

施設、販売施設、レストラン等々書いておりま

すけれども、こういう形で様々、いろんな方々

に漁港・漁村に足を運んでいただいて、いろん

な消費をしていただいたりですとか、楽しんで

いただくというところで所得向上につなげてい

きたいということでございます。

今回、この海業振興支援事業費につきまして

は、こういった事業について地元の漁協ですと

か漁業団体の方々が計画を策定をして、実際に

これを海業としての事業につなげていただくた

めの計画をまずはつくっていただきたいと。そ

こについての調査ですとか、まずは実証の支援

をさせていただいて事業化につなげていきたい

ということで事業を構築したものでございます。

県内の実施事業でございます。県内の様々な

地域で海業が取り組まれておりまして、具体的

なところでいきますと上五島の奈良尾地区です

とか、壱岐の勝本地区ですとか、対馬ですとか、

あと県内の本土地区、様々なところで海業とい

うことで取組を進められているという状況でご

ざいます。

【宮本委員】 失礼しました。3,500万円でした
ね。申し訳ありません。

今実施している地域は理解できましたが、今

回この予算を使って想定している地域というの

がございますならば、今の時点でわかっていれ

ば教えていただきたいと思います。

【小川漁政課長】 今回の海業振興支援事業費、

全額国費ということなんですけれども、具体的

に事業化に向けた計画策定ということですと、

一定程度、各地域地域での海業の取組の制度と

いうか、進度がある程度進んでいるところが想

定になってくるかと想定しております。

今回、先ほど申しました対馬ですとか、奈良

尾地区ですとか、壱岐の勝本地区ですとか、一

定程度、取組が始まっているところを今想定を

して予算を計上させていただいているという状

況でございます。

【宮本委員】わかりました。やっぱりこういっ

た形で海業が長崎県内でももっともっと推進で

きて、漁業者の所得向上とか消費拡大にもつな

がれば幸いですので、取組を推進していただき

たいということを要望させていただきます。あ

りがとうございます。

あと、農林部の方で質問をいたします。

まず、産地総合整備対策事業費につきまして

質問いたします。

事業の概要等のご説明ありがとうございまし

た。これ、共同利用施設の再編集約・合理化で

あります。こういった形で今後やっていく方が

合理的で業務も進めやすいということを想定さ

れていると考えておりますが、こういった動き

が、①、②につきましては同じであるというこ

とで先ほどもご説明がありましたが、県内でも、
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こういった地域について、こういう事業を考え

ているというものがありましたら、教えていた

だければと思います。

【峰松農政課長】産地総合整備対策事業に取り

組む地域があるかというご質問かと思います。

このメニューが、国の方から示された時点で、

県の方から各市町を通じて各地域の方にも要望

調査をしていただいたところ、複数要望はあっ

ております。ただ、熟度の関係で、まだまだ事

業として地元の合意が取れてないものですとか、

そういったばらつきがある中で、今回、予算化

に向けて2地域を考えているのですが、まだ国
の方から内示等を受けておりませんので、正式

には確定していない状況ということで回答させ

ていただきます。

【宮本委員】県内でも、こういった形で再編集

約・合理化に向けて産地の整備が進んでいくと

いうことで、さらに合理的に農業経営が進めば

幸いですので、随時、取組を推進していただき

たいということを要望させていただきます。

もう一点、お尋ねをいたします。農業資材価

格高騰対策緊急支援事業費についてであります。

先ほども物価高騰や燃油高騰ということでご

説明がありました。これは新しい事業ではない

ということで理解しております。

予算規模といたしましては、資材高騰という

のは年々、ここにも書いてあるとおり高止まり

の傾向がありまして、昨年よりも今年、おとと

しよりも今年が高くなっている状況ではないか

と推察するんですが、今回は2億円ですが、事
業規模として例年に比べて今回はちょっと増加

しているかということとかがわかれば教えてく

ださい。

【山下農産園芸課長】この農業資材価格高騰対

策緊急支援事業でございますが、これまで令和

4年6月補正、令和4年9月補正、令和5年6月補正、
令和5年11月補正と、4度ご承認いただきまして
事業を執行させていただいてきたところでござ

います。

予算額でいきますと、やはり大きいのは始め

た当初、令和4年6月補正ですと約4億円、令和4
年9月で約3億2,000万円規模の予算を計上させ
ていただいたところです。直近でいきますと昨

年1億2,000万円の対策を措置させていただい
たところでございます。

今回計上させていただいた2億円でございま
すが、肥料や燃油の対策として各地域のニーズ

を調査したところ、肥料・燃油の部分で約1億
2,000万円ほどのニーズがあったと。今回新たに
ハウス等の長寿命化補強の支援を追加させてい

ただきましたが、そちらで8,000万円ほどのニー
ズがあるというようなことで、2億円を計上さ
せていただいたところでございます。

【宮本委員】ニーズ調査の上、この規模で設定

したということですね。確認をいたしました。

やはりどれもいち早く届けていただきたいとい

う思いがあります。

同じように、この事業に対してのスケジュー

ルについて、決まり次第どのように推移してい

くのかを教えてください。

【山下農産園芸課長】農業資材価格高騰対策緊

急支援事業につきましては、議会のご承認をい

ただきましたら、速やかに要望調査を開始した

いと考えておりまして、年内には開始しまして、

実際の計算等を含めて事業を組み上げる必要が

ございますので、1か月強ぐらい期間をとりま
して、4月中には要望を吸い上げて、審査に入
りたいと考えているところでございます。

【宮本委員】この事業も、いち早く手元に届く

ように鋭意対応していただきたいということを
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改めて要望させていただきます。

以上です。

【清川分科会長】ほかに質疑はございませんか。

【千住委員】まず、産業労働部にお聞きしたい

んですが、先ほどからお話があっていました賃

上げ対応型企業成長促進事業費の（2）県内サ
プライチェーンの強化促進タイプについてお尋

ねします。私が聞き間違ってたら申し訳ないん

ですが。

実際、県内に波及していく中で県内発注が

40％というようなお話があったと思うんです
けども、過去にも、昨年の補正でも、令和5年
度の補正でも上がっているということで、結果、

県内に平均どれぐらい実際発注があったのか。

逆に言えば、それを踏まえて40％以上にできな
いのかというようなところのお尋ねをまずした

いと思います。

【香月企業振興課長】昨年の物価高騰対策支援

補助金は、2年間で補助額の40％以上を県内に
発注することというふうな要件をつけておりま

して、現段階では、昨年11月の補正予算でご承
認をいただいて繰越しをした関係もあって、今

年度で補助事業が完了をするといった段階でご

ざいます。

今後2年間で県内企業への発注を進めていた
だくわけでございますが、事前に申請をいただ

いた時の状況から申しますと、予算額が、令和

5年11月補正の時には5億円というような予算
規模でございました。それに対して当時の申請

をいただいた時の発注計画を見ると、21億円を
超える発注が計画をされております。社数で申

しますと60社を超えております。
ここのパーセント枠をどのくらいに設定する

かというところは状況を見ながら考えていくべ

きだなと思っておりますが、こうした県内企業

への発注を義務化することによって効果が広が

ってサプライチェーンの強化につながるものと

思っておりますので、こうした考えの下、取り

組んでいきたいと思っているところでございま

す。

【千住委員】わかりました。できるだけ県内に

波及していかないと意味がありませんので、ぜ

ひチェックしながら今後検討いただけたらと思

います。

続きまして、プレミアム商品券の発行事業に

ついて、お尋ねをしたいと思います。

今回、初めて県が補助を出されるというお話

でしたが、そういった中で商品券が今まで出て

いたのは、消費喚起をして県内の経済を活性化

させようというのが大きな目的だったと私は認

識していたんですが、今回初めて物価高騰の影

響を受けているということで、そちらも多分目

的に入るんじゃないかなということがありまし

て、そうすると、県民の下支えと考えますと低

所得者への対応といいますか、それも必要かな

と思うんですよね。

商品券というのは、確かに非常にありがたい

ですけども、実際、現金がないと買えないと。

現金を持ってないと商品券を買えないというこ

とになって、そうすると現金に余裕がある方に

は非常にプラスになって、逆に物価高騰に苦し

む方々に対してはメリットもあまりないのかな

というふうなところもあるんですが、そのあた

り県はどのようにお考えでしょうか。

【宮地産業労働部長】先ほど来、かねて市町が

プレミアム商品券を実施していたのに対して、

今回県が初めて実施するということです。

経過から申し上げますと、今回、国から物価

高騰の交付金がきて対象になるということと、

あと産業労働部でやるに当たって経済状況、足
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元を確認しました。そうしますと、総務省の統

計では、消費物価が全国よりも長崎の方が高い

と。要は、毎日スーパーに行かれて買われるい

ろんな食材が高いと、そういう傾向が見られる

という中で少しでもお支えしたいというのが一

つ。

もう一つは、補足説明資料にも書かせていた

だいたんですが、今日も饗庭委員からも中小・

小規模事業者の賃金向上に向けてという話もご

ざいましたけれども、私どもとしては、県内企

業の中小・小規模事業者の生産性向上を上げた

いと。具体的に申し上げますと、まず、デジタ

ル化を促したいということで、今回、デジタル

でのプレミアム商品券の発行をお願いしたいん

ですけれども、消費者がデジタルで来ると事業

者側もデジタルのシステム等を導入しやすいと

いうことで、その2つの狙いを産業労働部とし
ては考えております。

併せて申し上げますと、補足説明資料の3ペ
ージにデジタル力向上支援補助金という、これ

は各事業者が、例えば今申し上げましたように

システムなんかを導入したいと思った時にご支

援できると、全体としてはそういうふうなスト

ーリーを産業労働部としては考えております。

千住委員おっしゃられた足元ですね、暮らし

が厳しくて、なかなか消費に回せないという県

民の皆さんもいらっしゃるかと思いますけれど

も、その辺は私ども産業労働部だけじゃなくて、

国もいろいろ税制の検討もされていますので、

全体としてご支援につながっていけばと思いま

して、私どもはこういうふうな予算をご提案し

ているところでございます。

【千住委員】今まで市町がやっていたプレミア

ム商品券というと、意外と大型店は非常に利用

が多くて、地域の個人商店というのは、別にあ

りがたみをなかなか感じないというところも多

くございます。

せっかく県でやるのであれば、この21市町の
中で7割は一応実施予定で、残り3割はやらない
ということですか、その辺はいかがですか。

【下窄経営支援課長】我々としましては全市町

にやっていただきたいと思っておりますので、

例えば6月補正も含めて、このプレミアム事業
をやっていただくように働きかけをしてまいり

たいと思っております。

【千住委員】 6月までをめどに、年内をめどに
最終的になるのかなというふうに思うんですが、

せっかくであれば21市町で、それぞれ使いやす
いようにしていただけたらと思うんですが。

今回、その目的は非常に多岐といいますか、

多いなというような感じがして、そういった中

でデジタル化の話もあったんですが、デジタル

による発行額が5割以上というところの経費の
補助率も出ているということで、21市町でデジ
タルの商品券につきましては幾つぐらい採用が

あられるんでしょうか。

【下窄経営支援課長】商品券の詳細については、

各市町の方で制度設計をしているところでござ

いまして、デジタルのみで発行するようなこと

を検討しているところが3市町、デジタルと紙
を併用したところが3市町、残りについては紙
のみの商品券で発行を検討していると承知をし

ているところでございます。

【千住委員】今後、デジタル化は進んでいくん

でしょうけど、物価高騰の影響を受けていると

いうことであれば、今デジタル化の差が非常に

大きくなってきているような感じもしますので、

県民の皆さんに使いやすようなことを今後もぜ

ひ考えていただけたらと思っております。非常

にいいことだと思いますので、そのあたりはほ
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かの課とも相談をしながら、ぜひ今後もやって

いただけたらなと思っております。

続きまして、農林部の方にお聞きしたいんで

すが、産地総合整備対策事業で、先ほど国から

まだ決定がなされてないということで2つぐら
い採択のお話があったと思うんですが、これは

以前あった対策よりも非常に有利なといいます

か、メニュー的にはよくなった補助金ですかね。

以前は、5割までのような話だったかと思いま
す。

今回、さらに加速化ということで国が5％、
県が5％ということで10％増えているんじゃな
いかなと思うんですが、そのあたりはいかがで

すか。

【峰松農政課長】これまでの事業につきまして

は、いろいろなメニューの中でハード施設の整

備というのはあったのですが、今回、国が食料・

農業・農村基本法の改正において、農業構造の

転換を実現するということで、こういった施設

の再編整備を特出しして支援をしていくという

メニューに組み替えられた中で、今おっしゃら

れた補足説明資料3ページの②の部分、協調支
援で国と県が上乗せをして支援するということ

については、新しく創設されたメニューになり

ます。

【千住委員】今までこういった形を計画されて

いた時に、ちょうどいいタイミングで出たとい

う形になるんでしょうかね、わかりました。あ

りがとうございます。本当は具体的にもっと聞

きたかったんですけれども、まだおりてきてな

いということで、決まったら教えていただけた

らと思います。

最後に、HACCP等対応施設整備緊急対策事
業費ということで4億3,000万円ほど出ている
んですが、対象が雲仙市ということで、事業主

体が食品製造業者1社というお話もあったんで
すが、これまでの決定のプロセスというか、金

額も非常に大きいし、そのあたり、決定までの

プロセスをお聞きしたいんですけれども。

【村上農産加工流通課長】HACCP等対応施設
整備緊急対策事業でございますが、経過を申し

ますと、雲仙市が食品事業者に対して事業の推

進を図っていく中で、事業者の方から国の事業

を活用して施設整備を行いたいという申し入れ

がございました。

雲仙市の多比良港の埋立地のところで、この

施設を整備したいという事業者から申し出があ

って、国、市また県が、この事業の推進につい

て支援していく中で、国に対して現在要望を上

げているという状況でございます。

【千住委員】数年前から計画があって、要望を

最終的に今上げているという状況なんですか。

【村上農産加工流通課長】食品事業者の構想と

しては、このHACCP等の対応施設を整備した
いという意向はございまして、その事業者の意

向に沿った形で、国、県、市から、こういう事

業が対象になりますよということで推進したと

いうことになっております。

【千住委員】最後ですけれども、この事業で輸

出先国の輸入条件やニーズに応じたというのが

ありますので、実際どのあたりを検討されてい

るのかお聞きしたいと思います。

【村上農産加工流通課長】この食品事業者につ

きましては、例えばそうめんとかうどん、ちゃ

んぽん等の乾麺をアメリカ、香港、シンガポー

ル、台湾、フィリピン、インドに向けて輸出を

拡げていこうというふうに計画をされておりま

す。

【清川分科会長】ほかにご質疑はございません

か。
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【大倉委員】私から、まず農林部の件ですけれ

ども、農業資材価格高騰対策緊急支援事業費、

7ページですね。ここの事業の概要の中で資材
価格高騰対策に関して既存ハウスの長寿命化と

あります。

昨今では、台風被害であるとか、大雨被害で

も、毎年のように本県の農業用ハウスというの

は被害を被っているわけですね。そのたびに修

繕費など本当に農家の方は多額の負担という状

況があっている中で、この長寿命化というのは

非常に大切だなと私も感じております。

単純に確認的なことで伺いたいんですけれど

も、要するに、ハウスそのものを補強する補強

資材、そういったものへの補助というふうに考

えてよろしいんでしょうか。

【山下農産園芸課長】ハウス、もう長年使って

いますと、構成する資材等劣化してきますので、

そういったものの資材の交換等を支援するとい

うような内容になっております。

【大倉委員】 資材交換という話ですね。

例えば、強度の高いハウスへの建替え、そう

いったものの補助に、これは適用されないんで

しょうか。

【山下農産園芸課長】新たにとなりますと新設

となりますので、本事業ではそこまでは考えて

いなくて、あくまでも既存のハウスを活用しな

がら必要な部分を交換して補強することによっ

て長寿命化するというような取組を支援するも

のでございます。

【大倉委員】私は、できる限り幅広く支援を講

じていただきたいというところが要望としてあ

りまして、ただ既存のハウスの交換、資材の交

換という話でした。

例えば、ハウスに直接的じゃなくても防風ネ

ットとか、そういったあたりの補助は、これも

やっぱり厳しいということなんでしょうか。

【山下農産園芸課長】本事業では、あくまでも

ハウス、現在、鉄骨がかなり高騰していますの

で、新しく建てるとかなりコストがかかるとい

うところで、既存のものをうまく有効活用しな

がら、必要な部分を交換、補修することによっ

て長く使うということで経費負担を下げようと

いうものでございますので、プラスアルファ別

のものを入れるということまでは、本事業では

対象としてはいないところでございます。

【大倉委員】 承知いたしました。

では、このハウスのそもそもの耐用年数とい

うのを伺いたいんですね。もちろんこれは材質

であったりとか、広さであったりとか、構造と

かで変わってくると思うんですけど、農業ハウ

スの耐用年数は大体何年ぐらいかわかりますか。

【山下農産園芸課長】法定耐用年数でいきます

と14年となっております。
【大倉委員】 14年ということで、以前、私、
農家の方とこのハウスについて話をしたことが

あって、その方のハウスは、もう大分修繕しな

きゃいけない状況だったんですね。まさに10年
ぐらいたったというふうにおっしゃったんです。

14年という耐用年数ごとに、やっぱりそこは改
善していかなきゃいけないという話なんですね。

しかも、ハウスって一つ幾らぐらいするんで

すかという話を伺ったところ、これが結構する

んですね。高級外車並みですよ、はっきり言う

と。その方のはたまたま高かったのかもしれな

いんですけど、1,000万円近いというふうにおっ
しゃってました。で、耐用年数が14年ごとに何
か修繕していかなきゃいけない。農家の方にと

って本当に負担が大きいなということが私は本

当に印象に残っています。

ですから、そういった部分でも、今回は一つ
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の支援策として、私もこれは評価しております

けれども、今後も引き続き様々な支援というも

のは講じていただきたいなということを要望さ

せてください。

それから、HACCPに関して私からもご質問
します。

このHACCP等対応施設整備緊急対策事業費、
これも確認ですけれども、とりわけ乾麺などの

加工食品に関しての国際基準がどうなっている

のかというところを伺っておきたいんです。

アメリカとかヨーロッパなんかに輸出する際

に加工食品もHACCPの認証というのをしっか
り受けてないと、やはり取引というのは今厳し

い状況なんでしょうか。

【村上農産加工流通課長】食品事業者が輸出を

するために輸出先国と商談をしていく中で、国

際標準基準のISO22000の取得を求められてい
ると。それを取得することによって輸出が有利

に働くということから、今回、事業を要望した

ところでございます。

【大倉委員】 乾麺の輸出拡大に向けて、この

HACCPの設備への補助というのは非常に意義
があると私も思っております。

そもそもHACCPへの対応、衛生管理は、既
に義務化されているところでございまして、そ

れをこの支援でしっかりと輸出拡大につなげて

いただきたいというふうに感じています。

そういった中で展望を伺っておきたいんです

けれども、今回、予算が4億3,400万円余りつい
ています。この事業によってどの程度の輸出拡

大につながっていくのか、展望的なものを教え

ていただければと思います。

【村上農産加工流通課長】現在、食品事業者に

つきましては、先ほど申しましたそうめん、う

どん、ラーメン等を、香港、シンガポール、台

湾、フィリピンに輸出しておるところでござい

ます。金額でいくと約46万円というまだ少ない
額でございますが、今回、整備することで新た

にインドですとかアメリカ、こういったところ

にも拡大していくことで、5年後に輸出額を
9,000万円まで拡げていきたいという計画でご
ざいます。

【大倉委員】しっかりと輸出拡大につなげてい

っていただきたいと思います。

それから、水産部の案件です。赤潮の件です。

この赤潮被害対策のために、今回、国庫、臨

時交付金で2億200万円余りの補正予算がつい
たということ、これは大変意義深いと思ってお

ります。

その中で足し網に関してなんですけれども、

確かに足し網は有効な手段とされています。た

だ、その一方で、海域によって水面までの浅い

ところであったりとか、潮流がちょっと激しい

とか、そういったところでは有効的に使えない

場合もあるというところが、この足し網と言わ

れているわけですね。様々な側面があるのが足

し網です。

そういう中で改めて確認をしておきたいんで

すけれども、本県の海域というのは、この足し

網が、今の段階では有効に活用できるものだと

いう認識でよろしいでしょうか。

【鈴木水産加工流通課企画監】足し網に適した

海域のお話でございます。

先ほど、2つの事業の対象海域のすみ分けの
ご説明をさせていただいたところですが、いず

れの海域におきましても、浅い漁場もあれば、

深い漁場もある。潮流の早いところも、遅いと

ころもあります。本県の養殖地域は非常に多種

多様な海況でございまして、全部が全部、足し

網に適した漁場では決してないと考えておりま
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す。

そうした中で、今回こちらの2事業、あるい
は昨年の9月補正と11月補正で積極的に足し網
を導入するとした地区の漁協が、漁協の数でい

きますと昨年の9月、11月補正で、特に被害の
大きかった3漁協、それから今回の（1）の水産
庁補正で足し網が5漁協、被害を受けていない
海域、それ以外の海域の中で4漁協が今回導入
を試みると伺っております。

その漁協の中で全員がということではもちろ

んございませんし、足し網を導入して効果が期

待できるのではなかろうかという方の生けすに

ついて少しずつ導入していくということでござ

います。

【大倉委員】詳細な説明ありがとうございます。

今回の支援では、事業内容として、足し網とい

う直接的な対策もしながら、やっぱり本県にと

って有効な手段って何だろうと、そこも併せて

実証する、そういった経費もこれは含まれてい

るというふうに考えてよろしいんでしょうか。

【鈴木水産加工流通課企画監】 例えば（1）
の水産庁の補正で申し上げますと、足し網等の

ハード整備につきましては2分の1補助でして
いきます。

一方で、先ほど大倉委員が言われたとおり、

足し網がなじまない地区について、ほかの赤潮

被害を防ぐ手段についての実証試験、こういっ

たものは（1）②の定額補助の中で数地区にお
いて実施の方向で検討しております。

具体的には、まだ何に取り組むかはわからな

いですが、例えば、国の方で今技術開発が進め

られております、赤潮がきても魚の被害を軽減

できるような新しい餌であったり、あるいはエ

ラに損傷を受けて酸欠で魚が死亡するのを防ぐ

ための酸素濃度を上げる装置など、こういった

技術開発をこちらの事業で実証できないかとい

うことで、今、数地区が検討しているところで

ございます。

【大倉委員】本当に足し網のみならず様々な有

効な手段を実証していっていただいて、効果的

な対策につなげていただきたいと切に願ってお

ります。

今回、赤潮被害を受けていない海域で足し網

への導入経費の補助がついている、これが非常

にやっぱりポイントだと思っております。やっ

ぱり養殖業の皆さんは、いつ何どき自分のとこ

ろが赤潮被害に遭うか本当にわからない不安な

状況を過ごしていらっしゃるわけです。ですか

ら、これ3分の1補助率ということで、導入する
方向にどこまでつながるかどうかはわかりませ

んけれども、今後も手厚い支援を県としても引

き続きお願いしたいというふうに要望しておき

ます。

それから、産労部関係も伺います。

これも先ほどから各委員の皆さんがご質問さ

れて重なるところもあるんですけれども、賃上

げ対応型企業成長促進事業費の補助対象者につ

いて伺います。

これは中小企業、そして中小製造業への補助

対象ということですが、県内にある企業の多く

が、ほとんどが中小企業、中小の製造業だと思

うんですが、そういった企業の基準ですね。例

えば、資本金が幾らだとか、従業員数が幾らだ

とか、そういった支援対象の基準というものが

もしもあるんでしたら教えてください。

【香月企業振興課長】支援対象の基準のところ

でございます。

双方ともに県内の中小企業というふうな要件

で進めたいと思っておりまして、中小企業の要

件というのが、資本金が3億円以下かつ従業員
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が300人以下の双方を満たす、この基準の対象
事業者が今回の申請をいただける範囲というと

ころでございます。

【大倉委員】 資本金3億円以下、従業員300人
以下ということですね。承知しました。

そうなると、ほとんどの県内の企業がそれに

当たるんじゃないかなというところでございま

す。

区分としても、確認ですが、物価高騰克服タ

イプと県内サプライチェーン強化促進タイプの

2種類あるわけですけれども、2番の方ですね、
サプライチェーン強化促進の対象者は、中小製

造業企業プラスの中堅企業というのもあって、

中堅というのは、いわゆる国の考え方、経産省

の考え方では、いわゆる常時雇っている従業員

が2,000人以下の企業というような定義がある
と思うんですけれども、ここでいう、この中堅

というのは、どういった会社のことを表してい

るんでしょうか。

【香月企業振興課長】記載の中堅で、国の方で

設けられている要件というのは、今、大倉委員

からお話があったような内容になっております。

今回、こちらの制度の中で、特に右側のサプ

ライチェーン強化促進タイプについては、新た

な県外の需要を獲得して、その案件は県内企業

に発注しながら進めるということで、一定規模

の大きな事業者を想定しているところでござい

ます。

こうしたメッセージといいましょうか、意味

を込めて、あえて今回、中堅という表記をさせ

ていただいたところでございます。

【大倉委員】多くの中小企業が支援対象になっ

てもらいたいんですが、国の考え方の中堅企業

だと2,000人以下の規模感ですので、そこまでの
会社はなかなか本県にはないなという印象なん

ですけど、そういう中堅ではなくて、本県独自

の考え方の中堅ということなんですか、もう一

回説明してください。

【香月企業振興課長】これは、今回の想定され

る対象の方をはっきり表した方がいいんじゃな

いかという考えもあって、その中で国とは考え

方が異なる内容で、地元に発注を行うような中

核といいましょうか、核になっていただくよう

な企業というふうな趣旨で、こういった表現を

追加させていただいたところでございます。

【大倉委員】 承知しました。

過去の実績について伺いますが、それぞれ記

載されていますけれども、こういった実績が、

要はどこまで生産性の向上につながっているの

か、そして、どこまで賃上げにつながっていく

のか、これがやっぱり非常にポイント、大事な

ことだと考えています。特に、今回の事業は賃

上げということもうたっているわけですから、

生産性も上がって、賃上げにもつながらないと、

これは意味がないと考えているわけです。

そこで伺いたいんですけれども、過去の実績

と今後の展望、そのあたりを県としてどのよう

に受け止めているのか教えてください。

【香月企業振興課長】 まず、左側、物価高騰タ

イプ100万円の方でございますが、昨年、これ
まで212件の支援をしておりまして、今、投資
が終わったということで、事業が完了したとい

うことで、状況を確認しているところでござい

ます。

具体的に伺っている事例として、例えば生産

性向上でいうと、温度とかガスの濃度、製造に

伴って、そういったところが自動制御の機械を

導入して、これまで従業員の方が張り付いて2
時間ぐらいかかっていたところが1時間かから
ずに短縮ができたと。併せて、自動化に伴って
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作業時間といいましょうか、夜間の作業も自動

で行えるようになって、品質も安定して、Ｂ級

品というか、安定して出荷量が増えたというふ

うなお話を伺っております。

こうしたところは、売上げの増加というふう

なところにつながってくると思っていますので、

今後の賃上げに、そこの得られた利益というふ

うなところを賃上げに回していただくというこ

とですね。我々も補助の効果というところを引

き続き確認していくといったところと考えてお

ります。

右側のサプライチェーンの強化タイプでござ

いますが、こちらについても今年度10件採択を
しておりまして、防衛関連を含めた造船関連で

すとか、半導体や航空機など成長分野の取組が

進んでおります。

県内企業への発注要件を加味したことで効果

が広がっていると思っておりますので、今後の

発注実績で新たな案件の獲得につながったのか

といったことも確認しながら、その後の利益が、

どう賃上げに反映されているのかというところ

の確認を進めていきたいと考えております。

【大倉委員】本当に賃上げしたくても、この物

価高のあおりでなかなか賃上げできないという

ような中小・零細企業の皆さんも多いですし、

幅広く支援することで生産性向上にもつなげて

もらいたいし、そしてやっぱり何よりも働いて

いる皆さんの賃上げにつながるような、そうい

った取組を今後も引き続きよろしくお願いした

いと思います。

ながさき消費拡大・地元企業応援事業費プレ

ミアム商品券の質問も何度も出てますけれども、

この事業内容に関してです。

県内21市町、7割の市町が自主的な取組をし
ていくという方向性というお話がありました。

そういう中で、デジタル化に向かっていくとい

う先ほどの部長説明も非常にわかりやすかった

です。まずは、消費者の方がデジタル化してい

くことによって、事業者側もそういったデジタ

ルを使っていこうという機運が盛り上がってい

くというのも非常に理解できます。

そういった中で、紙の商品券というものも一

方でやっぱり残さなきゃいけない部分もあると

私は思うんですね。どうしてもご高齢の方とい

うのは、まだまだスマホなんかもしっかりと利

用できにくいというような、そういった方もい

らっしゃるわけです。

そこで、デジタル化による発行が増えていく

ということは、コスト削減の意味からも非常に

有意義です。そして、煩雑さということも減少

していける。いいことだと思うわけです。

確認ですけれども、やっぱりデジタル化促進

の観点から発行額5割以上の計画が補助対象と
なっているというふうに考えてよろしいでしょ

うか。

【下窄経営支援課長】事業者は、県民の利用者

の方もそうですけれども、デジタルの利活用と

いうのを進めたいというふうな意図も含めまし

て、市町がデジタルで発行する割合を5割以上
にした場合には、市町の事務費の総額を補助対

象経費として見ますと、そういうふうなスキー

ムでございます。

【大倉委員】紙の商品券は印刷費がかかります

ので、デジタル化につなげていくというのは非

常に大切なことだと私も思っています。

ただ、先ほども言ったように、私の両親なん

かは、母親は70代でスマホをばんばん使うんで
すけれども、父親の方は全く使えないんですね。

そういったどうしてもデジタル弱者の方々は高

齢者の方に多いわけで、そういった方々が購買
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意欲を損なうことがないようにしなきゃいけな

いなというのも考えていかなければいけないと

ころだと思うんです。

ですから、そこもぜひ市町とうまく連携しな

がら、そこの取組を続けていってもらいたいな

と思うんですが、何かそのあたりで、ご見解が

ありましたらよろしくお願いいたします。

【下窄経営支援課長】高齢者等が利用しやすい

環境というのは当然必要だと思っておりまして、

高齢者の利用につきましては、発行主体である

市町でありますとか、実際に事務を行う商工団

体等とも連携してフォロー等をお願いしてまい

りたいと考えております。

【井内産業労働部次長】先ほど賃上げ対応企業

成長促進事業費について企業振興課長から答弁

させていただきましたが、この点で1点補足を
させていただきます。

中小製造業の定義なんですが、こちらは国の

中小企業基本法で決まっておりまして、製造業

でいいますと資本金3億円以下、または常時雇
用従業員が300人以下ということになっており
ます。補足いたします。

【清川分科会長】ほかに質疑はございませんか。

【石本委員】 何点か質問させていただきます。

今、プレミアム商品券の件が出ていましたの

で、それに関連して1点です。
今回の事業の内容に直接関係することじゃあ

りませんけど、先ほど千住委員の方からも話が

ございましたけど、このプレミアム商品券の目

的が、いわゆる物価高騰の折の県民生活の下支

えということです。

確かに、地元で商品券が発売になるんですけ

れども、その商品券を求める人は、やっぱり金

を持っている人がほとんどなんですよね。そし

て一人でというか、可能な限り買い占めて、例

えば他人の分まで一人で請け負って商品券を買

うと。なかなか一般の方に、特にお金がないと

いう言い方はおかしいですけれども、やっぱり

厳しい環境にある方に対するメリットというの

はほとんどないのかなということを感じていま

す。

そういう意味で、こういった商品券もなるべ

く多くの人にメリットを与えるような購入方法

についてもぜひ条件付けというか、これは市町

がすることだと思うんですけれども、そういっ

た対応も、幅広く県民の方に行き渡るというよ

うな対応について何かご意見があれば伺いたい

と思います。

【下窄経営支援課長】今、委員からありました、

幅広く県民の皆様にプレミアム商品券が行き渡

るように実施主体の市町とも連携しながら、ど

のような方法が可能なのか検討してまいりたい

と思っております。

【石本委員】その辺はぜひ市町とも協議してい

ただいて、なるべく県民の皆様方に、広く、多

く行き渡るような商品券になればなというふう

に思っています。よろしくお願いします。

次に、水産の方で2点ほど確認します。
1点は、養殖資材高騰対策事業費の関係で赤

潮対策なんですけれども、昨年来、補正予算で

赤潮対策についてしっかりとした対応をいただ

きまして、まずもってお礼を申し上げます。

加えまして、今回補正予算で、ここでいう国

庫の方が被害を受けた地域に対する事業という

内容ですけれども、これも先ほど大倉委員から

も話がありました。特に足し網、また生けすの

大型化というのがありますけども、松浦地区で、

この足し網にしても、生けすの大型化にしても、

条件的になかなか厳しいものがあるという話も

聞いています。
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そういった中で、例えば、松浦地域に限って

いうと、どの程度の利用の度合いというか、今、

県が把握しているところで結構ですけども、ど

のぐらい対応可能性があるのか、確認です。

【鈴木水産加工流通課企画監】先ほども少しご

説明したんですが、昨年、特に大きな被害があ

った3漁協、橘湾東部漁協と長崎市新三重漁協、
それから新松浦漁協については、今回上程した

予算ではなくて、9月、あるいは11月補正で、
足し網の支援と代替魚支援をすることとしてお

ります。

松浦につきましては、特に被害の大きかった

マグロの3業者について、マグロはもともと大
きな円形生けすを使うという性質から、足し網

は網をつぎ足すのではなくて、そもそも今より

も深い網に入れ替えるというような方法で、そ

の3者で、全台とはいきませんけども、何台か
ずつ導入していくという方向で今整理、検討を

しているところでございます。

【石本委員】松浦のことだけ聞いても申し訳な

ないんですけども。ということであれば、11月
の補正予算で措置した内容で、今のところ順調

というか、進めるということですね。ありがと

うございます。

それから、もう一点、海業振興支援事業の関

係ですけれども、この対象者を見ると漁協、市

町、漁協等が組織する団体等となっています。

今、私もある話を伺っているんですけども、

個人で海業に取り組みたいという動きも聞いて

いるんですけど、そういった個人に対する支援

というのは対象にならないのかどうか、確認で

す。

【小川漁政課長】今回の海業振興支援事業なん

ですけれども、海業自体を地域全体として取り

組んでいくということと、この事業は漁港の活

用ということが前提になっておりますので、個

人でのお取組ということは対象にはしておりま

せん。

ただ、やはりそういう方々が一緒に集まって

いただいて、漁協を中心とする団体として、地

域として一体的に取り組んでいただけるように、

県としても働きかけを進めていきたいと考えて

いるところでございます。

【石本委員】今の話も、後もって個別にまた確

認をしますけども、漁港を使った取組の一環な

んですよ。これは個別に相談したいと思います。

よろしくお願いします。

それから農林の方ですけども、まず1点は、
産地総合整備対策事業の関係で今想定されてい

る施設があるのかどうか、確認です。

【峰松農政課長】今回、予算を計上するに当た

りまして市町の方に要望調査をしたと先ほど申

し上げておりましたが、その中で熟度の高いも

のを2施設想定して、今、国と協議をしている
ところでございます。

【石本委員】その施設は、ここで発表できない

わけですね。

【峰松農政課長】 すみません。2施設というこ
とで、金額が特定されてしまうおそれがあるも

のですから、ここでは差し控えさせていただき

ます。

【石本委員】次は、農地中間管理機構の話です

けれども、これも特に県北でいうと、中山間地

域でなかなか厳しいのかなというふうに実態と

して感じているんですけども、県全体として、

この取組に当たっての大枠の計画、目標とか、

それに対して現在どの程度の実績という捉え方

をしているのかお伺いします。

【酒井農業経営課長】中間管理事業の今の進捗

のお尋ねでございます。
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県としましては、この中間管理事業で毎年

800ヘクタールを集積していくという計画をし
ております。

この事業が平成26年から開始されました。昨
年、令和5年で10年経過しております。その中
で、10年で8,000ヘクタールの計画でございま
したが、実績としましては、その10年で6,938
ヘクタールということで、達成率としましては

87％程度ということになっております。
【石本委員】思った以上に努力されているのか

なという感じがします。

これについては、先ほども言いましたように

地域でかなりばらつきがあるんじゃないかなと

思うんですけども、ざっくりでいいんですけど、

例えば、県北、県央、県南で目標に対して実績

がわかればお聞かせください。

【酒井農業経営課長】この事業の取組が一番大

きいのが雲仙市、そして2番目が諫早市という
ことで、やはり委員からございましたとおり、

条件がいい土地が多いところは、どうしても実

績は多くなってくるということがございます。

そういった意味からすれば、県北地区につい

ては中山間地が多くございますので、取組的に

は、目標に対しましては若干下回っているとい

うような状況になっております。

【石本委員】今言われたように、平地がないと

なかなか集積しても意味がないというか、利用

価値が見合わないというのが現状だろうと思い

ます。

そうはいっても、やはり中山間地域の農地に

ついても何とか集約していかないと、耕作放棄

地になるしかないというのが実態でございます

ので、そこら辺をもう少し突っ込んで、当然、

平場は基盤整備もできていますから進むと思う

んですけれども、それ以外のところを、いかに

農地を残すかというのが今後大事になってくる

と思いますので、そういうところもしっかりと

対応をお願いしたいというふうに思います。

次に、農業資材価格高騰対策ですけれども、

ここにありますように燃料とか資材についても、

いわゆる省エネに向けた機材についての支援と

いうことになっていますけれども、これは補正

だからそうかもわかりません。

言いたいのは、本体の、例えば燃油とか肥料

に対する補てん、これは通常補塡、予算でやっ

ています。それから、ここに載ってないのは牛

の飼料ですね。肥料は載っているけれども、飼

料については入っていない。

そういった部分についても、特に畜産農家も

ご承知のとおり大変厳しい中で、飼料費につい

ても、いわゆる本体に対する支援というのがや

っぱり必要とされているというところがありま

すけれども、そういったところについてはどの

ように考えているのか。

【原田農林部次長】委員から今ご説明にありま

した飼料の部分につきましては、令和6年の11
月補正で、同じくこの臨時交付金を活用した事

業を創設して、生産者のセーフティーネットの

掛け金200円の負担を軽減する事業をやってお
ります。セーフティーネットにかかってない

方々の生産者につきましては、実質、生産者が

使った飼料のトン当たり200円と同等の支援を
しておるところでございます。令和6年、先般
の11月補正で議決いただいて、今執行している
ところでございます。

【石本委員】本体のベースとしては、今既にも

う実施していると。それはいつまで、期限があ

るんですかね。

【原田農林部次長】 11月補正で組んだものに
つきましては、令和7年度中ということで、令
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和8年3月までとなっております。
また、飼料と燃油につきましては、やはりほ

かに代えることができない非常に大事な経費で

もございますので、国の方でセーフティーネッ

トというものをつくり上げて、そこに加入して

いただいて、価格を少しでも維持しながら、経

費を抑えていただこうという仕組みがあります

ので、我々はそこに入っていただくということ

をサポートさせていただいているところでござ

います。

【石本委員】そこは継続してしっかり取り組ん

でいただきたいと思うし、今後についても、ま

た改めてお願いしていきたいと思います。

最後に、もう一点です。長崎和牛の消費回復

対策事業費ですけども、金額が多いか少ないか

という判断はありますけども、これについても

補正予算だけじゃなくて通常の一般会計でもぜ

ひ取り組んでいただきたいなと、これは要望し

て終わりたいと思います。

以上です。

【清川分科会長】  ほかに質疑はありませんか。
【千住委員】 すみません、1点だけ。
先ほどのプレミアム商品券の件ですけど、一

応補正で今回上がって、繰り越して、来年度い

っぱいになるんですかね。

ある市では、この2月にプレミアム商品券の
先議ということで採決しておられるところもあ

るんですけど、そういうところは後半に使用す

るようなお話なんでしょうか。

【下窄経営支援課長】プレミアム商品券の利用

の期間のお尋ねかと思います。

既に議決をもらっているところもございます

けれども、今お聞きしているところでは、早け

れば5月あたりから利用ができて12月ぐらいま
での利用期間ということでお伺いをしていると

ころでございます。

【清川分科会長】ほかに質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川分科会長】ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了したいと思います。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川分科会長】討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論を終了しました

ので、採決を行います。

第64号議案のうち関係部分は、原案のとおり
可決することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【清川分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、第64号議案のうち関係部分は原案の
とおり可決すべきものと決定されました。

審査結果について整理したいと思いますので、

しばらく休憩をいたします。

― 午前１１時５５分 休憩 ―

― 午前１１時５６分 再開 ―

【清川分科会長】 分科会を再開いたします。

これをもちまして分科会の審査を終了いたし

ます。

引き続き、3月7日からの委員会の審査内容等
の決定をするための委員間討議を行います。

理事者退席のため、しばらく休憩をいたしま

す。

― 午前１１時５６分 休憩 ―

― 午前１１時５７分 再開 ―

【清川委員長】 委員会を再開いたします。

次に、令和7年2月定例会における本委員会の
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審査内容等の決定をするための委員間討議を行

います。

審査方法について、お諮りをいたします。

審査方法は、委員会を協議会に切り替えて行

いたいと思いますが、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【清川委員長】ご異議がないようですので、そ

のように進めることといたします。

それでは、ただいまから委員会を協議会に切

り替えます。

しばらく休憩いたします。

― 午前１１時５８分 休憩 ―

― 午前１１時５９分 再開 ―

【清川委員長】 委員会を再開いたします。

それでは、本日協議いたしました委員会の審

査内容については、原案のとおり決定されまし

たので、理事者へ正式に通知することといたし

ます。

ほかにご意見はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川委員長】ほかにご意見等がないようです

ので、これをもちまして農水経済委員会及び予

算決算委員会農水経済分科会を終了したいと思

います。

お疲れさまでした。

― 午前１１時５９分 閉会 ―



第１日目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和７年３月７日

自  午前 ９時５９分

至  午後 ４時１０分

於  委 員 会 室 ４

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 清川 久義 君

副委員長(副会長) 白川 鮎美 君

委 員 ごうまなみ 君

〃 大場 博文 君

〃 宮本 法広 君

〃 石本 政弘 君

〃 饗庭 敦子 君

〃 山下 博史 君

〃 千住 良治 君

〃 初手 安幸 君

〃 大倉  聡 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

産業 労働部 長 宮地 智弘 君

産業労働部政策監
（産業人材確保・育成担当）

石田 智久 君

産業労働部次長 井内 真人 君

産業 政策課 長 吉田  稔 君

企業 振興課 長 香月 康夫 君

企業振興課企画監
（企業誘致推進担当）

石川 拓朗 君

新産業推進課長 原田 啓輔 君

新エネルギー推進室長 岩永 俊一 君

経営 支援課 長 下窄 賢剛 君

未来 人材課 長 末續 友基 君

未来人材課企画監
（ 外 国 人 材 担 当 ）

髙見  誠 君

雇用労働政策課長 黒川恵司郎 君

６、審査事件の件名

〇農水経済分科会

第1号議案
令和7度長崎県一般会計予算（関係分）
第3号議案
令和7年度長崎県農業改良資金特別会計予算
第4号議案
令和7年度長崎県林業改善資金特別会計予算
第5号議案
令和7年度長崎県県営林特別会計予算
第6号議案
令和7年度長崎県沿岸漁業改善資金特別会計
予算

第7号議案
令和7年度長崎県小規模企業者等設備導入資
金特別会計予算

第10号議案
令和7年度長崎県長崎魚市場特別会計予算
第47号議案
令和6年度長崎県一般会計補正予算（第6号）
（関係分）

第49号議案
令和6年度長崎県農業改良資金特別会計補正
予算（第1号）
第50号議案
令和6年度長崎県林業改善資金特別会計補正
予算（第1号）
第51号議案
令和6年度長崎県県営林特別会計補正予算（第
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2号）
第52号議案
令和6年度長崎県沿岸漁業改善資金特別会計
補正予算（第1号）

第53号議案
令和6年度長崎県小規模企業者等設備導入資
金特別会計補正予算（第1号）

第55号議案
令和6年度長崎県長崎魚市場特別会計補正予
算（第1号）

第61号議案
令和6年度長崎県一般会計補正予算（第7号）
（関係分）

７、付託事件の件名

〇農水経済委員会

（1）議 案

第36号議案
長崎県工業技術センター条例の一部を改正す

る条例

第37号議案
長崎県窯業技術センター条例の一部を改正す

る条例

第38号議案
長崎県立職業能力開発校条例の一部を改正す

る条例

第39号議案
長崎県地方卸売市場長崎魚市場条例の一部を

改正する条例

第44号議案
直轄特定漁港漁場整備事業に対する県の負担

について

（2）請 願

  な  し

（3）陳 情

・中小・小規模事業者支援のための職員増員に

関する要望

・横田地区県営農業競争力強化農地整備事業に

係る島原道路の早期着工・完成及び建設残土

利用等の要望書

・要望書（佐々町）

・要望書（五島市）

・海運・船員の政策諸課題に関する申し入れ

・要望書（長崎県南北高海区漁業協働組合長会）

・要望書（有明海栽培漁業推進協議会）

・東彼杵郡三町合同県政要望書

８、審査の経過次のとおり

― 午前 ９時５９分 開会 ―

【清川委員長】 おはようございます。

ただいまから、農水経済委員会及び予算決算

委員会農水経済分科会を開会いたします。

それでは、これより議事に入ります。

今回、本委員会に付託されました案件は、第

36号議案「長崎県工業技術センター条例の一部
を改正する条例」外4件でございます。
そのほか陳情8件の送付を受けております。
なお、予算議案につきましては、予算決算委

員会に付託されました予算議案の関係部分を農

水経済分科会において審査することになってお

りますので、本分科会として審査いたします案

件は、第1号議案「令和7年度長崎県一般会計予
算」のうち関係部分外14件であります。
次に、審査方法についてお諮りいたします。

審査は、従来どおり分科会審査、委員会審査

の順に行うこととし、部局ごとに、配付してお

ります審査順序のとおり行いたいと存じますが、
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ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【清川委員長】ご異議ないようですので、その

ように進めることといたします。

なお、議案外の質問につきましては、各部局

の審査における委員1回当たりの質問時間は、
理事者の答弁を含め20分を限度とし、一巡した
後、審査時間が残っている場合に限って、再度

の質問ができることといたしますので、よろし

くお願いいたします。

これより、産業労働部関係の審査を行います。

【清川分科会長】まず、分科会による審査を行

います。

予算議案を議題といたします。

産業労働部長より、予算議案の説明を求めま

す。

【宮地産業労働部長】 おはようございます。

産業労働部関係の議案についてご説明いたし

ます。

資料としましては、「予算決算委員会農水経

済分科会関係議案説明資料」でございます。

2ページをご覧ください。
今回、ご審議をお願いしております議案は、

第1号議案「令和7年度長崎県一般会計予算」の
うち関係部分、第7号議案「令和7年度長崎県小
規模企業者等設備導入資金特別会計予算」、第

47号議案「令和6年度長崎県一般会計補正予算
（第6号）」のうち関係部分、第53号議案「令
和6年度長崎県小規模企業者等設備導入資金特
別会計補正予算（第1号）」、第61号議案「令
和6年度長崎県一般会計補正予算（第7号）」の
うち関係部分であります。

議案の説明に先立ちまして、産業労働行政の

取組方針についてご説明いたします。

令和7年度当初予算においては、計画期間の

最終年度を迎える長崎県総合計画の総仕上げと、

新しい長崎県づくりのビジョンが目指す「未来

大国」の実現に向け、「ながさき産業振興プラ

ン2025」に掲げるスローガン「進化と創造、未
来への挑戦。危機を克服し持続可能な発展を目

指す長崎県」のもと、今回策定した「令和7年
度長崎県の主要施策」の基本方針に掲げた3つ
の柱を中心に、本県産業の強化に必要な各種施

策に取り組んでまいります。

まず、1つ目として、カーボンニュートラル
の潮流の中、国内投資が活発化している半導体

関連産業や航空機関連産業、海洋エネルギー関

連産業などの成長産業における県内企業の設備

投資や取引拡大、サプライチェーン強化を支援

するほか、今後、拡大が見込まれる水素市場へ

の参入を促進してまいります。

次に、2つ目として、厳しい経営環境が続く
中小・小規模事業者に対し、デジタル化等によ

る生産性向上や価格転嫁の推進、資金需要への

対応など、きめ細やかな対策を講じてまいりま

す。

最後に、3つ目として、若者の県内定着やUI
ターン促進、高度外国人材の受入体制の構築等

の取組を進め、産業人材の確保・育成を図るほ

か、雇用の場の創出に資するスタートアップの

誘致や取引拡大等を支援してまいります。

続きまして、議案についてご説明いたします。

はじめに、第1号議案「令和7年度長崎県一般
会計予算」のうち関係部分及び第7号議案「令
和7年度長崎県小規模企業者等設備導入資金特
別会計予算」についてご説明いたします。

一般会計における歳入予算、歳出予算は記載

のとおりであり、歳出予算の主な内容について

ご説明いたします。

4ページをご覧ください。
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◎産業政策課

（工鉱業試験場費について）

公設試験研究機関の運営や研究機器整備、試

験研究等に要する経費として、工業技術センタ

ー費1億5,406万5,000円、窯業技術センター費1
億1,076万2,000円等を計上いたしております。
◎企業振興課

（工鉱業振興費について）

県内の中小製造業企業の企業間連携によるグ

リーン成長分野の需要獲得を目指した設備投資

の支援や、地場企業の新たな雇用を伴う規模拡

大等の支援に要する経費として、地場企業総合

支援事業費32億3,446万2,000円、世界的な需要
拡大に伴い、さらなる成長が見込まれる航空

機・半導体関連産業について、基幹産業として

の育成に向けた支援に要する経費として、次世

代基幹産業育成事業費2億3,846万8,000円等を
計上いたしております。

◎新産業推進課・新エネルギー推進室

（工鉱業振興費について）

スタートアップの資金調達や県内における起

業の機運醸成に向けた投資家とのマッチングイ

ベントの開催に加え、県内に立地している有望

なスタートアップを対象とした首都圏大企業等

との取引拡大の支援等に要する経費として、創

業・起業支援事業費6,128万9,000円、脱炭素社
会の実現に向けて急成長が見込まれる海洋エネ

ルギー関連産業や水素関連産業について、県内

企業の新規参入や受注獲得を後押しし、県内サ

プライチェーン構築の推進に要する経費として、

新エネルギー関連産業拠点形成事業費8,888万
4,000円等を計上いたしております。
◎経営支援課

（中小企業振興費について）

商工団体の伴走支援など経営指導の強化を図

ることにより、県内中小・小規模事業者の業務

効率化や売上拡大等の支援に要する経費として、

中小企業団体指導育成費17億8,354万4,000円
等を計上いたしております。

（中小企業金融対策費について）

中小企業の経営基盤の安定等に必要な資金の

貸付に要する経費として、金融対策貸付費315
億900万円（融資枠見込額1,544億6,160万円）
等を計上いたしております。

◎未来人材課

（雇用安定対策費について）

県内大学等との連携による企業交流イベント

の開催やインターンシップ等の充実及び県内企

業の魅力発信等の取組による県内就職促進に要

する経費として、大学生の県内就職促進事業費

3,676万円、産業人材の確保に向け、長崎市、佐
世保市、雲仙市と連携して、モデル的に企業の

受入環境整備を支援するとともに、総合相談窓

口の設置や事業者の理解促進を図る受入促進セ

ミナーの開催など、外国人材の受入・定着の推

進に要する経費として、外国人材確保総合支援

事業費3,261万1,000円等を計上いたしており
ます。

◎雇用労働政策課

（労働福祉費について）

男性育児休業の取得促進等に取り組む県内企

業にアドバイザーを派遣し、従業員が子育てし

やすい魅力的な職場環境づくりの促進に要する

経費として、雇用環境改善対策費845万5,000円
等を計上いたしております。

（職業能力開発運営費について）

県立高等技術専門校の管理運営、若年求職者

や中小企業の在職者等に対する職業訓練等に要

する経費として、職業能力開発校費4億4,727万
8,000円等を計上いたしております。
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（債務負担行為について）

債務負担行為につきましては、記載のとおり

でございます。

次に、小規模企業者等設備導入資金特別会計

につきまして、歳入予算、歳出予算は記載のと

おりであります。

次に、第47号議案「令和6年度長崎県一般会
計補正予算（第6号）」のうち関係部分及び第
53号議案「令和6年度長崎県小規模企業者等設
備導入資金特別会計補正予算（第1号）」につ
いてご説明いたします。

一般会計における歳入予算、歳出予算は記載

のとおりであり、歳出予算の主な内容について

ご説明いたします。

9ページ中段をご覧ください。
◎産業政策課

（工鉱業試験場費について）

公設試験研究機関の運営や研究機器整備、試

験研究等に要する経費の減に伴う、工業技術セ

ンター費3,818万8,000円の減、窯業技術センタ
ー費2,003万9,000円の減等を計上いたしてお
ります。

◎企業振興課

（工鉱業振興費について）

地場企業の規模拡大に対する補助金の減等に

伴う、地場企業総合支援事業費1億7,903万
8,000円の減等を計上いたしております。
◎新産業推進課

（工鉱業振興費について）

情報関連産業の事業拡大に対する補助金の減

等に伴う、先端情報関連産業強化事業費2,986
万円の減等を計上いたしております。

◎経営支援課

（中小企業金融対策費について）

中小企業向け制度融資の貸付額の減等に伴う、

金融対策貸付費42億48万7,000円の減等を計上
いたしております。

◎未来人材課

（雇用安定対策費ついて）

オンライン就職フェア開催業務委託の委託料

の減等に伴う、地域活性化雇用創造プロジェク

ト事業費1,442万4,000円の減等を計上いたし
ております。

◎雇用労働政策課

（職業能力開発運営費について）

離職者訓練に係る訓練実施経費や就職支援経

費の減等に伴う、緊急離職者能力開発事業費2
億701万2,000円の減等を計上いたしておりま
す。

次に、小規模企業者等設備導入資金特別会計

につきまして、歳入予算、歳出予算は記載のと

おりであります。

12ページをご覧ください。
次に、第61号議案「令和6年度長崎県一般会
計補正予算（第7号）」のうち関係部分につい
てご説明いたします。

歳出予算は、記載のとおり計上しており、そ

の内容は、職員の給与改定及び会計年度任用職

員報酬等の改定に要する経費であります。

最後に、令和6年度の予算につきましては、
本議会に補正をお願いしておりますが、国庫補

助金等に未確定のものがあり、また、歳出面に

おいても年間の執行額確定に伴い整理を要する

ものもあります。

したがいまして、これらの調整、整理を行う

ため、3月末をもって、令和6年度予算の補正に
ついて専決処分により措置させていただきたい

と考えておりますので、あらかじめご了承を賜

りますようお願い申し上げます。

以上をもちまして、産業労働部関係の説明を
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終わります。

よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。

【清川分科会長】 次に、提出のあった「政策等

決定過程の透明性等の確保などに関する資料

（政策等新規事業）」について説明を求めます。

【吉田産業政策課長】私の方からは「政策等決

定過程の透明性等の確保及び県議会・議員との

協議等の拡充に関する決議」に基づく産業労働

部関係の状況についてご説明させていただきま

す。

資料は、「農水経済委員会提出資料 産業労

働部・水産部・農林部 政策的新規事業の計上

状況」をご覧ください。

産業労働部関係の令和7年度政策的新規事業
につきましては、2ページに記載しております
半導体関連産業サプライチェーン強化推進事業

費をはじめ、計4件ございます。
各事業の事業概要と要求額及び本定例会にお

いてご提案しております予算計上額は記載のと

おりでございます。

説明は以上でございます。

よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。

【清川分科会長】以上で説明が終わりましたの

で、これより予算議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【饗庭委員】おはようございます。農水経済委

員会は5年ぶりですので、いろいろなところを
質問させていただきたいというふうに思います。

最初に、今ご説明あった資料の6ページの中
小企業団体指導育成費についてお伺いします。

これは、昨年より増額されているようですけ

れども、その理由を教えてください。

【下窄経営支援課長】お尋ねがありました小規

模経営支援助成費でございますけれども、県内

の商工会議所、商工会及び商工会連合会の県内

小規模事業者に対して経営指導を行う経営指導

員等の人件費と活動費等を助成するものでござ

います。

このうち人件費につきましては、補助単価を

決めており、その補助単価については、県職員

の給料を参考として算出しております。

今年度、県の人事委員会勧告によりまして、

県職員の給与が増額となる改定がございました

ので、それに合わせて指導員の補助単価につい

ても増額をさせていただいておりまして、それ

による補助金の増ということになっております。

【饗庭委員】 了解しました。

次に、同じページの金融対策貸付費なんです

けれども、横長資料では41ページにあります。
その中で、今回、予算額が昨年度より減額され

ているんですけれども、その理由を教えてくだ

さい。

【下窄経営支援課長】金融対策貸付費でござい

ますけれども、資金調達力の弱い中小企業に対

しまして、信用保証協会の保証制度を活用しま

して、長期固定の設備資金でありますとか、運

転資金について貸付けを行っているものでござ

います。

県は、金融機関の貸付残高に応じて、金融機

関に対して預託貸付けをしております。その金

額が、この予算額になっておりまして、横長資

料の41ページ右下に書いております過年度に
貸し付けた事業資金に係る金融機関への再預託、

これはどういうことかといいますと、これまで

貸付けを行っておりまして、それを3月に1回引
上げて、もう一度、新年度になって新たに金融

機関に預託をするということになっております。

過年度に貸付けた事業が減額になっているの
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が原因なんですけれども、その減額について理

由を申し上げますと、コロナ禍の令和2年から
コロナ関連の緊急資金繰り支援で、3年間の無
利子・無担保の資金、ゼロゼロ融資を実行して

おりました。それについて償還が進んだことで

貸付けの残高が減少しております。それに伴い

まして県から金融機関に預託する金額が減少し

たことが減額の要因でございます。

【饗庭委員】減額の要因としては、コロナ禍の

ゼロゼロ融資とかでしていたけれども、今年度

は、そこまで要らないということで理解してい

いんでしょうか。

【下窄経営支援課長】説明が足りませんでした。

過年度分については、減額になっております

が、来年度、新たに貸付ける制度資金の分につ

きましては、昨年度と同額の予算を確保してい

るところでございます。

【饗庭委員】今、話がありましたゼロゼロ融資

ですけれども、今年度になって企業の倒産とか

もあっておられるかというふうに思います。ゼ

ロゼロ融資の時にも、やはり貸付けではなく補

助金みたいなものがいいのではないかというよ

うなお話もたくさんあったかというふうに思い

ます。県として、やはり融資をするからには、

その融資を基に、また企業として成り立ってい

ただきたいところが倒産になってしまうという

ところは、やっぱり見極める必要があるのかな

と思うんですが、県の考えをお伺いします。

【下窄経営支援課長】 コロナ関連融資の中で、

いわゆる先ほど申し上げましたゼロゼロ融資で

申し上げますと、令和2年5月から令和3年5月が
ゼロゼロ融資の貸付期間でございました。その

間に9,060件のご利用がございまして、その中で、
いわゆる貸付けが滞ったことで信用保証協会が、

企業の代わりに金融機関に返済をした代位弁済

の件数が9,060件のうち138件、1.5％程度ござ
いました。

この件数は、全国と比べても少ない件数にな

っていると承知しておりまして、一定、コロナ

の融資については、事業者にとってコロナで落

ち込んだ売上げとかを乗り切るための重要な役

割を果たしたものと考えております。

【饗庭委員】役割を果たしたということですけ

れども、もっと倒産に追い込まれないようにし

ていただければなというふうに思ったので、お

聞きしました。

次に、同じページの大学生の県内就職促進事

業費についてお伺いします。

この中で様々な取組をされて、昨年は、「お

しごとマルシェIN佐世保」をされたということ
ですけれども、今年度、また新しい取組を考え

ておられるのかお伺いします。

【末續未来人材課長】ここに計上しております

事業といいますのは、主に県内大学生向けの事

業になっております。

まず、今年度は、今、委員からございました

大学生向けの企業交流会「おしごとマルシェIN
佐世保」を県北地域で初めて開催いたしました。

また、それと併せてインターンシップの強化・

充実ということにも取り組んでいるところでご

ざいます。

来年度に向けましては、現在、就活を行いま

す学生さんが、大学3年生の夏のインターンシ
ップは就職先を決める時に非常に重要視してい

るということでございまして、県内企業でのイ

ンターンシップにどう参加していただくかとい

うところを一つポイントしにしていきたいと考

えております。

来年度は、3年生の夏のインターンシップま
での間に、大学1、2年生のうちに大学と企業が
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連携しまして、県内企業の単なる見学会ではな

くて、例えば、技術であったりとか仕事などを

実際に体験いただいて、また、若手の職員さん

とも交流いただくような取組、これを私どもフ

ィールドワーク事業という位置づけをさせてい

ただいておりますが、こういうものを積極的に

大学と連携して実施をしてインターンシップの

方に誘導していきたいと思っております。

また、併せてインターンシップにおきまして

も、受入企業の拡大等を進めてまいりたいと考

えております。

【饗庭委員】様々な取組で県内の就職を促進す

るということですけれども、これがどのような

効果が出ているのかお伺いします。

【末續未来人材課長】効果となりますと、最終

的に県内大学生の県内就職率というものに反映

されることになるんですけれども、私どもの事

業が大学の1年生から3年生を中心に打ち込ん
でおりまして、例えば、令和5年度の県内就職
率につきましては、令和4年度に打ち込んだ成
果が出てくる形になります。実際の令和5年度
の県内就職につきましては40.4％ということで、
実は、前年度から2.3ポイント低下しております。
それはやはりコロナが明けまして県外企業に学

生の目が向き始めたという傾向だと思っており

ます。

そうした点も踏まえて、我々としては、先ほ

ど申し上げました早い段階から県内企業を知っ

ていただく、県内企業の魅力をどう伝えるか、

そういう事業をしっかりやって、可能な限り県

内就職率の成果に反映させていきたいと考えて

おります。

【饗庭委員】県内企業を早くから知っていただ

くことは、とても重要かというふうに思います。

ただ、私は若干キャリア支援しているんです

けれども、大学生の方の就活がどんどん、どん

どん前倒しになって、もう1、2年の頃から就活
を考えないといけない。せっかくの大学生活が

全て就職のためにあるような感じにだんだんな

っていっている、前倒し前倒しになってですね。

そこを非常に危惧しているところですけれども、

県として、そのあたりの考え方をお伺いします。

【末續未来人材課長】いわゆる就活日程、就活

ルールにつきましては、毎年度、政府の就職採

用活動日程に関する関係省庁連絡会議におきま

して、日程等に関する考え方が示されており、

その後、国内の経済団体等に要請がなされる流

れとなっております。

政府の考え方におきましても、学生の学業に

影響が出ないように就活やインターンシップを

やっていただきたいということで、そこは強く

求めている内容となっております。

県といたしましても、その趣旨を踏まえまし

て、可能な限り大学の、例えばキャリア授業と

連携をしたりとか大学と連携して学生の学業に

影響が出ずに、むしろ学業と連携するように心

がけて取り組んでいるところでございます。

【饗庭委員】学業と連携する分はいいかと思い

ますけれども、もうちょっと大学生活も楽しめ

るように進めていただければと思います。

続きまして、横長資料の45ページのプロフェ
ッショナル人材戦略拠点事業費についてお伺い

します。

この事業費ですけれども、前年度に比べて

1,500万円増加になっています。この増額の理由
を教えてください。

【髙見未来人材課企画監】まず、この事業につ

きまして少しお話を申し上げます。

こちらの事業は、県内企業が成長するために、

新たな商品、サービスの開発や、新たな販路開
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拓、生産性の向上、DX推進など、新たな取組に
乗り出す際に必要な専門人材の確保を支援する

ために民間の紹介者と連携をしまして、企業と

人材のマッチングサポートを行うものでござい

ます。

内閣府事業の長崎県拠点として設置をしてお

りまして、拠点の運営費は、その半分が国の交

付金から措置をされておりますけれども、来年

度は、地域の企業における副業・兼業人材の活

用を推進するということを目的といたしまして、

新たな交付金メニューが追加されて、企業が拠

点を通じて副業・兼業人材を初めて活用する場

合に費用の8割を県を通して補助する事業が創
設されたため、当該事業予算を計上しているも

のでございます。

【饗庭委員】 費用の8割を今後補助していくと
いうことですけれども、現状の副業・兼業の状

況はどのようになっているのかお伺いします。

【髙見未来人材課企画監】副業・兼業の成約件

数につきましては増加しておりまして、令和4
年度の成約実績は1件でございましたけれども、
令和5年度は12件となっております。今年度は、
1月末時点で11件となっております。
増加の要因の一つとしましては、県としまし

ても、県内企業において専門性の高い人材を常

時雇用するだけの業務量とか給与の確保が難し

い企業も多いと考えておりまして、都市部に集

中しまして、単価の高い専門人材を県内企業が

活用するためには、副業・兼業での活用が有効

であると考えておりまして、これまでもセミナ

ー等で周知してきました。

それから、事業者の方にとっても、一月当た

り10万円未満、それから個人報酬活用ができま
すので、そういった事業者にとって活用を始め

やすいという点があるものと考えております。

引き続き、こういった補助金も活用しながら、

さらなる活用を図ってまいりたいと思っており

ます。

【饗庭委員】ぜひ専門的なところがあるので進

めていただければと思います。

では、同じページの外国人のIT人材確保促進
事業についてお伺いしたいと思います。

この外国人のIT人材のところでは、バングラ
デシュの留学生を受け入れるということですけ

れども、どのような目的で、どのようにして進

めているのかお伺いします。

【髙見未来人材課企画監】この事業につきまし

てご説明をいたします。

市場が拡大しておりますIT関連業界におい
て、我々が調査したところ、今後5年間で約200
人のIT人材が不足すると見込まれております。
そうした中で、県内企業が必要とします専門

人材を確保するために、今年度から産学官が連

携してバングラデシュのIT人材の受入れを進
めているところでございます。

まず5か月間、現地で日本語教育とかをいた
しまして、県内企業とのマッチングの結果、内

定した人材を、今度、長崎大学で留学生として

受け入れまして、約4か月間、日本語とか日本
の生活といったことに慣れまして就労を開始す

るという取組を進めております。

【饗庭委員】今、バングラデシュの方のお話で

したけれども、やはり人手不足の中では、外国

人が今後はすごく重要な担い手になるというふ

うに思っております。

その中で、その次の外国人材確保総合支援事

業も掲げておられますけれども、主に、外国人

の今の受入状況はどのようになっているのか教

えてください。

【髙見未来人材課企画監】長崎労働局から公表
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された令和6年10月末時点の外国人雇用状況に
よりますと、本県の外国人労働者数は1万1,096
人と、前年より2,433人増加して過去最高となっ
ております。

状況を国籍別で申し上げますと、ベトナムが

2,959人と最も多くなっておりまして、次にイン
ドネシアが1,694人、フィリピンが1,483人、ネ
パールが1,426人、ミャンマーが1,010人となっ
ております。

【饗庭委員】いろんな地域の方から、それぞれ

入っておられるかと思います。

この中で、やはり外国人の方に働いていただ

くことが重要だと思うんですけれども、やはり

言葉の壁というのがあろうかと思います。その

点に対して県としての支援みたいなものはどの

ようなものがあるか教えてください。

【髙見未来人材課企画監】この横長のページに

ございます外国人材確保総合支援事業におきま

して、在留期間を延長する際の検定試験対策と

いたしまして、監理団体等が外国人材に対して

行う日本語教育を支援する経費として200万円
を計上させていただいております。

また、介護分野におきましては、外国人介護

人材向けのオンライン日本語研修を実施してい

るところでございます。

そのほか文化観光国際部において、地域日本

語教室を県内各地域において開催されていると

いう状況がございます。

【饗庭委員】語学のところもぜひ支援をしてい

ただいて、外国人の方も日本人と一緒に働ける

ような環境を整えていただければと思います。

では最後に、ミライ企業Nagasaki推進事業で
お尋ねをしたいと思います。

このミライ企業Nagasaki推進事業の中で、今
後、県内8か所にしていくということで説明が

ありますけれども、この県内8か所とは、どの
ようなところで進めていくのかお伺いします。

【原田新産業推進課長】 ミライ企業Nagasaki
推進事業についてのご質問でございます。

県内8か所ということで、離島・半島地域、
五島、壱岐、対馬の離島を含めまして、長崎地

区とか県北地区、島原地区、諫早、大村などの

県央地区を予定しているところでございます。

【饗庭委員】 長崎では21市町あるかと思いま
す。今年度予算は、その8か所ということです
けれども、これからも広げていってスタートア

ップ事業とかを進めることによって長崎の経済

も潤うかと思うんですが、そのあたりを教えて

ください。

【原田新産業推進課長】 来年度は8か所という
ことで予算を計上させていただいておりますが、

この8か所は、その地域にお住まいの方だけに
限定するようなものではなくて、広く公募して

来ていただければと思っております。来年度8
か所やってみて、その状況を見ながら、必要が

あれば追加で検討を進めてまいりたいと思って

おります。

【宮地産業労働部長】今の答弁に少し補足いた

します。

我々は、いわゆる創業とかスタートアップに

関する考え方としまして、スタートアップは、

市場を席巻するようなイノベーティブなサービ

スとか、製品で県外にどんどん売っていくよう

なところを、支援したうち、どんどん成長され

るところの数としては非常に厳しい世界と聞い

ております。そういうご支援をやるということ。

もう一つは、地域に根差した創業というのも

当然ございますので、そういうのは各商工会議

所、商工会と連携して支援をしていくというこ

とで、そういう面で委員がおっしゃられたよう
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な面的なフォローというのは図っていきたいと

考えているところでございます。

【饗庭委員】 ぜひ支援をしていただきながら、

スタートアップするいろんな新しい企業が出て

くることを願っております。

以上で終わります。

【清川分科会長】ほかに質疑はございませんか。

【ごう委員】おはようございます。初めて農水

経済委員会の方に来させていただきました。わ

からないことがあって、もしかしたら失礼な質

問になるかもしれませんけれども、お許しくだ

さい。

私からは、2点確認の意味で質問させていた
だきたいと思います。部長説明資料の7ページ
でございます。

まず、男性育児休業の取得促進に取り組む県

内企業にアドバイザーを派遣し、従業員が子育

てしやすい魅力的な職場環境づくりの促進に要

する経費として、雇用環境改善対策費845万
5,000円を計上されております。
まず、この事業です。例年行われているかと

思うんですけれども、改めまして具体的に派遣

する人材がどのような人材なのか。そして、こ

の845万5,000円という予算が何社分に充当さ
れているのか少し具体的なことを教えてくださ

い。

【黒川雇用労働政策課長】アドバイザーの派遣

でございますけれども、アドバイザー派遣に関

する専門家につきましては、中小企業診断士協

会、そして社会保険労務士協会にお願いしまし

て、それぞれ10名程度の登録をいただいており
ます。

派遣に関しましては、やはり労働法等の改正

の相談が多いので社会保険労務士等の利用が非

常に多いという状況でございます。

また、件数としましては、昨年度が33件、今
年度が32件という状況でございますけれども、
実際にいろいろとお話を聞いておりますと、あ

る程度、10名以上の企業というのは、就労規則
をつくって労働局等に届出をする義務がござい

ますけれども、それ以下のところはございませ

ん。そもそも小規模事業者のところで、例えば

我々が推奨しております「Nぴか」などを利用
する際、あるいは昨今の情勢で規則をしっかり

整えたいという小規模事業者の利用が多いと認

識しております。

【ごう委員】 例年、33件とか、32件とかが派
遣をされているということですよね。

この環境の整備というのは、やはり今後人口

減少対策とかに非常に重要かと思いますし、男

性の働き方の改革にもつながっていくものと思

っておりますが、県内企業の男性の育児休業の

取得というものが、全体としてどの程度推進し

てきているのか、そういったデータとかはござ

いますか。

【黒川雇用労働政策課長】男性の育児休業の取

得率でございますけれども、本県ですと平成30
年1.9％、当時、全国が6％程度でございました
けれども、令和4年の段階では全国が17.3％、本
県が16.3％という状況でございました。
昨年度、県で行っております労働条件等実態

調査というものの数字でいきますと16.2％とい
うところで横ばいになっております。これは統

計のデータを分析しまして原因を調べましたと

ころ、調査対象となった大規模な事業者で男性

育休を取得される対象者が多い、非常に母数が

多い企業様が、たまたま取得が少ないというこ

とで全体の統計を押し下げていたような状況も

ございました。実際、現在集計しております令

和6年度分に関しましては、まだ見込みでござ
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いますけれども、3割を超える見込みとなって
おります。

これにつきましては、昨年度の直近の全国の

数字が30.1％ということでございますので、比
較的安定して増加傾向にあるのではないかと考

えております。

【ごう委員】本当に少しずつではありますけれ

ども、やっぱりこの部分を環境整備していただ

くことは重要だと思っておりますので、引き続

きお願いしたいと思います。

それから、同じページの緊急離職者能力開発

事業費についてお尋ねをしたいと思います。

予算が6億2,404万7,000円ということでござ
います。この緊急離職者等に対し就職支援のた

めに実施する職業訓練に要する経費ということ

でございますけれども、この事業の大まかな概

要ですね、対象者であるとか、受講の内容、期

間、要件などを具体的に教えてください。

【黒川雇用労働政策課長】緊急離職者能力開発

事業でございますけれども、100％国庫により
まして離職者などに対して行っております再就

職訓練の事業でございます。こちらは職業能力

開発促進法に基づき実施しております。

スキームとしましては、国と都道府県が委託

契約を結びまして、都道府県が事業の実施主体

となって民間の教育訓練機関、専門学校ですと

か、そういったところを活用して離職者の多様

なニーズに応じました職業訓練を実施する、そ

して早期の就職を支援していくということにな

っております。

実態としては、ハローワークなどに行かれた

際に、求職相談をした場合に、その求める職種

や内容に応じて、また、その方の経験などにも

応じまして就職につなげるということで、その

際に必要な職業訓練の受講を進められるという

ケースがございます。

本県におきましては、長崎と佐世保の両高等

技術専門校の方が事務をしておりまして、こち

らから外部に委託しております。

離職者向けに、今年度ですと99コースで、障
害者向けもございまして、こちらが10コースご
ざいます。毎年度100コース前後で実施をして
おりまして、令和7年度につきましては、離職
者向けが91コース、障害者向け9コースの100
コースで実施を予定しております。

内容としましては、ITですとか、医療事務、
介護、こういった分野の、主に事務系の職業訓

練について対応しているところでございます。

【ごう委員】 令和7年度で、およそ100コース
ぐらいを準備されているということですね。と

いうことは、ITとか、介護とか、医療事務を行
っている企業が登録をしていて、そこに訓練に

入るというようなイメージでしょうか。

【黒川雇用労働政策課長】実際には、企業では

なくて、例えば民間の情報専門学校ですとか、

医療介護の事務をするような専門学校、そうい

ったところがほとんどでございます。

【ごう委員】 わかりました。これまでも、同様

に何年か続けてこられていると思いますけれど

も、実績はどのような感じでしょうか。

【黒川雇用労働政策課長】 実績ということで、

離職者訓練ですので、実際に就職につなげると

いうことを考えますと、やはり離職者の訓練後

の就職率が成果となるかと思いますけれども、

直近の令和5年度の就職の状況につきましては、
修了者が1,024名、就職しておりますのが790名
となっておりまして、率としては77.1％という
ことになっております。

こちらが多いかどうかというところでござい

ますと、年によって変動しますけれども、例年



令和７年２月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（３月７日）

- 45 -

70％を超える就職率を達成しております。
厚生労働省が全国の数字を出しているんです

けれども、直近、令和4年度の数字がございま
す。令和4年度は本県は78.2％、全国平均は
74.6％ということで、全国平均を上回っており
ますので、比較的、本県の成果は求められた成

果が出ているものだと理解しております。

【ごう委員】 7割を超える就職率があるという
ことは、本県の企業にとりましても、本県にと

りましても、非常に有効な事業だと思います。

あと、補正の分で2億円が補正で減額されて
いますが、これはどういう理由からでしょうか。

【黒川雇用労働政策課長】 2月補正の分に関し
ましては、先ほどお話ししました離職者向け99
コース、障害者向け10コース、こちらで実際に
集まらなかった場合ですとか、実施されていな

いコースがございます。障害者向けが3コース、
離職者向けが7コース、これ10コースが中止と
なっております。その分の減額、また全体の定

員が1,500名ほどでしたが、こちらも100名ちょ
っと、定員自体も減っております。

また、金額の中には、就職した場合に就職支

援金というようなインセンティブが学校に対し

て払われるような形もありますので、そういっ

たものを含めて精算した場合に、毎年度、一定

額減額が生じており、今年度は2億円というこ
とでございます。

【ごう委員】 10コースほどが集まらないとい
うことで、これが使われなかったから減額され

ているということですけれども、その集まらな

かった理由とか、そういうところまで少し深く

調査とかはされてますか。

【黒川雇用労働政策課長】 理由としましては、

やはり時期的な開校のタイミングですとか、い

ろんな要因があると思います。

ただ、我々としましては、国の事業で行って

おりますけれども、きっちりと相談員的なもの

を配置しておりまして、そういった方々が学校

等に行ったり、ハローワークにも行ったり、実

際ニーズをつかまえながら毎年度実施している

ところでございます。

【ごう委員】いい事業だと思いますので、ぜひ

100％の受講につながるように今後ともご努力
いただければと思います。よろしくお願いしま

す。

以上です。

【清川分科会長】ほかに質疑はございませんか。

【大倉委員】私からは、半導体関連産業のサプ

ライチェーンの強化推進事業費について、まず

伺います。

今般、半導体関連産業につきましては、県は

成長戦略というものを策定したと思います。長

崎県半導体産業成長戦略ですね。来年度以降、

取組を強化していくということで今議会の一般

質問でも言及をされていたと思います。ぜひ強

化していただきたいと私も思っておるところで

ございます。

予算計上も、実は物すごい強化が図られてい

るわけなんですよ。別にいい、悪いをここでた

だしたいわけじゃなくて、単純に不思議なので、

まず伺います。

農水経済委員会の政策的新規事業の計上状況

の資料を見ますと、半導体関連産業サプライチ

ェーン強化推進事業費につきまして要求額は

6,100万円なんです。それに対して、驚いたのが、
計上額が1億円を超していまして1億958万
8,000円となっていて、およそ5,000万円増額さ
れているわけですね。

これまでも要求額に対して増額計上というの

はないことはないんですよ。ただ、しかし微増
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なんですね、大体。ほとんどが要求額のとおり、

あるいは要求額よりも減額計上なんです、一般

的には。

その計上内容を見ますと、「事業内容の精査、

事業間の調整」というふうに書いてあるんです

けれども、5,000万円の増額、これは結構な額で
すから説明としては不十分だと思いますので、

もう少し具体的に説明をしていただければと思

います。

【香月企業振興課長】増額の理由についてでご

ざいます。

今般、新しく新規事業として半導体関連産業

のサプライチェーンの強化事業を立ち上げたと

ころですが、要求の段階で、まず記載の6,100
万円の予算要求をしまして、その後、本県の課

題としまして、半導体が集積する他県と比較し

て関連企業数が比較的少ないという中でサプラ

イチェーンとしての広がりに欠けるという現状

がございます。

6,100万円の中でも複数の県内企業が連携し
て取り組むというところは盛り込んでおったん

ですけども、さらに、そこを強化できないかと

いうところを重ねて検討しまして、既存の事業

の中に成長分野のサプライチェーンを強化する

事業がございまして、ここは半導体、航空機、

グリーン関連とか、成長分野の全般を対象にし

た事業がございました。で、4件を採択して進
めておったんですけれども、ここの共通全般の

部分を一つ半導体関連に特化しようというふう

なこと。さらに、この事業の中に一本化をする

ことで半導体のサプライチェーンをつくってい

くのを加速するというふうな趣旨で増額となっ

たところでございます。

【大倉委員】要は、半導体関連産業のサプライ

チェーンをもっと強化していこうという検討が

あって、そして、新規事業で一本化したという

ふうな理解でよろしいですか、経過はよくわか

りました。

その結果、このおよそ1億1,000万円というこ
れだけ大きな予算を構えるということですから、

それだけ県としても、ここは力強くいくという

強い意気込みを私も感じたわけでございまして、

そこは非常に頑張ってもらいたいと思うところ

です。

その意気込みでいいますと、やっぱり九州で

いきますと熊本県が非常に力を入れていると思

うわけですね。そういった中で、九州各地で地

域間競争がどんどん激しくなっていく中で、長

崎県ならではの取組、オンリーワンの取組が必

要になってくると私は思うんですよ、独自のや

り方ですね。

質問ですけれども、ほかの九州各県と比べて

本県の予算、今回1億円を計上したというわけ
なんですけれども、他県と比べて、本県ならで

はの独自の取組というものはどういうふうな取

組を考えていらっしゃるか教えてください。

【香月企業振興課長】本県の特徴的な取組とし

まして、県内の中小企業は、造船業で培ってき

た金属加工の高い技術力、優秀な人材を生かせ

るというふうなところで、私どもは半導体関連

の製造装置のサプライチェーンを強化していく

と。

こうした県内企業の技術力の特徴を生かしな

がらサプライチェーンをつくっていくというと

ころ、他県の予算と比較して我々長崎県の特化

した取組ということが長崎県の特徴的な取組と

なっております。

【大倉委員】本県は、造船業という基幹産業が

あって、そこの技術力ですね。それを生かして

いくというところで非常にそこは私もうなずけ
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ると思います。

今回1億円、本県は計上するわけですけれど
も、ほかの九州各地はどれぐらいの計上か、そ

のあたりは調査されたりとかしてますか。

【香月企業振興課長】他県の、九州各県の状況

を申しますと、億を超えているのが長崎県と熊

本県の2県でございまして、福岡は9,000万円近
くの予算を確保しております。あとは5,000万円
未満というふうな状況になっております。

【大倉委員】驚くべきことは、本県と熊本県し

か1億円を超す予算をつけていないというとこ
ろですね。もっと言うと、熊本は国の補助が多

額に入っているわけで、そう考えれば本県の取

組の本気度というものがうかがえるなというと

ころで非常にいいなと私は思っております。

あと、もう1点なんですけど、やっぱり本県
は造船業の技術力ですよね。これは本当大事で、

そこがあるからこその半導体関連産業の構築と

いうところがあると思います。やっぱり半導体

そのものというよりも半導体の製造装置、そこ

に特化していくという方向性でいいかなと思う

んですけど、そのあたり、何かご見解がありま

したら教えてください。

【香月企業振興課長】今回の事業の中で委員か

らお話がありましたように、半導体関連の製造

装置に特化したというところでございまして、

半導体は様々な工程を経て一つのものができる

という中で、各工程、おのおの装置というもの

がございます。

この装置の中で、例えば、精密な金属加工で

すとか、板金加工といいまして金属の板を折り

曲げたり丸めたりとかというふうなことの加工

だったり、研磨、磨く技術だったり様々な加工

技術が必要となります。

こういったところは長崎のこれまでの造船業

の中で中小企業が磨いてきた技術そのもの、そ

こが生かせる部分と考えておりますので、これ

から新規参入を図る企業を含めて我々の方で支

援しながらサプライチェーンを広げていきたい

と考えております。

【大倉委員】ぜひ半導体の製造装置でのサプラ

イチェーン強化、オンリーワンの長崎県を目指

してもらいたいと思います。

続いて、これも新規事業ですが、食品製造業

パワーアップ事業費に関してです。

県内の食品製造事業者、様々に業態があると

思います。そういった食品工場へ生産性向上の

ために専門家を派遣するということですけれど

も、この食品工場に精通した専門家というのは

一体どういった専門分野の方なのか、どういう

方を派遣するのかというところを教えていただ

いてよろしいですか。

【香月企業振興課長】今回挙げております生産

性向上の専門家につきましては、基本的には製

造現場の改善のノウハウを我々求めておりまし

て、食品製造業に限らず通常の一般的な製造業

のものづくりに関して、製造現場ですと物の流

れ、これをやって、この加工をやってと次々と

物が流れていくんですけれども、そこの生産ラ

インを整えるだけで生産性が上がった事例です

とか、物の配置、ここに仕入れた商品をここに

置いて製造の流れを、またそこからつくってと、

物の配置を変えることで生産性が向上したとい

う事例が、我々も実際県内企業の訪問をしなが

ら伺っているところでございます。

こうした中で、どういった方が適切なのかと

いろいろとご意見を伺った中で、今回、我々の

事業構築に当たって参考と意見交換を頻繁に行

ったのが、もともと経済産業省の外郭団体で日

本生産性本部という、様々な企業、大小の企業
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の現場改善のアドバイスを行った事例を持って

いる団体がおりまして、最終的にはプロポーザ

ルで提案をいただいて選定するのですが、そう

いったところから具体的な改善の事例なんかも

聞きながら事業の構築を進めてきたところでご

ざいます。

【大倉委員】そういうエキスパートな方がいら

っしゃるということで初めて知りました。経産

省の外郭団体の方ということですね。頼もしい

限りです。

海外の業者が、県内の食品工場に視察に訪れ

るということですけれども、想定として、海外

のどういった地域、あるいは国のどんな業者の

方が本県のこの食品工場に行くのか、どんな県

内の食品工場を想定しているのか、そのあたり

の想定しているところを教えてください。

【香月企業振興課長】まず、ターゲットにつき

ましては、海外市場との距離感、ここは物流の

リードタイムに関わって賞味期限なんかに影響

してくると思っておりますので、まず香港とか

台湾とかの東アジアですとか東南アジア、こう

いったところが想定されるターゲット国と考え

ております。

その中で、事前に食料品製造業にアンケート

等を取りましたら、海外市場に関して取り組み

たいという思いはあっても、なかなかノウハウ

がないとか、人材がいないというお話を伺って

おりまして、こういった海外展開になかなか踏

み出せていないという企業が対象になるものと

思っております。

規模感でいうと、想定されるのは、これまで

の食品製造業の支援の中でも大体20人以上の
企業なんかが、こういった商品開発から販路開

拓に取り組んでいるところが多くて、今回の想

定としては、大体20人以上の製造業が対象にな

ってくるものと考えております。

【大倉委員】 ターゲット国は、香港、台湾など

東アジア、東南アジアというところで、物流の

関係とかリードタイム、賞味期限の関係でその

あたりにしたということでわかりました。

本県の食品工場の想定は何かありますか。

【香月企業振興課長】最終的には公募しながら

進めていくわけでございますが、海外の指向、

今の状況を見ますと2013年から2023年、ここ
10年間で海外の加工食品の市場というのは大
体3倍以上に伸びていると。その中でも特に調
味料ですとか菓子類とか、調味料は14.4％とい
うことになっております。

こうした中で、他県の今取り組んでいる事例

なんかを見ますと、例えば、海外で非常にニー

ズがあるというふうに伺っているのが透明な醤

油、調味料の一種になりますが、かけても食材

の色に影響しないということで、これは熊本県

の事例になりますけれども、5年間で売上げが
6.5億円とか伸びたというふうな事例を伺って
おります。

本県でも、例えば、東南アジアですとナンプ

ラーといってちょっと癖のある調味料がござい

ますが、香りがしない、生臭さがないナンプラ

ーを開発している企業なんかもありまして、こ

うした特徴的な商品、製品を開発している事例

ですとか、あとは、今回、特に重視したいと思

っているのが、いかに海外のニーズに合った商

品を開発できるかというところだと思っていま

す。

ですので、こうした新しいところの開発にチ

ャレンジ意欲のあるといいましょうか、取り組

む企業が対象になってくると考えております。

【大倉委員】具体的な事例を出していただいて

ありがとうございます。例えば透明な醤油とか
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ですね。まさに、その地域、その国のニーズに

合わせて商品改良をいかにしていくかというと

ころを本県でもやっていくと、県として支援し

ていくということで、非常にこれは売り込める

ものは多分本県にもいろいろあるんだろうなと

いうことを今想像しながら伺っておりました。

ぜひ期待しております。

それから、子育てしやすい職場環境整備支援

事業費に関して、先ほどごう委員も質問されて

いましたけれども、かぶらないように伺います。

事業概要として、「男性の育児休業の取得促

進などに取り組む県内企業を支援し、子育てし

やすい職場環境づくりを促進」とあるんですけ

れども、ぜひ、この文言のとおり、そのように

してもらいたいと思っております。

男性が休むということ、育児休業を取るとい

うことは非常に大事で、それによって男性が家

事、育児をすることができる。その結果、妻、

女性が、時間が持てる。そして自分の時間で好

きなこと、趣味もできる、あるいは仕事にも打

ち込める。そういった家族が増えることで結婚

に対する期待、希望が生まれてくる、結婚しよ

うという動きになる、子どもが生まれると。ま

さにこれこそが少子化対策だと思うんですよ。

ですから、やっぱり女性の育休なんてことは、

もはや当たり前で、男性育休、これをしっかり

取っていくということが本県の少子化対策には

一番重要だというふうに私は考えているところ

でございます。

そこで質問ですが、事業概要をいろいろ書い

ていただいています。これまでどういった取組

を行ってきたのかを改めて教えてください。

【黒川雇用労働政策課長】当事業で、やはり委

員おっしゃいますように男性の育児休業取得率

を向上させるために、職場環境の改善の取組を

進めるために、企業向けセミナーなどで育児・

介護休業法などの労働関連法案について改正内

容や就業規則の見直しポイントなどを周知し、

企業の取組を促進してきたところでございます。

また、実際に就業規則などの改正ですとか、

職場の環境改善を行うためのアドバイザーの派

遣を行いまして、企業の皆様の取組を支援して

きたところでございます。先ほどお話ししまし

たように、昨年度33件、今年度32件のアドバイ
ザーの実施がございます。

この事業の中では、それ以外にも、誰もが働

きやすい職場づくり実践企業認証制度というこ

とで「Nぴか」の推進も行っております。こち
らにつきましては、2月末現在で259社、昨年の
新規取得については43社でしたが、今年度は倍
の86社となっておりまして、取得の伸びも大き
くなっております。事業全般としては、取組の

成果が一定出ているものと認識しております。

【大倉委員】 県の取組の結果で「Nぴか」の認
証が増えたというのもよくわかりました。

先ほどのごう委員の質問にもあったとおり、

この事業によって、どれだけ実績として育休の

取得率が上がったのか、これが一番大事なとこ

ろなんですね。あるいは子育てしやすいと思え

るような職場環境になった会社がどれだけ増え

たのか、そういったところが本当に大事で、先

ほどお答えいただいています30％以上の見込
み、令和6年の育休取得率16.2％から非常に跳ね
上がっていて、これは成果が出ているというふ

うに私も評価をしたいと思います。まだ見込み

ということですけれどもね。

事業内容についてもご質問したいんですが、

前年と比べて何が、どのように変化したのか、

どうブラッシュアップされたのか、来年度の事

業はこれまでとどう変わっていくのか、これま
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での取組の改善点なども踏まえて教えていただ

ければと思います。

【黒川雇用労働政策課長】まず、前年度からの

見直しの視点でございますけれども、今年度に

つきましては、経営者向けのセミナーというの

を追加しました。

こちらにつきましては、団体等が経営者向け

に行う研修会というのを想定して、そちらに講

師を派遣するという制度でございます。今年度

の実績は、予算的には5件予定しておりました
けれども、実績としては3件ということになっ
ております。

こちらにつきましては、今年度夏頃から周知

を図っていましたところ、当年度の事業計画と

いうのは団体様はかなり早くから組み立ててい

るところもございまして、講師等がもう既に決

まっているですとか、そういったような実情も

ございましたので、今年度は、そのあたりの点

も踏まえて、来年度に向けて早い段階から周知

啓発を図って、このセミナーの講師派遣を使っ

ていただくということも考えております。

そういった意味では、来年度できないかとい

うことで長崎市はセミナーでの活用を検討いた

だいておりまして、現在、そちらについては協

議を進めているところでございます。

また、アドバイザー派遣につきまして来年度

に関しましては、例えば介護の関係で、ビジネ

スケアラーという言葉がございますけれども、

福祉保健部などとも連携しまして、こういった

ものへの対応もできるように、幅広く活用いた

だけるように、職場環境改善に向けた取組を進

めていきたいと考えております。

また、研修会は年4回行っておりますけれど
も、研修会につきましては、毎年タイムリーな

トピックスを取り上げております。年4回行い

まして、大体毎回100名程度の受講者が出てお
ります。

今年度から福祉保健部ですとか、ほかの部局

とも連携しまして、例えば女性特有の健康問題

に関するテーマですとか、様々な現在の職場を

取り巻くテーマについて講師として参加いただ

いて取組を拡大しているところでございます。

来年度も引き続き、このような動きを強化して

いきたいと考えております。

【大倉委員】これまでの取組を踏まえて、いろ

いろと課題もお示しいただきました。

いろいろお示しいただいたんですけれども、

来年度以降もっと必要なところ、対応策として

具体的に何か、こういうところがまだまだでき

てないんだということがもしもございましたら

教えていただいていいですか。

【黒川雇用労働政策課長】冒頭、委員からお話

がありましたように、我々としてもやはり仕事

と家庭の両立を進めるワーク・ライフ・バラン

スを進めていくことが必要であろうと考えてお

ります。

そのために、誰もが働きやすい職場づくり実

践企業認証制度の「Nぴか」を推進していると
ころでございます。

現在、企業の認知度は先ほどの数字にも表れ

ているように非常に高まっているところでござ

いますけれども、ただ、今後就職して社会を担

っていく、例えば高校生とか、大学生、こうい

ったところへの認知度がまだまだ低いのではな

いかと、この点が課題であると認識しておりま

す。

今後も様々な媒体等での広報はもちろんです

けれども、関係部局や教育庁などとの連携も図

りながら、学校関係者へ直接伺うとか、イベン

トなどでの周知も図っていくですとか、あるい
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は企業面談会などでどんどん認証されている企

業に露出してもらって、使っていただくことを

もっと働きかけて取組を進めたいと考えており

ます。

企業にとっては人手不足にもつながるところ

ですけれども、就職される若い方々が、若いう

ちから「Nぴか」などを通じて職場環境に関す
る意識を持っていただくことで、将来に向けて、

ますます波及していくのではないかと考えてお

ります。

【大倉委員】 わかりました。「Nぴか」は、企
業には浸透しているものの、高校生や大学生な

ど求職者にはまだまだ認知度が足りないという

ところですね。

まさに、求職者の方に知ってもらえてないと

いうのは本当にもったいないなと思いますので、

もしかしたら、例えば県のホームページのあり

方に課題があるのかもしれませんし、それこそ

そういった企業面談会でのちょっと工夫が必要

があるのかもしれないし、ぜひ雇用労働政策課

が各部局の中心となって、ここは引っ張ってい

ってもらいたいと、ぜひ若者への伝え方、これ

を後押ししてもらいたいというふうに思います。

最後に1点、新エネルギー関連産業拠点形成
事業費に関してです。水素の話です。

「水素分野への県内企業の参入可能性を調査」

というふうにあるんですけれども、先般、ブラ

ザー工業との連携協定も結んだばかりだと思い

ます。

まさに、水素市場というのは、これからどん

どん加速していくというふうに言われていまし

て、2050年には280兆円だったかな、それぐら
いに成長するというふうに言われている産業で

ございます。本当に裾野が広い水素ビジネスな

んですけれども、今後の県内企業の可能性につ

いて、ぜひ教えてください。

【岩永新エネルギー推進室長】水素に関する将

来展望といったところのご質問かと思っており

ます。

水素といいますと、まだまだ一般の方も含め

ましてなじみがないものだと思っておりますし、

産業界におきましても、参入できている企業と

いうのはほとんどないというような状況でござ

います。

ただ、委員ご指摘のとおり、今後、水素の市

場というのは拡大を見せていくと思っておりま

して、国際的なエネルギー団体が試算している

分でも、今の水素量の5倍は少なくとも必要に
なるというふうに言われております。国の方で

も水素基本戦略の中では、現在200万トンとい
う水素の需要量ですけれども、2050年には10
倍の2,000万トンまで増やすという計画を出し
ております。

そういった状況の中で、本県の水素の取組を

どういうふうに考えていくかといった中で、や

はり水素の関連事業の中で実績のある大手企業

との連携といったものが必要で、近道ではない

かと思っております。大手企業と連携すること

によりまして、その大手企業のサプライチェー

ンの方に参入することができる可能性がござい

ます。そうしますと、県内だけではなく県外の

需要といったものを獲得する可能性も出てくる

のではないかと思っております。県内企業が大

手企業から知見ですとか、技術を獲得すること

によって、県内でのサプライチェーンも構築で

きていくのではないかと思っております。

こういったことを検討、検証するためにも、

来年、水素関連の需要可能性調査ということで

予算を計上しておりまして、この中で検討して

まいりたいと思っております。
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【大倉委員】本県としても、この水素分野に乗

り遅れてはいけないと思いますので、ぜひ県内

の様々な調査、積極的に今後も可能性調査をよ

ろしくお願いいたします。

以上です。

【清川分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

【宮本委員】おはようございます。大事な来年

度の当初予算の編成ですので、私からも幾つか

質問をさせていただきます。

一般質問とか、昨日の予算決算の総括質疑で

も様々議論があっておりますけれども、重複す

る分がもしかしたらあるかもしれません。理解

を深めるために確認の意味も踏まえて質問させ

ていただきますので、よろしくお願いします。

概要説明資料の方から質問をさせていただき

ます。まず、先ほど大倉委員からもありました

けれども、半導体についてです。

半導体関連産業サプライチェーン強化推進事

業費でありますが、これは先ほどもいろいろご

説明いただきました。長崎県半導体産業成長戦

略との結びつきを深く理解したところでありま

す。事業内容で大きく2つ、「県内サプライチ
ェーンと企業人材育成」というふうに書いてあ

ります。

まず、先ほども県内サプライチェーンについ

てはご説明がありましたけど、ものづくり産業

に特化した本県にとっては非常に大切なところ

で、今からも成長が見込まれるんでしょうけど、

今回、この予算を使ってどの程度という言い方

が適当なのかわかりませんが、どの程度、何社

ぐらいという規模感。アンカー企業を誘致する

にはこれだけの県内サプライチェーンが必要な

んだと。よって、この予算で、それを構築して

いきますという目安について教えていただけれ

ばと思います。

【香月企業振興課長】この事業に関しての支援

の数というところかと思います。

このサプライチェーンを強化していくに当た

って概要説明資料の①②は、県内で複数企業の

グループをつくって連携した取組を支援する制

度でございます。

一つが県内の中小企業がサプライチェーンを

つくっていく中で、大手から受ける会社、大手

から仕事を、そこのサプライチェーンに参入し

て支える会社、こうした役割が必要になってお

ります。

まず、上限額1,000万円の補助で支援を考えて
おりますのが、大手企業から受注した会社のも

のづくりを支える側という視点で、大体1,000
万円の上限になりますので、3件分ぐらいを年
間で想定しておりまして、この数で言うと一グ

ループ3社ということになりますので、大体9社
ぐらいになろうかと想定しております。

併せて、5,000万円の補助の方も3社以上のグ
ルーピングということで、こちらは2年間の制
度でございまして、半導体の大手メーカーから

実際に、ここが受注を獲得してくるというふう

なイメージを持っておりまして、この5,000万円
を支援する側が需要を獲得してきて、1,000万円
のグルーピングの方で支える側の企業をつくっ

ていくというというところで1年間で6社とい
うことです。トータルで言うと15社ということ
になります。それの3か年で、大体45というこ
とです。

半導体関連、県内には様々な分野を含めまし

て大体80社程度です。中でも製造装置に関わる
部分というのは大体40社と我々の調査で確認
ができておりますので、3年間で大体行き渡る
といいましょうか、支援が可能というふうな予

算の規模になっております。
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【宮本委員】詳細ありがとうございました。そ

れだけ県内サプライチェーンを強化・構築・支

援していくということを確認させていただきま

した。

成長戦略の中では、アンカー企業を誘致する

という目標も掲げていらっしゃいます。事業概

要では、大手半導体関連企業の受注獲得を目指

すということもありまして、質問がちょっと違

っていれば申し訳ありません。

要は、全国にはいろいろな大手の半導体関連

のアンカー企業があるんでしょうが、どういっ

たアンカー企業を本県としては誘致しているの

かという、今の段階でなかなか名前を出すのは

難しいかもしれませんが、想定しているところ

がありますならば教えていただければと思いま

す。

【宮地産業労働部長】今、宮本委員からお話が

ございました。誘致を我々がご相談をしている

企業の社名は、申し訳ございませんが、この場

では控えたいと思います。

半導体では、製造の受託をやって世界一であ

るTSMCとか、いろいろ分業をされていて、各々
その中でシェアを持っておられる企業があるん

ですが、日本の製造装置の大手企業というのは、

世界を代表するような企業がございますので、

そういうところに我々誘致を仕掛けているとこ

ろでございます。

【宮本委員】部長ありがとうございました。じ

っくりと進めていただければと思います。

一方で、人材育成、企業人材ですけれども、

「リスキリングに係る受講料に対する補助」と

ありまして、これはどこでするのか、県内です

るのか。

実は、昨年8月20日に福岡県半導体・デジタ
ル産業振興会議講演会というところに参加をし

まして、福岡県では、「福岡半導体リスキリン

グセンター」というものがあって、九州各県か

ら来ているという話を聞いた次第で、長崎はま

だ、たしか来てなかったという話を聞いたよう

な記憶があります。

このリスキリングに係る受講の場所、どこで

学ぶのかというのを詳しく教えてください。

【香月企業振興課長】受講の場所についてです

が、我々今想定しておりますのが、今、委員か

らお話がありました福岡のリスキリングセンタ

ー、併せて長崎大学の方でも外部の方が受講で

きるような制度をつくっておられまして、企業

が、状況とか、自ら求めるカリキュラムがある

ところを選択して選んでいただこうかと思って

おります。

ちなみに、我々がリスキリングセンターと確

認等やり取りをしている中で、既に県内からも

9社ほど実際受講をされているというところで
す。内容を伺いますと、期間も短期間のもの、

中期でじっくり学ぶもの、レベル感も様々用意

しておりまして、企業の実態、状況に合わせて

受講が可能な内容になっております。

こうした企業の状況によって受けられる体制

をつくって支援をしていきたいと思っておりま

す。

【宮本委員】その時に広報というんですか、呼

びかけ、こういったものを長崎県ではしたので、

ぜひ受講してくださいみたいなものを各企業に

お知らせをされると思うんです。その広報の仕

方、お知らせの仕方、あるいはたくさん来る可

能性もありますよね。予算もあることだから、

ある程度で切らなければならないと思いますが、

その広報の仕方とか、何名とか何十名とかとい

う規模感があれば併せて教えてください。

【香月企業振興課長】まず、周知のやり方です
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が、この事業に限らず、産業労働部の方でメー

ルマガジンですとか、あと、商工団体と連携し

ておりまして、いろんな事業を始める時にご案

内できるルートを持っておりますので、そうい

ったところで周知を図ると。

併せて、各地域に工業会という組織がござい

ますので、我々が県の工業連合会から各地域の

工業会に周知を図って情報が行き渡るように広

げていきたいと考えております。

併せて、地域の企業に関することということ

で、もちろん市町からも情報の周知を図ってい

ただこうかと考えているところでございます。

あと、支援の数でございますが、今回の制度

の中で受講料ですとか、旅費なんかの補助も考

えておりまして、年間で大体50名程度、今の予
算の中で受講料の支援ができるといった規模感

になっております。

【宮本委員】県内サプライチェーン、そして企

業人材ともに、これから半導体を県の成長産業

の一つにしていくにはやっぱり大事な視点です

ので、成長戦略と併せて周知徹底のほど、そし

て取組のほど、強化をお願いしたいと思います。

ありがとうございます。

次に、スタートアップの都市圏チャレンジ事

業費について確認をさせていただきます。

こ れ も 新 規 事 業 で あ り ま す 。 今 の

CO-DEJIMAでいろいろ県も取組をされていら
っしゃると思いますが、そもそも県内にスター

トアップとしてどの程度あるのかということを、

まずは確認をさせてください。

【原田新産業推進課長】県内のスタートアップ

の数のお尋ねだと思いますが、県や県の関係機

関がお手伝いをさせていただいているスタート

アップといたしまして、現在60社、把握させて
いただいております。

【宮本委員】 60社程度ということで、なかな
か個別に難しいかもしれません。自ら起業をし

ようと頑張っていらっしゃる方々について業績

というか、どうでしょうか、順調にいっている

ところ、ちょっと厳しいところ多々あると思い

ますが、全体的にいって長崎で起業していらっ

しゃる、要は長崎のスタートアップの企業の

方々の業績、状況はいかがなものか、ざっくり

でもいいので教えてください。

【原田新産業推進課長】県がいろいろお手伝い

をさせていただいているスタートアップに伴走

支援的に行っていますので、いろんなお話をさ

せていただきますが、その中で売上高というの

は一つ重要なものだと思います。60社のうち1
割以上ぐらいは、もう既に売上げが1億円を超
えているような会社も出てきておりまして、一

定の成果が上がってきておると考えているとこ

ろでございます。

【宮本委員】頑張ってほしいですね。ありがと

うございます。

よって、来年度から、スタートアップを頑張

っていらっしゃる方々に対して支援をしていこ

うという非常にすばらしい取組でありますが、

事業内容が（1）と（2）ありまして、ちょっと
抽象的でわかりづらいところもありますので、

事業内容について詳しく教えていただければと

思います。

【原田新産業推進課長】事業内容の詳しい内容

ですが、（1）としまして、首都圏交流拠点等
と連携したスタートアップの呼び込み強化とい

うことで、まず、県では、2019年に渋谷に開設
されました「SIBUYA QWS」という首都圏の
スタートアップ集積拠点がございまして、そち

らと連携し、そこでいろんな情報収集をさせて

いただいて、実際に長崎に来ていただいた企業
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などもいらっしゃいます。

そういった「SIBUYA QWS」のような首都
圏でのスタートアップの集積拠点というのがほ

かにもございます。例えば、丸の内にTMIPと
いう大手不動産会社が運営されている施設とか、

大手町にも同様の施設がありますので、来年度、

そういった連携の拠点を増やさせていただいて、

「ミライ企業Nagasaki」などを通じて首都圏の
投資家の皆様などとも関係がございますので、

そういった皆様との関係を強化しながらプッシ

ュ型での営業活動ということで、こちらから積

極的に首都圏にいらっしゃるようなスタートア

ップの皆様にアプローチをして、そのアプロー

チの回数を増やすことで県内誘致につなげたい

という事業が一つございます。

もう一つの県内スタートアップの首都圏大企

業との取引拡大の支援ということで、モーニン

グピッチというイベントが10年以上、2013年1
月から首都圏大手町の会場で開催されていまし

て、累計530回ほどになっております。
そこでは、具体的に大企業が約200社から300

社いる前でスタートアップが5社ピッチを行う
と、事業説明を行うというイベントでございま

して、毎週木曜日に開催されております。

そこで長崎県のスタートアップが登壇できる

枠を確保いたしまして、実際に首都圏の大企業

との取引きができるような機会を提供して、大

企業と取引が開始できれば、実際の売上げにつ

ながりやすいという認識の下で、こういった新

しい取組を開始するといったものでございます。

モーニングピッチに当たっては、プレゼンな

ども含めて専門家がしっかり伴走支援を行うよ

うに考えております。

【宮本委員】プッシュ型での支援というのは重

要ですね。こちらから、自ら対応するという姿

勢は非常に大事だと思いますし、モーニングピ

ッチという大手企業とのマッチングというか、

大手企業にプレゼンできる場を提供するんです

よというのは、今後の業績アップにもつながる

と思いますので、どこを選ぶかというのが今か

らの検討事項だと思いますので、引き続き検討

していただければと思います。ありがとうござ

います。

次に、これも大倉委員からもありましたが、

新エネルギー関連産業拠点形成事業費について

確認をさせてください。

今回、水素等関連産業進出促進補助金という

ことであります。補助対象者についてですが、

県内企業2社以上で構成するグループとなって
おります。グループ構成をした理由をまず教え

ていただけますか。

【岩永新エネルギー推進室長】先ほど大倉委員

のご質問に答えた部分と少し重なる部分もあり

ますけれども、この2社以上ということで条件
をつけておりますのは、1社は、水素に関して
知見のある大手企業、それと県内企業が組んで、

連携をして補助金を申請するというようなスキ

ームにしております。

理由といたしましては、先ほども少し話しま

したけれども、水素市場に県内企業が参入をし

ていくためには、やはり大手企業との連携が必

要ではないかというような認識の下、こういっ

た条件をつけさせていただいて、将来的には大

手企業のサプライチェーンに入って、県外需要

を獲得することですとか、県内ではサプライチ

ェーン構築につなげていきたいということで考

えているものでございます。

【宮本委員】私は、一般質問でも水素県長崎の

実現に向けた取組について質問をしております。

県内でも、今、需要の方も少しずつ見えてきて
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いて、先ほど将来展望の話もあったとおりです

ので、こういう事業を通して県内の水素事業を

もっと活性化できるように取組を推進していた

だきたいと思います。よろしくお願いいたしま

す。

それと、もう一つ、商店街再生プロジェクト

支援事業費についてもお尋ねをさせていただき

ます。

これにつきましては、市町を通した間接補助

金ということになっております。ぜひとも実効

性のあるプランにしていただきたいと考えてい

るところです。市町を通した間接補助金になる

ので、県の方が自ら商店街にというわけにはい

かず、市町から上がってきたものに対して支援

ということになるんでしょうけれども、商店街

を回る時に、「受けたくてもなかなか支援が受

けられない」という声を聞きます。

要は、算定要件とかあるのかなと思うんです

が、「もうちょっとハードルを低くしていただ

いたら非常に助かるんです」という声も商店街

の方から聞いたことがあります。

今回、これ継続的新規事業ということでなっ

ております。より多くの商店街の方々に支援を

受けていただきたいと考えておりますが、各市

町に対して、そういうハードルを下げるような

ものを県として提案できるのかどうか非常に難

しいところかと思いますが、そういったところ

も市町と連携を取っていただきたいと考えます

が、その点についてはいかがでしょうか。

【下窄経営支援課長】商店街の再生プロジェク

ト支援事業でございますけれども、今年度まで

商店街活性化プランというものを市町が認定し

まして、そのプランに基づいて商店街が実施す

る施設のハード、ソフトといったものを間接補

助の形で補助しておりました。来年度からは、

商店街が策定した商店街再生プランを、ここも

市町の認定というプロセスは入っておりますが、

それに基づいて地域課題の解決等に資する、例

えば子どもの居場所づくりでありますとか高齢

者対策、そういったものを通して商店街を活性

化させていただきたいと、そういう思いの事業

でございます。

先ほどお尋ねがございました要件といいます

か、今回、商店街再生プランを商店街がつくっ

て市町が認定するようなプロセスになっており

ます。その商店街再生プランの策定につきまし

ても、プランの策定自体に補助するようなスキ

ームをつくっておりまして、その専門家でござ

いますとか、セミナーとかワークショップを開

催しまして、商店街の持っている課題とか、洗

い出しとか、そういったところも含めて、まず

はプランを策定して、そのプランに基づいたソ

フト、ハード事業、例えば子どもの居場所づく

りということでありますと空き店舗の改修であ

りますとか、イベントの開催経費等を補助対象

としておりまして、補助率も子どもの分でござ

いますと、市町と県で2分の1ずつ補助するスキ
ームで取り組むこととしております。

【宮本委員】今回、子どもの居場所づくりに資

する取組で補助の要件もいろいろ変わってきて

いるようです。

ちなみに、商店街再生について、今までこれ

をやってこられた中で好事例というか、すばら

しい取組で商店街が活性化したという事例があ

れば、教えていただければと思います。

【下窄経営支援課長】例えば、佐世保のさせぼ

四ヶ町商店街振興組合と6団体を構成員とする
SASEBOまち元気協議会というものがござい
まして、そこが空き店舗を活用しまして、若者

交流拠点を設置しております。その若者交流拠
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点で、市内の高校生や大学生等が中心となりま

してイベントの企画とか運営、そういったもの

を実施しております。夏祭りでありますとか、

まちなかこども文化祭でありますとか、いろい

ろなものでございます。そういうふうなものに

対して、佐世保市と一緒に補助をした事例がご

ざいます。

この交流拠点が誕生したことで、若者と商店

街の個店との交流が生まれまして、若者と一緒

に考えて動くということで、若者にとってはシ

ビックプライドの醸成につながりますし、団体

と若者等が連携して継続してイベント等が実施

できるような、仕組みが創出できた事例がござ

います。

【宮本委員】商店街の方々は非常にやっぱり厳

しい状況もお訴えになられますので、こういっ

た事業を通して交流が深まることを改めて要望

させていただきます。よろしくお願いいたしま

す。

最後1点だけです。高校生の県内就職推進事
業費についてお尋ねをいたします。

概要説明でもありましたけど、今回、認知度

向上ということで工業系の高校生と普通科の生

徒にも拡大するということでありました。普通

科、商業科、農業科ということでありました。

非常にありがたいんでしょうけど、対する受

入企業についてですが、工業系の生徒であれば

製造業がたくさんあるかと思うんですが、普通

科とか、商業科とか、農業科に対する受入れの

企業というのはどの程度を想定しているのか教

えてください。

【末續未来人材課長】まず、広域合同企業説明

会につきまして簡単に概略をご説明いたします。

これは令和4年度から工業高校生、もしくは
工業科を持つ高校の生徒を対象にいたしまして、

製造業、建設業の業種との企業説明会として大

村市で開催しております。今年度につきまして

も、公立高校9校から1,776名が参加いたしまし
て、企業が80社参りまして、説明をお互い受け
る、交流するというものでございます。

参加生徒の大半から「県内就職を考える際に

非常に参考になった」という評価をいただけて

おりますので、来年度は、これの2日目を開催
いたしまして、商業高校、農業高校、普通高校

等の就職を希望する方向けに開催したいと考え

ております。

企業につきましては、1日目に製造業、建設
業を集約しますが、その中でも普通高校等から

生徒を採りたいという企業もいらっしゃいます

ので、そういったところに加えて、例えば食品

を含む製造業であるとか、卸小売業、サービス

業、そういった生徒たちのニーズに沿ったよう

な企業を集めてまいりたいと考えております。

スタイルとしましては、まだイメージではご

ざいますが、100社ほど来ていただいて、椅子
に座って説明会というよりは、企業のブースに

生徒が自由に行って交流をしていただくような、

これは特に大学生の交流会でそういうスタイル

を取っておるんですが、そういう形で幅広く商

業、農業、普通高校の生徒にも県内企業を知っ

ていただくような説明会、交流会にしたいと考

えております。

【宮本委員】どうか県教委と学事振興課と連携

を取って県内就職率アップにつなげていただき

たいと思います。よろしくお願いいたします。

以上です。

【清川分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

【大場委員】 前に質問がありました大倉委員

等々の関連になりますが、2つお聞かせいただ
きたいと思います。
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まず一つが、県がこれまでの企業誘致の中で

大きく方針を出されてサプライチェーンの構築

等々で予算がついておりますが、この流れをも

って県がやろうとしていること。それで今回サ

プライチェーンのそういった構築ということで、

県内の産業振興にとっても非常にいいことだと

私自身も感じております。それをするに当たり

県内の環境整備といいますか、そういったもの

の体制づくり、併せて、県内受注をして増やす

方法、もしくはそれに関係する企業自体を誘致

する方法等考えられると思うんですけれども、

そういった場合での県内の環境整備への取組で

あるとか、また、各自治体との連携、協力も必

要だと私は思うんですが、そういったことにつ

いてどのようにお考えでしょうか。

【宮地産業労働部長】今、大場委員からお尋ね

がございました。

まず、今時点で戦略に書き込ませていただい

た我々の意図といいますか、もくろみといいま

すか、ベストシナリオでいきますと、まず、東

彼杵町の大規模な工業団地に半導体製造装置、

もしくは最近ですと電気自動車関連の電池の工

場、これは福岡県にトヨタ、日産の投資が相次

いでおりますので、県内企業の皆様に仕事を落

としていただけるような企業をぜひとも誘致し

たいと思っております。

その中で、先ほど企業振興課長からも半導体

製造装置関連に携われている県内企業が40ち
ょっとというお話がありましたけれども、これ

をなぜ今回、1億1,000万円ぐらいの予算の中で
ご支援していきたいと思っているかと申し上げ

ますと、今から3年ぐらいで一通り支援が終わ
ります。そうして実力をつけていただいておか

ないと、せっかく東彼杵町に我々が思っている

とおり大手の企業が来た時に、その仕事は福岡

県なり熊本県の地場の企業が受注されると。そ

うなっては我々としては非常によろしくないと

いうことで、全体としてはそういうアンカー企

業を誘致して地場の企業に落としていきたいと

いうのが1点、大きな柱としてございます。
あと、各自治体の関係でございますが、一般

質問でもご答弁申し上げたこともございますけ

れども、例えば、水が豊富な地域、半導体とい

うことでいきますと、やっぱり島原半島。島原

半島は、今度は工業団地の広さも当然ございま

すので、そうすると東彼杵においでいただいた

サプライチェーンに入るのか、もしくは熊本県

の大きなサプライチェーンの中に入るのか。い

ずれにしても、いろんなサプライチェーンの中

で仕事をしていただく場所がありますので、中

堅のところを島原市が、もし工業団地整備され

て誘致がかなう場合は中堅の半導体企業様を、

例えば誘致のターゲットとするとか、そういう

ふうな全体の役割分担を考えながら、今取り組

んでいるところでございます。

【大場委員】そのような形で自治体としっかり

と連携を取りながら進めていただければと思い

ます。ご紹介いただきました島原市の古川市長

も、お隣の熊本県の熊本市をはじめ、TSMCを
見据えた上でシリコンラインを構築したいとい

うふうな形での考えをお持ちのようでございま

すので、そのようなこととして、県もしっかり、

その中にはぜひ入っていただきたいと思います

ので、よろしくお願いいたします。

次に、商工サポート強化プロジェクト事業費

でありますけれども、「昨今、商工会の会自体

の人材も非常に不足していて大変だ」という声

がずっとありまして、今回増員をして、そのよ

うなことで強化を図ると。これは何とか頑張っ

ていただければと思いますが、今回の予算に対
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しては、これは恒久的に続くものか、また一時

的に支援を図ってしていきたいという考えにな

るんでしょうか。

【下窄経営支援課長】この商工サポート強化プ

ロジェクト事業費においては、12名の人件費と
いうことで計上させていただいておりまして、

この職員というのは、新たに採用をする形でご

ざいまして、退職者の前倒しで採用という形で

考えておりますので、その職員としては、その

ままずっと商工会にいるということでございま

す。

【大場委員】そうすると大分助かるとは思いま

すが、その中でも、多分現状でもまだ足りてな

いと思うところがありますので、そういったと

ころはしっかりと支援していただければと思い

ますので、よろしくお願いいたします。

以上でございます。

【清川分科会長】産業労働部関係の審査の途中

ですが、午前中の審査はこれにとどめ、午後は

1時30分から再開し、引き続き、産業労働部関
係の審査を行います。

しばらく休憩いたします。

― 午前１１時５４分 休憩 ―

― 午後 １時２８分 再開 ―

【清川分科会長】 分科会を再開いたします。

午前中に引き続き、産業労働部関係の審査を

行います。

質疑はありませんか。

【千住委員】私もこの委員会は初めてでありま

して幾つかご質問させていただきます。

まず、横長資料の10ページ、歳入の14款の7
項、雑入ですが、そこに産炭地域活性化基金助

成事業財産処分に伴う返還金ということで上が

っておるんですが、このあたり、ご説明をいた

だけたらと思うんですけれども。

【香月企業振興課長】財産処分に伴う返還金で

ございます。

石炭が産業だった地域の振興を図るために、

産炭地域の補助をやっている制度がございまし

て、長崎市の伊王島地区で市が多目的グラウン

ドを整備した際に、この補助を行っております。

市の方で、この施設の今後の有効活用という

ことで、民間のお力を借りて活性化につなげた

いということで売却の想定をしておりまして、

これは3月の市議会の議決を経て来年度の具体
的な処分に入っていくんですが、そういったこ

とが想定されているので、売却になった場合に

は補助金の返還が生じるために予算を収入とし

て現段階で計上しているというところでござい

ます。

【千住委員】 ご説明ありがとうございました。

用途が変わって、補助金の返還があるというこ

とですね。わかりました。

続きまして11ページですけれども、8款の1項
の使用料で佐世保情報産業プラザの使用料とい

うことで約8,200万円ほど上がっています。使用
料ということなので県の施設でしょうけれども、

運営等はどんな感じになっているのかお聞きし

たいんですが。

【原田新産業推進課長】佐世保情報産業プラザ

についてのお尋ねでございます。

この施設ですが、佐世保ニューテクノパーク

という、ハウステンボスの近く、長崎国際大学

の隣にあります。もともと情報関連産業を中心

に集積を図るということで、企業誘致による県

北地域での産業振興と雇用創出を図るため、集

積拠点として整備されたものでございます。

現在、企業が8社入居いただいておりまして、
そこで生まれている雇用人数が1月末現在で
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583人、働いていただいているものでございま
す。

主な業種というのは、コールセンター、デー

タセンターやコンタクトセンターと言われてい

るようなところが一番大きくなっております。

県の施設ですが、平成19年10月の開設当時か
ら一貫して指定管理者制度を導入しておりまし

て、現在の指定管理者はハウステンボス技術セ

ンターという、去年の8月29日に福岡証券取引
所に上場されたCross Eホールディングスの子
会社でございます。そこが指定管理者制度で運

営していただいております。現在の指定管理期

間は、令和8年の3月末までということになって
おります。

【千住委員】指定管理ですね。代理人徴収でや

られているということですか、使用料というこ

とは。どういうふうになっているのかなと思う

んですけれども。

ホームページを見ると満室ということで非常

に喜ばれているのかなというふうに思います。

580名も雇用されているということは大変いい
施設だろうなというふうに思っております。こ

この活用がうまいこといくように今後もしてい

ただけたらと思います。

続きまして26ページ、商工費の中のふるさと
産業振興費、7款1項2目のところに長崎べっ甲
対策事業費というのがあるんですけれども、実

際、私も子どもの時はよくべっ甲のCMとかも
流れていて、かなりいい、長崎独自のいい産業

だったと思うんですけれども、最近あまり、な

かなかべっ甲って聞かないので、その産業の推

移等を教えていただけたらと思います。

【香月企業振興課長】べっ甲に関連してでござ

います。

べっ甲の対策事業としまして、もともとはワ

シントン条約で原材料のタイマイ、甲羅とかべ

っ甲の加工製品ですね。こちらが海外への持ち

出しとか、国際の取引が禁止というルールに今

なっておりますので、まず原料を天然のもので

はなくて養殖のものを、養殖事業に業界が取り

組んでおりまして、原材料の確保の対策として

タイマイの養殖に取り組むと。

併せて、後継者の育成ということで、べっ甲

細工で彫刻なんかの技能を継承するような取組

ですとか需要の開拓、国内向けに展示会ですと

か、Webを使った情報発信などをやられていま
す。

べっ甲対策については、国の工芸品の指定が

ございまして、国の補助の残りのところを県が

協調補助ということで、べっ甲の組合の支援を

県はやっているという状況でございます。

【千住委員】実際、産業の取引等の金額の推移

を教えていただけたらと思います。

【香月企業振興課長】市場の伸びというところ

はなかなか外向けに判断できないとかというル

ールの中になりますので、今の現状としては、

何とかその技術を後世、次の世代に引き継ぎな

がら現状を維持しているというところが基本に

なると思っております。

先ほど養殖事業の話をさせていたただいたん

ですが、養殖のひ孫世代、第三世代にならない

と、なかなか国際取引までが認められないとい

うところで、まだ30年ほど先の話になりますの
で、根気強くといいましょうか、粘り強く業界

は技術の継承に努めていくというところでござ

います。そこを国と一緒になってサポートして

いくというのが基本的な考えでございます。

【千住委員】国にもやっぱり力を入れていただ

かないとなかなか続かない。30年というのは長
いなという気がするんですけれども、次の世代
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に継承ができるような形の取組を今後していた

だけたらなと思います。

続きまして、減額の理由を2点ほど聞きたい
と思います。

47ページ、5款1項2目の労働費の労働福祉費
です。午前中にも子育てしやすい職場環境整備

支援事業ということで質問に上がっていたと思

うんですけれども、昨年の取組と件数的にはほ

ぼ同じぐらいということだったんですが、実際

見ると550万円ほどの減額になっているんです
が、この点の理由を教えていただけたらと思い

ます。

【黒川雇用労働政策課長】ただいまの子育てし

やすい職場環境整備支援事業の減額の理由でご

ざいます。

もともと100件ほどのアドバイザー派遣の事
業を組んでおりまして、謝金とか旅費になるん

ですけれども。それが実態として昨年33件、今
年度も32件ということで、実際､30件から40件
ぐらいが適正な規模ではないかということで見

直しをしまして、費用自体も見直しを行ったと

いうところでございます。

【千住委員】 昨年30件ですけど、今年、逆に
言えば早くから呼びかけておられるので50件
とかあってもいいのかなというふうなところは

思います。これは非常に大事になってくる部分

ですので、追加等あれば、ぜひ今後補正でも考

えていいんじゃないかなというふうに思います

ので、いかがでしょうか。

【宮地産業労働部長】午前中から、この関連で

ご質問がございましたので、私の方から少し補

足でご答弁申し上げます。

子育てしやすい環境、また、良質な職場づく

りというのは、産業労働部として第一に考え得

るべき項目と思っております。

事業名としては、はっきり書いていますので、

この事業によって、そういうのを達成するよう

なイメージを持たれる場合もあるかもしれない

んですが、産業労働部の予算全体として、それ

を達成すべく今いろいろ支援策を講じておりま

す。

例えば、製造業につきましては、設備投資を

しますと当然生産性が上がって時間が短縮でき

るということでいろいろご支援するとか、サー

ビス業の皆さんですと、補正で、先日は先議で

ご承認いただきましたけれども、デジタル化に

よっていろいろ生産性の取組をご支援すると。

そういう産業労働部全体の取組の中で、男性で

も、より育休が取りやすい環境とか、働きやす

い環境に取り組んでまいりたいと思っておりま

す。

この事業につきましては、委員おっしゃると

おり、もう少し頑張って予算づけしてもいいと

いう話もあるかと存じますが、全体としてはそ

ういうことで、我々としては取組を強化してい

るというつもりでございます。

【千住委員】取組を強化されているということ

で認識したいと思います。

続きまして、もう1点、減額の理由をお聞き
したいんですが、横長資料の49ページですね。
5款2項2目、職業能力開発運営費の中に技能会
館の管理運営費、あるいは事業内職業訓練推進

費というのがあるんですけれども、ここは技能

会館の指定管理になっておると思うんですが、

ほかのお話を聞くと光熱費も非常に価格が上が

って非常に運営がしづらいと。稼働を上げない

といけないけれども、非常に費用がかかって、

非常に困るというようなお話があっておる中で、

この減額についてはどういうことなのかをお聞

きしたいと思います。



令和７年２月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（３月７日）

- 62 -

【黒川雇用労働政策課長】諫早の技能会館につ

いてでございます。

従来、来年度の417万円、指定管理者の運営
に関する費用については、特段、削減はしてお

りません。たまたまオイルタンクの撤去工事で

すとか、一部工事等が発生しましたので、その

分で今年度予算が増額されております。

また、その結果、入札減等もございましたの

で、執行残を減額しているというような状況で

ございます。

【千住委員】指定管理者からは様々な要望等も

上がってくると思いますので、真摯に対応して

いただけたらと思います。

続きまして事業に関してお聞きしたいんです

が、午前中もたくさん質問上がっていました半

導体関連産業のサプライチェーン強化の推進事

業費について、私は、人材の育成・確保につい

て関連してお聞きいたします。

人材の確保が非常に必要だということで、産

学官連携して今取組がなされていると思うんで

すけれども、実際、総合計画によれば雇用が令

和7年の目標で6,942人でしたかね、上がってい
ると思うんですけれども、今後、見込みでどう

いった人材が、実際どのくらい必要になってく

るのか。また、あれば、それに向けての取組を

教えていただけたらと思います。

【末續未来人材課長】半導体関連産業の人材確

保につきましては、現在、これだけ人手不足が

進んでいる中でどのように確保していくかとい

うのは喫緊の課題だと思っております。

私どもが推計しております中で、今、半導体

産業で年間大体300人ぐらい人を採っていらっ
しゃるんじゃないかというふうに予測しており

まして、今後5年では、それがまた380人ぐらい
まで、つまり年間80人は増えていくのじゃない

かというふうに見込んでおります。

今、かなり頑張って人材確保をお手伝いして

いる中で、そこの80人を、特に私どもが力を入
れております新卒対策のところでしっかり採っ

ていきたいと考えております。

今回、半導体人材の確保に関する予算事業と

いたしましては、企業振興課の半導体関連産業

サプライチェーン強化推進事業費の中に人材確

保に関する経費を435万円計上させていただい
ております。

この中では、先ほど午前中のご答弁で少し触

れましたけれども、フィールドワーク事業、つ

まり工業高校生であるとか、県内大学の理工学

部の学生に、より半導体産業を知っていただき

まして、県内企業を理解していただくために企

業の現場で、例えば加工技術であるとか、製造

工程であるとか、そういったものを実際に体験

して、さらには現場の若手社員と交流していく、

そうして県内企業の魅力を知っていく、そうい

う機会を新たに提供してまいりたいと考えてお

ります。

また、私ども県外大学とも連携を結びながら

いろんな事業をやっておりますけれども、その

県外大学の中で理工学部を有する大学の学生の

県内企業見学ツアーという形で県内の半導体企

業を見ていただくような、そういったツアーも

複数回実施していきたいと考えております。

いずれにせよ、今現在やっている取組に合わ

せて、今回の半導体産業の予算に計上した事業

を加えていって、しっかり人材確保を支援して

まいりたいと思っております。

また、人材確保につきましては、長崎半導体

ネットワークの中で産学官で連携した仕組みづ

くりというのもやっておりますので、そういっ

たところの協力も得ながら、しっかりと取り組
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んでまいりたいと考えております。

【千住委員】 産学官の取組が非常にいいなと、

こういった形というのは、なかなか今までとれ

てないようなところがとれるようになったので、

すごくいいなと思います。

また、事業の内容も事前から、小中学生の頃

から興味、関心を持ってもらうというのは非常

に大事だなというふうに思っております。

そういった取組は非常に一ついいなと思うん

ですけれども、そもそも380人というふうな形、
今後どうなっていくかというのもありますが、

今、工業系の高校生、大学生が都市部に採られ

ていっているというのが現実かなと。卒業生の

進路を見ると、なかなか県内に残ってもらえる

人が非常に少ないなと。もともと工業系の学生

が非常に少ない中で、そもそもが足りるのかと

思っています。

実際、県外からも、もちろん競争がすごく激

しくなってきて、熊本からもかなり引き抜かれ

ているというふうなところがありますので、例

えば、県内の県立高校の学科の再編とか実際話

をされておられるのか、そういったところをお

聞きしたいんですが。

【末續未来人材課長】半導体人材の確保におき

まして、工場など現場の製造を請け負う技術者

につきましては、やはり工業高校生が求められ

ていると認識をしております。

現在、私ども教育庁とかなり緊密に連携を取

っておりまして、現在でも年間複数回、直接、

教育庁と私どもと意見交換をする場なども持っ

ております。

今、委員がおっしゃられました学科再編等に

つきましては、教育庁が所管されておりますの

で、私どもが答弁する立場にはございませんけ

れども、やはり産業人材の確保という観点から

いたしますと、どういった学科再編がなされる

のかというのは、我々も非常に注目をしている

ところでございます。

私どもも、そういった意見交換、協議等をす

る中で、教育庁に対して、今の産業人材確保の

現状などをお伝えできればと思っております。

【千住委員】私学の無償化も枠が広がって公立

高校の生徒も少なくなってきている中で、学科

再編というのは非常に重要かなと思うので、ぜ

ひ課を超えて、ぜひ人材確保に努めていただけ

たらと思っておりますので、よろしくお願いし

ます。

その人材に関してなんですが、もう一つ、外

国人材確保総合支援事業というのが今回上がっ

ているんですけれども、そういった中で長崎で

働く魅力発信動画の作成ということで、ベトナ

ムやインドネシア語でということで、午前中も

話がありましたように、ベトナムの方が今長崎

では非常に多いといったところで、プロモーシ

ョンするのはいいと思うんですけれども、今長

崎に来て働く、海外から日本に来て働くという

のは、あんまり魅力が正直ない、ほかの国の方

が魅力があるのかなと。ただ、日本が安心安全

でやっぱり住みやすいとか、そういったところ

が必要になってくるかなと思います。

そういった中で、実際、ベトナム人が今多い

ということで文化観光国際部の方も取組をやら

れていますけれども、例えば、実際こちらにお

られるベトナム人の方から向こうに発信をして

もらうと、仕事だけじゃなくてですね。住むと

いうのが非常に大事だと思うので、そのあたり

の連携は取られているのかどうかをお聞きした

いんですが。

【髙見未来人材課企画監】まず、外国人材の受

入促進の取組につきましては、産業振興と人材
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確保は密接に関連しておりますので、各産業分

野の実情やニーズを把握しております所管部局

におきまして、業界団体と連携しながら事業を

実施しております。

多文化共生社会の推進、住みやすいといった

部分につきましては、文化観光国際部の方で、

市町や国際交流協会と連携をしまして地域日本

語教室の設置とか、外国人相談窓口の運営等を

進めているところでございます。

今回の魅力発信の動画につきましてどういっ

た発信をしていくかということになりますけれ

ども、まず、受入側の取組としましては、監理

団体を通じまして現地の送出機関に、その動画

を使っていただくようにお願いをしまして、人

材募集の際に使っていただくことを考えており

ます。

それから、今こちらで働かれている外国人材

にも、監理団体を通じて、その動画をお配りし

て、そういった外国人材の方は現地の方とSNS
等でつながってらっしゃいますので、そういっ

た発信の仕方を考えております。先ほど委員か

らお話がありましたようにベトナム人の協会を

通じて発信していくということも考えられるか

と思いますので、その点は国際課とも、これか

ら話をしていきたいと思っております。

【千住委員】そういった取組が非常に重要にな

ってくるかなと思いますので、ぜひそのあたり

の連携もお願いしたいと思います。

次に、商店街再生プロジェクトの支援事業費

についてお聞きしたいと思います。

人材育成に力を入れていきたいというような

答弁が、昨年のこの委員会であっていたかと思

うんですが、昨年度が2,300万円、今年度は
1,500万円ということで費用が削減されている
んですが、昨年度との違い、あるいはどういう

ことを想定されているのかということをお聞き

したいんですが。

【下窄経営支援課長】昨年度は商店街が行うハ

ード、ソフトといった事業の補助金に加えて、

先ほど委員からございましたモデル商店街を2
か所選定いたしまして、そこで次世代の担い手

となる人材の実践力の向上と商店街の人材ネッ

トワークの構築ということで実施してまいった

ところでございます。

そのモデル事業につきましては、長崎駅前商

店街と川棚の栄町商店街をモデル事業に選定い

たしました。

長崎駅前商店街につきましては、5回のワー
クショップ等で、外部の人材も含めて19名のネ
ットワーク等を構築しながら、モデル事業とし

て実施しまして、その成果としましては、例え

ば、長崎駅前では人材ネットワークの中で3つ
のグループに分かれまして、それぞれの取組と

いうものを実施しております。

その中で、一つは、福のおすそ分け大黒様壁

画制作ということで大黒様の壁画を制作するこ

とで、これは高校生も巻き込んで自主制作をす

るということを計画いたしまして、それを基に

商店街の活性化を図っていこうというプラン等

をつくって実施しているところでございます。

一方、川棚町の商店街につきましては、商店

街の次世代の育成ということをテーマに、5回
のワークショップ等を開きまして、グループ間

の討議等を行いまして商店街の未来に向けた構

想というものの策定を行っているところでござ

います。

また、その構想に基づいたアクションプラン

としまして、「暮らしのヒトタナ市」というマ

ルシェみたいなイベント等を2月に開催してい
るところでございます。
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今年度事業との関係でございますけれども、

このネットワークのメンバーには、他の商店街

の人材でありますとか、大学生といった若者、

あるいは商店街の活性化に取り組みたいという

企業・団体のメンバーも入っておりまして、そ

ういったネットワークのメンバーも活用しなが

ら、来年度事業では各商店街で再生プランとい

うものを策定していただきますけれども、そこ

の再生プランの策定のところに、そのメンバー

にも関わっていただいて、再生プランに基づい

た事業、ハード・ソフト事業について県の方が

市町と一緒に支援をするというスキームでござ

います。

【千住委員】 今、大型店が離島であったり、半

島であったりというところにもどんどん進出し

てきまして、商店街は非常に厳しいと。商店街

は、地域の方にしてみたら、なくてはならない

ものでありまして、そこは市町が中心にやると

ころであると思うんですけれども、県が本当に、

本気に一つの商店街をもうちょっと緊急性を持

って考える必要があるんじゃないかなと思うん

ですよね。

実際、高齢化が進んで、まだ我々は運転はで

きる、郊外に行ける、でも実際行けないという

方もたくさんおられて、「地域の商店がなくな

るというのは非常に困る」といった声がたくさ

んある中で、実際これをすることでどこまで商

店街の活性化を県が考えているのか、あるいは

商店街について、県としては今後どう認識を持

っているのかというのが非常に疑問に思うわけ

ですよね。そのあたりはどういうお考えでしょ

うか。

【下窄経営支援課長】商店街の支援につきまし

ては、まず、一番身近な市町と一緒に県も取り

組んでまいりたいと思っておりまして、市町が

地域の課題といったところを商店街と一緒に、

商店街再生プランという形でつくっていただく

と。その計画に基づいたものを県が支援すると

いうことで取り組んでまいりたいと思っており

ます。

【千住委員】受け売りじゃなくて、やっぱり県

がこれだけやりますから一緒にやりましょうと

いうような、逆に発信するぐらいにあっていい

んじゃないかなと思うんですよね。確かに市町

が中心になってやることは間違いないんですけ

ども、そちらからのアプローチじゃなくて、こ

ちらからやっぱりもっと積極的にやっていくよ

うなスタンスで見るべきじゃないかと思うんで

すけれども、いかがでしょうか。

【下窄経営支援課長】委員のおっしゃるとおり、

商店街の振興というのは喫緊の課題と考えてお

りますので、我々も市町に、もっと働きかけを

強めて取り組んでまいりたいと思っております。

【千住委員】ぜひそういった取組をお願いした

いと思います。

最後に、実は昨年のこの委員会の中で成長産

業のところで洋上風力の件で近藤委員から質問

が上がっている中で、洋上風力に関して海外の

シェアが非常に高いと、メーカーのシェアが高

いということで、県内にどれだけ仕事が来るか

というお話があったかと思うんですよね。

そういった中で、近藤委員が、この産業はど

れくらいのシェアが長崎に実際のところ返って

くるのか、具体的に目標を持ってするべきじゃ

ないかということでお話があったかと思うんで

すけれども、実際、補助金を出したことによっ

て、どれくらいのシェアで長崎県内の企業が仕

事をやったかということまで取り組むべきじゃ

ないかというようなお話が議事録に載っていた

んですけれども、そのあたりは1年たった今ど
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のようになっておられるでしょうか。

【岩永新エネルギー推進室長】洋上風力に関し

ましては、国内で洋上風車を製造しているメー

カーがなくて、全て海外製ということになって

おります。

ただ、数万点と言われる洋上風車の部品につ

きましては、風車の基礎部材ですとか、部品の

輸送といったところで、県内企業が受注する実

績も出てきております。近年では、為替の問題

ですとか、経済安全保障上の観点から、国内で

の調達率を向上させていこうという国の動きも

出てきております。

また、今後、普及が見込まれております浮体

式の洋上風力につきましては、大島造船所が国

の補助金を活用して基礎部材の量産化に向けた

取組も始めております。

このように県内企業が造船業で培った技術で

すとか人材を生かして、洋上風力発電に係る部

材を製造することは徐々に出てきておりますの

で、引き続き県の産業振興財団等と連携しなが

ら、大手メーカーと県内企業のマッチングを図

ることと、成長する洋上風力発電事業の県内外

での需要を獲得するための取組というものを続

けていきたいなと思っております。

具体的に、今、県の方で令和4年から補助金
を県内企業の方にお出しをいたしまして、4年、
5年と合わせて7,800万円ほど補助金を出して
おります。

この結果、売上げとしては30億円を超える売
上げが出ていると、我々が把握している分で認

識をしておりますので、今後も県内企業の受注

獲得の後押しを補助金等を使ってしていければ

と、こういうふうに思っております。

【千住委員】 売上げの30億円というのは、県
内企業が30億円あったということですか。それ

はすごい効果が出ているということなので、そ

れでは、これがもっとさらに広がっていくよう

に取組をお願いしたいと思います。

以上です。

【清川分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川分科会長】ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川分科会長】討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

第1号議案のうち関係部分、第7号議案、第47
号議案のうち関係部分、第53号議案及び第61号
議案のうち関係部分は、原案のとおり可決する

ことにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【清川分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、予算議案は、原案のとおりそれぞれ

可決すべきものと決定されました。

【清川委員長】次に、委員会による審査を行い

ます。

議案を議題といたします。

まず、産業労働部長より総括説明を求めます。

【宮地産業労働部長】産業労働部関係の議案等

についてご説明いたします。

資料としましては、「農水経済委員会関係議

案説明資料」当初版と（追加１）でございます。

まず、当初版の2ページをご覧ください。
今回、ご審議をお願いしております議案は、

第36号議案「長崎県工業技術センター条例の一
部を改正する条例」、第37号議案「長崎県窯業
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技術センター条例の一部を改正する条例」、第

38号議案「長崎県立職業能力開発校条例の一部
を改正する条例」であります。

第36号議案「長崎県工業技術センター条例の
一部を改正する条例」及び第37号議案「長崎県
窯業技術センター条例の一部を改正する条例」

につきましては、関係経費の増減に伴い、手数

料の一部について所要の改正をしようとするも

のであります。

第38号議案「長崎県立職業能力開発校条例の
一部を改正する条例」につきましては、関係経

費の増に伴い、使用料の一部について所要の改

正をしようとするものであります。

次に、議案外の主な所管事項についてご説明

いたします。

今回ご報告いたしますのは、経済・雇用の動

向について、地場企業の支援について、半導体

関連産業の振興について、企業誘致の推進につ

いて、県内企業のデジタル化の推進について、

スタートアップ企業の集積促進について、エネ

ルギー政策の動向について、中小・小規模事業

者支援について、産業人材の育成・確保につい

て、外国人材の活用についてであります。

このうち、新たな動きについて主なものをご

紹介いたします。

当初版の3ページをご覧ください。
（地場企業の支援について）

本県の基幹産業である造船関連産業について

は、県内サプライチェーンの裾野が広く、世界

的に船舶の大規模な更新時期を迎える中、環境

分野においても高い技術を有する県内企業を中

心に発注が増加するとともに、防衛関連の需要

拡大も見込まれるなど、好調を維持しており、

県としても、企業の設備投資等を支援するとと

もに、業界全体の人材確保・育成などを後押し

しているところであります。

これまで県が支援した企業間連携の取組によ

り、今後増産が見込まれるLNG燃料タンクにつ
いて県内企業の生産体制の構築が進み、県外か

らの新たな需要の獲得につながる事例も出てく

るなど、サプライチェーンの強化が着実に進ん

でおり、業界全体の人材確保に向けても、若い

時期から造船業の魅力に直接触れてもらう機会

を設けるなど、造船業界や関係市と連携しなが

ら、魅力発信に努めているところであります。

また、防衛関連分野についても、県内企業の

参入意欲が一定高まってきており、市場の成長

も今後見込めることから、引き続き、企業の規

模拡大等を支援し、サプライチェーンの強化を

図るとともに、次世代を担う若い世代に向けた

発信を強化するなど、県内造船関連産業のさら

なる振興に取り組んでまいります。

さらに、世界的な需要拡大に伴い、さらなる

成長が見込まれる航空機関連産業については、

これまで造船業を中心に培われてきた高い技術

力や優秀な人材など、本県の強みを生かせる分

野として、事業拡大に向けた設備投資や販路開

拓などの取組を後押ししているところでありま

す。

今年度からは、これまでの中核企業の育成や

販路開拓支援に加え、メンテナンス分野におい

て、世界最大手の米国メンテナンス部品メーカ

ーからの受注獲得に向けた県内企業の加工トラ

イアル等を支援するなど、海外からの受注獲得

に向けた支援を強化しており、さらに来年度は、

海外で開催される大規模展示会への出展支援も

行うこととしております。

これまでの取組により、市場参入に必要な認

証の取得企業数についても着実に増加しており、

本県は国の注目する「九州を代表する航空機産
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業集積県」となってきているところであり、今

後とも、成長が見込まれる航空機関連産業の基

幹産業化へ向け、県内サプライチェーンの育成

に努めてまいります。

（半導体関連産業の振興について）

県では、国内投資が活発化し、今後も成長が

見込まれる半導体関連産業について、その需要

を県内に取り込むため、「県内企業の受注拡大」、

「人材育成・確保」、「インフラ整備」を3つ
の柱として、関連施策に取り組むこととしてお

り、こうした施策を県民の皆様にわかりやすく

お示しするため、今般、「長崎県半導体産業成

長戦略」を策定したところであります。

来年度は、戦略に基づく新たな取組として、

大手半導体関連企業からのさらなる受注獲得を

目指し、県内サプライチェーンの構築・強化や、

企業人材の育成・確保を集中的に支援すること

としております。具体的には、これまでの大規

模展示会などの出展支援や大学等との連携事業

への支援に加え、県外の大手半導体製造装置メ

ーカー等からの受注獲得を目指し、複数の企業

が連携した受注体制の整備や、県内企業が実施

する半導体関連の人材育成などの取組を支援し

てまいります。

さらに、半導体関連のアンカー企業の誘致の

ため、東彼杵町と連携して、日量数千トンの工

業用水を備えた大規模な工業団地の整備にも取

り組んでいるところであり、引き続き、県内企

業への波及が大きい半導体関連産業のさらなる

振興に向け、サプライチェーン強化等の取組を

進めてまいります。

次に、当初版の6ページをご覧ください。
（スタートアップ企業の集積促進について）

地域経済の維持や活性化のためには、これま

での地場企業の振興に加え、長崎だったら新し

いものが生まれるという機運を醸成し、新たな

ビジネスモデルにより成長を目指すスタートア

ップ企業の集積を図っていくことが重要である

と考えております。

今年度の具体的な取組として、交流拠点CO
－DEJIMAにおける創業相談や交流会の開催
等の支援に加え、首都圏を中心に県外からの呼

び込みを積極的に実施した結果、8社のスター
トアップ企業が新たに活動を開始するほか、県

外1社が本県に拠点を設ける予定となっており
ます。

ここで、追加1の2ページをご覧ください。
また、去る2月24日には、資金調達等の支援

を目的として、スタートアップ企業やビジネス

アイデアをお持ちの方々が一堂に会するイベン

トである「ミライ企業Nagasaki」を開催したと
ころ、過去最多となる102名の方々にご観覧い
ただきました。

ビジネスアイデアの新規性などを競うチャレ

ンジ部門では、9組が登壇され、放置竹林を活
用した有期農業用農薬の開発プラン「Bamboo
Nexus Project」が最優秀賞を受賞されました。
また、スタートアップ部門に登壇した6社は、
資金調達に向け、来場した首都圏などの投資家

と今後、協議を進める予定となっております。

県としましては関係者と連携し、ご登壇の皆様

の事業計画の実現や資金調達に向け、引き続き

支援に努めてまいります。

当初版の7ページにお戻りください。
さらに、来年度は、県内全域でのスタートア

ップ企業の創出促進に加え、首都圏投資家等と

の連携を強化し、プッシュ型でのスタートアッ

プ企業の呼び込みを推進することで、「ミライ

企業Nagasaki」の登壇者のさらなる増加やレベ
ルアップを図るとともに、有望な県内スタート
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アップ企業を対象とした首都圏大企業等との取

引拡大による売上増加など事業規模拡大に向け

た集中支援にも取り組むことで、引き続きスタ

ートアップ企業の創出から成長までの一貫した

支援に努めてまいります。

次に、当初版の8ページをご覧ください。
（中小・小規模事業者支援について）

県内事業者の大半を占める中小・小規模事業

者は、地域経済の発展や雇用の創出に重要な役

割を果たしておりますが、原材料の高騰や人手

不足など、依然として厳しい状況にあり、今後

も最低賃金の大幅な上昇が見込まれる中、地域

経済を支える中小・小規模事業者の経営を維持

していくことは喫緊の課題であります。

そのため、事業者にとって最も身近な支援機

関である商工会や商工会議所の体制を来年度強

化することにより、巡回等による経営指導など

プッシュ型の支援を強化し、事業者が抱える課

題の掘り起こしや解決を通じて、業務効率化や

生産性向上につなげてまいります。

また、中小・小規模事業者への資金繰り支援

につきましては、国の「経営力強化保証制度」

を活用した低利の制度融資資金を昨年12月2日
から運用を開始しており、1月末までに35件、
約3億6,600万円の保証承諾実績となっており
ます。

来年度は、県内中小企業者の資金繰りの安定

に必要な長期の事業資金の融通を図るための

「経営安定資金」において、今年度と同額の173
億円の融資枠を確保することとしており、引き

続き、関係機関と連携を図りながら適切な資金

繰り支援に努めてまいります。

さらに、経営者の平均年齢や後継者不在率が

全国と比べて高い状況にある本県において、事

業承継は重要な課題であることから、県では今

年度から新たに、事業承継を契機として新規事

業展開等に意欲的に取り組もうとする若手後継

者に対し、事業アイデアの具体化等について支

援してまいりました。

来年度におきましても、支援機関や金融機関

等と連携を図りながら、本事業の実施によりロ

ールモデル創出を図るとともに、事業承継に対

する前向きな意識醸成や、早期の事業承継促進

に取り組んでまいります。

（産業人材の育成・確保について）

県内企業において、生産年齢人口の減少に伴

う構造的な人材不足が課題となる中、今後も県

内企業が持続的に成長していくためには、産業

人材の育成・確保に向けた取組が重要でありま

す。

このため、高校生については、生徒が県内企

業の魅力を知るための企業説明会や保護者向け

企業見学会を開催しているところであり、来年

度は、広域合同企業説明会の対象を工業高校か

ら拡大し、商業・農業・普通高校等の生徒を対

象に加えて、実施することとしております。

また、大学生については、去る12月4日、県
北地区で初めてとなる企業交流会「おしごとマ

ルシェIN佐世保」を開催したところ、約500名
の学生が参加され、企業担当者との情報交換が

図られました。来年度は、企業交流会に加え、

県内企業でのインターンシップ参加を促して県

内就職につなげるため、大学1、2年生等を対象
に、県内企業の高度な技術や仕事等を体験いた

だくための取組を実施することとしております。

さらに、県外大学との連携強化によるUIター
ン就職の拡大を図るため、去る12月10日、福岡
大学と「UIターン就職支援に関する連携協定」
を締結したほか、12月18日には、福岡市の学校
法人麻生塾とも、県と専門学校との間で初めて
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となる「UIターン就職支援に関する連携協定」
を締結いたしました。

福岡大学は九州最多の学生数を誇る総合大学

であり、また、西日本最大の専門学校グループ

である学校法人麻生塾は、麻生専門学校におい

て、幅広い分野で実践的な人材を育成されてお

り、両校には毎年多くの本県出身者が進学して

おります。引き続き、連携協定を締結した大学

等と協力し、学内での企業交流会や県内企業見

学ツアーなど、UIターン就職を促すための取組
を進めてまいります。

その他の項目については、記載のとおりでご

ざいます。

以上をもちまして、産業労働部関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【清川委員長】以上で説明が終わりましたので、

これより議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【宮本委員】 議案について、1つ確認をさせて
ください。第36号議案につきましてです。
長崎県工業技術センター条例の一部を改正す

る条例で、これは依頼試験とあります。依頼試

験の手数料の一部が改正されたということです

が、そもそも、この技術センターで依頼試験が

どの程度年間あっているのか、実績について教

えてください。

【吉田産業政策課長】工業技術センターでの依

頼試験の実績でございます。

令和5年度直近の実績でございますが、2,447
件ございます。例年これぐらいの数の依頼試験

を受けておりまして、ねじとか金属の強度試験

が多い状況でございます。

【宮本委員】民間で同様の依頼試験、金属に係

る試験をできるような民間のこういったセンタ

ーが県内にあるのかをお聞かせください。

【吉田産業政策課長】県内では承知しておりま

せんけど、県外ではあると聞いております。一

般的には、大企業については自前でこういう検

査はできるんですが、中小企業は、こういう検

査の設備等も整えることが難しいので、各県に

こういった形で工業技術センターの試験依頼機

関というのがございます。

【宮本委員】企業側にとっては非常にありがた

い、大切なセンターであるということを確認い

たしました。

いただいた資料で、改正後、改正前と料金の

変動があっております。一番大きいもので約

3,000円ほど、2,900円ほど差があるものがあっ
たりとか増減があるんですが、改正後の金額で

全体的に試験料を、手数料が減るイメージでは

あるんですが、この改正後の金額で全体的な増

減をどのように予想されているのか教えてくだ

さい。

【吉田産業政策課長】現在、工業技術センター

の依頼試験でいきますと、検査項目としては32
項目ございまして、そのうち29項目を改正させ
ていただいております。増改正が8、減改正が
21です。
この増要素、減要素の分でございますが、検

査の単価を積み上げる時に人件費、消耗品費、

減価償却費、光熱水費で単価を積み上げたとこ

ろでございますが、今回、光熱水費は当然上が

っていますので、これが増要素になってくるわ

けですが、この間、設備の更新で機械を入れ替

えております。

今、委員がおっしゃったように6,000円から
3,000円に減ったところの部分というのは電子
顕微鏡ですが、かなり高額なものではございま
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すが、検査に要する時間、もともと85時間かか
ってたのが40数時間で済むようになったもの
ですから、人件費、労務費の部分がかなり短縮

されたことによって減額という形になっており

ます。

だから、それぞれ積み上げていく中で機器の

更新のあったものについては、減額の方が一般

的に多いかなという印象でございます。

【宮本委員】詳細ありがとうございました。確

認させていただきました。

もう1点、第38号議案「長崎県立職業能力開
発校条例の一部を改正する条例」は、高技専の

使用料の一部についてということですが、これ

も同じように、いわば高技専と佐世保校と今ま

での使用実績について教室など実習棟というこ

とで聞いておりますが、使用実績について教え

ていただけますか。

【黒川雇用労働政策課長】長崎県立職業能力開

発校の条例に基づきまして徴収された実績でご

ざいます。

長崎校と佐世保校で令和5年度に7件で940円
という状況でございます。この単価に基づきま

して徴収するようにしております。

これは外部の利用があった場合ということに

なっておりますけれども、基本的には、ものづ

くりですとか、技能関係での利用に関しまして

は、いろんな団体や協会が使っておりますが、

そういった場合には、基本的には減免措置がな

されております。まれに企業が研修等で場所を

使わせてくださいといった場合に開放した場合

はそちらに当たりませんので、これまでそのよ

うな料金をいただいているという状況でござい

ます。

【清川委員長】 ほかに質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川委員長】ほかに質疑がないようですので、

これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川委員長】討論がないようですので、これ

をもって討論を終了いたします。

議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。

第36号議案乃至第38号議案は、原案のとおり
可決することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【清川委員長】 ご異議なしと認めます。

よって、議案は、原案のとおりそれぞれ可決

すべきものと決定されました。

次に、提出のあった「政策等決定過程の透明

性等の確保などに関する資料」について説明を

求めます。

【吉田産業政策課長】 私の方から、「政策等決

定過程の透明性等の確保及び県議会・議員との

協議等の拡充に関する決議」に基づく産業労働

部関係の状況についてご説明させていただきま

す。

資料は、「農水経済委員会提出資料産業労働

部」をご覧ください。

今回ご報告いたしますのは、いずれも令和6
年11月から令和7年1月におけるものでござい
ます。

まず2ページ、補助金内示一覧でございます。
県が箇所づけを行って実施する個別事業に関

し、市町に対して内示を行った間接補助金であ

り、1件を掲載しております。
次に、3ページから6ページでございます。
こちらは、知事及び部局長等に対する陳情・

要望のうち県議会議長宛てにも同様の要望が行
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われたものに対する県の対応状況を整理したも

のでございます。

産業労働部関係の計3項目について掲載して
おります。

以上で私からの説明を終わります。ご審議の

ほどよろしくお願いいたします。

【清川委員長】次に、企業振興課長より補足説

明を求めます。

【香月企業振興課長】私の方から先月策定いた

しました半導体産業成長戦略の概要について説

明をさせていただきます。

資料については、緑の枠で囲んでおります

「『長崎県半導体産業成長戦略』の概要」とい

うタイトルの資料を見ていただければと思いま

す。

まず、策定の趣旨でございます。

今後も成長が見込まれる半導体産業の需要獲

得に向け、県の取組や今後の方針を県民や企業

にわかりやすく示し、半導体産業のさらなる振

興を図り、本県経済の成長を促すため策定した

ところであります。

次期総合計画並びに連動して策定する本県の

産業振興プランとの整合を図るため、この戦略

の終期を2030年と設定しておりまして、来年度
からの6年間での取組となります。
続きまして2、（現状と課題）でございます。
1つ目のところは、世界市場のレベルでござ

いまして、現在の50兆円規模から、2030年には
100兆円規模に達すると予測をされております。
こうした中、国では、2030年に15兆円を超え

る規模を目指すという方針を掲げておりまして、

世界市場の伸びの1.5倍の成長を増加させると、
国内半導体企業の売上高を現状から3倍に伸ば
すという方針を掲げております。

こうした中、本県におきましても、関連企業

への投資が相次いでおりまして、令和4年、半
導体関連の製造品出荷額は、造船業に次ぐ第2
位に成長してきているところであります。

一方で、半導体関連の県内の事業所数につい

ては、半導体関連産業が集積している他県の状

況と比較しますと、比較的少ないといった状況

にございます。本県の半導体関連産業のサプラ

イチェーンの広がりに欠けるといった状況があ

りますので、来年度から強化に取り組むという

ことでございます。

3、戦略（3つの柱）というところでございま
す。

まず、1つ目、県内企業の受注拡大でござい
ます。四角で黒くマークをつけております項目

が3つございます。
1つ目、半導体製造装置のアンカー企業の誘

致。2つ目、アンカー企業からの波及効果を最
大化するための受注体制の構築。3つ目、県内
アンカー企業の規模拡大の支援に取り組むこと

としております。

次に、（2）人材育成・確保についてでござ
います。同じく黒い四角でマーキングをしてい

るところでございます。

産学官の連携による人材育成・確保の仕組み

づくりとしまして、理系分野の人材育成と裾野

拡大、学生と企業との交流の場づくりのほか、

県内の企業人材のリスキリング支援などに取り

組むこととしております。

次に、（3）インフラ整備でございます。
戦略的工業団地の整備というくくりの中では、

工業団地の整備、記載の東彼杵町に加えて県内

各地で進められている工業団地の整備状況の戦

略の中で掲載をしております。

併せて、関係市町と連携した水資源の確保、

生活環境の対策についても方針を記載している
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ところでございます。

最後に、4、本戦略における目標値（KPI）に
ついてでございます。

2つ設定をしておりまして、まず1つ目、終期
2030年の売上高でございます。
ここ6年間の半導体の世界市場の成長率5％

をベースに、国が先ほど世界市場の1.5倍という
ふうな成長を掲げていると申しましたが、これ

に本県の強化する施策を、この効果を盛り込ん

で年10％の成長を目指すということで設定を
しておりまして、最終の2030年、売上高1兆206
億円というふうな目標を掲げております。

雇用者数については、近年の半導体関連の雇

用の伸び率が年4.6％という状況でございます
ので、これを上回る5％の伸びを設定しまして、
令和12年、8,860名と目標を掲げております。
この8,860という数字は、県内造船業の雇用者

数に匹敵する数字となっておりまして、半導体

産業の存在感がさらに増していくものと見込ん

でおります。

概要の説明は以上でございます。よろしくお

願いいたします。

【清川委員長】 以上で説明が終わりました。

次に、陳情審査を行います。

事前に配付いたしております陳情書一覧表の

とおり陳情書の送付を受けておりますので、ご

覧願います。

陳情書について何かご質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川委員長】質問がないようですので、陳情

につきましては承っておくことといたします。

次に、議案外所管事務一般に対する質問を行

います。

まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」についてご質問はありません

か。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川委員長】質問がないようですので、次に、

議案外所管事務一般についてご質問はありませ

んか。

【山下委員】私からは、今ほど企業振興課長か

らご説明をいただきました長崎県半導体産業成

長戦略ということで概要の説明をいただきまし

た。

午前中からの質疑で予算の審議をさせていた

だきましたが、その予算編成の中でも、半導体、

サプライチェーンを促進していく、そして関連

企業を育てていくという熱い思いをお聞かせい

ただいて、予算編成をしていただいたと大変評

価をさせていただいております。

その中で、私も半導体産業成長戦略について

中身を確認させていただきました。25ページに
は分野ごとに分析をしたものが一覧表で載って

おります。

半導体といっても、ひとくくりにならないと

やっていけないところがあって、半導体製造装

置や製造の過程、そして素材、装置部品、設計

開発等々分野が分かれていると。その中でも水

が必要なものがあったり、なかったり、それか

ら雇用規模、設備投資についてもいろんな分野

で分析をされております。

その中で、今度、東彼杵の方に大規模な誘致

をしていきたいということです。東彼杵という

ところは交通の要衝でもあるし、非常にいい立

地じゃないかなと、条件もいいんじゃないかな

と。そして水もありますから、ぜひとも最重点

に、大手というお話もありましたけれども、ア

ンカー企業の誘致をぜひとも達成していただい

て、中核になるような企業を誘致していただけ

ればと、私も応援をもちろんさせていただきま
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す。

そこで、40ページにも一覧表として出ており
ます。ただいま分譲中の県内の工業団地という

のが結構まだございます。私の地元の相浦工業

団地も絶賛分譲中でございまして、東彼杵の方

に、まず重点的に誘致をしていただいて、その

アンカー企業から「波及」という言葉もありま

したし、子ども、孫でも結構ですし、水がちょ

っと問題なところがありますけれども、相浦に

ついてもぜひとも頑張っていただきたいなとい

うのが私の地元としては本音でございまして、

そのあたりの今の状況とか見通しとか、できる

範囲でお知らせいただきたいなと思います。

【石川企業振興課企画監】佐世保相浦工業団地

への誘致の取組の状況についてのお尋ねでござ

います。

佐世保相浦工業団地につきましては、今回の

半導体戦略においても、県北地域の優良な工業

団地としての位置づけで記載させていただいて

おります。これまでも多くの企業に視察に来て

いただき、具体的に候補地として検討いただく

などしてきておりますけれども、現時点で立地

が決定したというものは、残念ながらまだござ

いません。

これまでも地震が少ないBCPの適地である
ということとか、インターチェンジに近く交通

の便もいい。市内には佐世保高専であるとか複

数の工業高校もあって工業系人材も豊富にある。

そういったセールスポイントを前面に出して誘

致活動に積極的に取り組んでおります。

現在も実際に進んでいる商談というのがござ

いまして、実際に現地に視察に来ていただいて

具体的に候補として検討いただいているという

案件もございますので、早期に立地が決定する

ように引き続き佐世保市、産業振興財団と連携

して取り組んでまいりたいと考えております。

【山下委員】今までも取り組んでいただいてい

ることも十分承知の上で、あえて取り上げをさ

せていただきました。

ほかにも雲仙市、長崎市内にもありますし、

大村、西海市と。分譲中ということは、明日か

らでもどうぞというような状況だと思いますの

で、ぜひともそういうところがどんどん埋まっ

ていくように、我々も一緒にお手伝いをさせて

いただきたいと思いますし、一緒になって頑張

っていきたいというふうに思っております。ほ

かにも、整備検討中の工業団地というのも下の

方に書いてありますので、引き続き、半導体、

航空機産業、造船関係、防衛産業も含めていろ

んな産業が長崎県において、どんどん振興して

いくことを心から期待をしているわけでありま

す。

もう1点、今ほどちょっと申し上げましたけ
れども、私も11月議会の一般質問で、国の防衛
予算というのがすごく今予算化されている中で、

造船も含めて防衛産業の振興が必要じゃないか

ということで質問をさせていただきました。一

般質問の議場では、部長からも頑張るというこ

とで力強い答弁をいただいたわけであります。

先ほどの部長説明の中にも防衛産業、そして

造船のキーワードが入っておりました。その後、

11月定例会一般質問後の現況についてお知ら
せをいただければと思います。

【香月企業振興課長】防衛を含めた造船産業の

振興というご質問の中で、先ほど来より半導体

の製造装置という中でも造船業で培った技術と

いうふうなお話をさせていただいておりますが、

県内企業のベースというか、技術力の根っこと

いうところは、やはり造船と非常に親和性があ

って、そこの技術を生かして新たな分野という
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ふうな取組が多いという中で、造船業をしっか

りお支えしていくということは非常に重要なと

ころと私どもも認識しております。

こうした中で、11月議会でご質問いただいて、
国の方針なんかもありまして防衛関連の需要が

拡大しているという中で、関係機関、国ですと

か、地元の市だったり、意見交換を重ねながら

進めているところでございまして、11月以降も
国の方に上京しまして、こちらの状況なんかも

ご説明させていただきながら、国の制度なんか

のご紹介もいただきながら、県内の造船なりを

含めた中小企業に我々も活用を促しながら、需

要獲得に引き続き取り組んでいきたいと考えて

おります。

【山下委員】 IRが県北においては残念な結果
になった後、何とか柱になる産業を育てようと

いうことで県北地区の皆さんの期待も非常に高

うございますので、引き続き取組をよろしくお

願いしたいと思います。

そんな中で、私も、この令和7年度の長崎県
主要施策について産業労働部の部分を読ませて

いただいたんですけれども、キーワードとして、

半導体、航空機産業、海洋エネルギー、水素、

ドローン、新技術というのがどんどん入ってき

ているんですけど、なぜか防衛産業とか造船が

入ってないのは何でかなと思いながら、 「『新

しい長崎県』の実現に向けて」という表題なの

で、あえて前からあるやつは外してあるのかわ

かんないですけど、今から間に合うのかはわか

りませんけど、ぜひとも防衛産業とか造船も入

れ込んでいただけたらありがたいなと、それは

感想です。

いずれにしても、本当に、何ていうんですか

ね、大石県政の目玉となる政策になってくると

私は思っておりますし、その意気込みを予算か

らも感じ取らせていただいております。その辺

も総括して、部長、答弁をお願いいたします。

【宮地産業労働部長】今、山下委員からお話が

ございました。まず、県内企業の状況を申し上

げますと、いわゆるサプライチェーンと我々申

し上げますけれども、県内で造船、もしくは関

連でプラント、これは発電所の仕事ですけれど

も、造船プラントという言い方を我々はします。

造船関連のお仕事をされている企業が約220、
昨日、予算総括で私も少しご答弁申し上げまし

たけれども、半導体の足元いろいろ加えて80、
そういう状況でございます。

県内で造船関連の企業というのは非常に多く

ありまして、県内の企業の底上げを図っていく

ためには、やはりそういう造船関連を中心とし

た県内企業様にお仕事をしていただくというの

が非常に大事かと思っております。

そういう中で、我々、造船で培ったとよく申

し上げますけれども、やっぱりそういう技術と

人材を生かした分野として、半導体であったり、

航空機であったり、海洋産業であったり、いわ

ゆる長崎県の特徴を生かした、他県にも勝ると

ころで勝負をしていこうということで成長産業

を示させていただいております。

あと、県北地域につきましては、山下委員お

っしゃられましたとおり、IRが残念な結果にな
った中、どういうふうにして産業振興をしてい

くかということで、当然、現在の企業にご活躍

いただくというのが、まず第一だと思っており

ますので、防衛につきましては、先ほど課長が

ご答弁申し上げましたけれども、佐世保でも、

より多くのお仕事を担っていただくように我々

も佐世保市と連携していろいろ取組を進めてい

るところでございます。

あと、東彼杵町、今検討中でございますが、



令和７年２月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（３月７日）

- 76 -

あの工業団地に我々のもくろみどおりアンカー

企業が来た場合には、当然その効果というのは

東彼杵町にとどまらず県北地域全体、もしくは

県内全体を牽引するような取組になると思いま

すので、そういう取組を含めて我々産業労働部

としては務めを果たしていきたいと思っている

ところでございます。

【清川委員長】 ほかに質問はありませんか。

【石本委員】今、山下委員の質問にも関連する

んですけども、議案外の説明を受けた時に、こ

れまで造船業の関連企業あたりが現時点でどう

なっているのかなというのを私も気にしていた

んですけど、この文章から見ると、業績も上が

ってきているという書き方。併せて、成長産業

の中で航空機産業も大分よくなってきていると

いう書き方になっているんですけど、素人目線

で長崎を見たときに、表に見えないというかね

どこでやっているのかなと。

航空機産業にしても、以前、三菱が旅客機で

すか、航空機の開発をやっていましたけど、こ

れをやめるようになりましたよね。その間、例

えば航空機のエンジン部門とか、そういった部

門に特化して三菱が試験をしているという話を

聞いているんですけども、そういったものが引

き続き長崎の、例えば三菱の系列でどの程度事

業として継続してやられているのかなというの

が一つ。

もう一つは、さっき防衛産業とありましたけ

れども、今の国際情勢を考えた時に、日本も他

人事とされないような状況がある。その中で日

本の防衛の要となる、例えば潜水艦とか、今、

航空母艦はありませんけど、ああいうのをやっ

ぱり、戦闘機を乗せる、いわゆる航空母艦的な

扱いをするというのがある程度見えています。

そういった時に一番真っ先に、この長崎で、

そういったものを再度建造するような機会がで

きれば、もっともっと目に見えて波及効果が出

てくるのかなと思うのが1点です。まず、そこ
ら辺の動きについてお伺いできればと思います。

【香月企業振興課長】まず、航空機についてで

ございます。

航空機と申しましても、様々な分野といいま

しょうか、特に長崎県で今取り組んでおります

ところは、ターゲットとしておりますところは、

航空機の中でもエンジンの部分でございます。

長崎市内の三菱の造船がありました敷地の中に

三菱重工の航空エンジンの誘致をいたしまして、

今、2棟目が令和6年4月に完成しまして、本格
稼働へ向け進められているところでございます。

航空機の中でも単通路と申しまして中小型の

機体に採用されているエンジンで、爆発的に今

需要が伸びているという中で、そこのエンジン

の中の核となる燃焼器という部分の製造をされ

ております。

その中で、県内企業は製造に当たって治具と

呼ばれる製造を支えるような土台のところを担

っておりまして、先ほど部長の説明の中にもあ

りましたように、航空機業界に参入のパスポー

トと言われるような「JIS Q 9100」という認証
は、九州の中でも長崎県が突出して取得できて

おりまして、国からも集積県と言われるところ

でございます。

ただ、委員おっしゃいましたように、どこで

というところは、なかなかまだまだ広がりに欠

ける部分があろうかと思いますので、我々、ク

ラスター協議会というのを作りまして、新規参

入の支援だったり、セミナーだったりをやった

りして進めているところでございます。取組に

関心があるような方については会に入会をいた

だいて、本格的に始められる企業の意向があれ
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ば、また、制度なんかで後押しをしていきたい

というところかと承知しております。

併せて、防衛関連の建造については、今、長

崎の三菱造船で進められておりまして、どこで、

何をというところは国の考えであったりとかと

いうふうなので、なかなか我々が知り得ない部

分がありますので、なかなか憶測で物は言えな

いところではございますが、報道なんかを見て

いると、長崎の三菱の拠点では連続した建造が

予定されているということで、まだまだ需要が、

活況な状況が続くという認識をしているところ

でございます。

【石本委員】大体わかるんですけれども、例え

ば若い人たちが就職をすると考えた時に、ぱっ

と長崎の町で見ると、昔は本当に今言ったよう

に大きな船が泊まって、特に客船とかを造って

おられれば、自分たちもああいうところに就職

したいなというイメージが湧くんですけれども、

今なかなかそういうものが見えない。例えば、

諫早であればソニーとか、工業団地を見ますと

大きな企業が目に見えていますので、半導体産

業も諫早もだいぶ揃ってきたかなというイメー

ジはあります。

そういう時に皆さんも、ここで働いてみよう

か、どういう企業かなと関心を持つだろうと思

うんですね。そういったのがまだまだ県下を見

ると、長崎市内、諫早、若干大村とか、県北に

はそういったものがあまり見えてないというの

もさっきの意見のとおりでございます。

そういった中でサプライチェーンというのが

出ていますけども、例えば半導体でいいますと、

ここに80社ぐらいの関連企業があるというこ
とですけども、これも単独で見ると、どこが何

をやっているというのがよくわからんですね。

我々もわからないし、今の学生が自分の就職先

を考えた時に、半導体と言いながら、どこに就

職しようかと考えた時に、やっぱりぴんとこな

いのが本音かなと私的には考えたんですね。

そこで、今から、こういった半導体の関連企

業が一つのサプライチェーンをしっかりするこ

とによって、どこと言わず、自分はこういう仕

事をしたいとした時に、やっぱり就職先が見え

るような手だてを県としてはしてやらんばいか

んなというのが一つ思うところですね。そこに

ついてはどういう考え方ですか。

【香月企業振興課長】県内企業のことを知って

いただく機会というのは、非常に重要なことで

ございますので、来年、この半導体の戦略に基

づいて、学生、またはさらに若い世代といいま

すか、児童向けに県内の企業のことをよくPR
していきたいと考えるところでございます。

一つ事例を申しますと、今年度、造船関連の

話になりますけれども、大島造船所と連携協定

を結んで、その中で造船業界全般ですね、やは

りイメージアップといいましょうか、学生に加

えて児童に、自分の会社、造船のことを知って

いただきたいということで、私ども県と業界と

関係市町が連携をしまして、子どもたちを呼ん

で見学会を行ったところでございます。

造船関連につきましては、長崎・佐世保・西

海の方の造船に参加いただいて、数として17校
の645名の生徒に参加をしていただいて、実際
見学をしたことによって、将来こういった場で

働きたいという子どもの感想が聞けたりですと

か、こういった取組の中で造船の企業自らが一

般の方を対象に見学会を開いていただいて、こ

うした中で、地元の企業がこれだけ頑張ってい

るというのが勉強になりましたとかというご家

族のお話があったりとかで、やはり実際に物の

大きさとかスケールの大きさですとか、知らな
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かった技術というのを見ていただくということ

が伝わる部分だと思いますので、そうしたとこ

ろに意識を持って、引き続き取り組んでいきた

いと思っております。

【石本委員】県としては、そういった将来の夢

があるような子どもたちに対して取組がやっぱ

りしっかりしていく必要があると思うし、一つ

一つは小さいながらも、いい企業があると思う

んですよ。ところが、どうしても就職先として

捉えた時に、ここではねという場面も多いと思

うんですね、個々に見ると。そこはやっぱりし

っかりとしたサプライチェーンがつくられれば、

いや、ここは小さいけど、この中でここだけし

かできないものをつくっているんだとかね、そ

ういうよそにないものを持っていると、雇用も

心配せずにちゃんとできるというような自信を

持つような企業にしていかんばいかんなと思う

わけですね。そういったところにしっかり注力

をお願いしたいと思います。

もう1点は、企業誘致についてですけれども、
こういった半導体関連企業は言うまでもなく、

ある程度の土地と水が必要だということで、県

内にはそういった適地がなかなか少ない。特に

県北なんかはそうなんですけれども、そういう

中で、いかに企業誘致をするかと考えると、い

わゆる県内から県外に出ていく女性が多いとい

うことですね。

そう考えた時に、長崎県は災害が少ないとか、

優秀な人材が多いとか、人間的に素直という言

い方はおかしいかもわかりませんけど、あまり

都会に染まっていない人材ということで、松浦

にもそうしたところを見込んで、企業が関西か

ら来たというところもあります。

そういった意味も含めて、一番手っ取り早い

のは、女性を中心として雇用できるような、重

厚を伴わない、頭で勝負する人材とか財産で勝

負するような企業。例えば今出島にもあります

が、保険会社のコールセンターとか、金融機関

のそういった女性の雇用の場が多いところの企

業を誘致できれば、長崎県の人口減少、また女

性の県外流出を止められるかなと。ここはそう

いった大きな、ハード的な面じゃなくてソフト

の面で、そういった企業をしっかり誘致するこ

とによって県内の女性が定着すれば、自ずとそ

こで子どもも生まれるわけですよね。

そういったことにつながるような企業誘致を

しっかりしていただきたいと思っています。そ

こについても一言あればお願いします。

【石川企業振興課企画監】企業誘致においては、

女性の雇用が見込まれるような企業の誘致の取

組とのお尋ねでございます。

ここ10年ほどで誘致した企業が全部で大体
80件ほどございますけれども、その中で実際に
雇用されている従業員の方が5,600名ほどおり
まして、そのうちの大体7割が女性ということ
になっております。

中身を見ますと、先ほど委員からご紹介がご

ざいましたような保険とか金融とか、そういっ

たところの企業が長崎市を中心に集積をしてい

るということが一つ。

それともう一つは、製造業においても、いわ

ゆる屋外で力仕事をするとかじゃなくて、屋内

で、いわゆる軽作業じゃないですけど、そこま

で力が要らないというか、女性でもできるよう

な仕事とか、例えば縫製であるとか、小型の部

品を扱うとか、そういった製造業については比

較的女性の雇用も見られます。

その中でも、一般質問でも部長からご答弁を

差し上げておりますけれども、女性が働きやす

いような環境を整えるということによって、噂
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が噂を呼ぶではないですけれども、あそこは女

性が働きやすいよということで、女性にとって

人気になる職場というのがございますので、そ

ういった意識の高い企業というか、そういった

ことに取り組まれるような企業を誘致していく

ということも、ターゲットとして一つ考えてい

るところでございます。

【清川委員長】 しばらく休憩いたします。

― 午後 ３時 ０分 休憩 ―

― 午後 ３時 ９分 再開 ―

【清川委員長】 委員会を再開いたします。

ほかに質問はありませんか。

【饗庭委員】数多く半導体関連に関して質問が

出ているんですけれども、私も2点ほどお伺い
したいと思います。

半導体戦略の全体版の16ページを開いてい
ただきますと、半導体関連産業都道府県別製品

出荷額というところで表がありまして、長崎県

は27位になっております。皆さんのすごい意欲
も今日感じられたところで、令和7年度にかけ
る思いもあると思うんですが、この6年間で、
この27位をどこまで目標として持っていこう
というふうに今考えておられるのかお伺いしま

す。

【香月企業振興課長】戦略の最終の売上高の目

標が1兆円を超えるという中で、その時の順位
というところは定めてはいないんですが、この

現況の資料を見ますと、今のところ1兆円を超
えております県というのは上位の4県でござい
ます。ただ、ほかの県も伸びていく中で、それ

がどうなるかというところかと思うんですが、

さらに1兆円を超えることで半導体の売上高集
積県というところは、全国の中でも上位に入っ

てくるという認識をしているところでございま

す。

【饗庭委員】順位はなかなか難しいかと思うん

ですけれども、令和7年度に関しては福岡県よ
り予算を出しているというところなので、ぜひ

上位を目指して頑張っていただきたいなという

ふうに思います。

その中で、ここにも書いてありますが、ずっ

とお話も出てますが、サプライチェーンの広が

りが欠けているのが課題というふうに言われて

おります。その説明も少しあったかと思うんで

すけれども、これを増やしていくしかないのか

とは思うんですけれども、具体的に令和7年度
でどれくらいとかという目標があれば教えてく

ださい。

【香月企業振興課長】 7年度にサプライチェー
ンの強化として活用ができる企業の連携した取

組は、年間で15社でございます。
既に取り組んでいる製造装置関連のサプライ

チェーンが入っているところと今後入るところ、

様々状況はあろうかと思いますが、こうした実

際の施策ということではなくて、実際の案件、

仕事に携わっていただくということで確実に売

上げを上げていただいて、サプライチェーンに

入っていくという仕組みを、来年度の予算の中

でつくって、これで強化をしていこうというと

ころでございます。ここを着実に進めながら、

外からの案件を取ってくる企業で、そこに協力

して支える企業、こうした流れを来年度から始

めるサプライチェーンの強化事業でしっかりつ

くっていきたいということでございます。

【饗庭委員】理解しました。ぜひ県民の期待も

かかっているかと思うので頑張っていただけれ

ばと思います。

もう一つは、エネルギー政策の動向について

お伺いしたいと思います。
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先ほどの部長説明の中で、令和11年8月の運
転に向け、今、西海市江島沖の事業が本格化し

ているということで、関連産業への参入に向け

た県内企業の動きも活発化しているということ

です。先ほど大島造船所のお話は出たかと思う

んですけれども、それ以外にも長崎県内で、こ

の事業に参入しようという企業があるのか教え

てください。

【岩永新エネルギー推進室長】洋上風力産業に

おける県内企業の大島造船所以外の動きですけ

れども、県の産業振興財団の方に専属のコーデ

ィネーターという方を配置いたしまして、県内

企業の受注獲得に向けたマッチングの支援を行

っております。

これまで北九州市ですとか秋田県沖の県外案

件の獲得に向けて、発電事業者ですとか風車メ

ーカー、そういったところとのマッチングです

とか、あとセミナーを開催してきております。

今年度におきましては、県内企業が15社、22
名が参加いたしまして、秋田県、県外への視察

も実施しております。

こういったマッチングの機会を設けたり、セ

ミナーを開くことで、これまで延べ66回の企業
訪問を行っておりまして、大島造船所以外の県

内企業へも数多く参画してきているところでご

ざいます。

こういった県内企業とのマッチングやセミナ

ーの結果、商談につながった案件も20件以上ご
ざいます。また、現在、そういった商談に至ら

なくても県外のそういう企業との商談の可能性

もある案件も20件ほど出てきているところで
ございますので、今後、県内企業の受注も増え

ていくかと思っております。

【饗庭委員】 わかりました。

そういう中で、今後は、この再生エネルギー

が火力発電を上回る最大の電源と位置づけられ

ておりますということも書いてありますけれど

も、今回は西海市ですけれども、今後もほかの

地域でも県としては増やしていく考えがあるの

かお伺いします。

【岩永新エネルギー推進室長】現在、五島沖と

西海市江島沖、2つの海域で洋上風力発電事業
が進められているところでございます。

県では、令和元年度から2年度にかけまして、
洋上風力発電の適地を調査するゾーニング事業

というものに取り組んでおりました。

この中で、壱岐市沖と対馬沖が一つの候補に

なるのではないかという調査結果が出まして、

それを受けまして両市でそれぞれ洋上風力の適

地、海域の設定に向けて調査・研究をしており

ます。

壱岐市では、一旦、調査・検討は終わったん

ですけれども、考えておられる海域が、防衛省

の防衛レーダーの影響を受けるといったことで

すとか、県外の漁業者の調整が必要だというこ

とで、再度、海域の見直しに着手されていると

ころです。

対馬市におきましては、現在まだ調査・検討

を実施しているところでございまして、今年度

いっぱい調査研究をされるというふうに伺って

おります。

県内の状況は以上でございます。

【饗庭委員】その中で壱岐市から要望書も出て

いたかと思うんですが、今のご説明でいくと、

壱岐市は再度検討をするということで理解した

らよろしいんでしょうか。

【岩永新エネルギー推進室長】現時点で壱岐市

の方で洋上風力発電の適地を探すことをおやめ

になるとはお聞きはしてませんので、まだ現在

検討されているものと理解をしております。
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【饗庭委員】 今、西海市、五島沖、壱岐市と対

馬市は今から検討中ということですけれども、

これだけが稼働できるようになると、火力発電

を上回れるというふうに県としては考えている

のかお伺いします。

【岩永新エネルギー推進室長】部長説明に書か

せていただいた内容につきましては、国が、先

月、第7次エネルギー基本計画というものを策
定いたしまして、その中の電源構成として2040
年には再生可能エネルギーが最大5割、原子力
発電が2割、火力発電が3割というような大まか
な目安を出しております。

こちらの方が最終的に再生可能エネルギーが

火力を上回るというようなご説明につながるわ

けなんですけれども、現在、日本においては大

体7割が火力発電所からの電力で電気が賄われ
ている状況でございます。

本県におきましても、松浦市と西海市に火力

発電がございますので、かなり火力発電の発電

量は大きいということが言えると思います。

ただ、今後、再生可能エネルギーは、特に洋

上風力で大規模なウインドファームができてき

ますと、火力発電にかなり迫ってくる出力が出

せるようになる可能性としてはあるかと思って

おります。

【清川委員長】 ほかに質問はありませんか。

【初手委員】それでは、東彼杵の工業団地の件

と、あと外国人材の関係で2点質問させていた
だきます。

まず、東彼杵工業団地の件でありますけれど

も、先ほど部長説明の中にもありましたように、

東彼杵と連携してアンカー企業誘致のために具

体的な企業誘致を進めていくというご説明をい

ただいたところでありまして、まずもって、地

元議員として、積極的に東彼杵町の工業団地の

推進に向けてご努力をいただいておりますこと

にお礼を申し上げたいというふうに思います。

ありがとうございます。

この件につきましては、今月の3月末で公募
を締め切って業者を選定していくというふうに

お伺いをいたしております。

地元におきましても、今、町長も行政報告会

をしながら理解を求めて、ずっと各地域を回ら

れておりますし、今後の交通渋滞について住民

の声もありますので、そういったものに対応す

るべくいろんな予算化をしながら、シミュレー

ションをつくって早めの対応をしていくという

ふうなことも積極的に取り組んでおられるとこ

ろであります。

そしてまた、地元の予定地の方は、畑、田ん

ぼはまだ耕作されておりますので、いつまで作

れるのかというふうな、企業に対する期待感も

ありながら、農業従事者ということで、その辺

に対する不安をお持ちであるというところでご

ざいます。

そこで、答えにくいかと思いますけれども、

公募を締め切って実際に企業を決定していくと。

それからの流れとして大枠的にどういうふうな

期間的な経過といいますか、現時点でしかでき

ないですけれども、わかる範囲でご説明をいた

だければというふうに思っておりますので、よ

ろしくお願いいたします。

【石川企業振興課企画監】東彼杵町の工業団地

の整備についてのお尋ねでございます。

ご案内のとおり、昨年の8月29日に開発事業
者の公募を開始しておりまして、今月、3月28
日を提案書の提出期限として、現在公募を継続

しているところでございます。

その後の予定ですけれども、募集要綱の中で

想定のスケジュールというのを示しております。
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その中では、提案書の提出を締め切った後、4
月に選定委員会を開きまして開発事業者の選定

を行います。その後、内容の協議等を行いまし

て、夏ぐらいに協定を結んで、そこから設計で

ありますとか、用地買収でありますとか、そう

いった実際の工事といいますか、事業に入って

いただいて、令和9年度の完成を目指して取り
組むというスケジュールを想定ということで要

綱の中に書いております。実際にどうなのかと

いうのは、今後、開発事業者が提案書を出して

くる時に、そこでスケジュールも示してもらう

ようしております。

事業者側としてのスケジュールというのを示

していただいて、それを基に地元とも相談しな

がら詳細なスケジュールを詰めていくことにな

ると考えております。

先ほど、耕作についてのご不安が地元であら

れるというお話がございましたけれども、そう

いったことで用地買収であるとか、現地の工事

がいつ頃始まるかというところが開発事業者と

の協議の上で決めていくことになります。想定

というのは、最速のスケジュールということで

示しておりますけれども、未確定ということで

ございますので、現時点では、耕作者の方には

耕作を継続していただきたいということで、町

からも、その旨ご説明をいただいていると伺っ

ております。

スケジュールについては、事業者から提案が

あった後、地元町の意見も聞きながら、詳細を

詰めてまいりたいと考えております。

【初手委員】 ご答弁ありがとうございました。

なかなかお答えにくい面もあったかと思います

けれども、今の内容をお伝えすることで、幾分

かは地元の方も安心される面もあるかというふ

うに思います。

これからも、先ほど申しましたように、令和

9年完成と言っていただきましたけれども、で
きるだけ可能な範囲で、地元にも情報を提供し

ていただいて、これからのいろんな農業の取組

とか、まちづくりとか、そういったものに具体

的な策を立てられるように情報提供をよろしく

お願いをいたしたいと思います。

工業団地の件につきましては、以上とさせて

いただきます。

次に、外国人材の受入れの関係で、今日午前

中、結構お話があっていましたけども、実は、

先月、外国人材の受入れに関連して、長崎県行

政書士会というのが会をつくっておられるんで

すけれども、意見交換会に私も参加をさせてい

ただいたところであります。

その折に、行政書士の方からのお話によりま

すと、行政書士は、企業からの外国人材受入れ

に関する様々な相談に応じているということで

ございました。団体としてされる場合も、個々

的に外国人が地元におられる場合は、個別に相

談に乗ったりとかとそういう活動を多岐にわた

ってされておられるようであります。

今回の意見交換を通じまして、私としても行

政書士は身近な存在というふうに感じましたし、

企業も行政書士を活用することで、外国人材の

受入れが、より円滑に進むのではないかと。そ

してまた、今、日本にお住いの外国人の方もい

ろんな悩みがあったりされているようですけれ

ども、そういった方にも対応がちゃんとできて、

安心して日本で暮らせる環境づくりができてい

るというふうに感じたところでございます。

そこで、1点お尋ねをしたいんですけれども、
福岡県では、行政書士会と連携しているという

ふうにも聞いておりますけども、本県では行政

書士との連携した取組等につきましては行われ
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ているのかどうか、お尋ねをいたします。

【髙見未来人材課企画監】県では、今年度から

長崎県中小企業団体中央会と連携をいたしまし

て、外国人材の受入れに関する企業からの相談

に対応しております。

相談内容に応じまして、アドバイザーの派遣

を行っておりまして、その相談内容が、在留資

格手続とか行政手続全般に関する場合には、ア

ドバイザーとして行政書士の方を派遣している

ところでございます。

【初手委員】現状においても、今のご説明で行

政書士との連携を図っておられるというふうに

理解をいたしました。

その上で要望でありますが、行政書士の方々

は、企業や外国人材の方々のお役に立ちたいと

いう思いを実際持っておられます。外国人材の

方の社会、そしてまた、生活支援に関する相談

にも対応されております。企業にとっても、外

国人材の方にとっても、行政書士の活用は非常

に有益ではないかというふうにも考えられます

ので、今後、行政書士とのさらなる連携につい

て積極的に考えていただきたいというふうに思

いますので、いかがでございましょうか。

【髙見未来人材課企画監】委員のお話のとおり、

行政書士の方との連携は必要と考えております。

お力添えをいただけるようでしたら、我々とし

てもぜひお願いしたいと考えておりますので、

まずは行政書士会の方とよく話をさせていただ

ければと思っております。

【初手委員】 ご答弁ありがとうございました。

どうぞよろしくお願いいたします。

終わります。

【清川委員長】 ほかに質問はありませんか。

【千住委員】 私から2点お尋ねします。
まず1点目は、諫早湾干拓調整池のメガソー

ラーについてなんですが、昨年3月に大石知事
がマスコミに発表されまして、昨年6月に改正
の地球温暖化対策推進法が国会で成立したとい

うことで、これまでは市町が個別に再生可能エ

ネルギーの促進区域などを定めるとなっていた

と思うんですが、それから改正になりまして、

ゾーニング計画などが都道府県で決定をする、

設定するということになったかと思います。調

整池は雲仙市、諫早市なんですけども、あと県

がどのように今後携わっていくのか、県と市の

役割について確認したいんですけれども。

【岩永新エネルギー推進室長】諫早湾干拓地の

調整池での太陽光発電につきましては、一般質

問での答弁もございましたが、県内外の色々な

ご意見も踏まえまして、今現在は干拓地域全体

でどのようなビジネスモデルが構築できるのか

といった視点を持ちながら、関係市や庁内の関

係部局と議論を進めているところでございます。

実際どういった場所で、どのような形で再生

可能エネルギーを導入していくのかというとこ

ろは決まっておりませんので、その役割分担と

いうところにつきましても未定という形でござ

います。

【千住委員】役割は未定なんですかね。そこは

県が主でやっていくものではないのでしょうか。

【岩永新エネルギー推進室長】実際、管理は県

の河川課が管理をしているところではございま

すが、地球温暖化対策法でも、設置する範囲が

複数の市にまたがる場合は、県でもできるとい

うできる規定ということになっておりまして、

そういったことも含めて、どういった場所でや

るのかという形が決まらないと、どこが主体に

なるのかといったところは決まってこないのか

なと思っておりますので、まだそこは協議中と

考えております。



令和７年２月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（３月７日）

- 84 -

【千住委員】 わかりました。

場所によって変わるということだったんです

が、一般質問の部長の答弁で、干陸地への可能

性をおっしゃっていたと思います。当然、諫早

市も、我々もそうなんですけれども、干陸地の

活用については、これまでも河川国道事務所に

も、だいぶお問い合わせをしたんですけれども、

やはり河川法で無理だということで返事は何度

もいただいているんですが、そのあたりの可能

性は、今、県と国とで協議はどの辺まで進まれ

ているんでしょうか。

【宮地産業労働部長】今、千住委員がおっしゃ

られました答弁で、私、干陸地には言及してお

りません。報道はそういう形で出ましたけれど

も。

ご答弁申し上げましたのは、こういう開発行

為を伴うことにつきましては、やっぱり地元の

皆様のいろんな考えがございますので、我々、

海洋エネルギーも県内でもいろいろ促進をして

おりますが、やっぱり地元の合意を得られて丁

寧に進めていくことが大事だと思っております

ので、場所も含めまして丁寧に議論を進めてま

いりたいと考えております。

【千住委員】今の部長の答弁でいけば、地元と

の合意ということで、諫早、雲仙を含めて、隣

の県もあるんでしょうけれども。あくまでも県

が主導的にやっていただたないと、なかなか進

まないかなと思いますので、ぜひ取組をお願い

したいと思います。

それと、もう1点なんですが、県内の水素市
場への参入を後押しするというお言葉もあって、

今回、可能性を探るという予算も上がっていま

す。

水素に関しては様々な再エネの水素が言われ

ています。グレーであったり、グリーンであっ

たり、ブルーであったりというようなところも

あります。例えば、今回、ブラザー工業と協定

を結ばれたということであれば、水素を燃料と

して発電する電池になりますけれども、ほかに

も、例えば、太陽光発電で洋上電力を水素に変

えて再エネとして使うというような方法もあり

ますけども、県としてはどのような方向を主に

考えられているのかお尋ねします。

【岩永新エネルギー推進室長】委員おっしゃる

とおり、水素については製造の仕方によって色

がついて呼ばれる場合がございます。

まず、グレー水素ですけれども、グレー水素

というのは、石油、石炭、天然ガスといった化

石資源から水素を取り出した後、グレー水素と

いうふうに呼ばれております。これは、化石資

源の方に炭素が入っているものですから、取り

出す時にどうしてもCO2が出てしまうというこ

とで、グレー水素というふうに呼ばれておりま

す。

ブルー水素というのは、グレー水素で出てき

たCO2を、大気中にCO2を排出しないといった

処理をした場合にブルー水素というような言い

方をしております。この処理方法といたしまし

ては、二酸化炭素を回収して地下に貯留する

CCSという技術がございますので、そういった
対応をした場合にはブルー水素というふうに呼

ばれております。

最後にグリーン水素ですけれども、これは再

生可能エネルギーでつくった水素でございまし

て、例えば、太陽光発電で発電した電気で水を

電気分解した時につくられる水素、それがグリ

ーン水素というふうに言われているものでござ

います。

本県におきましては、洋上風力発電の導入が

他県よりも進んでおりますので、そういったグ
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リーン水素を、再生可能エネルギーから水素を

つくる製造に適性があるのではないかと考えて

おりますが、その辺も含めまして、来年の調査

事業の中で調査・検証していきたいと思ってお

ります。

【清川委員長】 ほかに質問はありませんか。

【宮本委員】 議案外2点質問させていただきま
す。

まず1点目は、午前中、分科会でも質問いた
しましたけれども、半導体関連です。

今、長崎県半導体産業成長戦略の概要をご説

明いただきました。この中から、まず戦略の3
つの柱についてご説明いただきまして、（2）
の人材育成・確保についてです。

午前中も、来年度予算を導入して人材育成に

取り組むということも確認をさせていただきま

した。

この成長戦略の概要の中に、本県は長崎半導

体ネットワーク、要は産学官の取組があるとい

うことでご説明いただきまして、各県にもそう

いった組織体があります。熊本には大きいのが

できました。よって人材の確保の競争になるん

じゃないかなと考えています。要は、大きいと

ころに取られがちになってしまうようなおそれ

があるのではないかと。

長崎半導体ネットワークで大切に育てた人材、

産学官だから、工業高校とか、県内の高校生に

対してもいろんな指導した人材が他県にとられ

てしまうような可能性、競争が出てくるんじゃ

ないかと思うんです。その時に若者を県内にと

どめてもらうための魅力あるまちづくりとか、

そういった若者対策も同時進行で進めていく必

要もあるんじゃないかなと考えるんです。

よって、ここだけにとどまらず、もうちょっ

と広い範囲で人材確保体制、人材育成というの

を捉えていくべきではないかと考えるんですが、

その点について、成長戦略の中で人材育成とい

うのは出てきたけれども、定着する、呼び込む

ための魅力的なまちづくりとか、若者施策も一

体的に取り組むということも大事かと考えます

が、その点についての考えをお聞かせください。

【末續未来人材課長】 若者が県内就職を選ぶ、

もしくはUIターンで戻ってくる際に、働くだけ
ではなくて、やはり暮らすというところの魅力

が高まるということも一つの要因ではないかと

思っております。

私ども半導体ネットワークの取組の中で、産

学官の中では地元の自治体なども参画をいただ

きまして、人材の育成・確保について共有しな

がらやっておりますので、そういったまちづく

りとなりますと、どうしても地元の自治体を中

心にやっていく形にはなるかと思うんですが、

そこにつきましてはいろいろ半導体ネットワー

クの中でも議論を深めながら、関係部局とも連

携して何らかの取組ができるか、そういったも

のも検討課題の一つではないかと思っておりま

す。

【宮本委員】ぜひ、そこの取組も併せてしてい

ただきたいと考えます。県外への流出、部、課

は違うかもしれませんけど、県外に出ていくの

を防ぐような取組も、併せてしていただいた方

が、より効果は出てくるものと考えます。

もう1点、インフラ整備についてです。
概要にも水資源の確保と生活環境対策とあり

ます。たしか2026年に諫早の京セラが長崎諫早
工場が新拠点として始動になると報道でもある

んですが、恐らく水資源は、工業用水は確保で

きるということで京セラも新工場を建設すると

いうことになったんだと思うんですが。

以前、諫早の大久保市長も、この工業用水に
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ついては諫早市でも非常に厳しい状態にあると

いうこともお聞きしたこともありまして、今後、

新工場ができていく中で、先ほどあったとおり

工業団地がいろいろあるので、そちらに分けて

いくということももちろん一理あるんでしょう

けど、京セラの新工場ができるに当たって、工

業用水の確保ができるのか。

そしてまた、今後、そういった団地が、例え

ばソニーとか、京セラが同じ市に拡張する中に

おいても、工業用水というのは不足せずにある

ものなのか、その点についてお聞かせください。

【石川企業振興課企画監】工業団地とインフラ

整備に伴う工業用水の確保についてのお尋ねで

ございます。

委員からご紹介ございましたように、京セラ

が南諫早産業団地に工場の建設を今進めていた

だいているところで、令和8年度の完成と伺っ
ております。

そこで使う工業用水というのは、水量等は公

表されていないんですけれども、諫早市の方で

整備を進めておりまして、今回、京セラが建て

る工場で使う工業用水については準備をすると

いうことで、並行して進めていただいていると

ころでございます。

今後の拡張等についての水の確保ということ

につきましては、まさに、今、市とも相談しな

がら検討しているところでございます。諫早市

では水源を確保できないかということで、県の

補助が昨年度ございましたけれども、それで水

源の調査というのも実施されております。別途、

川の水が使えないかといった検討も進めておら

れるということもございます。

いずれにしましても、水の確保というのが、

今後、半導体メーカーの規模拡大にとっては重

要になってくると思っております。そういった

ところも含めて諫早市とも連携して取り組んで

まいりたいと考えております。

【宮本委員】この点は、やはり工場を建てる企

業側ももちろんでしょうけど、心配なさるとこ

ろかと思いますので、地元といろいろ協議をし

ながら、そしてまた、ほかの工業団地の可能性

も踏まえて取組をしていただきたいと思います。

もう1点、生活環境対策ですけど、交通渋滞
について、今、ソニーが新しい工場を建てて、

交通渋滞というのは通勤環境ですよね。このこ

とについても問題になっているのではないかと

考えます。

併せて、先ほどもお伝えしましたとおり2026
年には新しい工場もできて、さらなる交通渋滞

というのが予想されるのではないかと思います。

諫早市の方でもいろいろ考えられているかと思

うんですが、建設に当たって交通渋滞の懸念、

県としても様々一緒になって考えていく必要が

あるかと思いますが、この点についてはいかが

でしょうか。

【香月企業振興課長】諫早の京セラを含めた周

辺の渋滞の状況ということでございます。

確かに、諫早地区というのは、諫早インター

を下りましたところにソニーの大きな工場があ

って、周辺には金属加工を行う中小企業があっ

たりですとか、あと三菱重工の拠点もございま

す。そこにまた京セラの拠点ができ上がるとい

うことでものづくりが非常に盛んなところで、

昨今の状況から非常に活況で、従業員の方が多

数通勤をしているという状況でございます。

もちろん、地域の交通は市がコントロールす

るといいましょうか、関わる部分がございます

が、なかなか市単独では難しい面もあるでしょ

うし、我々も企業誘致、産業振興を図る上で円

滑な操業を進めていただくということについて
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は、県としても協力しているところでございま

して、これまで様々検討しているところでござ

います。

なかなか単独の取組では難しい面もあります

ので、周辺の企業を含めて、エリアとしてどう

かというところは、また引き続き市だったり、

関係企業だったり、そういったところと協議を

しながら進めていく必要があるという認識でご

ざいます。

【宮本委員】半導体産業が成長するのは、もち

ろんすばらしいことであり、取組は加速を増し

ていただきたいと考えますが、併せて生活環境

対策も非常に大事なところですので、働く方々

に気持ちよく働いていただけるような環境づく

りに取り組んでいただきたいと思います。

以前、佐世保の小佐々町にウエストテクノが

できた時にも非常な交通渋滞で悩まされておら

れた近隣の方々がいて、道路拡幅になったので、

あとは通勤時間帯をずらしたりとかという努力

で少し今改善されているようですけれども、そ

ういったことが考えられますので、早め早めの

対策を取っていただきたいということを要望さ

せていただきます。

もう1点ですけれども、部長説明資料の9ペー
ジになりますが、産業人材の育成と確保につい

てということですが、これはUIターンの就職の
拡大ということで、福岡との取組になります。

これは、福岡大学、そして麻生塾については、

恐らくながさきUIターン就職支援センターの
取組ではなかろうかと思います。福岡大学は非

常に大きい大学、そして麻生塾というところと

提携をしたということで、非常にマンモス大学

と提携をしたということで、今後、多くの若者

がUIターンで長崎に来るつてができたのでは
ないかなと考えます。

この取組について、どちらも年末に提携した

ということですが、もう少し詳しく福岡大学、

そして麻生塾との今後の取組、併せて長崎UI
ターン就職支援センターの現状、もしくは実績

みたいなものが、昨年度、このセンターを通し

て県内出身で福岡の大学に通っている方々がど

れだけ長崎に来たかという数値がわかれば、教

えていただければと思います。

【末續未来人材課長】 まず、最初に福岡大学、

そして学校法人麻生塾、これは麻生専門学校と

いった方が皆様には名前のなじみがあるかと思

いますが、そこと昨年末に連携協定を締結いた

しました。

福岡大学につきましては、やはり九州で最も

大きな大学ということで約2万人弱の学生がい
らっしゃいまして、本県からも毎年180名程度
が進学をしていらっしゃいます。

また、麻生専門学校におかれましても、生徒

数7,000人ということで非常に大きな専門学校
グループでございまして、こちらも本県から毎

年約100名の学生が進学している状況でござい
ます。

本県からの進学者が非常に多いということで、

やはり大学との連携を深めて、しっかりUIター
ンをやっていきたいということで、福岡におい

ておりますUIターン就職支援センターの職員
を中心に、私ども未来人材課の担当職員もあわ

せて何度も調整をした上で協定を結んだという

ことでございます。

先方の積極的なご意思もございまして、福岡

大学とは早速連携協定を締結した後、年が明け

てから具体的な取組を実施しております。

まず、1月中に一度、私ども長崎県の企業を
研究するキャリア授業を開催していただきまし

て、そこでは40名ほどの学生様が参加されて、



令和７年２月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（３月７日）

- 88 -

特に企業が行ったわけではないんですが、いろ

いろホームページとか、そういった情報から県

内企業の研究をしていただきました。その後1
月末に、その2日後でございますけれども、今
度はこちらから企業が出向きまして、学内での

企業説明会を実施いたしました。そちらには20
人の学生がご参加いただいたと。その後2月6日、
7日に、今度は県内企業の見学ツアーというこ
とで県内の企業を見学いただきまして、こちら

には学生が41名ご参加をいただいております。
そうしますと延べでいいますと100名に近い学
生がこのイベントに早速ご参加いただいたとい

うことで、我々も大きい大学とは認識はしてお

りましたけれども、正直手応えを感じていると

ころでございます。

来年度につきましては、今は冬の時期だけを

実施しておるんですが、今、私どもの中では夏

の時期も含めて何かもっと拡大して取組ができ

ないかということで具体的検討を始めていると

ころでございます。

麻生専門学校におきましても、来年度しっか

りと学内説明会であるとか、企業見学ツアーを

実施してまいりたいと考えておりますので、県

外からのUIターンにつきましては、引き続き力
を注いでまいりたいと考えております。

もう一つ、福岡からのUターン等の状況でご
ざいますが、これは私どもが独自に福岡で令和

6年3月にご卒業された方、特に私立大学が中心
になりますが、捕捉をしまして、今、福岡の大

学で本県出身の方で令和6年3月に卒業されて
就職をされた方が約900名いらっしゃいまして、
そのうち県内企業にUターンされた方が226名、
割合でいいますと約25％程度でございます。そ
のほかにも実はIターンでいらっしゃる方もそ
れなりにいらっしゃいまして、その方々が135

名と伺っておりまして、合わせて361名の方が
UIターンで就職されたということでございま
す。

【宮本委員】福岡大学につきましては、この短

期間で積極的に長崎と福岡と行き来して、学生

にも見ていただいたということは嬉しいことで

すね。ありがたいですね。あと、麻生専門学校

につきましても今後期待されるところでありま

す。

数字も確実に出ているようなので、長崎UI
ターン就職支援センターの重要性というのは、

一定効果はあるというふうに考えます。やはり

県内学生は福岡が多いですよね。だから福岡対

策というのは間違っていないので、引き続き対

策を強化して、この半導体の人材育成もそうで

すけれども、若者が長崎に来る仕組みづくりを

部局横断的にという言い方になると幅広くなる

かもしれませんけど、取り組んでいただきたい

と思いますので、よろしくお願いします。

以上です。

【清川委員長】 ほかにありませんか。

【大倉委員】私からは事業承継についてご質問

をします。

この事業承継は、なかなか一筋縄ではいかな

いというか、簡単に結果が出ない事業だと認識

しております。だからこそ粘り強く取り組んで

いく必要があるんだろうなと思います。地道な

取組に尽きると思っているところです。

とりわけ、本県は中小企業、特に小規模事業

者の方々の経営者の高齢化ということも大きな

課題ですし、そして、それと同時に人手不足と

いうこともありますから、なかなか後継ぎが見

つからないと。人手不足と高齢化のダブルパン

チで、なかなか事業承継は厳しい、壁があると

いうことはわかるんですけれども、そういう中
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でしっかりと取り組んでいただいていると私は

感じております。

部長説明の資料の8ページから9ページも、こ
の事業承継に関して説明があるんですけれども、

その中でご質問ですが、経営者の方の平均年齢

が全国より上回っている。そして後継者不在率

も高いということで、今回、質問通告していま

せんので、わかる範囲で結構ですが、ここ何年

間かの経営者の平均年齢の推移と後継者不在率

の推移を教えてください。

【下窄経営支援課長】経営者の平均年齢を申し

上げますと、民間の調査会社の調べでございま

す。令和4年が61.3歳、令和5年が61.4歳という
形になっております。

それから後継者不在率でございますけれども、

令和4年が59.9％、令和5年が59.6％という数字
でございます。

【大倉委員】 承知しました。横ばいですね。ど

ちらにしましても高いところがずっと続いてい

るということなんですね。

このサンプリング量というのはどの程度で、

あと県内のエリアですね、どのあたりで調査し

たか、それはわかりますか。わかれば教えてく

ださい。

【下窄経営支援課長】 申し訳ありません。今、

手元にございませんので、不明でございます。

【大倉委員】 後ほど、それは教えてください。

これもわかればで結構ですが、逆に事業承継

がうまくいった件数、その辺は出てますか、推

移とか、最新の数字というのは。

【下窄経営支援課長】事業承継につきましては、

事業承継・引継ぎ支援センター、これは国が全

国に設置しておりまして本県にもございます。

そこを中心として県と商工団体等も一緒になっ

て事業承継の推進に取り組んでいるところでご

ざいます。

事業承継・引継ぎ支援センターの目標と成約

件数を申し上げますと、令和5年度の目標が69
件に対して成約の件数が74件という数字にな
っております。

【大倉委員】目標より上回った件数というとこ

ろで、この取組を非常に評価させていただきま

す。

先ほど私がサンプリング量とエリアを聞いた

一つの理由として、もちろんサンプリング量で

正確性というところも大事ですし、あとエリア

ですね。県内の、例えば偏っていたらいけませ

んし、逆に、このエリアだったら、これぐらい

のマッチングがうまくいっているとか、あるい

はこのエリアはまだまだ足りないんだとか、そ

ういったところをしっかり分析するということ

にもつながると思いますので、どういったとこ

ろを調査したのかというところは非常に大事な

ことだと思いますので、後ほど、そこは教えて

ください。

引き続き事業承継について伺いますが、今年

度の取組として、新規事業展開等に意欲的に取

り組もうとする若手後継者に対し、事業アイデ

アの具体化等について支援をしたということで、

これも非常にすばらしいなと思ったんですが、

この中身と成果について教えていただけますか。

【下窄経営支援課長】今年度の新規事業としま

して、アトツギ早期承継促進事業を実施いたし

ました。

これは、なかなか後継ぎになりたがらないと

いうか、事業承継がうまくいかない、後継者が

育たないということで廃業を選択するようなと

ころもございますので、後継ぎが新分野に展開

するとか、新しい事業に進出するといったとこ

ろの後押しを支援するのと、後継ぎのコミュニ
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ティー構築、仲間を増やす、仲間づくりをする、

そういった目的で事業を実施してきたところで

ございます。

具体的に何をしたかといいますと、後継ぎの

支援に実績のある団体に委託いたしまして、ワ

ークショップでありますとか伴走支援プログラ

ムというのを実施いたしまして、例えば、後継

ぎとしての思考を深めていただくためにメンタ

ーとなる人と伴走を支援をする人とで、事業の

アイデアをぶつけて、それに対してこういう場

合はどうするのとか、そういうふうな事業の練

り上げを行っていくプログラムを合計6回ほど
実施しております。最終的には自分がやりたい

後継ぎの方、このプログラムに参加したアトツ

ギの方が11名でございますけれども、その11名
の方が、先日、自分のやりたいことの最終の成

果の発表会をいたしております。

そのプログラム参加者の中で、お一人の方に

ついては、国の経済産業省がように後継ぎ支援

のプログラムとして「アトツギ甲子園」という

全国規模の大会を開催してございますが、そち

らの九州ブロック大会の書類審査を通過しまし

て九州大会で発表をされております。

それから、もう一人の方は、県が主催してお

ります「ミライ企業Nagasaki」にも応募されて、
書類審査を通過した上で、本選で発表した結果、

優秀賞を受賞された、そういう方もいらっしゃ

います。

こういうふうに皆様がプログラムに参加して、

自分のやりたいことをやろうと、そういうふう

な事業を皆さん練り上げていただきましたので、

今後は引き続き事業の実現のところを県として

も支援してまいりたいと思っております。

【大倉委員】「アトツギ甲子園」で上位までい

ったというお話、非常にいい、すばらしいこと

だと思います。その結果、今年度は事業承継が

うまくいったというのは、その辺の成果はどう

なんでしょうか。

【下窄経営支援課長】皆様、後継ぎの候補とい

うことで、今後とも家業を引き継いでいかれる

ものと認識しております。

【大倉委員】家族の方ということですね、今回

のお話というのは。まったく別の方とのマッチ

ングのお話ではなくてという、その順当な流れ

をそのまま継いでいけるというような方向にな

ったということですね。その中で、取組として

11人中1人の方が「アトツギ甲子園」の九州大
会に行ったというところのお話と理解してよろ

しいんですかね。わかりました。ありがとうご

ざいます。

経営者の方のお考えと、後継ぎの候補者の方

のお考えをうまくマッチングさせるって、なか

なか簡単なことじゃないと思うんですよ。それ

がうまくいった暁に、そして、その次のまた展

開が待っていると思うんですけれども。

その中で、これまでもこの事業承継で何件か

成功事例があると思うんですが、フォローアッ

プですね。うまくいった事業承継の中小企業と

か小規模事業者に対して、県としてどういった

フォローをしているのか、そのあたりの何か取

組がございましたら教えてください。

【下窄経営支援課長】 県としては、事業承継・

引継ぎ支援センターと一緒に連携して取り組ん

でいる事業でありますとか、本県で実施してお

りますこの後継ぎの事業で成功した事例につい

ては、例えば県のホームページで紹介するとか、

その後の事業の展開につきましては、商工会・

商工会議所等とも連携しまして、引き続き事業

の発展、売上拡大といったところについて支援

をしてまいりたいと考えております。
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【大倉委員】県のホームページでの紹介という

のもぜひしていただきたいですし、そういった

SNS等々も含めた発信というのも非常に大事
だと思います。

それと同時に、できればやっぱり現状を時間

があるときに見に行くとか、そういった足を使

うということもぜひやってもらいたいと思いま

す。

というのも、私が諫早に行ったら必ず行くう

どん屋さんがあって、そこは、まさに事業承継

でうまくいったところなんですよ。ご主人がご

高齢でちょっと体調も悪くて、だけど後継者が

いないんだという話をずっとされていて、でも、

この事業承継の取組で全く他人の若い人が今継

いでいるわけですよ。味も本当に変わらずおい

しいんですね。

だから、そういった取組がうまくいった後に、

多分、若手の今継いでいる人にとって何か課題

とか問題とか、きっとお持ちだと思いますので、

そういったところをちゃんと酌み取ってあげる、

フォローしてあげるということによって、継い

だ若手が事業承継をやってよかったということ

を発信してくれることにつながると思うんです。

その口コミが、結果的には事業承継っていいね

ということがどんどん広がっていって、この地

道な取組がさらに花を咲かせるということにつ

ながると思いますので、いろんなところからフ

ォローアップしていただきたいというふうに要

望させてください。

以上です。

【清川委員長】 ほかに質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川委員長】ほかに質問がないようですので、

産業労働部関係の審査の結果について整理した

いと思います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ４時 ９分 休憩 ―

― 午後 ４時１０分 再開 ―

【清川委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、産業労働部関係の審査を

終了いたします。

本日の審査は、これにとどめて、3月10日は
午前10時から委員会を再開し、水産部関係の審
査を行います。

本日は、これをもって散会いたします。

お疲れさまでした。

― 午後 ４時１０分 散会 ―



第２日目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和７年３月１０日

自  午前 ９時５８分

至  午後 ２時２８分

於  委 員 会 室 ４

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 清川 久義 君

副委員長(副会長) 白川 鮎美 君

委 員 ごうまなみ 君

〃 大場 博文 君

〃 宮本 法広 君

〃 石本 政弘 君

〃 饗庭 敦子 君

〃 山下 博史 君

〃 千住 良治 君

〃 初手 安幸 君

〃 大倉  聡 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

水 産 部 長 吉田  誠 君

水産 部政策 監
（政策調整担当）

松田 竜太 君

水 産 部 次 長 峰松美津子 君

水 産 部 次 長 古原 和明 君

水産 部参事 監
（漁港漁場計画・
漁場環境担当）

宮地 健司 君

漁 政 課 長 小川 昭博 君

漁業 振興課 長 松尾 隆男 君

漁業振興課企画監
（資源管理推進担当）

村瀬 慎司 君

漁業 取締室 長 中尾  直 君

水産経営課長（参事監） 齋藤周二朗 君

水産加工流通課長 森川  晃 君

水産加工流通課企画監
（輸出拡大・養殖振興担当）

鈴木 正昭 君

漁港 漁場課 長 本多 健一 君

漁港漁場課企画監
（漁場環境担当）

松本 昌士 君

総合水産試験場長 桑原 浩一 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前 ９時５８分 開議 ―

【清川委員長】 おはようございます。

委員会及び分科会を再開いたします。

これより、水産部関係の審査を行います。

審査に入ります前に、今回初めて出席する理

事者の紹介を受けることといたします。

【吉田水産部長】 おはようございます。

水産部関係の幹部職員を紹介させていただき

ます。

〔各幹部職員紹介〕

以上でございます。

どうぞよろしくお願いいたします。

【清川分科会長】まず、分科会による審査を行

います。

予算議案を議題といたします。

水産部長より、予算議案の説明を求めます。

【吉田水産部長】それでは、水産部関係の議案

についてご説明いたします。

「予算決算委員会農水経済分科会関係議案説

明資料」の2ページをご覧ください。
今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第1号議案「令和7年度長崎県一般会計予算」の
うち関係部分、第6号議案「令和7年度長崎県沿
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岸漁業改善資金特別会計予算」、第10号議案「令
和7年度長崎県長崎魚市場特別会計予算」、第
47号議案「令和6年度長崎県一般会計補正予算
（第6号）」のうち関係部分、第52号議案「令
和6年度長崎県沿岸漁業改善資金特別会計補正
予算（第1号）」、第55号議案「令和6年度長崎
県長崎魚市場特別会計補正予算（第1号）」、
第61号議案「令和6年度長崎県一般会計補正予
算（第7号）」のうち関係部分であります。
広大な海域を有する本県では、離島・半島部

を中心に、県内各地域で水産業が営まれており、

地域における就業の場の提供や造船資材、流通

及び加工等の幅広い関連産業を支えるなど、地

域社会や経済の活性化に大きな役割を担う重要

な基幹産業であります。

県では、水産業の発展を目指し、令和3年度
から多様な人材が活躍し、環境変化に強い持続

可能な水産業とにぎわいのある漁村づくりを基

本理念とする「長崎県水産業振興基本計画」に

基づき各種施策を進めているところであり、当

該計画の最終年度である令和7年度においても、
基本理念の実現に向けた関連事業を展開してま

いりたいと考えております。

具体的には、生産性や収益性の向上に向けた

施設整備、スマート機器導入に対する支援、養

殖業における課題解決に向けて民間のアイデア

を活用した技術開発や実証の実施、漁業就業者

の確保に向けたIJターン者の呼び込みや、スム
ーズな技術習得などの推進、漁村のにぎわいと

漁業所得の向上などを目指した海業の推進など

に引き続き取り組むとともに、新たな取組とし

て、養殖業の持続的成長に向けた中核的な養殖

業者による先端技術の導入や販売力強化の支援、

県内水産物の輸出拡大に向けたパートナーの発

掘や効果的なPRの実施、新たなルートの開拓な

どを推進するため、様々な国の予算や地方創生

に係る交付金等を活用し、必要な予算を計上い

たしました。

それでは、まず、第1号議案「令和7年度長崎
県一般会計予算」のうち関係部分についてご説

明いたします。

3ページをご覧ください。
歳入合計は118億7,995万2,000円、歳出合計

は205億1,984万1,000円を計上いたしておりま
す。

歳出予算の主な内容についてご説明いたしま

す。

4ページをご覧ください。
（離島漁業再生支援について）

離島の漁業集落が行う漁場の生産力向上や新

たな漁法導入等の漁業再生活動、新規就業者に

よる漁船・漁具等のリースの取組、特定有人国

境離島地域における雇用創出の取組等を支援す

るための経費として、離島漁業再生支援事業費

10億4,179万4,000円を計上いたしております。
5ページをご覧ください。
（漁業就業者の確保、育成対策について）

IJターン者を呼び込みスムーズな技術習得を
図るとともに、漁村での子育て世代移住者の受

入体制づくりを進め、漁業と漁村を支える人材

育成を支援するための経費として、漁業と漁村

を支える人づくり事業費9,821万2,000円を計
上いたしております。

6ページをご覧ください。
（水産物の輸出対策について）

成長する海外の需要を取り込むため、輸出に

必要なパートナーの発掘や効果的なPRの実施、
新たなルートの開拓等を行い、県産水産物の輸

出拡大を促進するための経費として、長崎産水

産物海外マーケット拡大事業費6,858万3,000
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円を計上いたしております。

（養殖産地の育成について）

養殖業の持続的な成長のため、中核的な養殖

業者による先端技術の導入や販売力強化を支援

し、産地の発展に向けた漁場の有効利用を推進

するための経費として、持続可能な養殖産地育

成事業費3,290万7,000円を計上いたしており
ます。

7ページをご覧ください。
（水産基盤整備について）

1、公共事業。
漁港・漁場・漁村・海岸整備については、水

産改革に即した水産業の成長産業化に向け、水

産業の競争力強化と輸出促進に向けた生産・流

通機能強化対策、水産資源の維持・回復、大規

模自然災害に備えた漁業地域の強靭化対策、持

続的な漁業生産力の確保を推進するための経費

として、漁場水産基盤整備費で、水産環境整備

費等38億1,594万1,000円、県営漁港水産基盤整
備費で、水産生産基盤整備費等66億7,008万円、
市町村営漁港水産基盤整備費で、農山漁村地域

整備交付金事業費等19億6,935万6,000円。
2、単独事業。
県単独事業については、修築・維持補修事業

により漁港及び海岸の整備を図るとともに、漁

港の管理、調査のための経費として、県営漁港

水産基盤整備費で、漁港海岸自然災害防止事業

費等5億8,280万8,000円。
3、漁港災害復旧事業。
漁港災害復旧事業については、災害により被

害を受けた漁港関係施設の復旧に要する経費と

して、7年災害復旧費4億6,000万円をそれぞれ
計上いたしております。

8ページをご覧ください。
債務負担行為については、8ページに記載の

とおりであります。

次に、第6号議案「令和7年度長崎県沿岸漁業
改善資金特別会計予算」につきましては、歳入

歳出それぞれ、合計1億3,458万3,000円を計上
いたしております。

これは、沿岸漁業者等が自主的にその経営や

生活環境を改善するため、経営等改善資金、生

活改善資金及び青年漁業者等養成確保資金を無

利子で貸し付けるものであります。

次に、第10号議案「令和7年度長崎県長崎魚
市場特別会計予算」につきましては、歳入歳出

それぞれ、合計2億2,583万3,000円を計上いた
しております。

これは、長崎魚市場の維持・管理並びに生鮮

水産物等の取引の適正化等を図るための経費で

あります。

債務負担行為については、10ページに記載の
とおりであります。

次に、第47号議案「令和6年度長崎県一般会
計補正予算（第6号）」のうち関係部分につい
てご説明いたします。

歳入は合計10億3,147万4,000円の減、歳出は
合計18億3,966万2,000円の減を計上いたして
おります。

補正予算の主な内容についてご説明いたしま

す。

（水産基盤整備費等について）

事業費の精算見込み等に伴い、漁場水産基盤

整備費で、水産環境整備費等2,003万2,000円の
減、県営漁港水産基盤整備費で、水産生産基盤

整備費等13億1,737万7,000円の減、市町村営漁
港水産基盤整備費で、農山漁村地域整備交付金

事業費等1億9,629万9,000円の減をそれぞれ計
上いたしております。

繰越明許費及び債務負担行為については、11
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ページから12ページに記載のとおりでありま
す。

次に、第52号議案「令和6年度長崎県沿岸漁
業改善資金特別会計補正予算（第1号）」につ
きましては、歳入歳出それぞれ、合計6,622万
4,000円の減を計上いたしております。
これは、貸付見込額の減等に伴うものであり

ます。

13ページをご覧ください。
次に、第55号議案「令和6年度長崎県長崎魚

市場特別会計補正予算（第1号）」につきまし
ては、歳入歳出それぞれ、490万2,000円の減を
計上いたしております。

これは、修繕費の減によるものであります。

繰越明許費については、13ページに記載のと
おりであります。

14ページをご覧ください。
次に、第61号議案「令和6年度長崎県一般会

計補正予算（第7号）」のうち関係部分につき
ましては、歳出合計は7,835万8,000円の増を計
上いたしております。

これは、職員及び会計年度任用職員の給与改

定に要する経費であります。

最後に、令和6年度予算につきましては、本
議会に補正をお願いしておりますが、国庫補助

金等になお未確定のものがあり、また、歳出面

でも年間の執行額確定に伴い整理を要するもの

があります。

したがいまして、これらの調整、整理を行う

ため、3月末をもって、令和6年度予算の補正に
ついて、専決処分により措置させていただきた

いと考えておりますので、あらかじめご了承を

賜りますようお願いいたします。

以上をもちまして、水産部関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【清川分科会長】次に、漁港漁場課長より補足

説明を求めます。

【本多漁港漁場課長】漁港漁場課所管の繰越に

ついて、補足してご説明いたします。

お手元に掲載しております資料1、予算決算
委員会農水経済分科会補足説明資料の2ページ、
繰越事業理由別調書をご覧ください。

こちらは、第47号議案「令和6年度長崎県一
般会計補正予算（第6号）」のうち、12ページ
に掲載されております農林水産業費の関係部分

を理由別に整理したものです。

2ページ目をご覧ください。
今回、令和6年度から令和7年度へ繰越明許費
として新たに42億9,525万6,000円を追加し、11
月議会までに承認された経済対策補正予算を含

む72億4,260万6,000円と合わせて115億3,786
万2,000円を計上しております。
これは、主に施設利用者等との施工方法や施

工時期の調整等に不測の日数を要したもの、資

材の納入遅れや工事に使用する作業船の手配に

不測の日数を要したもの、入札差金を活用し、

次年度予定内容を前倒しで実施するものについ

て、今年度内の完成が困難なため、今回2月議
会であらかじめ繰越の承認をいただくものです。

3ページ目をご覧ください。
3ページ目から事業ごとの施工箇所、主な工

事概要等を記載しております。

説明は以上でございます。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【清川分科会長】 次に、提出のあった「政策等

決定過程の透明性等の確保などに関する資料

（政策的新規事業）」について、説明を求めま
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す。

【小川漁政課長】農水経済分科会提出資料、政

策的新規事業の計上状況をご覧ください。

水産関係の令和7年度新規事業につきまして
は、2ページ中段の5番、6番に記載しておりま
す持続可能な養殖産地育成事業費及び長崎県水

産物海外マーケット拡大事業費の2事業となっ
ております。

各事業の事業概要と当初予算額及び今議会に

提出しております当初予算計上額は、記載のと

おりでございます。

よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。

【清川分科会長】以上で説明が終わりましたの

で、これより予算議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【饗庭委員】 今回、農水委員会が5年ぶりです
ので、ちょっと理解してないところもあるので、

それも含めて質問をさせていただきたいと思い

ます。

最初に説明いただいた5ページの漁業取締り
について、横長資料では25ページに詳細が書い
てありますけれども、この予算が5億1,052万
5,000円で、5,998万円ほど前年度とすると増え
ている状況ですけれども、その理由を教えてく

ださい。

【中尾漁業取締室長】この漁業取締費の中に漁

業取締船5隻の運航に係る経費が計上されてお
ります。この中で、令和6年度に比べて7年度は、
取締船の定期検査に係る費用が増加しておりま

して、それが今回増額した理由でございます。

【饗庭委員】理解しました。定期検査をするた

めということですね。

この漁業違反の取締り、毎年されていると思

うんですけれども、現状として、この取締りを

することによって違反が減っているのかどうか、

お伺いします。

【中尾漁業取締室長】違反については、残念な

がら検挙実績としては令和5年度が4件、令和6
年度については10件となっておりまして、検挙
の数から言うと減ってはいないという状況にあ

ります。

【饗庭委員】検挙は減っていないということで

すけれども、違反を防ぐために出されている経

費かというふうに思いますので、県としてはど

のようにして減らしていこうと考えておられる

のか、お伺いします。

【中尾漁業取締室長】 本県、漁業取締船が5隻
おりまして、いろんな違反情報等に対応して

日々哨戒活動を行っておりますので、引き続き

しっかり哨戒活動を行いながら、漁業取締りを

行っていきたいと思います。

【饗庭委員】 ぜひ減らしていただきたい。

令和6年度の10件の中で、違反している主な
内容を教えてください。

【中尾漁業取締室長】 令和6年度の10件のうち
に最も多いものが中型まき網による違反でござ

います。その具体的な中身としては、中型まき

網は魚を集める火船というのがございまして、

これの隻数は3隻と決められているんですが、
この数を超えて魚を集めているというような実

態がございまして、この違反が最も多くなって

おります。

【饗庭委員】ぜひ違反のないようにしていただ

ければというふうに思います。

次に、6ページの長崎のさかな魅力発信事業
の「推し魚」についてお伺いしたいと思います。

今年度は、新上五島町の養殖クロマグロを第1
号として選定したというお話でした。今後、令

和7年度から進める中で、もっと推し魚を増や
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していった方がいいのかなと、すごくいいこと

かなというふうに思っているんですけれども、

どんなふうな形で今後推し魚を選定していくの

かお伺いします。

【森川水産加工流通課長】この取組は、その魚

を食べること、食体験することが目的となる産

地一推しの魚を「推し魚」として選定して、こ

の推し魚を核として、水産業をはじめ飲食や観

光など、地域全体の産業の活性化を図っていく

という取組にしておりまして、今年度から3か
年事業でやっていく予定にしておりまして、今

年度は新上五島町のクロマグロ、1魚種をモデ
ル的に選定して、これから具体的なプロモーシ

ョン活動を行っていくことになりますけれども、

令和7年度、8年度にかけて3魚種程度、3か年で
合計4魚種程度の推し魚を決めていきたいと考
えております。

【饗庭委員】 3か年計画で4種類認定していく
ということでしたけれども、これを審査する過

程というのはどのようになっているのか、お伺

いします。

【森川水産加工流通課長】今年度、初年度の取

組ですけれども、まず6月に産学官で構成する
「長崎県推し魚選定委員会」という委員会を設

置しました。7月に第１回目の委員会を開催い
たしまして、推し魚の選定の指針や市町からの

エントリーをしていただく方法など決めまして、

それで市町に対して推し魚の申請を受付けたと

ころ、全部で8市町から9魚種の申請がございま
した。

その後、9月に第2回目の委員会を開催いたし
まして、申請があった9魚種の中から候補とし
て3魚種に絞り込んだうえで、選定委員により
まして、その現地調査を行うとともに、市町に

よるプレゼンテーション審査を行いまして、最

終的に新上五島町の養殖クロマグロ1魚種に決
めたというふうな過程でございます。

【饗庭委員】 わかりました。これは3か年計画
でされるということですけれども、もちろん、

これで長崎の魚がどんどん有名になっていくと

いいと思うんですけれども、そういう3か年で
した分が、もしよかったら今後も続けていくと

いうような考えがあるのか、お伺いします。

【森川水産加工流通課長】県として決めるのが、

一応3か年で4魚種ということを想定しており
ますけれども、このような取組が県内の各地に

広まっていくようなことを期待しているところ

でございます。

そういうことによって、この地域に行けばこ

ういう魚が食べられるということが広まってい

けば、推し魚を核としていろんな好循環につな

げていくことができるのかなと考えております。

【饗庭委員】ぜひ進めていただきたい。ずっと

続けていただければなと、私個人としては思っ

ております。

次に、13ページの繰越明許費についてお伺い
します。

この魚市の運営費として4,000万円が繰越明
許になっていますけれども、その理由を教えて

ください。

【森川水産加工流通課長】これは、低濃度PCB
（ポリ塩化ビフェニル）を含んでいる機器を令

和8年度までに撤去、交換しなければいけない
という法律の規定がありまして、今年度、入札

したんですけれども、不調によって落札できな

かったものですから、翌年度に繰越をさせてい

ただき、来年度すぐに機器の交換工事を行いた

いと考えております。

【饗庭委員】この不調になった理由は、どのよ

うに考えておられるのか。今後は、不調になら
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ない入札の方法をとられるのか、お伺いします。

【森川水産加工流通課長】不調の理由は、なか

なか特定しかねるところもあるんですけれども、

設計の見直し等を行いまして、適正に入札実施

できるようにしたいと考えております。

【饗庭委員】 最近、入札で不調が、ここの課だ

けではございませんけれども、結構増えている

かと思いますので、もっとちゃんと積み上げて

していただければと思います。

もう一点、繰越明許費の漁港漁場課関係の3
ページで、作業船舶の手配に不測の日数を要し

ているためということで4か所、その後も何か
所かあったかなと思うんですが、この作業船舶

の手配に不測の日数を要するということはどう

いう内容なのか、教えてください。

【本多漁港漁場課長】この工事は魚礁の工事に

なるんですけれども、ガット船といいまして石

材を運ぶ船が必要になる工事になります。この

ガット船というのが県内にあまり数がいなくて、

それのローテーションが間に合わずに不測の日

数を要しているということがあります。

それはほかの県の工事でありますとか、港湾

の工事とか、同じような石材を使う工事に使わ

れているということで少なくなっているという

ことです。

それと、マウンド礁につきましては、特殊な

底を開く作業船が要るんですが、それの調達に

不測の日数を要したということになります。

【饗庭委員】県内に少なく、ローテーションし

ているということですけれども、今後も平戸、

対馬、壱岐、五島と多くあるんですけれども、

今年度中には繰越した分が終了するということ

なのか確認をしたいと思います。

【本多漁港漁場課長】やはり繰越事業というの

を優先して工事をしていただきますので、確実

に終われるようにしたいと思っております。

【饗庭委員】もう一点だけ確認したいんですけ

れども、県内にその船がいないということなの

で、県外から来ていただくという形で、それを

各地域、同じところでしていただくようなイメ

ージなのか、お伺いします。

【本多漁港漁場課長】本来、長崎県にはこの船

はいるんですけれども、ほかの県の作業に行っ

ているということになりますので、それが終わ

ったり、工事が早く終わればこちらの方にまた

戻ってこれるのかなと思っております。

【饗庭委員】 わかりました。

次に、横長資料の18ページの日中・日韓水産
関係交流促進事業費について、もう少しこの詳

しい内容を教えてください。

【小川漁政課長】今、ご指摘いただきました日

中・日韓水産関係交流促進事業費についてでご

ざいます。

この事業につきましては、東シナ海を介しま

して近接をしております中国、韓国の水産の技

術の方ですとか、行政担当者の方々と、双方の

水産の状況ですとか、課題などについて意見交

換をすることで、両国の水産振興の参考にする

ということともに、継続的な友好関係を維持す

ることでさらなる経済交流へつなげていくとい

うことを目的に実施している事業ということに

なっております。

【饗庭委員】中国に関しては、日本の魚をしば

らく買わないとかいうことがあったかと思いま

すけれども、その状況は今どこまで改善されて

いるのか、お伺いします。

【鈴木水産加工流通課企画監】中国における日

本産水産物の輸入禁止の状況でございますが、

令和5年8月以降、禁止が続いている状況でござ
います。その後、政府間、あるいは担当レベル
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で話し合い等がなされているという話は伺って

おりますが、具体的にいつ再開するとか、そう

いった情報につきましては、今のところつかめ

ておりません。

【饗庭委員】 いつ再開するかわからない中で、

先ほど言われた意見交換をしていくということ

ですけれども、それは再開に向けてという話も

されるのか、ぜひ再開していただきたいんです

けれども、そのあたりを教えてください。

【小川漁政課長】まず、今ご指摘いただきまし

た中国につきましてですが、現在、県としまし

ては、昭和60年度から福建省、平成12年から浙
江省という、それぞれ省と県との連携の覚書に

基づいて交流を進めているという状況でござい

ます。

意見交換の内容ですけれども、国対国の輸出

というよりも、それぞれの地域が持っている

様々な水産の知見や課題を共有して、今後どう

していくのが一番ベストなのかというところを

中心に意見交換を行っているという状況でござ

います。

【饗庭委員】意見交換を行いながら、最終的に

は国が決めないと難しいんでしょうけれども、

ぜひ長崎の漁業の方が輸出できるようになると

いいかなと思います。

以上で終わります。

【清川分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

【大倉委員】 おはようございます。

私から、資料として主要施策の概要資料、カ

ラー刷りの横長のがわかりやすいと思うので、

それを基に伺っていこうと思います。

まず、先ほど推し魚の質問もありましたけれ

ども、それに準じて私も長崎のさかな魅力発信

事業費に関して伺います。

この横長のカラー刷りの資料の12ページに

あるんですけれども、現状として子どもをター

ゲットにした取組とここに記してあるんですけ

れども、私の認識ではこの事業は子どもをター

ゲットにしていたのかなと、ちょっと疑問符が

あって、私の中では子どもをターゲットにして

いたという認識はなかったんですね。ちょっと

違和感を覚えたので質問したいんですけれども、

私の認識では水産物の消費拡大ですね、これが

あくまでも目的であって、そして推し魚という

ものを選定して、水産物の魅力を広く発信して

いくというところが一番大事だと思っていまし

て、もちろん、子ども向けの発信もあっていい

んですけれども、現状が子どもをターゲットと

いうのは、本来あるべき姿、水産物の消費拡大

というところとはちょっと、乖離とまで言いま

せんけれども、ずれが生じているような気がし

ましたので、やっぱり目的という部分はぶれず

に進めてもらいたいと思うんですが、そのあた

り、私の認識が違ったら指摘していただきたい

んですけれども、ご見解をお願いいたします。

【森川水産加工流通課長】確かにここには子ど

もをターゲットにというふうに記載しておりま

すけれども、魚魅力発信のターゲットというの

は、もちろん購買層である大人を主体に魅力を

伝えていきたいと考えております。

ただ、ここに子どもと書いているのは、ずっ

と水産物の消費量は減少しているような状況で

すので、消費拡大を推進するためにはやっぱり

魚のおいしさとか、季節の魚の特性なんかを子

どもたちにもよく知っていただきたいという思

いもありまして、昨年度から子どもをターゲッ

トというか、子どもにフォーカスした取組も付

け加えてやっていますので、こういう表現にな

っているという状況です。

【大倉委員】 承知いたしました。もちろん、子
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どもを含めて、世代を超えて老若男女に推して

いくというのは非常に大事なことだと思います

ので、そこはぶれずにやっていただきたいと思

います。

それと先ほど質問がありました、養殖クロマ

グロを第1号に決定したということで、今後3か
年計画で全部で4魚種というお話がありました。
今後ですけれども、この推し魚を選定していく

うえで、私はエリアを偏らないでいただきたい

んですね。せっかく本県でこれだけ魚種がたく

さんある中で、この魚を推していくんだという

ことをアピールしていくわけですから、例えば

県北はこれ、県央はこれ、県南はこれ、離島・

半島はこれみたいな、エリア的になかなか魚を

PRできないエリアもあるかもしれませんけれ
ども、偏らずにできれば、戦略的に推し魚の見

せ方ということが非常に大事だと思っています

ので、そのあたりのビジョンというか、推し魚

の出し方、その辺のご見解がありましたら、よ

ろしくお願いいたします。

【森川水産加工流通課長】推し魚の選定に当た

りまして、選定方針を作っておりまして、優位

性のある産地自慢の魚介類であるとか、産地な

らではの食の魅力を感じられる魚介類であると

か、生産者や観光事業者、市町が一体となった

PRや安定供給が可能かといった点が重要にな
ってまいります。この辺を基本的な選定方針と

いうふうに考えて選定を行っているところです。

今年度は、8市町から9魚種のエントリーがご
ざいました。最終的に新上五島町のクロマグロ

に決定したわけですけれども、残りの市町の方

にも選定委員会で出たご意見をフィードバック

し、それを受け止めていただいて、改善が必要

なところは改善いただいたうえで、再エントリ

ーしていただくようなことも考えております。

そういう流れで来年以降、決定したいと考えて

おります。

ただ、今回の推し魚については、全部で4魚
種決めるという想定をしておりますけれども、

どこの地区でどうというところまで最初から考

えているわけではございません。委員からそう

いうご意見があったということは、選定委員会

の中でもまた話したいと思っています。

【大倉委員】 長崎は、魚種が豊富がゆえに、長

崎で魚というイメージがまだまだ全国的には行

き届いてないということも課題として挙げられ

ているわけですから、やっぱり戦略的にエリア

もしっかり区別しながら推し魚を進めていって

もらいたいと思っております。

それから、同じ資料の14ページ、中国政府の
話です。長崎産水産物海外マーケット拡大事業

費、中国政府の輸入停止がずっと続いているわ

けで、解禁がまさに待たれるところです。それ

以外にも輸出先パートナーというのは必要なわ

けで、その輸出先の発掘という面でいきますと、

パートナーとなり得る国、地域、これはどこを

想定していらっしゃるのか。また、新たな開拓

ルートというのはどういったルートなのか、そ

のあたりをお尋ねいたします。

【鈴木水産加工流通課企画監】概要資料の中で、

事業内容の中に3つ大きく内容があるかと思い
ます。

まず、1つ目ですが、「長崎鮮魚」の新たな
国、地域への販路開拓ということで、今委員か

らご指摘がありましたとおり、中国向けにこれ

まで「長崎鮮魚」という長崎魚市の独自ブラン

ドでこれまで19年間輸出に取り組んできたも
のが止まった状況の中、これを新たな国に向け

て輸出を続けていこうということで、具体的に

は韓国、香港、タイに向けて、今トライアルで
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新規の販路開拓に取り組んでいるところでござ

います。

それから、2つ目につきましては、中国向け
輸出が再開した折には、シェアの再獲得・拡大

を目的として大きなイベントを打つとか、ある

いはプロモーション等を仕組んでいこうという

内容でございます。

最後3つ目でございますけれども、生産量日
本一を誇る本県産養殖クロマグロをリーディン

グ商品としてと書いておりますが、このように

本県の強みを活かして、まだ輸出に取り組んで

いない生産地域、あるいは本県産マグロがまだ

そこまで届いていない国に向けて、新たな販路

を国内のバイヤーに販路開拓を委託して、拡大

を取り組んでいただくという内容です。具体的

には、東南アジア地域が本県のマグロの強みを

活かせるのであろうと想定をしておりますが、

この国ということは、現時点では決めておりま

せん。プロポーザルで公募しますので、そのバ

イヤーといいますか、応募された方が強みを持

つ販路をもって、一番効果が高いであろう業者

に委託を選定していこうというふうに考えてお

ります。

【大倉委員】中国が輸入再開を決めたら、もう

即座にスタートダッシュを決め込んでいっても

らいたいと思っているわけです。そういった体

制づくりが必要だと思うんですが、やっぱりそ

の部分でこの事業内容の2つ目、プロモーショ
ンとかイベントというのは、その準備に向けて

いるという理解でよろしいのでしょうか。

【鈴木水産加工流通課企画監】再開に向けての

準備という意味では、すでに、実際中国向けに

取り組んでいました長崎魚市だったり、あるい

は中国側のこれまで続けてきた現地パートナー

企業との情報共有・連携は常にとっております。

また、今年度ですけれども、中国側から、か

つて2年前まで長崎鮮魚を取り扱っていたバイ
ヤーを長崎に招聘しまして、現地の視察といっ

たところでつなぎ止めといいますか、そういっ

た取組は続けております。

また、再開時にどういった条件で再開するか

というのは、まだ不透明な部分はございますが、

基本的に同じような条件であろうということで、

検査体制であったり、また輸出に係る書類の手

続き、そういったことにつきましても、県と、

それぞれ書類を発行する機関、市であったり、

あるいは税関とか、そういったところとも常に

情報を密にとりながら、スムーズに再開できる

ような体制を今敷いているという状況でござい

ます。

【大倉委員】大変心強い答弁、ありがとうござ

います。とにもかくにも、「長崎鮮魚」、この

ブランド力を世界中に発信してもらいたいと思

うと同時に、やはり中国に向けてしっかりと取

組をしていただきたいという中で、ちょっと肌

感覚を伺いたいんですが、輸入停止前までは長

崎鮮魚というものがどの程度中国国民の皆さん

に浸透していたのかという、肌感覚でいいんで

すけれども、視察の時とかに感じたことでいい

んですけれども、例えば「長崎鮮魚」という言

葉がどれぐらい浸透しているのかとか、長崎鮮

魚はどういったお店で出ているのかとか、評価

はどうなのかとか、そのあたりの、輸出量自体

は増えていっているという話は聞いているんで

すけれども、現地ではどんなふうに捉えられて

いるのか。それを踏まえたうえで、今後、再開

した時にそのあたりもしっかりと打って出てい

くという、理由づけとしてやっていくというの

は大事だと思うんですけれども、肌感覚を教え

てもらっていいですか。
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【鈴木水産加工流通課企画監】長崎鮮魚の普及

の状況でございますが、輸入停止前の時点でお

よそ110都市エリア、中国国内の110エリア、店
舗数でいきますと2,400店舗以上でこの長崎鮮
魚が取扱われるに至ったと、そこまで広がりを

見せていたという状況でございます。

肌感覚で申し上げますと、先ほど言ったよう

に、我々も今年度中国にも行きましたし、パー

トナー企業のご意見、あるいは招聘したバイヤ

ーのお話を伺っておりますと、一日も早く輸入

を再開して長崎鮮魚を強い売りの武器としてさ

らに取扱いたいという大変強いご意見、熱意は

伺っているところでございます。

【大倉委員】 よろしくお願いいたします。

次の質問にいきます。10ページの漁業と漁村
を支える人づくり事業費に関してです。

この質問をする前に、手前の9ページの担い
手対策についての棒グラフの資料が非常にわか

りやすいので、これを基に伺っていきますけれ

ども、私からはIJターンに特化して伺います。
このIJターンでいきますと、本県の場合は新

規就業者の数そのものは増加傾向という棒グラ

フなんですね。一番左のところの現状を見ると

そうなんです。それに伴って新規就業者全体の

数も右肩上がりと、これはいい傾向だなという

ふうに思います。

しかし、真ん中の課題のところ、これがやっ

ぱり本当に課題が横たわっているグラフで、新

規就業者の方々が年を追うごとにどんどん定着

しなくなってきています。IJターンの方は黄色
ですね。5年後、4割近くがやめちゃったという
ことになっているわけですね。とても残念です

し、ここに本県の漁業への課題が見て取れると

いうか、突きつけられていると思うわけです。

せっかく長崎県で漁師として頑張ろうと思っ

ていらっしゃる方が、やっぱり無理だというこ

とですよ、これ。その大きな理由が、課題の下

のところにある、まさに漁業所得ですね。就業

後の漁業所得の推移とあるんですけれども、特

にIJターンが顕著でして、水揚額があって所得
があるということは、水揚額から経費を差し引

いたものが所得というふうに認識していますけ

れども、IJターン、1年目が43万8,000円、2年
目27万7,000円、3年目88万1,000円と、これは
月収ですかという所得なんですね。これは年収

ですよね。これでは定着するはずがないんです

よ。

そこで質問なんですけれども、10ページにい
きます。定着支援として、一番下のブロックで

す。IJターンの方への支援策は確かにやってい
ただいているんです。ただ、就業2年以内とい
うことになっているようなんですね。やっぱり

3年目、4年目、5年目とどんどん定着率が下が
っている現状があるわけで、その就業2年以内
の支援で十分な支援と言えるのかどうかという

ところが疑問なので、そのあたりをご説明いた

だければと思います。

【齋藤水産経営課長】確かに定着率というのは、

IJターンは低いというところで、もう数字とし
て表れているという状況でございますけれども、

3年後、5年後と減っていきますけれども、まず
は最初の1年目、2年目というところでいかにつ
なぎとめるかというところが必要だという判断

のもとに、まずは最初の2年間につきましては
経費の部分の支援をということで作った事業で

ございます。

【大倉委員】わかりました。まずはというとこ

ろで、一応そこは了とします。でも、やっぱり

これは拡充していかなけきゃいけないなとは、

私は思っております。
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その支援のところの施策が書いてあって、右

に定着に至るまで段階に応じた切れ目ない支援

というところで、この切れ目ない支援、これが

具体的にどういうところなのか、どんな支援な

のか、教えてください。

【齋藤水産経営課長】まずは、呼び込みという

ところで情報発信をしながら、就業フェア等を

開いて、そこで面談をして、実際に長崎で漁業

をしたいという方につきましては、技術を習得

するための研修のところで、まず支援を実施い

たします。

そして、その後、定着をしたら、次は先ほど

説明した定着支援事業を活用していただいて、

定着に向けて頑張っていただくという中身で、

最初のスタートのところから定着に至るまでと

いうところで切れ目のない支援という形で研修

事業の支援という形をつくり上げているところ

でございます。

【大倉委員】切れ目ない支援は、本当に大事だ

と思います。その水揚げに対して所得が変動す

るというのは、一定漁師さんの世界では、それ

は仕方ないところがあるのかもしれませんけれ

ども、やっぱりそういう中、今答弁もいただき

ました研修など様々に通じて、お金以外の部分

も含めてしっかりとサポートをしていただきた

いと思います。

IJターンの方って、そもそも長崎県出身者じ
ゃない方ですよね。その方がわざわざ本県に来

ていただいて、そして、しかも漁業者として生

活をしていこうという方々ですから、そこは本

当に手厚い支援が必要だと思います。

そういった支援がちゃんとIJターンの方に届
けば、気持ちの面でも届けば、長崎県がここま

で頑張ってくれているんだと、じゃもう少し頑

張ってみようという気持ちにもなろうかと思い

ますので、ぜひ定着に至るまで、気持ちの通っ

た様々な支援をしていただきたいと思います。

以上です。

【清川分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

【初手委員】それでは、質問させていただきま

す。私は、藻場保全サイクルの構築ということ

で、部長説明の中の8ページの一番上段にある
かと思います。また、関連しまして、この前い

ただきました資料の3ページの一番下の段です
けれども、藻場保全活動の意欲喚起のステップ

ということで、この事業内容についてお聞きし

たいんですが、また予算書の関係では、横長の

35ページに予算計上がしてあります。
藻場保全というのは、やはり海を大事にして

いく、魚を育てていくという考え方からすれば

大変重要なことだと私は思っておりますので、

まずはこの資料の4番目の保全活動意欲喚起シ
ステムへのということで、この事業の内容等に

ついてご説明をいただきたいと思います。

【松本漁港漁場課企画監】保全に対する意欲の

喚起というところですけれども、まず、漁場保

全に係る、藻場の保全に係る活動については、

一部公共事業でやっているもの以外に、主に漁

業者が主体となって多面的事業ということで各

地区の行動組織が藻場の保全活動を実施してお

ります。

これと絡めまして、藻場保全サイクル構築事

業、これにつきましては県内の県営の増殖場、

漁港等に繁茂している藻場、これについてブル

ーカーボンクレジットの申請を行うということ

になっております。このブルーカーボンクレジ

ットのクレジットを取得したお金になりますけ

れども、これを原資としまして、さらに漁業者

の藻場保全活動にこの部分が投入できればとい

うことで考えております。
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【初手委員】保全活動の展開と、これからそう

いう取組になるかと思うんですけれども、予算

的には約420万円、トータルの額も少ないんで
すけれども、今年度減額になっていると。それ

からしますと、新しい取組ということで、今事

業説明もございましたけれども、このほかの事

業は縮小されたという感じになるんですか、

420万円の減額の部分は。
【松本漁港漁場課企画監】予算につきましては、

藻場保全サイクル構築事業は、本年度が2年目、
昨年がスタート年です。調査自体は去年の方が

やや規模が大きく、7年度はそれの継続調査、
加えてブルーカーボンクレジットの申請事務に

係る予算ということで、数字的には減額になっ

ております。

【初手委員】 重ねてご質問いたします。

この事業の取組、これは調査をしながら、い

ろんなことで固まっていくと。じゃ、次の展開

というのはどういう形で進むんですか。

【松本漁港漁場課企画監】まず、この藻場保全

サイクル構築事業におきまして、県内の藻場が

どの程度クレジット化できるかというのを調査

していきます。その後に、繰り返しになります

が、そのクレジットを原資として保全活動への

強化、これを行う。さらには、クレジットにつ

きましては、毎年申請できるということになっ

ておりますので、今後、初年度以降もブルーカ

ーボンクレジットを継続して申請していきたい

と考えております。

【初手委員】そうしますと、この調査結果を踏

まえながら、藻場再生に対する取組を強化して

いくというか、大きく広げていくというふうな

解釈でよろしいんですか。

【松本漁港漁場課企画監】 おっしゃるとおり、

藻場保全については継続性が必要ですので、そ

のクレジットの取得部分を加えて、これまでの

多面的事業の活動に加えて継続していくと考え

ております。

【初手委員】あと一点お尋ねさせていただきた

いと思います。

予算説明資料、横長の分の今の事業の下に水

産環境保全対策推進事業ということで、水産環

境保全の対策推進事業費ということで環境・生

態系の維持回復等ということで事業説明があっ

ておりますけれども、これの取組内容について、

もう少し詳しくご説明をいただければと思いま

す。

【松本漁港漁場課企画監】

環境整備の委員ご質問の部分につきましては、

これまで行ってきている多面的事業、漁業者が

行う、先ほどの繰り返しになりますが、漁業者

が行う藻場の保全活動、こういったものを継続

的に行うための予算となっております。

【初手委員】それでは、重ねて質問させていた

だきますが、この予算書の説明の中に、地域活

動を支援するための経費ということで記載して

ありますけれども、地域活動の取組で主だった

取組事例といいますか、そういったものが多分

あるんじゃないかと、思うのですけれども、大

枠的なものがもしありましたら、ご説明いただ

ければと思います。

【松本漁港漁場課企画監】藻場の保全活動につ

ながる地域の活動としまして、具体的には食害

ウニの駆除であるとか、あるいは海藻の種苗の

投入、あるいは干潟の耕うん、こういったもの

になっております。

【初手委員】これからの取組に期待をさせてい

ただきたいと思います。藻場保全再生は大変地

道ですけれども、少ない枠ですけれども、今後、

いろんな面で必要だというふうに思いますので、
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ぜひ積極的に取り組んでいただきたいと思いま

す。

終わります。

【清川分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

【宮本委員】私も来年度に向けての大切な当初

予算になるので、いくつか質問をさせていただ

きます。

まず、部長説明資料の2ページから3ページに
ありました。来年度は長崎県水産業振興基本計

画が最終年度ですということになっています。

大変申し訳ないのですが、長崎県水産業振興

基本計画なるものをつぶさに確認しておりませ

んので、今から具体的に確認はさせていただき

ますけれども、これの最終年度ということで継

続した取組、そして新しい取組をするという記

載があります。

3ページには養殖魚の持続的成長に向けた中
核的な養殖業者による最先端の技術を導入する

ということ、そして、それによって販売力の強

化ということも来年度の新しい取組ということ

で考えられていまして、構築されています。そ

れが、要は6ページの3,290万7,000円の事業に
なろうかと思います。これについて、ちょっと

確認させていただきたいと思います。

概要説明資料から私も確認させていただきた

いんですが、持続可能な養殖産地育成事業費、

令和7年度当初予算額3,290万7,000円です。こ
れは新規事業ということで理解はしております。

中核的な養殖業者に対する支援で、先端技術の

導入ということ、販売力の強化ということが事

業概要として記載されています。

そこには、具体的に想定される事業例という

ことで、AIを使った安定生産とかありますが、
まず、実際に全国でこういう取組をされていて、

実際に販売力の強化、もしくは所得向上につな

がっている事例があるのか。県内では、まだな

いと理解していますが、全国的な規模で考えて、

こういったものが活かされている実例があるの

かを、まずは確認をさせてください。

【鈴木水産加工流通課企画監】資料の想定事例

の右側にありますAI給餌機といった事例でご
ざいます。こういった養殖業界におけるAI機器
の導入というのは、ここ数年、近年、全国的に

普及が始まっているという状況でございます。

県内で申し上げますと、自動給餌機、カメラ

であったり、あるいはAI機能を搭載した遠隔操
作で行える給餌機といった機器の導入も少しず

つですが、導入が始まっている状況でございま

して、私どもで把握しておりますレベルですと、

およそ6者が、商品は様々でございますが、そ
ういった新しい給餌機のたぐいのものを少しず

つ入れ始めた状況です。

それから、効果につきましては、全国的にも

導入が進んでいる中で、国の方で紹介されてい

ます事例で申し上げますと、他県ですが、この

給餌機を導入することで経費の削減、あるいは

効率のいい生産に伴って収益が上がったといっ

たような事例、成果の公表もされているところ

でございます。

【宮本委員】県内でも進みつつあるということ

も確認をさせていただきました。

これは、補助対象者が養殖業者であります。

中核的な養殖業者への支援ということなので、

これは養殖業者の形態は、漁協とかに捉われず、

個人の養殖業者、そして、漁業法人がされてい

る養殖業者、小規模の個人の養殖業者でもこの

支援は可能なのかどうかを確認させてください。

【鈴木水産加工流通課企画監】今回、この事業

で想定しております中核的な養殖業者の定義と

いいますか、イメージですが、先ほど申し上げ
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たような先端機器を大手の企業は独自で導入さ

れているところはあるんですが、それより少し

規模の小さい準大手、あるいは中堅どころとい

いますか、そういった生産者が非常に本県には

多くいるわけで、今回支援を想定していますの

は、そういったそれぞれの地域の中で準大手、

あるいは中堅どころの地域を引っ張り得るリー

ダーになり得る生産者の中で、まだ導入されて

いない技術とか、そういったものをまずは一歩

目、誰かが代表して取り組んでいただくことを

この事業で支援をすると。これを一つの優良事

例として、ほかの人たちが追随する手本となる

ような、そういった取組を、まず一人目、個人

の事業の取組をこの事業で支援していこうとい

う想定のものでございます。

【宮本委員】 要は、モデルをつくって、それに

基づいて県内に波及させるという理解をさせて

いただきました。

これは、課題として、やはり中規模、小規模

な養殖業者が多いということで、非常に養殖業

者にとっては助かる事業になりますし、また、

赤潮とか海水温が高いという最近の気候変動か

ら見て、こういったもので安定した生産性が得

られれば幸いですが、ちなみにこの持続可能な

養殖産地育成事業費を通して、売上げの目標と

いうものを設定されているのか。こういった機

器を導入して、その養殖業者に対してどれだけ

の売上げ、もしくは個人の所得向上に資すると

いうふうな想定があられるのかを確認させてく

ださい。

【鈴木水産加工流通課企画監】本事業の成果目

標の中で、所得を幾ら上げるといったようなこ

とは、まだそういった設定は今のところは考え

ておりません。事業の進め方としては、毎年3
魚種、3地区、これを3か年程度続けていければ

いいのかなと考えております。

ちなみに、個人の取組の支援で、それをお手

本として普及という想定なんですが、そのお手

本となり得るような取組であるか否かというの

を、各個人が申請する段階で地元の漁協あたり

を中心に各地域で検討いただいて、誰かが代表

してこれをしてうまくいけば広がるであろうと。

広がった暁には、当然収益増も含めて、そうい

った効果が見込まれるだろうという地元の協議

を経て計画を申請していただいて、我々が選択

して支援していくと、そういったスキームを今

想定しているところでございます。

【宮本委員】ぜひとも、来年度に向けての新規

事業で、こういう先端技術を使って養殖を管理

するということですので、長崎のモデル、ひい

てはこれが全国的なモデルになれるように推進

していただきたいということを要望させていた

だきます。

以上です。

【千住委員】 予算横長の7ページです。
まず、諸収入の受託事業収入というところで

総務委託受託収入ということで、14款4項1目で
すか。3,135万3,000円ですが、これは毎年収入
が入ってきているということなんですが、昨年

から比べると500万円の減額と。その理由とこ
の事業が何に使われているのかというのをお聞

きしたいんですが。

【桑原総合水産試験場長】これは、水産試験場

が行っております大学などの研究機関と連携し

て実施している共同研究の受託事業になります。

受託事業収入としましては、日本学術振興協や

農林水産技術会議といった公的機関が公募して

採択された課題に対して交付するという予算に

なります。昨年度より1件、件数が減っており
まして、それが大きく減額になった理由となっ
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ております。

【千住委員】支出の方でどこに入っているのか

がわからなかったので、お聞きしたんです。わ

かりました。

続きまして、収入の9ページですが、歳入の
方です。10款2項3目、生産物売払収入です。長
崎県栽培漁業センターの生産物の売払いがある

と思うんですが、1億3,500万円ですか。例年こ
れぐらいの金額で入っているのかということと、

あと今度支出の方でそこの栽培漁業センターの

件で、この栽培漁業センターの役割と、この売

払収入がどんなものなのかというのを教えてい

ただきたいんですが。

【松尾漁業振興課長】まず、長崎県栽培漁業セ

ンターと申しますのは、栽培漁業を推進するた

め、沿岸漁業魚種の放流用種苗を大量かつ安定

的に生産し、県内漁業者の皆様へ供給すること

を目的とした施設でございまして、県が設置し

運営している状況でございます。

この売払いにつきましては、この栽培センタ

ーで生産したものを漁業者の皆様に販売する、

販売した時にその代金が生産売払い代金として

ここに歳入として計上されているものでござい

ます。

【千住委員】漁業者に種苗を売っているという

ことになりますか。

【松尾漁業振興課長】漁業者の方が放流事業に

取り組んでいますけれども、毎年毎年、ニーズ

がありますので、それを調査して、それを計画

的に生産しているということになります。

【千住委員】 中身はわかりました。

今回、予算で4,200万円ほど増額になっている
んですが、その増額の理由等を教えていただき

たいんですが。

【松尾漁業振興課長】この増額に関しましては、

栽培漁業センターの施設維持管理費として計上

していますが、停電時の緊急発電装置が老朽化

していますので、その分を次年度更新するとい

うことで計上したものでございます。

【千住委員】 理解できました。

次に、横長資料の33ページです。持続可能な
養殖産地育成事業費というのがあるんですが、

これは政策等決定過程の中にも資料としてある

んですけれども、予算なのでここで質問させて

もらいます。今回、要望額が1億1,100万円要望
していて、実際計上されたのが3,200万円と、大
きな差があるんですけれども、このあたりの理

由と、一言で事業内容の精査となっております

けれども、要らない事業だったのか、その辺を

お聞きしたいんです。

【鈴木水産加工流通課企画監】持続可能な養殖

産地育成事業の内容でございますが、先ほどご

紹介しましたとおり、3,200万円のうち3,000万
円が中核的養殖業者への取組支援ということに

なります。

当初は、このほかに漁場の有効活用という視

点で、例えば赤潮対策に係る足し網、こういっ

たものの普及を推し進めるべく補助のメニュー

をこの事業の中でやるということで想定してお

りましたが、先月にお諮りしたとおり、別の事

業で国の水産庁の補正、あるいは交付金を使っ

たものでおよそ6,600万円程度の足し網支援を
そちらの方に回すという整理になりましたので、

相当分を減額したということになります。

【千住委員】 別メニューでということですね。

わかりました。

最後に、その次の34ページ、水産業指導費と
いうことで、有明海特産魚介類生息環境調査費

というのが、毎年2億2,500万円ですか、ずっと
上がってきているんですけれども、毎年調査さ
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れているということで、調査内容と継続的にや

られてきた結果、それに伴って対策をされるん

でしょうから、その対策等の成果とかいったと

ころを教えていただけたらと思います。

【松本漁港漁場課企画監】有明海特産魚介類生

息環境調査についてでございます。

まず、この調査につきましては、農林水産省

が有明海再生に向けた取組の強化・拡充として

確保された調査の一つでございます。平成21年
からこれまで行われております。

内容としましては、九州農政局の委託事業と

して、長崎県においては漁場整備、漁場環境の

改善等の実施を行うとともに、アサリ、タイラ

ギのいわゆる特産魚介類、こういったものの生

息状況の調査を継続して実施しております。

調査の中身につきまして得られた知見、これ

につきましては造成したマウンド礁、海底に土

を入れて海流を変えるというようなマウンド礁

の造成とかを行っております。

こういったもので、例えばタイラギの種苗が

どういう生息状況であったのか。良好であった

のか、あるいは悪かったのか、その知見を基に

継続して、場所を変えたり、あるいは数量を変

えたりというふうなものにつながっております。

もう一つアサリにつきましては、これは砂利

を入れた網袋の中にアサリの稚貝を入れて、ど

ういう生息状況になっているか、どこのどうい

った海域が適応するか、そういった調査を行い、

その翌年にまた場所を変えて継続的に調査を行

うと、そういった結果を基に今後どういう漁場

の改善が行われていくか、種苗がどうなってい

くかというものを検証しているところでござい

ます。

【清川分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

【大場委員】 それでは、2点ほどお伺いさせて

いただきたいと思います。資料は横長の説明資

料の19ページになります。
こちらの方で漁協機能向上支援事業が計上さ

れております。その上の段で漁協の調査、また

指導等をされている中で、今回、約550万円ほ
どの計上があって、近年、やっぱり漁協の方も

漁業者が少なくなると同時に、漁協の事務員、

そこの職員も含めて高齢化が伴って漁協を運営

する方も非常に厳しいと、大変であるというお

声を聞いていたんですが、その状況について、

今回のこの予算を含めて、近年の状況というの

はどのようになっていますか。この指導を通し

て、そういったものが少しずつでも改善してい

るのか、県の認識をお伺いしたいと思います。

【小川漁政課長】今、ご指摘いただきました漁

協機能改善の支援事業でございます。

今、委員からご指摘のとおり、やはり各漁協

における事務員も含めたところで高齢化ですと

か、職員の数が減ってきているという状況は、

まさにそういうお話を伺っているところでござ

います。

今回要求させていただいています漁協機能の

予算なんですけれども、大きく3つの項目から
なっておりまして、一つが経営計画を策定する

支援事業、さらには漁協事務の効率化の支援事

業、さらには3本目としまして漁協の合併のた
めの事業ということでございます。

特に、今ご指摘をいただきました漁協の事務

化というところでございますと2本目の漁協の
事務効率化の支援事業という中で、いろんなシ

ステムの導入ややり方、そういったところを中

小企業診断士ですとかや会計士に入っていただ

きまして、各漁協の内容を見直していただいて

いるという状況でございます。実際にこれまで

の事業の中で、漁協の方からも非常に事務が効



令和７年２月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（３月１０日）

- 109 -

率化できたとか、システムを入れて大変助かっ

たというお声をいただいているという状況でご

ざいます。

【大場委員】少しずつは改善に向かっていると

いうことで理解をしてよろしいでしょう。ただ、

地域性によって、職員が高齢でなかなか次が見

つからないと。最終的にはその方にもうちょっ

とお願いするしかない。ただ、年齢は私よりは

るかに上なんですよというようなお声を聞いた

りするので、今回の事務効率化、そういったも

のは確かに必要ですが、今度、人材確保に向け

ての取組等々もぜひお考えいただければと思い

ますので、よろしくお願いいたします。

次に、同じく28ページです。漁業と漁村を支
える人づくり、あと先ほどありました新規就業、

そういったもので取組を今されておりまして、

改善に向かっている、先ほどの質疑のやり取り

で一部いい方向には向かっているのかなと。た

だ、課題としてはまだまだあるということであ

りましたが、確かに国内の人材を求めていくの

もあります。ただ、漁業者の会社の経営、もし

くは漁業者の方のお話を聞くと、やはり一定外

国人材も雇い入れを視野に入れている。もしく

はもうやっていかないといけないというふうな

お声を聞いております。

そういった中で、国内の新規就業、併せて外

国人材の就業について、県の令和7年度の取組
はどのようにお考えか、お伺いいたします。

【齋藤水産経営課長】 委員おっしゃるとおり、

まずは日本人の方を、漁業就業者を後継者とし

て就業させたいというのがまず第一の考えとし

てはありますけれども、どうしても人材不足と

いうところで言えば、外国人材に頼らざるを得

ないというところもございますので、県といた

しましては、株式会社エヌの方が、もちろんメ

インとしては農業の人材不足というところで頑

張っていただいているんですけれども、今、水

産業の方も非常に力を入れていただていており

まして、外国人材の紹介とか、そのあたりにつ

きましては、株式会社エヌを通じていろいろと

就業につながっているような状況にございます

ので、我々といたしましても、普及センターを

通じてそういうご相談があれば、今現在で言え

ば株式会社エヌの方にお話をつなげているとい

った状況にあります。

【大場委員】ぜひお願いしたいと思います。や

はりご意見というのが根強いんですね。国内人

材がそのまま就業していただければいいんです

が、なかなかそれも厳しいという声が本当に根

強くあります。ですので、株式会社エヌを通し

てということでありましたが、昨年、私たちが

インドネシアを訪問いたしました。その時にイ

ンドネシアの中に漁業というのもありまして、

インドネシアとしても各地域とのそういったつ

ながりを持ちたいというお声はありました。一

つあったのが、日本のそういった技術等々、向

こうとすれば人材を送り出して、その中でいろ

んな交流を図っていきたいというふうなお声も

ありましたので、一つ今、株式会社エヌとして

やっている外国、ターゲットとしている国があ

りますけれども、ぜひそういったところで思惑

として一致するのであれば、そういったところ

もターゲットに加えながら、一定の外国人もあ

る意味確保しないといけない状況は、恐らく今

後も続くだろうと思いますので、そういったも

のも少し考えていただきたいと思いますが、い

かがでしょうか。

【齋藤水産経営課長】今現在、株式会社エヌの

方で水産の人材と申し上げますと、もう皆さん

インドネシアの方ばかりでございます。それで、
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やはりインドネシアは、水産業が盛んというと

ころもあって、株式会社エヌの場合は特定技能

の実習生になりますけれども、技能実習生につ

きましては、やはりインドネシアの方からかな

り研修として来ておられますので、やはり水産

としてはインドネシアの方がメインという形に

なっておりまして、それは今後も続いていくの

ではないかと考えているところでございます。

【大場委員】 それであれば幸いでございます。

本当にインドネシアとすれば非常に意欲的であ

りまして、そういったつながりはぜひつくりた

いということでありましたし、今、インドネシ

アは経済成長が非常に著しいところで、国民平

均年齢も30歳いくかいかないかぐらいで非常
に若い国で、これからということで非常に注目

株だと思います。

また、国内におきましても、少しずつインド

ネシアの方も注目されつつあって、農業はもと

より観光であったり漁業であったり、そういっ

たもので少しずつ外国人材の一つの対象国とし

て認められつつありますので、そういったつな

がりはぜひ本県も今のうちに、現につながりが

あるので、もっと強固になるような取組をぜひ

お願いしたいと思いますので、よろしくお願い

いたします。

以上です。

【清川分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

【石本委員】 2点ほど確認いたします。
1点は、長崎産水産物の海外マーケット拡大

事業の中で、先ほどもちょっと意見が出ていま

したけれども、長崎鮮魚というものの輸出に対

する新規販路とか開拓という話でしたけれども、

もう一つ、輸出についても加工品についてどの

ように考えておられるのか、お伺いします。

【鈴木水産加工流通課企画監】本県における水

産物の輸出の現状を少しご紹介させていただき

ますと、令和5年度でおよそ64億円ございます。
このうち加工品は6,300万円程度ということで、
ほとんどが天然・養殖の冷凍、あるいは活魚・

鮮魚といった形態での輸出と把握しているとこ

ろでございます。

ただ、今申し上げた加工は、例えばブリです

とかマグロが、実際は国内でフィレ加工されて

真空パックで輸出されるケースもありますが、

それはここに含まれておりません。純粋な加工

という意味では、その程度という状況でござい

ます。

本事業でございますけれども、まず、長崎鮮

魚につきましては、書いてありますとおり、鮮

魚で出せるという強みを、今まで中国向けに広

げていたこの強みを引き続き中国以外でも活か

すべく取り組んでいこうというのが一つでござ

います。

それから、3つ目でありますクロマグロをリ
ーディング商品としたという部分につきまして

も、やはり本県の強みを活かすという意味でい

けば、養殖生産日本一である本県のクロマグロ

を、地理的にも比較的近い東南アジアに向けて、

鮮魚で出せるというのが一つの強味かなという

のも考えているところでございます。

ただ、一方で加工品の輸出につきましても、

ここにはございませんが、ほかの事業で、国の

事業なんかを活用しまして、EU向けの冷凍の
すしネタであったり、あるいは東南アジア向け

のすしネタといったものも、それぞれ個社で、

ほかの事業を活用して推進しているところでご

ざいますので、そういった取組も引き続き私ど

もとしては応援していきたいと考えております。

【石本委員】なぜ聞いたかというと、地元の松

浦でも新たな市場を造り、そこでも鮮魚は当然
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でしょうけれども、やはりどうしても加工品の

輸出に取り組んで、EU向けとか、今後はアメ
リカ向けとか、販路先はあると思うんですけれ

ども、そこら辺の対応がなかなか地元の状況と

して進んでないというのが実感としてあります。

そこら辺を県としてどのように捉えているのか。

また、今後、考えとして、対応として、もしあ

ればお伺いできればと思います。具体的になけ

ればないで構わんけれども。

【鈴木水産加工流通課企画監】例えば松浦市の

事例で申し上げますと、新松浦漁協が自営の加

工場をお持ちでございます。そちらで加工、あ

るいは直接引いた商品が、今年度までですけれ

ども、本県の我々で持っています補助事業の中

でチャレンジを応援しているという状況でござ

います。東南アジア向けの、例えばシンガポー

ル向けのトラフグであったりですね。

ただ、いろいろ苦戦しているといいますか、

なかなか大きなパイプにはまだまだ課題が多い

というふうに伺っているところです。

それから、松浦魚市場につきましては、ご承

知のとおり、まき網もののアジ、サバが非常に

大きな産地で、EU向けの冷凍で輸出ができる
非常に整った施設をお持ちだということで、こ

れをいかに活かしていくかといったようなお話

は、私どもも現場の日本遠洋旋網組合であった

り、西日本魚市とは随時その話はいろいろ伺っ

ているところです。引き続き、マーケットの状

況も見ながら、ああいった施設を活かして、ど

ういったアプローチが一番有効なのかというの

は、引き続きお話を伺いながら取り組んでまい

りたいと思います。

【石本委員】今お話がありましたように、せっ

かくHACCP向けの対応ができる施設ができて
いますので、ここをいかに今後、松浦も活用し

ていくかというのは課題となりますけれども、

しっかり今後ともフォローしていただきたいと

思います。

以上です。

【清川分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川分科会長】ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川分科会長】討論がないようですので、こ

れをもって、討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので採決を行います。

第1号議案のうち関係部分、第6号議案、第10
号議案、第47号議案のうち関係部分、第52号議
案、第55号議案及び第61号議案のうち関係部分
は、原案のとおり可決することにご異議ござい

ませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【清川分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、予算議案は、原案のとおりそれぞれ

可決すべきものと決定されました。

水産部関係の審査の途中ですが、午前中の審

査はこれにてとどめ、午後は1時30分から再開
し、引き続き水産部関係の審査を行います。

しばらく休憩いたします。

― 午前１１時２５分 休憩 ―

― 午後 １時２８分 再開 ―

【清川委員長】 委員会を再開いたします。

午前中に引き続き、水産部関係の審査を行い

ます。

次に、委員会による審査を行います。
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議案を議題といたします。

まず、水産部長より総括説明を求めます。

【吉田水産部長】 誠に申し訳ございませんが、

説明に入ります前に、1点、資料の訂正がござ
います。農水経済委員会関係議案説明資料の6
ページ目をお開きください。

項目、長崎県漁業調整規則の一部改正につい

ての下から5行目に「漁業調整員会」と記載し
ておりますが、正式には「漁業調整委員会」で

ございます。訂正をお願いいたします。

それでは、部長説明に入らせていただきます。

水産部関係の議案についてご説明いたします。

説明資料の2ページをご覧ください。
今回、ご審議をお願いしておりますのは、第

39号議案「長崎県地方卸売市場長崎魚市場条例
の一部を改正する条例」、第44号議案「直轄特
定漁港漁場整備事業に対する県の負担につい

て」であります。

はじめに、条例議案についてご説明いたしま

す。

第39号議案「長崎県地方卸売市場長崎魚市場
条例の一部を改正する条例」については、長崎

魚市場高度衛生化荷捌き施設の整備に伴い新設

された卸売場東棟において、関係業者が鮮魚の

仕分け・箱詰めなど立替作業を行う区画の使用

料を定めるため、また、国民の祝日に関する法

律に規定する休日を新たに休業日に制定するた

めに、所要の改正を行おうとするものでござい

ます。

次に、事件議案についてご説明いたします。

第44号議案「直轄特定漁港漁場整備事業に対
する県の負担について」は、対馬暖流域のまあ

じ・まさば・まいわしの資源増大を図るため、

対馬海峡地区において、国が行う特定漁港漁場

整備事業に要する経費の一部を県が負担するこ

とについて、同意しようとするものであります。

続きまして、議案外の主な所管事項について

ご説明いたします。

今回、ご報告いたしますのは、燃油価格・配

合飼料価格高騰対策について、有明海再生加速

化対策交付金について、ブリのTAC管理の開始
について、長崎県「推し魚」第1号について、
高校生向け水産業ガイダンスの開催について、

長崎俵物について、長崎県漁業調整規則の一部

改正についてであります。

このうち主な事項についてご説明いたします。

（燃油価格・配合飼料価格高騰対策について）

国際情勢の悪化等により、漁業用A重油の県
内平均小売価格が令和3年以降に高騰し、現在
も高止まりしているため、漁業経営は大変厳し

い状況となっております。

このため、県では令和4年度から緊急的な措
置として、漁業者が、国の漁業経営セーフティ

ーネットへ加入・継続するために必要となる積

立金の3分の1を支援することで、積立金の増加
を図っており、令和6年度においては、3,275経
営体に対し、1億6,737万3,000円の支援見込み
となっております。

また、養殖業における配合飼料価格について

も近年高騰しており、燃油と同様に国の配合飼

料に係る漁業経営セーフティーネット制度への

加入・継続をしており、令和6年度において112
経営体に対し、2億3,181万9,000円の支援見込
みとなっております。

今後とも引き続き、国へ漁業経営セーフティ

ーネット構築事業への十分な予算の確保を要望

するとともに、燃油や配合飼料の価格動向等を

注視しながら、必要な対策を検討してまいりま

す。

（有明海再生加速化対策交付金について）
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昨年末に国において、有明海再生の加速化に

向けた必要な支援として「有明海再生加速化対

策交付金」が令和7年度予算として閣議決定さ
れ、現在国会において審議されているところで

あります。

本交付金については、漁場環境改善や経営改

善、新技術導入といった漁業者の取組に対し国

が支援するものであり、県がこれまで求めてき

た「開門によらない真の有明海再生」の後押し

となるものと考えております。

県といたしましては、地元の漁業者の皆様が、

計画的かつ効果的に事業を実施できるよう、し

っかりと寄り添いながら有明海の再生に向けて

取り組んでまいります。

説明資料の4ページをご覧ください。
（長崎県「推し魚」第1号について）
県は、地域内での安定供給と受入の体制が整

い、その地域での食体験が旅の目的となるよう

な、産地ならではの「食」の魅力を訴求できる

魚を「推し魚」に選定し、PRを行うことで、水
産業をはじめとする地域の活性化を後押しする

取組を進めております。

初年度である今年度は8市町から9魚種のエ
ントリーがあり、産学官で構成する選定委員会

による現地調査やプレゼンテーション審査を経

て、新上五島町の養殖クロマグロを「推し魚」

第1号として選定いたしました。来る3月17日に、
長崎市内でお披露目会を開催し、県内外の皆様

に認知いただけるようプロモーションを開始す

る予定としております。

県といたしましては、地元の生産者、生産者

団体、市町などと連携して、推し魚を活用し、

産地ならではの品質の高さなど、本県水産物の

魅力を発信し、地域の活性化につなげてまいり

ます。

説明資料の6ページをご覧ください。
（長崎県漁業調整規則の一部改正について）

魚貝類等の水産資源を守り、漁業秩序の維持

を目的に制定しております「長崎県漁業調整規

則」について、今後、改正を予定しております

主な内容をご説明いたします。

令和6年6月の漁業法改正により、衛星測位測
定送信機等（VМS）の設置命令を定めた漁業法
第52条に通信の妨害その他当該命令に係る電
子機器の機能を損なう行為をしてはならないこ

とが新たに規定されました。

また、令和4年6月の刑法改正では、「懲役」
「禁固」が「拘禁刑」に改正されました。

このことに伴い、県が制定する漁業調整規則

においても一部改正を行おうとするものです。

現在、地方検察庁協議、漁業調整委員会への

諮問答申、パブリックコメントを終えたところ

であり、今後、水産庁の認可を経て、公布する

こととしております。

なお、漁業法改正に伴う改正は公布日に施行、

「懲役」を「拘禁刑」に改める改正については、

刑法改正の施行に合わせ、令和7年6月1日施行
としております。

以上をもちまして、水産部関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【清川委員長】 次に、水産加工流通課長より、

補足説明を求めます。

【森川水産加工流通課長】 私からは、「長崎県

地方卸売市場長崎魚市場条例の一部を改正する

条例」について、補足説明させていただきます。

お手元に配付しております資料、「令和7年2
月定例県議会農水経済委員会説明資料」の3ペ
ージをご覧ください。
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今回の改正は2点ありまして、1点目は、新た
な施設使用料の制定でございます。

本条例では、施設使用者から徴収する使用料

を施設ごとに定めておりますが、今回定めよう

とするのは、卸売場東棟に整備する立替区画の

使用料でございます。

4ページ目をご覧ください。
立替とは、水産物を買い受けた仲卸業者が、

小売業者や消費市場への出荷に際して、発送先

や魚種別に出荷箱に詰め替えることで、これま

では開放型の施設で行っておりました。今回の

立替区画につきましては、高度衛生化に対応す

るため、県が閉鎖型の専用施設として整備した

ものです。

5ページ目をご覧ください。
長崎魚市場の高度衛生化施設整備の概要図で

ございます。主に、近海で漁獲された水産物を

取り扱う東棟1期、2期、3期の荷さばき所に接
続する形で整備する専用立替場が東棟4期で、
資料の中では赤で示しております。

新しい区画は、6メートル×16メートルを単位
とし、全部で14区画あります。
使用料は、1区画当たり、1月につき5万2,800

円で、この金額は施設の取得価格と耐用年数等

に基づき算定をいたしております。

東棟4期は、昨年12月に完成し、4月から供用
開始を予定しております。

3ページ目にお戻りください。
2点目の改正点は、国民の祝日に関する法律

に規定する休日を、長崎魚市場の休業日として

明文化するため、同条例第5条第1項第1号に新
たに追加しようとするものでございます。

補足説明は以上でございます。

よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。

【清川委員長】 次に、漁港漁場課長より、補足

説明を求めます。

【本多漁港漁場課長】 私からは、第44号議案
「直轄特定漁港漁場整備事業に対する県の負担

について」を説明させていただきます。

同じ資料の6ページをご覧ください。
本議案は、国が令和6年度に行う特定漁港漁

場整備事業に要する経費の一部を県が負担する

ことを同意するに当たり、漁港及び漁場の整備

等に関する法律、第20条第3項の規定により、
議会の議決をお諮りするものでございます。

7ページをご覧ください。
令和7年度事業については、マウンド礁造成

のためのブロック製作や投入を引き続き行いま

す。その対象事業費は、6億420万円となってお
り、この金額に、法令に基づく県負担金の基準

13％を乗じて算出した7,854万6,000円が令和7
年度の県負担額となります。

8ページをご覧ください。
事業概要を説明します。本事業は、国が対馬

東方沖の排他的経済水域にまあじ、まさば、ま

いわしの増殖を図るための湧昇流漁場を整備す

るもので、事業費は全体で約61億円、施設の規
模は高さ約20メートル、長さ約170メートル、
幅約80メートルを計画しています。事業期間は、
平成29年度から令和8年度までです。
漁場整備箇所は、図に▲印で示している位置
であり、対馬市美津島町黒島灯台から東約14キ
ロメートルの地点です。

9ページをご覧ください。
事業の進捗状況について、上段の表でご説明

いたします。

石材の投入は、令和元年度までに完成し、ブ

ロックは平成30年度から製作・投入を継続して
いるところです。
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下段の構造図のうち、青で着色されている部

分が令和6年度末時点の施工見込み部分、赤線
で囲まれた長さ約12メートルの部分が令和7年
度施工箇所となります。

補足説明は以上でございます。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【清川委員長】以上で説明が終わりましたので、

これより議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川委員長】質疑がないようですので、これ

をもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川委員長】討論がないようですので、これ

をもって討論を終了いたします。

議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。

第39号議案及び第44号議案は、原案のとおり
可決することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【清川委員長】 ご異議なしと認めます。

よって、議案は原案のとおり、それぞれ可決

すべきものと決定されました。

次に、提出のあった「政策等決定過程の透明

性等の確保などに関する資料」について説明を

求めます。

【小川漁政課長】「政策等決定過程の透明性等

の確保及び県議会・議員との協議等の拡充に関

する決議」に基づき、本委員会に提出いたしま

した水産部関係の資料についてご説明いたしま

す。

お手元にお配りしております農水経済委員会

提出資料、水産部をご覧ください。

まず、補助金内示一覧表につきまして、令和

6年11月から令和7年1月までの直接補助金の実
績は、2ページに記載のとおり、高級魚クエ資
源増大支援事業費補助金など計6件となってお
ります。

間接補助金の実績は、3ページに記載のとお
り、漁業と漁村を支えるひとづくり事業など計

4件となっております。
次に、令和6年11月から令和7年1月における

1,000万円以上の契約状況につきまして、建設工
事に関する契約計8件につきまして、4ページか
ら18ページに記載しております。また、建設工
事に係る委託に関する契約計4件につきまして、
19ページから22ページに、建設工事以外の契約
計3件につきまして23ページから25ページに記
載をしております。

次に、令和6年11月から令和7年1月の間にお
ける知事及び部局長に対する陳情・要望のうち、

県議会議長宛てにも同様の陳情・要望が行われ

たものは、要望書（島原半島振興対策協議会ほ

か3期成会）など計6件であり、その対応状況は、
資料の26ページから56ページに記載のとおり
となっております。

最後に、附属機関等会議結果報告につきまし

て、令和6年11月から令和7年1月までの開催実
績は、57ページから62ページに記載のとおり、
5件となっております。
資料の説明は以上となります。

よろしくご審議賜りますようお願い申し上げ

ます。

【清川委員長】 以上で説明が終わりました。

次に、陳情審査を行います。

事前に配付いたしております陳情書一覧表の

とおり、陳情書の送付を受けておりますので、
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ご覧願います。

陳情書について、何かご質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川委員長】質問がないようですので、陳情

につきましては、承っておくことといたします。

次に、議案外所管事務一般に対する質問を行

います。

まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、ご質問はありませ

んか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川委員長】質問がないようですので、次に、

議案外所管事務一般について、質問はありませ

んか。

【宮本委員】議案外について質問をさせていた

だきます。

午前中の分科会でもあっておりましたが、推

し魚の件です。部長説明資料でいいますならば

4ページになります。
長崎県「推し魚」第1号についてというとこ

ろになりますが、午前中の質疑でもいろいろ議

論がなされており、3年間にわたって4魚種選定
をするということもお聞かせいただきました。

これは提案ですが、この推し魚というのは、

今回初年度で第1号が決まりましたが、今後、
そこにも書いてありますが、県内外の皆様に認

知いただけるようにプロモーションを開始する

ということが予定されています。

要は、この推し魚が、長崎県としてはおいし

いですよということを全国、そして全世界に向

けて発信するいいチャンスであろうと思います。

富山では、寿司を売っていて、「寿司と、い

えば富山」「寿司県・富山」というのを発信し

ているんですね。これはロゴマークを使って、

「寿司県・富山」というのをプロモーションさ

れています。これを魅力発信として全国に、そ

してブランド力強化の向上のために世界にも発

信するという記事が載っていました。

先を越されたなという思いではあるんですが、

提案ですが、推し魚についてもロゴマークを作

っていただいて、水産県長崎というのをもっと

もっと認知していただきたいと、全国に向けて

発信していただきたいと思いますが、このロゴ

マークの制定についての見解をお聞かせくださ

い。

【森川水産加工流通課長】このたび、推し魚の

第1号が決定しまして、来週17日にお披露目会
を開催することとしており、今後、県、町、地

元が連携してプロモーション活動を展開してい

くということになっております。

推し魚の発信のためには、やはり統一の目印

となるようなロゴマークの活用が有効と考えて

おりまして、実は推し魚のロゴマークというの

を今作成しているところでございます。

お披露目会におきましては、そのロゴマーク

を組み込んだのぼりとかポスターとか、そうい

うものなどのPRツールをご紹介させていただ
こうと考えております。

【宮本委員】既に決まっていたんですね。大々

的に提案を募って、そこから選別していくみた

いなものを私は想定しておりましたが、ヒアリ

ングの時に教えていただければ幸いだったんで

すが、決まっていたんですね。ちなみに、試案

みたいなものを教えていただければ幸いだった

んですが、残念でなりません。

ちなみに、富山の寿司というのは、富山の方

とある後援会で私は一緒になって、その方が長

崎で講演会をやって、長崎の魚を食べたと。今

まで何回も食べたことがあると。ものすごくお

いしいと。富山は寿司で売っているけれども、
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富山の寿司よりもおいしいと。リップサービス

じゃないと思うんですね。言われていました。

その方が言われていたのは、「長崎はプロモー

ションがちょっと下手やね」と言われたんです

ね。だから、私はそれをずっと思っていたんで

すけど、もっともっと発信力を高めていって、

来る方々はやっぱり食べ物がおいしいと言われ

ていて、特に魚がおいしいと言われるんですね。

富山の寿司よりも長崎の寿司がおいしいんです

よと言われていました。だから、そういった面

で言えば、プロモーション力というのを高めて

いかないといかんと思います。

もうちょっと聞きますが、この推し魚につい

ては、今後、そこにも書いてありますけれども、

どのような形でプロモーションをやっていくの

か。ロゴマーク、バッジを作ったり、例えば別

の課になりますけれども、「にゃーが」という

長崎の猫をもじったバッジなんかを作ったりと

かしていましたけれども、そんな形でやってい

っていただければと思うんですが、プロモーシ

ョンの仕方について、教えてください。

【森川水産加工流通課長】今度のお披露目会を

キックオフイベントという形で、これからどん

どんPRしていくという形になろうかと思いま
す。県の、先ほど出てまいりました「にゃーが」

とか、県のSNS等での情報発信であるとか、ま
た、観光部局とも連携して、旅行商品の造成で

あるとか、そういういろんな機会を捉えてプロ

モーションしていきたいと思っていますし、こ

のお披露目会の時に、PRグッズ、作ったものも
皆さんにこういうグッズを作ってこれからPR
していくんだということも知っていただくよう

にしたいと考えております。

また、お披露目会では、新上五島町としても

いろんな取組をされるというお話もありますの

で、そういう中身も皆さんにご紹介するという

形になっていくと思います。今後とも、県、地

元町が連携してプロモーションに力を入れてい

きたいというふうに思っております。

【宮本委員】農林部の方でも長崎和牛、もっと

もっとブランド力を高めていくという取組も来

年度あっていますし、こういった推し魚とか、

非常にいい取組でありますので、今までももち

ろんおいしい魚はたくさんあって、取組もされ

ていたかと思いますが、新たな取組として、推

し魚を中心にもっともっと展開をしていただけ

ればと思います。

以上です。

【清川委員長】 ほかに質問はありませんか。

【ごう委員】今の推し魚の件で関連してお尋ね

をしたいことがございます。

長崎県の魚愛用店でのキャンペーンの費用と

して経費が上がっていますよね、669万円、こ
の具体的なことをお聞かせ願えればと思います。

【森川水産加工流通課長】魚愛用店の取組につ

きましては、ランチキャンペーンを昨年度から

実施しているんですけれども、来年度も引き続

き行っていこうというふうに考えております。

例年、ガイドブックの作成も行っております

けれども、それも引き続き実施していこうと考

えております。

主なところは、ランチキャンペーンの実施と

ガイドブックの作成となっております。

【ごう委員】ランチキャンペーンの展開を、ま

た引き続き行うということですが、推し魚を活

用したランチを売り出すと理解していいんです

よね。

【森川水産加工流通課長】推し魚は、このラン

チキャンペーンとは別になっていまして、魚愛

用店は県内全部で217店舗あるんですけれども、
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そこにランチキャンペーンへの参加を募って、

大体今年も80店舗ぐらいだと思うんですけれ
ども、それぞれの店舗で自慢のランチを皆さん

に提供していただくと。その中でスタンプラリ

ーであるとか、クイズであるとか、そういうこ

とを行っていって、子どもさんたちにもぜひ食

べていただきたいという考えのもとで皆さんに

愛用店のご利用をしていただきたいと思って実

施するものでございます。推し魚とはちょっと

違います。

【ごう委員】では、その推し魚を長崎県内の飲

食店でPRをしていく取組というのは、何か別建
てで考えていらっしゃるんでしょうか。

【森川水産加工流通課長】今回の推し魚につき

ましては、その魚を食べること、食体験するこ

とが目的となるような産地一推しの魚というこ

とで、新上五島町の養殖クロマグロに決まった

ということで、新上五島町の方でぜひマグロを

食べていただきたい。マグロのほかにも、また

これから具体的なPR活動の紹介もあるかと思
うんですけれども、餌やり体験とか、マグロ養

殖場の餌やりを見学する体験であるとか、クル

ージングであるとか、そういうふうなイベント

的なことを実施しようというふうに聞いており

ます。

【ごう委員】 では、この推し魚については、基

本的に今回は新上五島町の中で食べてもらうと

か、体験をしてもらうということにつなげると

いうのが目的ということで理解してよろしいで

すか。

【森川水産加工流通課長】水産業だけではなく

て、観光と連携した取組ということで、この推

し魚を目玉にして人を呼び込むという形にもっ

ていきたいと考えております。

【ごう委員】その中で、少し私的に考えている

これはご提案になると思うんですけれども、せ

っかく新上五島町にすばらしい養殖のマグロが

あって、そのことを活用して長崎県への交流人

口を増やすとか、上五島まで渡ってもらうとか、

そういうことを観光の一つとして考えられるの

であるならば、やっぱり長崎県内の飲食店にも

ご協力をいただいて、ここに書いてあるような

ランチキャンペーンのようなものでも、上五島

のマグロを長崎の人にも食べてもらうとか、そ

ういった取組が一定あった方がいいんじゃない

か。そうすることによってすそ野が広がって、

大きなうねりをつくることができるんじゃない

かと思っているんですね。

県産酒の時もそうだったんですが、県産酒で

乾杯条例をつくった時も、なかなか県産酒を提

供している長崎の飲食店を巻き込むことができ

てなくて、いまだに県産酒で乾杯条例が広がっ

てなかったり、県産酒を置いてないお店がたく

さんあったりとかするんですね。なので、せっ

かく新しい取組で、このような推し魚というも

のをこれからずっと定期的に長崎県が打ち出し

ていくのであれば、県内の愛用店、飲食店をし

っかりと巻き込んで、「ここに上五島のマグロ

あります」とか、そういったものをお印として

出してもらうとかという取組をやっていくのも

一つかなと思っているんですが、その点のご見

解をお聞かせください。

【森川水産加工流通課長】貴重なご提案だと思

います。これから、本当にスタートするような

段階でありますので、県と町が一緒に話し合い

を進めていきながら、より広がっていくやり方

というものを考えていきたいと思います。

【ごう委員】ぜひ、よろしくお願いいたします。

もう一点、持続可能な養殖産地の育成事業に

ついて、確認の意味でお聞かせいただきたいと
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思っております。この事業が、やはり現状、水

温の変化とか、赤潮などの影響とか、資材の高

騰で養殖業者はかなり経営が圧迫されていると

いう現状があって、その課題が長崎県の養殖業

者が小規模なところが多くて、なかなか新たな

ことができないからということでこの事業が組

み立てられていると思います。

事業内容を見ますと、生産性の向上や販路の

拡大など、地域の先駆けとなる養殖モデル計画

を策定しというふうになっておりまして、この

事業を詳しく教えてほしいんですが、どこかの

エリアを決めてモデル事業を行うという事業で

しょうか。

【鈴木水産加工流通課企画監】午前中にも少し

ご説明さしあげたんですが、本事業で想定して

おります中核的養殖業者への支援ですが、概要

説明の資料にも想定される事例として2つばか
り挙げさせていただいています。

例えばなんですが、マグロ養殖、県内各地で

されている中で、大型マグロを種苗として導入

することで、飼育期間を短くして、さらには単

価の高いマグロを出荷するといった新しい形態

に少しずつシフトしていく、その第一歩目を支

援するというのを想定しております。

これから、各地域を回りまして、具体的にど

ういう地区のどの方がその一歩目を踏み出すの

かというのは絞り込んでいくことにはなるんで

すが、基本的に想定しておりますのは、1年間
で2魚種あるいは3魚種をそれぞれ、例えば対馬
のマグロ、県北のシマアジとか、そういったこ

とで、まだその地域、地域で取り組まれていな

い新しい技術を、誰かが一歩目踏み出す地域を

選定して支援していこうというものでございま

す。

【ごう委員】 わかりました。では、これから各

地にヒアリングをかけて決めていくということ

ですね。では、これはいつ頃までにそれを決定

していく予定か、スケジュール感を教えてくだ

さい。

【鈴木水産加工流通課企画監】本議会で予算の

議決をいただいたうえ、速やかに要綱、要領を

定めまして、回ってできるだけ早めに事業に着

手できるよう取り組んでまいりたいと思います。

【ごう委員】ぜひ、できるだけ早く取り組んで

いただきたいと思っております。コロナから始

まって、今度赤潮等々で県内の養殖事業者は本

当にマグロも、シマアジも、それからフグも、

いろんなところでかなりの影響が出ていると思

います。経営の存続が難しい小規模事業者がた

くさんおりますので、早めにスケジュールを組

んでいただいて、新しいやり方で養殖業を守っ

ていただきたいと思っておりますので、よろし

くお願いいたします。

以上です。

【清川委員長】 ほかに質問はありませんか。

【初手委員】ナマコの話をちょっとさせていた

だきたいんですけれども、ナマコの不漁が昨年

の年末から発生したということで、3月6日の総
括質疑の中でもある議員から質問があっており

ました。もう少し詳しく内容的なものを把握さ

せていただき、その対応について、もし検討さ

れていれば教えていただきたいと思いまして質

問させていただきます。

まず、大村湾では、毎年12月から1月、2月ま
ではナマコ漁でにぎわうということで、それぞ

れの漁協で高齢の漁師も頑張って捕られており

ます。

しかしながら、昨年の12月の解禁から漁獲量
が少なく、記録的な不漁になったということで、

長年漁師をされている方たちもこういうことは



令和７年２月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（３月１０日）

- 120 -

全くなかったというふうなお話も聞いておりま

す。ただ、漁協によりましては、年が明けて水

温が下がることによって少しずつ捕れ出したと

いう実情でもございます。

いずれにしましても、漁業者にとりましては

大変大きな稼ぎ時の痛手であったという結果に

なっております。早急な原因の解明と対応策が

必要であろうかと思っております。

ナマコは、産卵期が、私が把握した分では4
月から7月と言われて、ふ化した幼生は2～3週
間後に稚ナマコに変態し、岩場、岩礁や海中の

砂地をゆっくりとはって有機物を食べ、約3年
で10から15センチほどに成長すると、一つの捉
え方、というふうに言われているところであり

ます。

やはりすぐ大きくなるものでもありませんし、

ある程度長期にわたっての計画、そしてその次

の稚ナマコが生まれる状況を作るというのが必

要だと思っておりますので、どのような対応を、

今回の場合、今まで例がございませんので、対

応されていこうというお考えなのか、その辺の

経過、あるいは今後の取組について教えていた

だきたいと思います。

【松尾漁業振興課長】まず、大村湾のナマコの

漁業の状況ですけれども、令和6年は約10トン
ということで、非常に少ない漁獲量でございま

した。まだまだ、今から調査に入りますけれど

も、一応暫定値として10トンぐらいかなと思っ
ています。

大村湾の主要漁協のナマコですけれども、こ

こ10年間で約102トンから12トンの間で増減を
繰り返しておりまして、近年では令和3年に12
トンという低い値を記録した後、令和4年に42
トン、令和5年に64トンと回復はしておりまし
たが、今季10トンということで少ない状況にな

っているというのが漁獲の状況になります。

これに対して、対策になりますけれども、こ

の状況を年末、盛漁期になっても捕れない、見

えないということは私たちもお伺いしていまし

て、1月になりまして、すぐ漁協、現場を回ら
せていただきまして、その中で漁業者の声等を

聞いております。その中では、やはり原因をは

っきりしてほしい、何かつかんでほしいという

ことと、あとはナマコの漁獲量が今後回復する

ように対策を打ってほしいという声を聞いてお

ります。

そのことを受けまして、県内部で会議をしま

して、対策をまとめて、すぐに大村湾組合長会

の方に出向きまして、こういった対策はどうだ

ろうかということでお伺いしたところ、意見を

交換して対応をすることになっています。

具体的な対応としましては、まず、水温の低

下が遅れて、ナマコの出ぐあいが遅いのではな

いかというような懸念もありましたので、操業

現場を実際に見まして、ナマコが本当に出てき

てないのかという実態調査をしました。あとは

親ナマコがいないという前提に立ちまして、産

卵をしないんじゃないか、産卵量が少なくなる

んじゃないかという仮説のもと、親ナマコを人

為的に放流しております。数は、今、300個体
ほどやっていますけれども、そういった対応を

2月から始めておりますことと、今後、県の栽
培漁業センターの生産状況にもよりますけれど

も、ナマコ幼生、稚ナマコになる前に幼生を確

保できますので、それを人為的に大量に放流す

るというようなことをやりたいと思っていると

ころです。

あとは、市町と組合長会後に集まりまして、

大村湾内の行政として何ができるのかという会

議をもちまして、いろいろご意見が出ています
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ので、年度内、次年度においてできることを一

生懸命取り組んでまいりたいと思っているとこ

ろです。

【初手委員】ご丁寧にありがとうございました。

今、ご指摘をされたような現状であり、そし

てまた、対応としても現場の声をお聞きになっ

て、適切に対応していただいていると受け止め

たところであります。

ナマコ自体は、種ナマコで大きくしていく場

合と稚ナマコで放流してやっていく場合、2種
類あると聞いているんですけれども、水産試験

場の方からいろいろ対応をしていただいている

ので、いろんな形でカバーできるんじゃないか

という話も伺ってはおります。

いずれにしましても、大村湾のナマコは、内

陸性ですので、外海とかのナマコとすれば大変

柔らかいという意味での評判もいいわけですし、

価格的にも幾らかは高く売れるという位置づけ

もされておりますので、ぜひ、これからも技術

的な面の対応と現場のいろんな声に対する対応

については、聞きながら検討していただければ

と思います。

一つこれは素人判断なんですけれども、さっ

き言いましたように、ナマコ自体は砂地と岩礁、

岩場のところにすみ着いて、子どもを産んでい

くということも確認をされております。以前は、

投石によって海底に岩場を造ったりとかという

のが取り組まれておりましたけれども、金額的

にはかなりかかる面もあるかと思われますけれ

ども、育てていくという、自然に育てていくと

いう面からすれば、一つの選択肢にもなるんじ

ゃないかと思います。総合水産試験場と協議さ

れますので、それなりの方法ですけれども、そ

ういった新たな方法の研究というのもしていた

だければと思いますが、いかがでしょうか。

【桑原総合水産試験場長】ご提案ありがとうご

ざいます。水産試験場としましても、今、小型

魚礁を活用して、放流したナマコ、稚ナマコあ

るいは親ナマコがきちんと生残、残って産卵に

つなげていくというようなところを解析したい

と思っているころでございます。

【初手委員】 ぜひ、積極的な取組で、気温の変

動等もありますので、一概に全て対応できると

いうことはないかと思いますけれども、積極的

に対応していただいて、漁民の方がこれからも

漁業が続けられるように、ぜひご努力をお願い

いたしたいと思います。

次に、海底耕うんの件でお尋ねをしたいと思

います。

海底耕うんにつきましては、それぞれ漁協で

対応されておりますし、大村湾も2月から3月の
頭ぐらいですか、この間、2週間ぐらいされた
と聞いております。

私は、海底耕うんは海底を耕していって、低

酸素とか、そういうものをなくしていくための

一番いい方法だとも思いますし、環境の変化を

適切に捉えながら、いい環境をつくっていくと

いうことにつながるかと思いますので、大村湾

の取組も含め、県内の海底耕うんの取組状況に

ついて把握をさせていただきたいと思いますの

で、ご説明をお願いいたします。

【松本漁港漁場課企画監】県全体の取組につき

ましてですが、県内では有明海、橘湾において

公共事業によって海底耕うんを実施していると

ころでございます。加えて、委員がおっしゃっ

た大村湾の海底耕うん、これは多面的事業で実

施しておりますが、平成29年からは多面的事業
で実施しており、その少し前、平成18年から22
年にかけては県営事業として実施しております。

また、委員おっしゃったとおり、海底耕うん
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は底質の改善に非常に有効だと考えております

ので、有明海、橘湾を含めまして、大村湾にお

いても今後も継続していきたいと考えておりま

す。

【初手委員】海底耕うんにつきましては、漁期、

魚を捕る期間があいた時に行うというのが本来

でありますので、なかなか時期的に回数を増や

すとかというのは難しいかと思いますけれども、

やはり一つのいい手法として、特に、漁業者の

方が船を使って主体的に取り組むという、いわ

ば漁業者自体も参加して環境、あるいは漁獲高

を上げるための取組に対応できると、そういっ

た意味では私は大変いいことじゃないかと思っ

ておりますので、ぜひこれからも、可能な範囲

で積極的に取り組んでいただきますようにお願

いを申し上げて質問を終わりたいと思います。

よろしくお願いします。

【清川委員長】 ほかに質問はありませんか。

【山下委員】通告もしていないんですけれども、

佐世保の九十九島のカキの養殖の件でお尋ねを

したいんですけれども、新聞報道等にもありま

したけれども、海水温の上昇で8割から9割へい
死したという中で、今年2月に予定されていま
した「かき祭り」が中止になりました。

大変市民の皆さんも楽しみにしていらっしゃ

ったんですけれども、海水温の上昇というのは、

本当に暑い夏でございましたので、一定理解は

しているんですけれども、同じ県内でも小長井

にも有名なカキがございまして、こちらの方は

どうだったのか、ちょっと私も詳細は知らない

んですけれども、そこまで影響はなかったのか

なという感じがしているんですが、このあたり

の原因といいましょうか、水産部の方でどのよ

うに掌握されているのか。もしくは、今原因を

究明中なのか、そのあたりをお聞かせいただけ

ればと思います。

【桑原総合水産試験場長】今年のカキの不漁の

原因としましては、委員が今おっしゃったよう

に高水温というのが一番大きい原因で、それは

恐らく県内全域で起こっている現象ではないか

と把握しております。

ただ、カキのへい死というのは高水温だけで

はございませんので、餌の量とか水温の乱高下、

それからカキ殻につく付着生物、あるいは食害

といったようなものも考えられますので、その

状況は各地でいろいろ違うんだと思います。

小長井の方は、それほど大きな被害はなく、

例年並みぐらいであると把握しております。

【山下委員】小長井の方は例年並みということ

ですので、なんで九十九島だけが8割9割へい死
したのか。もちろん、養殖をされている場所と

か、いろんな条件が違うんだろうなというのは

大体理解しているんですが、ぜひとも、今後、

暑さに強いとか、水温の乱高下に強い品種とい

うんですか、今後そういう研究をぜひともして

いただいて、安定した生産ができるような環境

を一緒につくっていただきたいと思うんですが、

そのあたりの研究というのは今いかがでしょう

か。

【桑原総合水産試験場長】現在、水産試験場の

方で、令和4年度からマガキ養殖の生産性、収
益性を向上するために、県内の種苗生産機関の

方とコンソーシアム（研究会）を構築しており

ます。

この中で、佐世保市がやっていらっしゃる3
倍体のカキとか、いろんな水温耐性のところに

ついても共同で試験しておりますし、いろいろ

こちらからも指導なりということをやりながら、

効率的にマガキ種苗、高水温耐性があるような

ものもこれからどんどん力を入れてやっていき
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たいと思っているところですし、現在、やり始

めているという段階でございます。

【山下委員】そのように、ぜひとも研究を進め

ていただいて、九十九島のカキは小ぶりですけ

れども、本当においしいカキですので、8割、9
割がへい死しているというのは本当にもったい

ない気がするものですから、生産者の方々も一

生懸命頑張っていらっしゃるので、ぜひともそ

のあたりも研究に力を入れていっていただけれ

ばと思っております。

もう一点だけ、予算にもありましたけれども、

高級魚クエの資源増大支援ということで、私が

知る限り、数年前からずっと継続してやってい

ただいていることだと思います。本当に高級魚

クエというのは、価値が高い魚でありますし、

どんどん資源が増えていけばなということで、

漁獲高も増えていけばいいなと思っているんで

すが、ずっと毎年やっていただいているんです

が、一旦立ち止まって、その成果というか、今

までやってきたことがどのような成果が出てい

ると把握されているのか、どういう物差しでそ

ういう評価をしていくのか、そのあたりを聞か

せていただければと思います。

【松尾漁業振興課長】 お尋ねいただいたのは、

高級魚クエ資源増大支援事業についてかと思い

ます。

この事業は、種苗放流と漁獲管理を一体に行

う資源増大の取組に対して支援を行うものでし

て、県内5地域の栽培漁業推進協議会が事業に
取り組んでいます。大体1地区当たり8,000尾の
クエを放流するとともに、禁漁期間や禁漁区域

の設定、また、小型魚の再放流を実施していま

す。

このような取組により、クエの漁獲量は増加

傾向にありまして、近年は200トン前後の漁獲

量となっています。大体平成19年ぐらいから放
流が始まっていますけれども、この時は99トン
ぐらいでしたが、近年は200トンまで増加して
いるということで、放流の効果が出てきている

のではないかと思っているところです。

【山下委員】 1地区8,000尾を放流していただ
いて、平成19年からすると約2倍の漁獲高にな
っているということで、効果が出ていると思い

ますので、ぜひ続けてやっていただきたいと思

いますし、結構一人漁師がクエ狙いで漁に出て、

ベテランの人がクエを捕ってきてという人が、

結構宇久・小値賀の方でも頑張っていただいて

いますので、そういう方のためにも、ぜひとも

続けていただきたいと思って質問させていただ

きました。ありがとうございました。

以上です。

【清川委員長】 ほかに質問はありませんか。

【石本委員】基本的なことで申し訳ないんです

けど、お伺いします。

私も余り漁協等については詳しくないんです

が、松浦の方では新松浦漁協というのがありま

して、数回、漁協の総会に出たことがあるんで

すけれども、農協と比較した時に、これぐらい

の経営でよくもっているなというのが実感です。

ほかの漁協の状況がわからないものですから、

漁協全体として、例えば現在の漁協の数なり、

全体での販売額とか、全体での剰余金とか、ざ

っくりで結構ですけれども、教えていただきた

いと思います。

【小川漁政課長】まず、県内の漁協の数ですけ

れども、沿岸漁業の漁協として62漁協ございま
す。その中で組合員としまして、やはり全体的

に今減少傾向にあるということですけれども、

経営状況としましては、事業収支、本来の漁業

の収支でいきますと、約半数が赤字の部分を今
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決算でうっているという状況でございますので、

午前中にも少しご紹介いたしました漁協の機能

強化、補助金等々を実施しておりますので、そ

の中で経営計画や事務の改善というところにつ

いても県としてはサポートを今行っているとい

う状況でございます。

【石本委員】なぜ聞いたかというと、これだけ

水産県長崎と言いながら、漁協全体としてどう

かなというのがいつも気になっていたことなん

です。

それと現状として、今62組合あるということ
ですけれども、農協は今、県下で7JAですけれ
ども、その漁協の合併の現状というか、これか

らもまだ合併する余地があるのか、検討されて

いるかどうか、その辺をお伺いしたい。

【小川漁政課長】先ほど申しましたように、や

はり漁協自体の事務の職員の減少ですとか、財

務の中を見ていきますと、やはり現状のまま、

62の漁協で運営をしていくのは、今後も厳しい
んじゃないかという認識をしております。

その中で、やはり県としましても合併という

部分につきましては、各地域でお話を申し上げ

ておりまして、現在も全部で県内で5地区です
が、それぞれの地域で合併についての勉強会や

研究会が今進められているという状況でござい

ます。その中に県や地元の市町も入りまして、

合併に向けた検討を加速させていこうというこ

とでサポートしているという状況でございます。

【石本委員】せっかく若い人が新たに漁業者に

なるというのが、UターンとかIターンも含めて
増えている傾向にあるというのは聞いています

ので、そういった若い人たちがしっかり継続し

て経営できるようなサポートができる漁協が必

要だと思うんですね。簡単にいかないと思いま

すけれども、しっかりその辺を、個々じゃなく

て、県全体としてやっていただきたいと思いま

す。

それから、もう一点ですが、さっき初手委員

からも海底耕うんの話がありました。海底耕う

んというのは閉ざされた湾内とか、そういった

ところには効果があるのではないかと思ってい

るんですけれども、例えば赤潮対策で伊万里湾

についても地元からは海底耕うんという話も聞

きます。そういった取組について、なかなか範

囲が広いですので簡単にいかないと思うんです

けれども、有明海については諫干の関係で海底

耕うんの予算がかなりついたと思っているんで

すけれども、例えば伊万里湾でもそういった対

応について俎上に乗っているのか、多分まだ乗

ってないと思うんですけど、状況をお聞かせい

ただければと思います。

【松本漁港漁場課企画監】委員おっしゃるとお

り、伊万里湾についても閉鎖的な海域、特に赤

潮の発生も断続的にあるということで、状況と

しては承知しております。ただ、特定計画、長

期計画の中では、現在、伊万里湾というところ

を具体的に海底耕うんを行うというのは今のと

ころ入っておりませんけれども、次の長期計画、

あるいは計画の変更、地元の要請等があれば、

そのあたりも検討に加えていくということは可

能と考えております。

【石本委員】ぜひ、地元からのそういう声があ

りますので、しっかりと県北、伊万里湾のそう

いった対応についても、私もできる限り地元に

働きかけて、そういう声が上がるようにできた

らと思っております。

もう一点、これも漠とした質問ですけれども、

今、気候の温暖化で、先ほどから本県について

も県北についても、養殖漁業が盛んなところで

すけれども、やっぱり魚種が変わってくる。2
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～3日前のテレビでも斑島の海底を見ますと、
もうサンゴ礁ができているんですね。だから、

完全に南方化しているんです、海の中が。そう

いう状況なんですよ。そういった時に、このま

まで、今の魚種で養殖業が可能なのかどうかと

いうのが気になっているんですけれども、今後、

そういった海水温の上昇に伴う養殖のための魚

種についても検討する余地があるのではないか、

これは素人考えですけれども、その辺について

はいかがでしょうか。

【桑原総合水産試験場長】水産試験場としまし

ても、今やっている魚種プラス、より高水温に

強いような魚ということで、今ウスバハギとい

う魚に取り組んでいるところです。ウスバハギ

は南方系の魚ですので、低水温には逆に非常に

弱いんですけれども、高水温には強いという特

性と、非常に成長が早いというのと、肝臓がか

なり大きくなるという特性を持っていますので、

こういった魚を今後県内の種苗生産業者に作っ

てもらって、それを県内の養殖業者にというよ

うな取組を進めていきたいと考えているところ

でございます。

【清川委員長】 ほかに質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川委員長】ほかに質問がないようですので、

水産部関係の審査結果について整理したいと思

います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ２時２７分 休憩 ―

― 午後 ２時２８分 再開 ―

【清川委員長】 再開いたします。

これをもちまして、水産部関係の審査を終了

いたします。

明日は、午前10時から委員会を再開し、農林

部関係の審査を行います。

本日はこれをもって散会いたします。

お疲れさまでした。

― 午後 ２時２８分 散会 ―



第３日目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和７年３月１１日

自  午前 ９時５８分

至  午後 ３時１２分

於  委 員 会 室 ４

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 清川 久義 君

副委員長(副会長) 白川 鮎美 君

委 員 ごうまなみ 君

〃 大場 博文 君

〃 宮本 法広 君

〃 石本 政弘 君

〃 饗庭 敦子 君

〃 山下 博史 君

〃 千住 良治 君

〃 初手 安幸 君

〃 大倉  聡 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

農 林 部 長 渋谷 隆秀 君

農林 部政策 監
(農村整備事業・
諫早湾干拓担当)

髙石 洋行 君

農 林 部 次 長 松田 武文 君

農 林 部 次 長 原田 幸勝 君

農 政 課 長 峰松 妙佳 君

農業イノベーション推進室長 三溝 孝司 君

団体検査指導室長 髙橋  哲 君

農山村振興課長 居村 正博 君

農業 経営課 長 酒井  浩 君

農産 園芸課 長 山下 裕樹 君

農産加工流通課長 村上慎一郎 君

畜産課長(参事監) 富永 祥弘 君

農村 整備課 長 吉田 好広 君

諫早湾干拓課長 安達 有生 君

林政課長(参事監) 永田 明広 君

森林 整備室 長 松尾 尚洋 君

農林技術開発センター所長 長門  潤 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前 ９時５８分 開議 ―

【清川委員長】おはようございます。委員会及

び分科会を再開いたします。

これより、農林部関係の審査を行います。

【清川分科会長】まず、分科会による審査を行

います。

予算議案を議題といたします。

農林部長より予算議案の説明を求めます。

【渋谷農林部長】 おはようございます。

農林部関係の議案について、ご説明いたしま

す。予算決算委員会農水経済分科会関係議案説

明資料の農林部の2ページをご覧ください。
今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第1号議案「令和7年度長崎県一般会計予算」の
うち関係部分、第3号議案「令和7年度長崎県農
業改良資金特別会計予算」、第4号議案「令和7
年度長崎県林業改善資金特別会計予算」、第5
号議案「令和7年度長崎県県営林特別会計予算」、
第47号議案「令和6年度長崎県一般会計補正予
算（第6号）」のうち関係部分、第49号議案「令
和6年度長崎県農業改良資金特別会計補正予算
（第1号）」、第50号議案「令和6年度長崎県林
業改善資金特別会計補正予算（第1号）」、第
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51号議案「令和6年度長崎県県営林特別会計補
正予算（第2号）」、第61号議案「令和6年度長
崎県一般会計補正予算（第7号）」のうち関係
部分であります。

議案の説明に先立ちまして、当面する農林行

政の課題及び取組方針についてご説明いたしま

す。

昨年末に公表されました令和5年の本県農業
産出額は、前年を86億円上回る1,590億円とな
っており、生産農業所得についても前年を13億
円上回る561億円となっております。この要因
としては、主要品目である肉用牛の子牛及び枝

肉価格が下落したものの、豚や鳥、いも類、野

菜などの農産物全般の価格が上昇したことに加

え、これまで取り組んできた農業生産基盤の整

備、スマート農林業の導入等による生産性向上

やコスト縮減、農業のグリーン化、外国人材に

よる労力支援のほか、喫緊の課題として対応し

た生産資材価格高騰対策や子牛価格下落対策な

ど、生産者、関係団体等と一体となって進めて

きた各種取組の成果と考えております。

こうしたことを踏まえ、令和7年度において
は、長崎県総合計画及び第3期ながさき農林
業・農山村活性化計画の最終年度に当たること

から、「快適で儲かる農林業・快適で暮らしや

すい農山村」の実現に向け、農林畜産農家の皆

様が今後も安心して経営をしていけるよう各種

施策を一層推進してまいります。

具体的には、重点施策である「新しい長崎県

づくりのビジョン」においては、誰もが本県の

食を買って味わえる「食の賑わいの場」の創出

に向けた実証などに取り組みます。また、産地

の持続可能な生産体制の構築を図るため、新技

術・品種の開発など気候変動に強い産地づくり、

労力不足に対応した農山村集落の環境保全活動

や農作業のアウトソーシング化の推進、雇用型

経営体の育成のための特定技能外国人等の多様

な人材活用の推進などに取り組むとともに、肉

用牛の生産、流通、販売対策の強化のため、お

いしさ能力に着目した県内繁殖雌牛の改良促進

や国内外のフェアやPR等による長崎和牛指定
店拡大及び輸出拡大になどに取り組みます。

加えて、地域活性化対策として、地域の顔と

なる特産品づくりや農産物直売所の機能強化支

援、対馬の原木しいたけ産業活性化に向けたほ

だ木栽培の生産、流通、販売対策など、さらに

は、林業事業体の育成、強化や森林計画等の情

報共有化のためのクラウド型システムの整備な

ど森林環境譲与税の活用のほか、県産材利用拡

大のための非住宅建築物木造化、木質化推進な

どの林業施策を推進してまいります。

それでは、第1号議案「令和7年度長崎県一般
会計予算」のうち関係部分についてご説明いた

します。

歳入予算は合計で178億6,774万5,000円、歳
出予算は合計で337億9,567万9,000円となって
おり、内訳はそれぞれ記載のとおりであります。

主な事業については、4ページ以降にそれぞれ
記載のとおりであり、後ほど、新規事業等につ

いては担当課長から補足説明をさせていただき

ます。

14ページの中段をご覧ください。
債務負担行為については、16ページにかけて
記載しております。主な内容は、複写機の賃借

等に要する経費のほか、利子補給や工事請負契

約に係る支払額など、それぞれ記載のとおりで

あります。

16ページの下段をご覧ください。
第3号議案「令和7年度長崎県農業改良資金特
別会計予算」についてご説明いたします。
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歳入・歳出予算はいずれも3,342万8,000円と
なっており、その内容は、農業改良資金及び就

農支援資金について、県による貸付事業の終了

に伴い貸付金償還金を国及び一般会計へ返納す

る処理等を行うものであります。

17ページの中段をご覧ください。
第4号議案「令和7年度長崎県林業改善資金特

別会計予算」についてご説明いたします。

歳入・歳出予算はいずれも4,095万1,000円と
なっており、その内容は、林業・木材産業の経

営改善、林業労働にかかる労働災害の防止、林

業労働に従事する者の確保のために、林業従事

者等に対して必要な資金を無利子で貸し付ける

ものであります。

18ページの中段をご覧ください。
第5号議案「令和7年長崎県県営林特別会計予

算」についてご説明いたします。

歳入・歳出予算は、いずれも4億3,027万7,000
円となっており、その内容は県営林経営計画に

基づく県有林及び県行造林の管理経営に要する

経費であります。

19ページの上段をご覧ください。
第47号議案「令和6年度長崎県一般会計補正

予算（第6号）」のうち関係部分についてご説
明いたします。

歳入予算は合計で35億3,057万4,000円の減、
歳出予算は合計で45億1,948万9,000円の減と
なっており、内訳はそれぞれ記載のとおりであ

ります。その内容につきましては、国の内示の

減や事業実績の減等に伴うものであり、20ペー
ジ以降にそれぞれ記載のとおりであります。

24ページの中段をご覧ください。
繰越明許費については、計画、設計及び方法

の変更による工事の遅延や災害復旧にかかる国

の交付決定の遅れ等により、事業の年度内完了

が困難であることから、それぞれ記載のとおり

設定しようとするものであります。

25ページをご覧ください。
第49号議案「令和6年度長崎県農業改良資金

特別会計補正予算（第1号）」、第50号議案「令
和6年度長崎県林業改善資金特別会計補正予算
（第1号）」、第51号議案「令和6年度長崎県県
営林特別会計補正予算（第2号）」について、
歳入・歳出予算の補正額は、それぞれ記載のと

おりであり、主な内容は事業実績に伴う減等に

よるものであります。

次に、第61号議案「令和6年度長崎県一般会
計補正予算（第7号）」のうち関係部分につい
てご説明いたします。26ページをご覧ください。
歳出予算は合計で1億8,452万2,000円の増と

なっており、内訳はそれぞれ記載のとおりであ

ります。これは、職員及び会計年度任用職員の

給与改定に要する経費であります。

最後に、令和6年度予算につきましては、本
議会に補正をお願いいたしておりますが、国庫

補助金等に未確定のものがあり、また、歳出面

でも年間の執行額確定に伴い整理を要するもの

があります。

したがいまして、これらの調整、整理を行う

ため、3月末をもって、令和6年度予算の補正に
ついて専決処分により措置させていただきたい

と考えておりますので、あらかじめご了承を賜

りますようお願いいたします。

以上をもちまして、農林部関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。

【清川分科会長】 次に、補足説明を求めます。

【峰松農政課長】 私から、令和7年度当初予算
案の概要のうち、部全体の概要につきまして補
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足して説明をさせていただきます。

予算決算委員会農水経済分科会補足説明資料

の2ページをご覧ください。
令和7年度当初予算における農林部の重点施

策案につきましては、先ほど部長が説明した内

容のとおりでありますので、説明を割愛させて

いただきます。

3ページをご覧ください。農林部における令
和7年度当初予算のうち、一般会計につきまし
ては、総括表中段の農林部に記載のとおり、合

計で337億円9,567万9,000円を計上しており、
前年度予算と比較しまして12億5,465万6,000
円の増、率にして103.9％となっております。
また、このうち令和6年度から増減のあった

主な理由につきましては、共同利用施設の整備

を支援する産地総合整備対策事業費につきまし

て、事業者からの要望額の増加に伴い4億3,300
万円の増、農林技術開発センター・農業大学校

庁舎整備費につきまして、令和7年度から本格
的な工事に着手することに伴い17億2,900万円
の増となっております。

4ページをご覧ください。
表の上段は、先ほどご説明させていただきま

した一般会計につきまして、課・室ごとに記載

をしております。また、同じ表の下段、特別会

計につきましては、合計で5億465万6,000円を
計上しており、前年度比8,624万9,000円の増、
率にして120.6％となっております。

5ページをご覧ください。
公共事業につきましては、合計で117億4,028

万円を計上しており、前年度と比較して1億
6,595万8,000円の増、率にして101.4％となっ
ております。

部全体の概要に係る補足説明は以上でござい

ます。

【居村農山村振興課長】農山村振興課の事業に

つきまして補足説明させていただきます。

資料の6ページをお開きください。稼ぐ農山
村チャレンジ支援事業費でございます。農産物

直売所の支援や産品づくり、地産地消の推進に

要する費用として2,169万5,000円を計上して
おります。

農産物直売所につきましては、直売所が抱え

る課題の解決に向け、直売所間の情報共有や交

流を促進する長崎県版直売所サミットを開催す

るとともに、売上拡大や出荷者の確保など、経

営基盤強化に向けた取組を支援するものであり

ます。産品づくりについては、栽培実証や加工

品開発、販売対策など、集落の顔となる産品づ

くりを支援いたします。また、地産地消の推進

では、各地域で開催される長崎収穫感謝祭の実

施やPR等の情報発信を行ってまいります。
続きまして、7ページをお開きください。
集落・産地サポート事業費でございます。農

山村集落産地で課題となっている人口減少、高

齢化に対し、中山間地域等直接支払い制度など

の活動が今後もできるだけ継続できるよう、一

部作業のアウトソーシングを支援する費用とし

て1,920万円を計上しております。
具体的には、農地周辺の草刈りや水路の泥上

げなどの保全管理が困難な集落の負担を軽減す

るため、従来のボランティア企業等による共同

活動に加えまして、有償で作業を担うサービス

事業体と集落とのマッチング支援を行い、農作

業のアウトソーシング、分業化などのサポート

を推進することとしております。

また、ばれいしょ等の産地におきまして、ド

ローンを活用した一斉防除体制を構築するとと

もに、ドローンを利用されない方も含めて、全

ての農業者が防除の適期を逃すことがないよう、
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SNSによる情報発信体制の整備を推進してま
いります。

なお、ドローン防除につきましては、農業イ

ノベーション推進室と分担・連携しながら進め

てまいりたいと考えております。

以上で説明を終わります。

【酒井農業経営課長】農業経営課関係の事業に

ついてご説明いたします。資料8ページをお願
いいたします。

ながさき農業労働力確保支援事業です。本事

業は、農業者の規模拡大や所得向上を目指す雇

用型経営体を育成するため、特定技能外国人材

の受け入れや農福連携等による農業分野におけ

る多様な人材活用を推進することを目的として

おり、1,461万2,000円を計上しております。
事業内容につきましては、外国人材受入対策

として外国人材を受け入れる際に必要なWi-Fi
設備や家電等の住環境整備を行うJAや農業法
人等に対しまして、令和7年度から新たに支援
を行うこととしております。また、引き続き外

国人用住居としてJA等へ貸し付ける公舎の改
修や外国人材受入推進協議会の活動支援を行っ

てまいります。

次の国内人材受入対策としましては、農業者

の労務管理研修会や農福連携に係るフォーラム

の開催等を実施いたします。

そのほか、農繁期の異なる他県産地への外国

人材のリレー派遣の推進や、外国人材受入体制

の改善支援を行うとともに、多様な国内人材の

確保や新たな働き方に関する可能性を検討する

こととしております。

説明は以上でございます。よろしくご審議賜

りますようお願いいたします。

【山下農産園芸課長】私からは、農産園芸関係

部分について補足説明させていただきます。

補足説明資料9ページをご覧ください。なが
さき農業気候変動総合対策事業費として6,474
万7,000円を計上しております。
昨年の猛暑など、近年顕著になってきている

気候変動の影響で、作物の栽培環境が悪化して

きております。本事業は、そのような気候変動

による影響に対応していくための品種や技術等

について、調査、開発、実証、普及を一貫して

行い、各産地に安定した生産・出荷体制を早急

に構築し、気候変動に強い産地づくりを推進す

ることを目的としたものでございます。

具体的な内容ですが、まず、県における取組

としまして、産地に対する技術指導や研修会の

開催、温暖化等の影響を受けにくい品種や技術

の探索や調査、農業技術開発センターにおける

新たな生産技術等の研究・開発、気候変動に対

応していくための有望な技術や品種、資機材の

現地実証などに要する経費として、1,975万
2,000円を計上しております。
また、各産地、品目において、気候変動によ

る生産環境の変化、例えば高温や低温、大雨等

への対策に必要となる資機材の導入を、市町と

も協調しまして、県の補助率3分の1以内、もし
くは2分の1以内で支援する助成事業として
4,499万5,000円を計上しております。
以上で補足説明を終わります。よろしくご審

議賜りますようお願いいたします。

【村上農産加工流通課長】私からは、農産加工

流通課の関連事業につきましてご説明させてい

ただきます。

はじめに、長崎・食の賑わい創出プロジェク

ト費についてご説明いたします。資料10ページ
をご覧ください。

この事業は、ビジョン特別事業の食分野とし

て、その場を訪れた県民や観光客が、本県のあ



令和７年２月定例会農水経済委員会・予算決算委員会農水経済分科会（３月１１日）

- 131 -

らゆる食の魅力を堪能できるとともに、県民が

県産品や本県のグルメ等を誇りに思い自慢でき

るような本県ならではの食の賑わいの場が、将

来的に県内に創出されることを目的としまして、

農林部、水産部、文化観光国際部など複数の部

局が連携して取り組む事業として、5,752万
3,000円を計上しております。
来年度からは、今年度の可能性調査を踏まえ、

次なるステップとして、宿泊施設などと連携し

た朝市での朝食の提供など、単に食を提供する

だけではなく、食を通じて地域や食材の価値、

生産者の思いが伝わる食体験を提供する場の創

出に向けた試行と実証に取り組むこととしてお

ります。

さらに、食の賑わいを創出するためには、地

域の食文化や食材の良さ、生産者の思いやこだ

わりなど、本県の食の価値を県民や観光客の皆

様にしっかりと伝えることが重要であることか

ら、料理人や生産者など食に関わる方々がつな

がりをつくる交流の場づくりを進めるとともに、

これら食の価値について、わかりやすい文章や

映像として制作し、関係部局と連携し、SNSな
どを活用し情報発信に取り組んでまいります。

続きまして、長崎和牛銘柄推進事業費につい

てご説明いたします。11ページをご覧ください。
この事業は、長崎和牛のブランド化と販路拡

大を図るため、生産者団体や流通関係者などと

連携したフェアやPRを国内外で行うことによ
り、県内や県外、そして海外において長崎和牛

指定店の拡大を促進する事業でございます。予

算額として2,150万円を計上しております。
具体的には、輸出に関わる食肉流通事業者等

と連携をしまして、海外の長崎和牛指定店にお

いてトップセールスや長崎和牛フェアを実施す

るほか、県内プロスポーツチームのホームゲー

ム等でのPRや、和牛の流通量が多い関西圏等の
指定店において、生産者自らが長崎和牛の魅力

を発信するフェアなどに取り組むこととしてお

ります。

以上で説明を終わります。よろしくご審議賜

りますようお願いいたします。

【富永畜産課長】畜産課からは、畜産関係事業

についてご説明をいたします。

畜産関係事業につきましては、12ページをご
覧ください。

次世代高能力雌牛群整備促進事業費につきま

しては、これまで肉用牛の改良を進めてきた枝

肉重量や脂肪交雑などの産肉能力向上に加え、

新たな指標として、おいしさ能力に着目した県

内繁殖雌牛の整備を推進するもので、2,526万
8,000円を計上しております。
事業の内容につきましては、牛肉中にオレイ

ン酸含量の高い「おいしさ能力」の高い繁殖雌

牛群を効率的に整備するため、高能力牛県内市

場導入支援として、おいしさ能力が高い雌子牛

の導入経費の一部支援、また、ゲノミック評価

支援として、おいしさ能力が高い雌牛を選抜す

るためDNAを分析し、遺伝的能力を評価する経
費への支援、さらに高能力雌牛採卵支援として、

おいしさ能力が高い雌牛から受精卵を採卵する

際の経費の一部を支援するものです。

こうした取組により、消費者ニーズを捉えた

おいしい長崎和牛の生産による肉用牛産地の維

持・発展と生産者所得の向上を図ってまいりま

す。

畜産課関係分は以上でございます。よろしく

ご審議を賜りますようお願いいたします。

【永田林政課長】私から、林政課所管事業につ

いてご説明いたします。

資料13ページをご覧ください。森林環境譲与
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税事業費でございます。

まず、森林環境譲与税の使途について、若干

ご説明をさせていただきます。

森林環境譲与税は、森林環境税及び森林環境

譲与税に関する法律に基づき、市町におきまし

ては、森林の整備や人材の育成、木材の利用な

どの施策に充てられています。また、県におき

ましては、森林整備等の施策を実施する市町へ

の支援等に充てられているところでございます。

このため、県が実施する本事業におきまして

は、市町による適切な森林管理を推進するため、

市町のサポートと森林整備を実施する担い手の

支援を行うものでございます。

事業概要の左側、もりびとの魅力きらめきア

ップ支援は、林業事業体が自ら策定する将来ビ

ジョンの実現、実行に必要な生産管理システム

の導入、就業環境整備、高性能林業機械のリー

スなどの取組を支援する補助事業となっており

ます。

右側、意欲と能力を育む林業プログラム推進

は、委託により林業専業作業員の技術や安全の

ための研修を行うものでございます。その下、

新たな森林管理システムモデル推進は、市町に

おいて、森林経営管理を推進するために必要な、

森林所有者や樹種など様々な森林情報を共有す

るクラウド型森林GISを運用、改修する事務費
であり、その下、長崎県森林経営管理サポート

センターは、森林経営管理制度に関する市町の

相談窓口を委託により設置するものでございま

す。これらに要する経費として、6,786万5,000
円を計上しております。

14ページをご覧ください。
森のめぐみ効果拡大事業でございます。本事

業は、対馬地域における原木しいたけ産業の活

性化を目指すものでございます。生産者、関係

機関で構成するプロジェクトチームによる協議、

調査により、流通・販売対策として新たな出口

対策の強化により新たなバリューチェーンの構

築を図るとともに、生産対策といたしましては、

温暖化に対応したしいたけ菌の選別や普及、休

耕農地を活用した効率的なしいたけ原木の生産

などの取組を支援するものでございます。これ

らに要する経費としまして240万円を計上して
おります。

15ページをご覧ください。ながさ木ウッドチ
ェンジ事業費でございます。

本事業は、非住宅建築物の木造化、木質化を

推進するため、施主等を対象としたアンケート

調査やセミナーを開催し、木材利用に興味のあ

る事業者等を特定した上でアドバイザーを派遣

し木造化、木質化の提案を行うもので、併せて

提案を実現するために県産木材に対する支援を

行うことで、県産材の利用拡大を進めるもので

ございます。これらに要する経費として2,000
万円を計上しております。

以上で説明を終わります。よろしくご審議賜

りますようお願いいたします。

【峰松農政課長】続きまして、農林部関係の繰

越明許費についてご説明をさせていただきます。

予算決算委員会農水経済分科会補足説明資料、

繰越事業理由別調書の2ページをご覧ください。
今回計上しておりますのは、繰越理由別に整

理した表の一番右、2月議会計上④の列の下段、
計に記載の494件、54億1,374万9,000円となっ
ております。

主な繰越理由といたしましては、①事業決定

の遅れの理由によるものが408件、21億2,147
万3,000円、②計画設計及び工法の変更による遅
れによるものが34件、18億3,588万2,000円、③
地元との調整に日時を要したものが32件、7億
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7,074万1,000円、⑤その他が20件、6億8,565万
3,000円でございます。
その他の主な理由につきましては、県営畑地

帯総合農地整備費における入札不調によるもの

や、地すべり防止費において、令和6年5月の豪
雨により施工途中の斜面が崩壊し、手戻り工事

が発生するなど、年度内に適正な工期が確保で

きないため繰越を行うものであります。

なお、これまでご承認いただきました額と合

わせますと、左から2列目、合計欄の下段、計
に記載のとおり合計で592件、122億3,902万
6,000円であり、前年度同期の繰越明許費と比較
いたしますと、件数では21件の減、金額では786
万3,000円の増となっております。

3ページから15ページにかけましては、事業
別内訳といたしまして、所属ごとに繰越箇所、

事業内容等をまとめております。

今後は、残る事業の早期完成に向けて最大限

努力してまいります。

説明は以上でございます。

【清川分科会長】 次に、提出のあった「政策等

決定過程の透明性等の確保などに関する資料

（政策的新規事業）」について、説明を求めま

す。

【峰松農政課長】 続きまして、「政策等決定過

程の透明性等の確保及び県議会・議員との協議

等の拡充に関する決議」に基づく提出資料につ

いて、説明をさせていただきます。

政策的新規事業に係る予算要求内容について

の査定結果を提出するものでありまして、政策

的新規事業の計上状況のうち、農林部関係につ

いて説明させていただきます。資料2ページを
ご覧ください。

左側連番、7番、8番に農林部の2事業の計上
状況について記載をしております。要求額と計

上額に差が出ておりますが、これは予算編成過

程において、事業内容や事務費等を精査したこ

となどによるものでございます。

説明は以上でございます。

【清川分科会長】以上で説明が終わりましたの

で、これより予算議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【饗庭委員】予算に関して何点か質問をさせて

いただきたいと思います。

ただいまありました補足説明資料の9ページ、
ながさき農業気候変動総合対策事業費の中で、

温暖化の影響を受けにくい品種や技術等の探索、

調査とありますけれども、これはどのようにし

て進めていくのか、お伺いします。

【山下農産園芸課長】温暖化等で、昨年の夏の

ように非常に高温であったことで、様々な影響

が出てきていると考えております。そういった

ものへ対応する技術として、既存のいろんな実

証等で分かっているものもございますが、これ

までなかったような環境ということで、我々も

知見を持っていないところがございます。

こういったものに対して、国や他の県でも、

どう対応していくかということでいろいろ検討

されていますので、そういった他の地域での検

討状況を調べまして、例えば現地に行って対応

状況とか行われている技術の効果等を検証して、

それを持ち帰って当県でも活用できるかを検討

して、活用できそうであれば、こちらで使って

いくように措置をしていきたいと考えていると

ころでございます。

【饗庭委員】 他の地域というと、温暖化では、

どこも同じような悩みを抱えておられるかなと

思うんです。この予算でどこを調査しようと思

っているのか、お伺いします。

【山下農産園芸課長】先進地、他の地域での調
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査ですが、国でのいろんな検討状況等もござい

ますので、そういった面で関東、東京方面、国

の機関を一つ想定しております。あとは、同じ

九州でも例えば鹿児島とか宮崎とか、より南方

の地域での取組等を調べることは想定をしてい

るところでございます。

【饗庭委員】暖かい地域を調べて、それを参考

に、長崎でもできるかどうかを進めていくとい

うふうに理解してよろしいんでしょうか。

そういう中で、先ほどご説明があったように

予算要求より額が大分下がっているところで、

予算が組めないことで思っていた調査とかがで

きない部分があるのかどうか、お伺いします。

【山下農産園芸課長】当初出していた予算額か

らの減額は、主に地域への支援の部分でござい

ます。どういった理由かといいますと、国の事

業で、補正予算等で気候変動等への対応のメニ

ューが出されておりますので、国の事業が活用

できるものはそちらを活用するということで、

県の予算からは除いたことが主な要因となって

おります。

【饗庭委員】分かりました。国の予算が使える

ものは国の予算を使ってすると、県は県の予算

でするということで、農業者としては両方使え

るという意味でよろしいでしょうか。

【山下農産園芸課長】活用できるものは国の予

算を、国の予算がうまく使えない部分について

県のメニューとして措置させていただくことで、

農業者が必要なものを選んで活用できるという

ふうに考えております。

【饗庭委員】ますます温暖化が進んでいくかと

思いますので、それによって不作にならないよ

うにしていただければと思います。

次に、10ページの長崎・食の賑わい創出プロ
ジェクト費についてお伺いします。一般質問と

か予算総括質疑の中でも大分出ていたかと思う

んですけれども、この中の魅力的な食体験を提

供する人材の共創の場づくりで、料理人と生産

者など食に関わる人のつながりをつくるという

ところは、県内に料理人って、大きな規模のと

ころから小さな規模のところまで、たくさんい

らっしゃると思うんです。それをどのようにし

てつなげていくのか、お伺いします。

【村上農産加工流通課長】この共創の場づくり

の具体的な取組でございますが、基本的には県

北地区と県南地区の2か所において、まずは取
組を進めたいと思っております。その取組のや

り方としましては、今年度、可能性調査でヒア

リングを行いました。料理人や生産者、食の関

係者を含めまして約130人にヒアリングを行っ
ております。まずは、そのヒアリングを実施し

ました料理人や生産者等の中から、県が考える

目指す姿、こういった趣旨に賛同していただけ

る方を中心にお声かけをしまして、そこから

徐々に輪を広げていきたいというふうに考えて

おります。

具体的には、生産者等から食の価値やこだわ

りなどを聞きまして、生産現場を訪れて、テス

トキッチンでレシピや技術などを学び合うなど、

知って感じて学び合うことができるような取組

を進めていきたいというふうに考えております。

【饗庭委員】今回、県北と県南でということで

すけれども、それ以外にも今後は進めていく予

定で、令和7年度はその2か所ということでよろ
しいでしょうか。

【村上農産加工流通課長】委員ご指摘のとおり、

まずは県北と県南地域の中で2か所ほど、共創
の場づくりを進めていきながら、それをほかの

地域にも取組を広げていければと考えておりま

す。
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【饗庭委員】 分かりました。

次に、横長資料の8ページ、歳入のところで
ちょっとお尋ねしたいんです。農林水産業受託

事業収入が、補正して大分減っていると思うん

ですけれども、その理由を教えてください。

【峰松農政課長】 2月補正予算の受託事業収入
マイナス7,245万円の大半が、農林技術開発セン
ターの試験研究にかかる受託事業収入となって

おります。

農林技術開発センターにおいては、試験研究

を実施するために、競争的研究資金というもの

を応募して、研究資金を収入として受け入れて

いるんですけれども、これが当初予算で予定し

ていた金額よりも実際のところ少なかったと。

理由といたしましては、応募したけれども採択

に至らなかったものや、ちょっと熟度が足りず

に応募するまでに至らなかったものがありまし

て、当初の予定から減額している状況にありま

す。

【饗庭委員】今年度予算のところまで見れてい

ないんですけれども、今年度予算は、これを踏

まえて予算が立ててあるかどうかお伺いします。

【峰松農政課長】 競争的研究資金については、

毎年突然応募するものではございませんので、

数年前から、いろんな共同研究をする方たちを

募って、計画を立てながらやっていくようなも

のでして、来年度についても同規模程度の研究

資金を応募する予定としております。採択して

いただけるように、今後、いろんな工夫といい

ますか、そういった協議等を重ねていくような

計画でおります。

【饗庭委員】工夫をしていただいて、なるべく

多く採択されればと思います。

最後に、部長説明資料の7ページ、有害鳥獣
による農作物被害防止対策に8億9,641万円計

上してあります。被害の対策としていろんな内

容があるかと思うんですけれども、その中でイ

ノシシ対策のA級インストラクター637名育成
しているというふうに書いてありますが、イノ

シシ対策A級インストラクターも必要かと思う
んですけれども、捕獲できる方をもっと育てる

ことが必要かと思います。そのあたりにはどれ

くらいの予算があるのかをお伺いします。

【居村農山村振興課長】今、委員からご指摘ご

ざいましたA級インストラクターの研修につき
ましては、こちらで推進事業として実施をして

いるところでございます。

捕獲従事者の確保、育成につきましては別の

事項で、狩猟免許試験の予算として別立てにさ

せていただいているところでございます。

【饗庭委員】額がどれくらいあるのかと、今は

高齢化しているので、そこも強化していくこと

が必要かなと思うんですけれども、県の考え方

をお伺いします。

【居村農山村振興課長】狩猟免許試験につきま

しては、部長説明にもあるのですけれども、令

和6年度は受験機会を拡大したいということで、
特に幅広い世代とか仕事を持っている方も積極

的に受験できるように、今年度は試験を休日に

開催するとともに、試験会場数も夏と冬、合わ

せて7会場から12会場に増やして、離島も含め
て各振興局単位で受験できるようにしたところ

でございます。その結果、今年度の受験者数は

304名と、昨年度より54名増加しているところ
でございますので、そういったところで進めさ

せていただきたいと思います。

予算でございますが、横長資料の45ページに
鳥獣保護費の鳥獣管理行政費とございます。こ

の中に狩猟取締費ということで、狩猟免許試験、

適性検査等に要する経費1,054万3,000円とい
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う形で予算化しているところでございます。

【饗庭委員】予算を立ててちゃんと増やしてい

っていると、会場も増やし、休日も受けられる

ようにしているということで理解したいと思い

ます。

先ほどあったイノシシ対策A級インストラク
ターというのは、具体的にどのようなことをし

てイノシシ対策をするのか、お伺いします。

【居村農山村振興課長】 A級インストラクター
といいますのは、鳥獣の対策は、防護、棲み分

け、捕獲の3対策を進めているところでござい
ますが、こういった対策を具体的に現場で総合

的に指導していく者で、インストラクター養成

講座を県で開設して推進しているところでござ

います。

また、イノシシのA級インストラクター講座
に加えまして、イノシシ以外も、例えばサルと

かシカとか、そういったところもプラスアルフ

ァの講座として現在開設をして同じく推進をし

て、いろんな指導者を育成しようと努めている

ところでございます。

【饗庭委員】私の地元長与町にも結構イノシシ

が出没する、最近はサルも出没すると言われて

いるんですけれども、637名の方は各地域から
来られて、育成後は各地域で活動すると理解し

てよろしいでしょうか。

ありがとうございます。以上で終わります。

【清川分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

【宮本委員】 大切な当初予算の編成ですので、

いくつか質問させていただきます。

まず、補足説明資料がございまして、前年度

から増になっているという説明がありました。

その主な要因といたしまして、一つに農林技術

開発センターと農業大学校の庁舎等の整備費で

あるというご説明がありました。これについて

お聞きしたいと思います。

今までの委員会でも、いろんなスケジュール

とか目的とかあったと思うんです。概要説明の

中でもありましたが、令和7年度予算額約18億
3,200万円ですかね、かなり大きい額ですから、
来年度から工事に着工すると説明ありましたが、

事業スケジュールについて改めて詳細を教えて

ください。

【峰松農政課長】農林技術開発センター・農業

大学校庁舎等整備のスケジュールについてのお

尋ねです。令和6年度ですが、令和5年度から庁
舎整備に係る基本設計、本年度実施設計を進め

ているところでして、その内容で来年度から新

築を計画しているところでございます。新築に

当たりましては、現庁舎を解体する必要があり

ますので、本年度から一部解体も併せて着工す

る予定で進めてまいりたいと思います。令和9
年度からの供用開始に向けて整備を進めたいと

考えております。

【宮本委員】まずは解体する、併せて建設にか

かるとご説明いただきました。

昨今言われています建設関係の人材不足とか

資材高騰に伴う影響が今の時点でないのか、今

後の見通しについてもお聞きをいたします。

【峰松農政課長】 令和5年度時点では、この当
時の設計金額で発注しておりますけれども、新

築前の積算をする段階で、やはり人件費、物価

高騰、こういったものの影響を受けるというこ

とで、積算をし直した経過がございます。おお

よそプラス5％程度を考えて、今現在進めてい
るところでございます。

【宮本委員】 分かりました。やはり人材不足、

資材高騰は出てくる可能性はありますので、準

備をしているということを確認いたしました。

農林技術開発センターと農業大学校を一体化
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するメリットについて、この予算に関連して、

お聞きさせてください。

【峰松農政課長】もともと農林技術開発センタ

ーにおきましては、県内農家が求める品種や栽

培技術等の開発を行うこと、農業大学校におき

ましては、その現場でリーダーとなるような農

業者を養成するために運営をしているところで

ございます。そういうことで農業大学校学生時

代から農林技術に関して先進的な学びをし、即、

現場に持ち帰っていただくことで、それぞれの

役割を一体的に連携しながら効率的にやってい

きたいというところがあります。

今、時代はスマート化が進められていますの

で、そういった技術をいち早く学生に学んで現

場に持ち帰っていただきたい。また、今現在、

農業を営んでいらっしゃる農家におかれまして

も、リカレント教育を充実させ、県内農業振興

につなげていきたいと考えているところでござ

います。

【宮本委員】この建替えの話がある前に、3年、
4年前でしたか、会派で農業大学校の視察に行
きまして、校舎の老朽化の現状を見て、建替え

の必要性があると痛感いたしました。その後、

こういった形で整備が実現できて、非常によか

ったという感想があるんです。

農技センターと一緒になってきれいになり、

学ぶ環境もできて、スマート化、リカレント教

育なども取り入れる。しかしながら、実際に農

業大学校に入校していただく方がどれくらいい

らっしゃるのかというのは、ちょっと不安視さ

れるところでもあるんですが。

令和9年度から供用開始ということでありま
すけど、今までの推移が、入校者が少なくなっ

ているのか増えているのか、その現状はわかり

ませんが、この予算に関連して、令和9年度か

らの供用開始に向けて、どのような形で入校者

に向けての広報、周知をするのかも併せてご説

明いただければと思います。

【酒井農業経営課長】農業大学校の学生数でご

ざいます。今の1年生は、定員は40名でござい
ますが、1年生は40名という入学者となってお
ります。

2年生が今は29名で、若干定員割れをしてい
る状況です。この要因としまして、実は先行し

まして学生寮が、もう既に建替えられて供用さ

れております。旧学生寮は2人部屋、3人部屋で、
環境的にあまり良くない状況だったんですが、

新寮は個室です。しかもWi－Fi設備もしっかり
と整備されているということで、非常に学生に

好評をいただいておりまして、勉学にしっかり

励めると学生から評判を聞いています。そうい

った効果としてこうした形で入校者が増えたと

は、なかなか言いにくいところはあるんですけ

れども、農業大学校に来ると、非常にきれいな

校舎で勉学ができる、寮もしっかりと整備され

ている。そしてまた、今、令和9年度以降のカ
リキュラムについて検討をしているところでご

ざいます。カリキュラムの中でスマート技術に

ついてしっかり学べるとか、今後必要になって

くるグリーンの技術についても学べる、そうい

ったものを募集のパンフレット等にしっかりう

たい込んで、今後、各学校に募集に回っていき

たいと考えている次第でございます。

【宮本委員】 非常に明るい兆しが見えてくる。

今が暗いとは言いませんけど、今後、若い新規

就農者とか若い方々が就労する面においては、

非常にすばらしい教育機関ですので、引き続き

そういったことを入校者に向けてアピールして

いただきたいのと、できる限り工事に遅れがな

いように、途中途中、対応していただければと
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思います。

次に、補足説明資料の10ページです。先ほど
饗庭委員からもありましたが、ビジョン事業で

すね、長崎・食の賑わい創出プロジェクト費で

す。一般質問でもあっておりましたが、先ほど

のご答弁でも県北と県南ということでありまし

た。

一般質問では、佐世保朝市で取組を、まずは

実証実験というか試行したいとあったんですが、

佐世保朝市は非常に早いんです。そこでホテル

に宿泊の方々が朝食をとると、恐らく7時半と
かにはもう片付けているんじゃないかなと思う

んですが、どういったスケジュールというか、

流れでいくのかというのを教えていただければ

と思います。

【村上農産加工流通課長】佐世保朝市の試行の

時間帯のお話だと思いますが、佐世保朝市にお

ける食の賑わいの試行につきましては、実施時

期とか、その時間帯の具体的な内容につきまし

ては、今後、地元のまちづくり団体とか佐世保

市等と協議していくことになるかと思っており

ます。

例えば宿泊施設の方が朝食を食べるとなった

時には、委員がご指摘のとおり7時半とか9時と
か、そこぐらいまではしっかり開けておかない

と試行できないかなと思っております。そうい

ったところも含めまして、今後試行していくた

めに、協議の中では、観光客も地元の方もしっ

かり堪能できるような、楽しめるような時間帯

というところもしっかり考慮して取り組んでま

いりたいと思っております。

【宮本委員】ぜひ、佐世保朝市を見ていただき

たく思います。観光客にも、ああいうのは全国

的に多々あるんでしょうけど、長崎にもあるん

ですよとしっかりとアピールしていただきたい

と思いますので、よろしくお願いいたします。

次に11ページ、長崎和牛銘柄推進事業費であ
ります。組み替え新規事業とお聞きしているん

ですが、この中で、長崎和牛のブランド化と販

路拡大ということで、海外での長崎和牛の指定

店の拡大を推進とあります。輸出にもさらに力

を入れていくという意気込みを感じつつ、そも

そも長崎和牛はどれくらい輸出額があるのかと

いうことの推移と、この事業を通してここまで

輸出額をもっていくというものを確認させてく

ださい。

【村上農産加工流通課長】長崎和牛の輸出につ

きましては、県では、これまで関係団体と構成

する長崎和牛銘柄推進協議会において、シンガ

ポールとかタイでフェアの開催とか、長崎和牛

の指定店の拡大に取り組んできたところでござ

います。また、令和5年度からは、タイへの新
たな販路開拓した結果、令和5年度の輸出額は
約2億5,000万円ということで、これは対前年比
で6％ほど増加している状況でございます。
総合計画にある長崎県農産物の目標額につい

ては、令和7年度に10億円としております。そ
の中で、長崎和牛を含めた牛肉の輸出につきま

しては、令和7年度で2億7,000万円を目標とし
ておりますが、これにとどまらず、しっかりク

リアするように取り組んでまいりたいと考えて

おります。

【宮本委員】推移は増えてきているということ

で、令和5年度は6％増ということがわかりまし
た。長崎和牛が海外でも人気だということは、

少しずつですね、認識されていると思うんです。

昨日の水産部でも質疑があっていましたが、さ

きほどシンガポールと出てきましたが、この事

業を通して、「ベトナムにおける長崎和牛フェ

アの実施」と書いてあるんですが、最も力を入
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れていきたい国とかですね、ここに関して販路

を拡大しますということを改めて確認させてく

ださい。

【村上農産加工流通課長】先ほど委員から、長

崎和牛を輸出する中で最も力を入れる国はとい

う話をいただきました。令和5年度に最も長崎
和牛が輸出された国はタイでございます。令和

5年度から、県内の食肉センターから新たなル
ートをつくりまして積極的に取り組んでいった

ところが、今、伸びてきている状況でございま

す。

このことからも、まずは県内のと畜場からの

輸出量をしっかり増やしたいというところもご

ざいまして、タイと、補足説明に記載していま

す、食肉センターから輸出できる可能性がある

国はベトナムもございます。ベトナムも、人口

の増とか経済発展が見込める地域でございます

ので、タイ、ベトナム、こういったところをし

っかり取り組んでまいりたいと考えております。

【宮本委員】と畜場とも連携をとっていただい

て、輸出がもっともっと増えるように取組を推

進していただきたいと思います。よろしくお願

いいたします。

次に、補足説明資料の12ページ、次世代高能
力雌牛群整備促進事業費について、ちょっとお

尋ねをいたします。こういった技術があるんだ

なということを、概要説明の時も改めて確認を

させていただいたんですが、ゲノミック評価で

おいしさ能力が高い雌牛を選抜することで、お

いしさ能力が高い雌牛ができるということを改

めて確認をいたしました。

12ページの右下に「おいしさ能力が高い繁殖
雌牛群」とあるんですが、この予算を使って、

何頭という言い方が適当なのかどうかわかりま

せんが、どの程度つくっていく、改良をしてい

くのか、何頭という目標みたいなものがあれば

教えていただければと思います。

【富永畜産課長】この事業につきましては、委

員ご指摘のとおり、おいしい長崎和牛を生産拡

大していくという事業でございまして、それに

は雌牛、そして雄牛からの改良で、おいしい長

崎和牛を生産拡大していくものでございまして、

現在の目標では、今、雌牛頭数3万頭あります
が、令和11年に、その3割程度を中・長期的に
改良していきたいというふうに考えております。

【宮本委員】 令和11年度に、3万頭のうちの3
割を「おいしさ能力」が高い繁殖雌牛群にする

ということですね。これによって、長崎和牛が

おいしさにたけているということで一定の理解

をいたしました。

この過程には、受精とかそのタイミングとか

も非常に重要になってくるかと思います。ゲノ

ミック評価支援とか、導入支援ということがあ

りますので、狙いというか、頭ではわかってい

ながらも、実際のこの行動というか取組自体が

ちょっと、いかにもぼやけているというか、大

きく捉えてしまうので、なかなかわかりづらい

面はあるんですが、こういったものをやりなが

ら「おいしさ能力」が高い雌牛をつくると理解

しましたので、できる限り努力していただけれ

ばと思います。

もう1点、ちょっと確認をしたいのがありま
して、先ほど饗庭委員からもありましたが、有

害鳥獣による農作物被害防止対策です。防護、

棲み分け、捕獲と3つの対策と承知しているん
ですが、部長説明資料7ページに新技術の実証
とあります。

先ほど人材育成については説明がありました

が、新技術の実証ということでありまして、以

前はICTを使った捕獲対策を進めていくと数年
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前に確認しておりますが、この新技術の実証に

ついてどのようなものか。

それと、県が先だってするのではなくて、予

算額は市町の被害対応への補助と捉えていいの

か、その2点をお尋ねいたします。
【居村農山村振興課長】今、委員からご指摘が

ございました、まず新技術といたしましては、

鳥類追払い対策としまして、空港のバードスト

ライク対策などでも活用されております高周波

音を出す機器等を用いた追払いの実証などを実

施する予定としております。

先ほど委員からございましたICTを活用した
ものにつきましては、新技術と位置づけるので

はなくて、スマート化という位置づけで進めて

いるところでございます。

また、市町等への補助金についてでございま

すが、被害防止対策を実施する市町や市町の地

域協議会への補助金は、予算全体の8億9,641万
円のうち8億6,319万円で、ほとんどが市町等へ
の補助金となっております。

残りの3,300万円が県の推進事業となってお
りまして、先ほど饗庭委員からございましたA
級インストラクターの人材育成とか、ジビエの

推進とか、いろんな新技術の実証の経費などを

進めることとしております。

【宮本委員】 詳細、分かりました。新技術とい

うことで鳥類に対する対応と、ほぼ市町への補

助であるということも確認させていただきまし

た。

この予算を使って、少しでも農作物の被害額

が減少していくことがもちろん大事ですが、委

員会説明資料の中に、令和5年度の被害総額が1
億5,200万円と出ていたんです。令和5年度は前
年から5,200万円増加していると、いろんな対策
を講じているんだろうけれども、こういった形

で増えたと。予算に関連して、5,200万円が増え
た要因は何かというのを、今、確認させていた

だければと思います。

【居村農山村振興課長】 イノシシによる令和5
年度の農作物の被害額は約1億5,200万円でご
ざいまして、鳥獣被害全体の約7割を占めてい
るところでございます。前年と比べまして増加

したところでは、特に水稲で約2,400万円、果樹
で同じく約2,400万円ほど増加しております。こ
れが増加の要因だと考えております。被害面積

も全体で約42ヘクタール増加をしておりまし
て、水稲が28ヘクタール、果樹が7ヘクタール
増加しているところでございます。

増加した要因や状況を把握するために、被害

を受けた圃場全部について、市町を通じて圃場

の地番、栽培作物、防護柵の設置状況等の調査

を実施しているところでございます。現地の状

況といたしましては、防護柵未設置のところで

水稲などの新規の被害が増加をしていると、ま

た、設置済みのところでも、果樹などで草刈り

等が不十分で電気柵が通電をしていなかったり、

あるいはワイヤーメッシュ柵の維持・補修が行

き届かずに被害が発生したところがあり、こう

いった状況につきましては対策が必要と考えて

おりまして、市町とも情報を共有しているとこ

ろでございます。

【宮本委員】 病害虫防除対策費の8億9,641万
円に関連いたしまして、被害についても確認を

させていただきました。きちんと分析していら

っしゃるし、それに対する対応もとっていただ

ければと思います。

ちなみに、この予算を使って、被害額がもち

ろん減少することを期待するんですが、イノシ

シが7割以上ということでありました。来年度
の被害額の目標とかあれば、そして、今後どの
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ような形で、そこにも書いてあるんですが、こ

の予算を使って、農作物の被害総額が少しでも

少なくなるような今後の対応について、この2
点をお伺いさせてください。

【居村農山村振興課長】県では、活性化計画の

中で、鳥獣対策の被害額の縮小目標を掲げてお

ります。最終年度までには1億2,000万円ほどま
で下げたいという目標を掲げております。しか

しながら、今の状況としては、なかなか難しい

状況にあるところでございます。我々は、少し

でも農作物の被害額が少なくなるように、関係

市町、猟友会、団体とも協力しながら進めてま

いりたいと考えております。

【宮本委員】まだまだイノシシの被害、その他

の動物による被害も出てきておりますので、い

ち早くこういった新技術を導入して、人材育成

もしながら対策を講じていただきたいというこ

とを改めて要望させていただきます。

以上です。

【清川分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

【山下委員】 私からは、予算議案で2点、端的
に質問させていただきたいと思います。

まず、先ほど饗庭委員からもありましたが、

新規事業でながさき農業気候変動総合対策事業

費、資料の9ページです。その中で、気候変動
対策機器等の導入支援で4,499万5,000円計上
されております。

実は私にも、地元のみかん生産者から、昨年

から急速に温暖化が進んで、貯蔵庫等で、せっ

かく収穫した生産物がだめになったという訴え

がありまして、そういうご要望が農林部にも上

がってきていたんじゃないかと思います。本当

に素早く予算化して、このように計上していた

だいて、本当に感謝しております。素早い対応、

本当にありがとうございます。

まさに本当にもったいないという一言ですね。

せっかくいいものを頑張って作ったのに、それ

が商品までいかないとは非常にもったいない話

でありまして、今回の支援で、かなり皆さん助

かるんじゃないかと思っています。

2点ほど確認なんですけれども、一応、ポン
チ絵の中ではみかんとアスパラガスがかいてあ

ります。ほかにどのような品目を想定してこの

予算を計上されているのか、まずそこをお尋ね

いたします。

【山下農産園芸課長】 最近、気候変動、特に高

温等の影響は様々な作物に出てきているところ

でございます。当然みかんもそうですし、主要

な品目でいきますと、いちごとかばれいしょ、

そういったものにもいろんな被害が出てきてお

りますので、対応をしていく資機材の導入等を

このメニューの中に入れているところでござい

ます。

農作物以外で畜産関係でもやはり高温での影

響が出ておりますので、畜産に関するメニュー

も措置させていただいているところでございま

す。

【山下委員】いちごやばれいしょ、畜産という

ことでございます。

畜産ということであれば、例えば牛舎が高温

になってくる、そこの温度対策というか、そう

いうことでしょうか。

【富永畜産課長】ご指摘のとおり、畜産に関し

ては、子牛が非常に暑熱に弱いということで、

夏場の牛舎内の温度を下げるためにドロマイト

石灰を屋根にドローンで塗布すると、そういっ

た取組も検討してまいりたいと考えております。

【山下委員】大変助かるんじゃないかなと思い

ます。夏場、非常に高温になりますので、牛舎

の対策をドローンを使ってということでありま
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す。

みかんから牛までということでありますが、

そういうご要望があれば全て網羅できる予算に

なっているのか、それとも限定的に始めていく

のか、そのあたりはどういう想定で予算組みを

されているのか、お尋ねいたします。

【山下農産園芸課長】 まず、現場への支援、資

機材の導入等については、これまで実証とか、

いろんなもので一定の効果が見込まれると検証

されたものを入れていこうと考えております。

一方で、まだ技術的にそこまで至っていない

とか、まだまだ実証が必要であるとか、研究が

必要であるというようなものもございますので、

そういったものはすぐには難しいですが、実証

作業、研究を進めることによって中・長期的に

は、より効果のあるものは対象にしたり、こう

いった支援などに含めていきたいという考えを

持っているところでございます。

【山下委員】この件の最後ですけど、国の支援

は何か今まであったのか、それとも今後考えら

れるのか。今回は県単ですよね。国がもっとこ

ういう支援メニューをつくっていただくとあり

がたいんですけれども、そのあたりの動きは何

かございますか。

【山下農産園芸課長】国の動きでございますが、

研究開発等で、そういったメニューが入ってい

るところでございます。

例えばみかんですと、今年のように高温で乾

燥しているということであれば潅水等が必要と

いうことで、そういった部分を支援するメニュ

ーは国でも追加されておりますので、国も一定

の効果があるものは支援メニューに含める動き

があると認識しております。

【山下委員】ぜひ来年度、再来年度も引き続き

予算化して、ぜひとも支援を続けていただきた

いと思います。

2つ目です。林政課の森林のめぐみ効果拡大
事業費、補足説明資料の14ページです。240万
円を予算化していただいておりまして、対馬の

原木しいたけの出口戦略だと思います。

私の認識は、生産者は頑張って生産して、な

かなか出口の部分まで、販売ルートというとこ

ろまでは生産者は手が回らない、ちょっと不得

意な分野だというような形で、そこを補完する

というか支援していくことで、販売ルートを確

実につくって生産の効率を上げていくと、そう

いった効果があるのかなと思うんです。

これは今年度も150万9,000円で、少し増額に
なっているんですけど、何か衣替えをした予算

という形でよろしいんでしょうか。確認です。

【永田林政課長】 今、委員ご指摘のとおり、衣

替えというか、ここでいいますと一番上の「新

たな出口対策の強化」というところ、出口対策

をこれまでの事業よりも強化したということで

ございます。

具体的に申しますと、委員ご指摘のとおり、

なかなか出口戦略がうまくいっていなかったと

ころがございましたので、一般社団法人離島振

興地方創生協議会（離創協）の力を借りて、し

っかり出口を探していこうというのが、新たな

取組となっております。

【山下委員】対馬の原木しいたけ、大変おいし

いものでありますし、東京あたりだったら、か

なり珍しいんじゃないかと思うんです。関東・

関西圏に送れるような出口をつくっていただく

ことで、生産も上がっていくんじゃないかと思

いますし、ぜひとも支援をですね。

また、今回は240万円つけていただいていま
すけど、ぜひ増額も、再来年度に向けて頑張っ

ていただきたいと思っております。私からは以
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上です。

【清川分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

【千住委員】 私は、まず、空飛ぶ未来を拓くド

ローンワールドプロジェクト費の中の農業にお

けるドローンの技術改良、あるいは防除等の拡

大に向けた体制構築についてお尋ねします。

昨年もこういった費用が上がって、今回もこ

ういった実験、実証に上がっているんですが、

農家の方は非常に高齢化も進んでおりまして、

もう待ったなしの状態じゃないかなと思ってお

ります。そこで、実際にこれが実用化するめど

は立っているのか、それと現状の中の課題はど

ういうところなのか、お尋ねします。

【三溝農業イノベーション推進室長】まず、今

の課題でございますが、水稲と違いまして、み

かん園は傾斜地に位置しており、木の高低があ

り、樹形も一様じゃないため、水稲と比べまし

て、農薬の散布量も非常に多いこともありまし

て、防除時間も長くなります。また、みかん園

に関しては、雑木とか防風垣とか生産資材、こ

のあたりが多く、事故の危険性も非常に高いと

いうことがございます。

今まで水稲の場合は手動でされていたんです

が、みかんの防除の場合は自動でその圃場を回

ることと、みかんの木の高さに合わせてドロー

ンに上下する機能がついていないと、手動です

ると事故の問題がございます。このため実証で

は、圃場を事前にデータ化して、3D化して、そ
れによって自動飛行が可能な大型のドローンを

用いております。

今後の普及の見込みですが、今年度、既にド

ローンを購入されている組合の方がいらっしゃ

いまして、そこで防除が始まっております。ま

た、JA長崎せいひも、サービス事業体で来年か
ら試行を行うこととしており、実証である程度、

防除の効果も上がってきておりますので、今後、

そこでの普及を図っていこうと考えております。

【千住委員】ドローンに関しては、使える薬剤

がまだ少ないといったこともありますし、機種

によって免許も必要になるとは思うんですが、

ドローンで防除をやっているところはたくさん

あると思うんです。

今現在、県が実証実験をやっているところは、

県内各地にあるんですか。

【三溝農業イノベーション推進室長】今回のみ

かんの実証に関しましては、以前から農林技術

開発センターで試験的にドローンの防除をして

おりまして、そこの実証に携わった関係者の方

にお願いしております。

先ほど申したとおり、ドローンがある程度大

きくないとできないということもありますし、

それから自動的に運航できるようなドローンと

いうことで、そういう機種を持っていらっしゃ

る方が県内ではさほど多くないと私たちも伺っ

ております。今回については事業でさせていた

だいておりますし、そのほかにもメーカーの方

が実演会とか実証をされていることは伺ってお

ります。

【千住委員】長崎で、県外の企業とつながって

いて、すごくいい機材を持っているとか、技術

者がいるとかというのがありますので、そうい

ったところも調査していくと非常に進んでいく

んじゃないかなと思いますので、よろしくお願

いしたいと思います。

続きまして、先ほどからたくさん上がってお

ります長崎・食の賑わい創出プロジェクトにつ

いてお尋ねをしたいと思います。

まず、要求額が1億3,500万円あったのが、実
際には5,700万円に減額になっていると、半分以
下になっていると、この要因は何でしょうか。
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【村上農産加工流通課長】 今回、長崎・食の賑

わい創出プロジェクト費につきましては、予算

要求時に、賑わいの場の試行実証のほか、ガス

トロノミーツーリズムと食に関わる人材の共創

の場づくり、情報発信の4事業で予算要求をし
たところでございます。

そのうちの試行実証につきましては、実際の

回数とか時期、規模などの精査を行いまして、

必要な予算を確保してきたところでございます。

また、ガストロノミーツーリズムにつきまし

ては、ビジョン事業が部局連携による取組をす

ることとしておりますので、関係部局の既存事

業と連携するということで、この事業では落と

したところでございます。

また、情報発信につきましても、当事業では

本県ならではの食文化や食体験をしっかり記事

とか映像にして編集するための予算を計上しま

して、「ながおし」など関係部局のSNS等の既
存媒体をしっかり活用しながら発信していくと、

こういった見直しによりまして6,800万円ほど
削減をしたところでございますが、関係部局と

しっかり連携することで、着実に推進していく

予算を確保できたものと考えております。

【千住委員】 昨年3,000万円の予算を立てて調
査を行って、今回、その調査を、年度終わって

ないですけど、それを基に予算要求をされたと

思うんです。そういった中でこれだけ減額され

るのは、見直したということであれば、実際の

ところの本気度がどうなのかと非常に疑問に思

うわけですよ。

最終的に長崎・食の賑わい創出プロジェクト

で、どういう形がゴールといいますか、こうな

るというビジョンが、私、一般質問とか聞いて

いたんですけど、全然浮かばなくてですね。ど

ういったところにゴールを持っていっているの

か、それをお聞きしたいと思います。

【村上農産加工流通課長】この取組の狙いとか

目指す姿というところでございます。まず、こ

の事業の取組の狙いとしましては、令和6年3月
に策定されました新しい長崎県づくりのビジョ

ン「未来大国」の重点分野に位置づけられてい

る食分野において、「THEワールドクラス、世
界が惚れこむ食体験」を実現するために、食の

賑わいを創出することにより、その場を訪れた

方が本県の食の魅力を堪能できるのはもちろん

のこと、県民が本県の食を誇りに思い、自慢に

できる機運を醸成することを目指しているもの

でございます。

その将来的な食の賑わいの場の創出に向けま

して、長崎ならではの食の賑わいの場のあるべ

き姿につきましては、本県固有の地理とか歴史

などに基づく多様な食材や食文化を背景として、

単に食を提供する場だけではなく、食を通じて

地域の食材、地域や食材の価値、生産者の思い

が伝わる食体験を提供する場を目指すことで取

り組んでまいりたいと考えております。

【千住委員】未来大国の中のワールドクラスの

食文化というと、ここですることなのかなとい

うふうには正直思うんですけれども。

佐世保の朝市でと、先ほど宮本委員の質問の

答弁で、団体あるいは佐世保市と今後協議して

時間等も決めていきたいというお話があったん

です。去年調査をして、具体的な形になって初

めて出てくると思うんですけれども、まだ今か

ら協議ということになるとちょっと。

実際に本当に目指しているもの、例えば海外

のクルーズ船等を対象としてもよかったのでは

と思うんですけど、なんでここだったのかなと

思うんですが、いかがですか。

【村上農産加工流通課長】なぜ佐世保地域で朝
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市、万津エリアだったのかというところでござ

いますが、今年度、この食の賑わいの調査をし

ていく中で、ちょうど佐世保地域においては、

佐世保市とか佐世保観光コンベンション協会、

そしてその地域のまちづくり団体などとヒアリ

ングをしていく中で、こういった様々なプレー

ヤーが、この万津エリアで賑わいの可能性を模

索していたところでございます。

今回の事業で可能性調査をした上で、そうい

った具体的なプレーヤーが見えてきたところで

試行、実証をしていきますが、佐世保エリアに

ついては、ヒアリングの段階で具体的なところ

が見えてきたところもございますので、こうい

った方々と一緒になって、この万津エリアにお

いて食の賑わいの試行、実証を重ねていきなが

ら、実現に取り組んでまいりたいというふうに

考えております。

【千住委員】今後、協議とかしていきながらと

思うんですけれども、実際にここで具体的な目

標というのはあるんですか。

【村上農産加工流通課長】具体的な目標といい

ますのは、例えば佐世保地域において、食の賑

わいの場の創出を目指すというのが目標として、

事業KPIとして設定しているところでございま
す。

【千住委員】賑わいの創出ということで、私は

全然見えないんですけれども、賑わいの創出が

今回単年度で終わることなくですね。今後、こ

れが単年度で終わるのか、それとも、県が今見

ている目標といいますか、明確に見えている目

標を達成するまでやるのか、それについてお尋

ねします。

【村上農産加工流通課長】食の取組につきまし

ては、先ほど申しましたように未来大国のビジ

ョンに基づきまして今取り組んでいるところで

ございます。概ね10年後を目指すという未来大
国のビジョンでございますので、この取組につ

きましても、そのビジョンの実現に向け、単年

度で終わることなく取り組んでまいりたいと考

えております。

【千住委員】 一区切り、10年をめどにやると
いうことでよろしいですか。

【村上農産加工流通課長】 概ね10年をめどに
取り組みたいと思っておりますが、地域によっ

ては早期の賑わいの場の実現に向けて、10年と
言わず取り組んでまいりたいと考えております。

【千住委員】 10年と言わず、それはもう1年で
も早く達成すべきだと思いますので、関係団体、

佐世保市ともしっかり話をしながら取り組んで

もらいたいと思います。

最後に、横長資料の歳入のところで。私は、

この委員会は初めてなのでちょっとお聞きした

いんですが、横長資料の8ページ、財産売払収
入のところで、農林技術開発センターの試験研

究に係る物品売払収入が約3,900万円、生産物売
払収入が約5,700万円、約1億円の売払収入があ
るということですけど、この辺の詳細を教えて

もらいたい。

【峰松農政課長】農林技術開発センターにおき

ましては、試験中あるいは終了後に生産物が生

じます。県の物品管理規則におきましては、自

家生産した動植物につきまして、物品あるいは

生産消耗品として登録することになっておりま

して、このうち牛・馬につきましては生後8か
月、豚・羊につきましては生後6か月以上経過
したもので、その後も継続して飼養する場合に

は物品として登録をすることになります。

そういった生産物につきまして、例えば試験

終了時や、枝肉を研究する場合に出荷したり、

市場に販売する、あるいは野菜、花などの生産
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物につきましても市場を通して出荷、販売した

時の収入につきまして歳入で計上しております。

【千住委員】もしよければ、その詳細といいま

すか、後で資料でもいただけたらと思うんです

けれども、委員長、お願いします。

以上で終わります。

【清川分科会長】ほかに質疑はございませんか。

【大倉委員】 私から、資料3「主要事業等の概
要」に準じて質問をします。横長のカラー刷り

のものです。

10ページの農山村振興対策について、まず伺
いたいと思います。鳥獣害に強い地域づくりに

関する質問、先ほど宮本委員からも饗庭委員か

らもありましたけれども、予算として8億9,600
万円余りがついています。これは多くが国庫補

助ということですから、これはかなり手厚い事

業ができるんじゃないかと大きく期待をしてい

るところでございます。

これは農作物被害への対策が基本的に重点的

になってくると思うんですけれども、鳥獣害に

強い地域づくり、地域づくりという観点から、

ちょっとご質問したいんです。

とりわけイノシシに関して、私の話ですけれ

ども、私が住んでいるのが長崎市内の蛍茶屋付

近なんですが、そのあたりで最近、結構イノシ

シを目撃するんですよ。実際、私の家の庭にも、

ある時、3頭のイノシシがいまして、庭を掘り
起こしていたわけです。相当びっくりしました

ね。その3頭のうち1頭が、私のほうに向かって
きてですね。イノシシというのは、基本的には

憶病な生き物ですから、私にびっくりしたんだ

と思うんですけど、向かってきて、まさに私、

ちょっと体を翻して、けがはなかったんですけ

ど、猪突猛進というものを実体験したんですよ、

この冬に。結構、そういった目撃、被害とかが

散見されているということを私、自治会からも

聞いていまして、そういうことが起きると、人

的被害という観点からも、これはちょっと注意

しなきゃいけないなと思っているところでござ

います。

最近、都市部とか住宅地にイノシシが増えて

いるんじゃないかなと、これは勝手な私の印象

なんですけれども、そこでご質問なんです。担

当が違うと思うんですが、もし分かればで結構

なんですけれども、最近、都市部とか住宅地で

イノシシ被害が増えていないかどうか、そうい

った数字だけでも結構ですので、目撃報告とか

被害報告とかがあれば教えていただきたいんで

す。

【居村農山村振興課長】 県といたしましては、

市街地出没に関しまして、各関係部局によりま

す連絡会議を設置しておりまして、対応マニュ

アルの作成とか情報共有とか、あるいは研修会

などをしているところでございます。

委員からございました野生鳥獣の市街地出没

に関する相談件数を、長崎市と佐世保市から状

況を報告いただくこととしておりまして、令和

5年度は2市合計で1,085件ございました。前年
度より231件減少しているんですけれども、依
然高い状況にあるというふうに考えているとこ

ろでございます。

【大倉委員】じゃあ、決して被害が増えている

わけではないということでございますね。

ただ、イノシシって繁殖能力が非常に高い生

き物ですよね。1回の出産で5頭、6頭ぐらい出
産すると、多い時には10頭ぐらい出産するなん
てことも言われています。幼いイノシシは1年
で成体化していくということですから、また繁

殖能力を持つわけで、そう考えればどんどん、

どんどんイノシシって基本的には増えていくと
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考えていいと思うんです。

そういう中で、猟友会の方々の取組で駆除し

ていただいていると思うんですけれども、その

個体数を伺いたいんです。本県にはイノシシは

どれくらい生息しているのか、そのあたりの状

況を把握していらっしゃいますか。

【居村農山村振興課長】 我々は、年間3万頭か
ら3万6,000頭ぐらいの捕獲をイノシシについ
ては事業で実施しているところでございます。

ただ、個体数の推定につきましては、野外調査

に基づいた科学的な推定方法とか、群の動向の

指標が確立しておりませんので、個体数把握は

困難な状況にあるところでございます。

県では、これまでも政府施策要望の中で国に

対しまして、個体数の調査とか、その手法につ

いて要望を行ってきておりますけれども、現段

階ではまだその手法が確立されておりませんの

で、引き続き要望を行っていきたいと考えてお

ります。

【大倉委員】ぜひ国に、個体数の調査の要望を

引き続きよろしくお願いいたします。

イノシシ対策は、基本的には農作物への被害

が深刻な状況が続いているわけですね。しかも

特効薬がなかなかないという現状があると思い

ます。それはやっぱり依然として昔から変わら

ないわけですね。

対策として、県が推奨している3つの対策が
ございます。防護対策、棲み分け対策、捕獲対

策、それぞれの対策を詳しく教えていただけま

すか。

【居村農山村振興課長】イノシシによる農作物

被害を防止するために、防護、棲み分け、捕獲

の3対策について、地域ぐるみで対策を実施し
ているところでございます。

防護対策といたしましては、国の事業などを

活用いたしまして、今までに延べ1万6,000キロ
メートル以上のワイヤーメッシュ柵や電気柵な

どの防護柵の設置による侵入防止対策を推進し

ているところでございます。

棲み分け対策といたしましても、柵周辺の草

刈りとか、放棄された果樹の除去などによりま

して、イノシシが近寄りにくいような、餌場と

ならないような環境づくりの支援を行っている

ところでございます。

捕獲対策といたしましても国の事業等を活用

いたしまして、捕獲機材の整備、あるいは捕獲

経費の助成、捕獲の担い手の確保、先ほど狩猟

免許試験の話もございましたが、こういった対

策に取り組んでいるところでございます。

【大倉委員】 それから、ICT技術の話も先ほど
ちらっと出ました。今、対馬ではもう導入済み

だと思うんですけれども、今後の展開など、そ

して、その中身の拡充などについてご説明いた

だければと思います。

【居村農山村振興課長】 ICTの取組といたしま
して、イノシシを捕獲した際にスマートフォン

で撮影してデータを入力することで、捕獲の位

置情報や捕獲記録が作成され、自動的に市町の

パソコンに情報が送信される捕獲アプリの導入

推進に取り組んでいるところでございまして、

先ほど委員からございましたように対馬市で活

用が広がる中、他の市町への波及を進めている

ところでございます。

【大倉委員】 令和7年度にどれくらいの市町に
展開していくと、その辺はまだ決まっていない

でしょうか。

【居村農山村振興課長】 令和7年度につきまし
ては、各市町に調査を行っておりまして、対馬

市を含めまして8市町で取組む意向と聞いてい
るところでございます。
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【大倉委員】 8市町へ意向を聞いているという
段階ですね。承知しました。

これはスマートフォンでの取組だと思うんで

すけど、どうしても高齢の方はスマートフォン

が苦手な方も多いと思うんです。操作がちょっ

と難しいという方もいらっしゃると思います。

その使い勝手などに関して、対馬市の方から何

か注文などは入っていますか。感想も含めて、

もしあれば教えてください。

【居村農山村振興課長】現在、対馬市で先にモ

デル的に実施をしているところでございまして、

やはり高齢者の方につきましては、最初の導入

はなかなか難しいと聞いております。しかしな

がら、若い方とか新規に免許を取得された方に

つきましては、比較的スムーズに、研修会を通

して取組むことができているということでござ

います。

捕獲従事者は事務の作業の負担軽減につなが

りますし、市町のいろんな取りまとめとか事務

の負担軽減につながると対馬市からお聞きをし

ておりますので、そういった取組成果を他の市

町にもしっかりと説明をしながら、波及を進め

てまいりたいと考えております。

【大倉委員】アプリの周知と使用方法も含めて、

しっかりと皆さんにお伝えいただきたいと思い

ます。

イノシシによる農作物被害自体は減少してい

るとはいえ、鳥獣害の中ではイノシシ被害はや

っぱり一番多いということですから、もうぜひ

市町、そして市民団体の方々と連携して、被害

減少に取り組んでいただきたいと思います。

それから、同じ主要施策の概要資料の26ペー
ジ、皆さんからいろいろ質問が出ています長

崎・食の賑わい創出プロジェクトに関してです。

「現状と課題」のところで、ここの文言に関

してちょっと指摘をしたいんです。本県は「他

県等と比較して『食』のイメージに乏しく、観

光客等に食で評価される状況にない云々かんぬ

ん」と書いているんです。言い切っているんで

すけれども、私は、ちょっとこれは一方的な書

き方というか、決して食のイメージは乏しくな

いと私は思っているんですよ、本県は。決して

評価されてなくはないと思っているんです。

「長崎って、何？」と観光客の方にざっとし

た質問をすると、大体皆さん、「ちゃんぽん、

皿うどん、カステラ」と出てくるんです。食の

イメージは乏しくないんですよ。

つまり、食というものに関して、どういう切

り口で、どんなふうにブランディングして、ど

う発信していくかというところが乏しいんです

よ、本県は。食自体は決して乏しくないんです。

ですから、そこをまず指摘したいんです。もう

ちょっと正しく現状を認識していただきたいな

と私は思っているんですけれども、ご見解があ

りましたら、よろしくお願いいたします。

【村上農産加工流通課長】本県の食の評価が他

県に比べて低いというお話ですが、大手旅行会

社の2024年の統計調査において、宿泊旅行の目
的として「地元のおいしいものを食べる」とい

うふうに回答した割合が41.4％と、全国平均よ
り低い状況にございます。

この要因としましては、本県は長崎市とか佐

世保市とかハウステンボスとか、そういった印

象が強くて、テーマパークとか観光名所、こう

いった相対的な選択になっているものですから、

こういった数値が全国平均より高いことで、相

対的に食を選ぶ人が少なかったんだというふう

に私たちも認識しているところでございます。

一方で、先ほど委員からお話がありましたよ

うに、食については「ちゃんぽん」、「カステ



令和７年２月定例会農水経済委員会・予算決算委員会農水経済分科会（３月１１日）

- 149 -

ラ」、こういったイメージが先行しているとい

うことで、魚とか長崎和牛、みかんなど、長崎

が持つ豊富な食の魅力が観光客にまだ十分に認

知されていないんじゃないかというところもあ

りますので、県民や観光客に対して、しっかり

食の価値について理解を促すような取組が重要

ということで整理をしていきたいと考えており

ます。

【大倉委員】見事な返し、ありがとうございま

す。そうなんですよ。もう本当、本県は逆に食

の宝庫なんですよね。その中で突出しているも

のは確かにあって、全体的な、相対的にはどう

しても食というイメージになっていないという

か、物足りないというところなんですけれども、

それはあくまでも我々の発信力の問題であって。

ここに県として「食のイメージに乏しい」と

言ってはだめだと私は思うんですよ。これはミ

スリードになっちゃうというか、県民の方々に

間違った認識を与えかねないと思うんです。本

県は、食は乏しくないんです。何よりも食に携

わる方々に失礼ですよ。ですから、ちょっと後

ろ向きな表現は改善していただいて、ぜひ前向

きな書き方にしていただけたらいいかなと、こ

こはちょっと指摘をさせてください。細かくて

ごめんなさい。

それから、予算額について、先ほど千住委員

からも話がありました。私もまさに同意見でご

ざいまして、令和6年度は4,200万円ついていた
んですよ。令和7年度の要求段階は1億3,500万
円、計上が5,700万円とトーンダウンしているん
です。6,800万円削減ということで、当初予定さ
れていた事業内容からどんどん見直していくと

いうことですけど、これ大丈夫かなと不安なん

です。本気度という話を千住委員がされました

し、私もそう思うんですよ。ゴールの話もあり

ました。

そういう中で、可能性調査についてご質問し

たいんです。令和6年度に実施しましたね、可
能性調査、130人にヒアリングしたということ
です。食の価値とか、こだわりなどについて聞

いたということですが、結果的にこの調査によ

って何をやることにつながったのか、その方向

性は見えてきたのか、可能性調査の結果につい

て、ちょっと教えていただきたいんです。

【村上農産加工流通課長】今年度の調査の最終

の報告は今月下旬になりますが、委託業者から

は、将来的な食の賑わいの場の創出に向けまし

て、長崎ならではの食の賑わいの場のあるべき

姿を明らかにし、それを実現するための長崎市、

佐世保市におけるロードマップ、こういったも

のについて提案を受けることとしているところ

でございます。

長崎の食の賑わいの場のあるべき姿につきま

しては、先ほどもちょっと答弁させていただき

ましたが、単に食を提供するだけの場ではなく、

食を通じて地域や食材の価値、生産者の思いが

伝わる食体験を提供する場をつくっていくべき

じゃないかということで整理をしたところでご

ざいます。

具体的には、料理人や生産者の方々を介しま

して、長崎の食の価値とか固有のストーリーが

観光客や県民に伝わっていくことで、観光客の

長崎の食に対する価値を高めていきたいと。県

民もその価値を理解して、県民の方が食を自慢

したくなる状態をつくっていきたいと考えてお

ります。

また、長崎市や佐世保市におけるロードマッ

プにつきましては、今月下旬に整備されること

となっておりますので、最終報告の結果などに

つきましては、今後、委員の皆様にもお示しし



令和７年２月定例会農水経済委員会・予算決算委員会農水経済分科会（３月１１日）

- 150 -

ていきたいと考えております。

【大倉委員】調査結果は今月下旬に出るという

ことです。もろもろの事情はあるにせよ、やっ

ぱり私は、今議会で、2月定例会でこの審議は
するわけですから、ある程度の調査結果は持っ

てくるべきだと思います。今議会が終わったら、

次はもう6月ですからね。やっぱりここである
程度の中身についてちょっとヒアリングするな

り、その結果は持ってきてほしかったというこ

とは指摘をさせていただきたいと思います。

これはプロジェクトチームが部局横断的に立

ち上がっているわけで、そういう中で何をやり

たいかと、しっかり県民の皆さんに形をお示し

しなければいけないと思っているわけです。

今、具体的にようやく見えてきたものが、一

般質問の答弁でも出ました佐世保の朝市との連

携です。可能性調査の結果報告があれば、もっ

と実のある議論ができたと思うんですけど、そ

れができないんです。それが残念だなと思うわ

けです。

再度確認ですけれども、佐世保と県南、長崎

市でやっていくと、そういう話だと思うんです

が、各地域、県下全域での実証はやっていかな

いのとかというところも含めて、今後のあるべ

き姿について展望を教えてください。

【村上農産加工流通課長】県としましては、観

光客数とか宿泊施設の立地状況、公共交通の状

況などを勘案しまして、長崎市、佐世保市を食

の賑わいの場の候補地として捉えまして、来年

度以降、試行実証を行うように計画をしていき

たいと考えております。

最終的には、食の賑わいの場の創出というこ

とで長崎市、佐世保市にとどまらず、近隣市町

や県全体へ食の賑わいを波及させることを目指

してまいりたいと考えておりますが、まずはそ

の中心となる長崎市、佐世保市での試行実証を

行っていきたいと考えているところでございま

す。

【大倉委員】佐世保と長崎市で、その後は近隣

市町にも波及ということですね。分かりました。

それから、先ほど答弁で、未来大国のビジョ

ンのように10年後に向けて完成というような
話がありましたけど、10年後というのは余りに
も長すぎるし遅すぎますよ。これ、民間企業で

は笑われますよ、はっきり言って。10年後って、
そんな悠長なことを言っていてはだめです、事

業として。これは税金ですから、そこはしっか

りと認識をしていただきたいと思います。

急がなくてもいいけど、やっぱりスピード感

をもって迅速にやっていただきたい。そして、

一つひとつのことを県民の方にお示ししていく、

つまびらかにしていくことが非常に求められる

と思うんですが、そのあたり、もしもご見解が

ありましたら最後に伺います。

【村上農産加工流通課長】先ほど、未来大国の

ビジョンに基づくということで、概ね10年後を
目指すと答弁させていただきましたが、委員ご

指摘のとおり、私としても10年は長いというふ
うに認識しております。これだけの予算をしっ

かり投じて取り組んでいく事業でございますの

で、1年1年しっかり成果が見えるように、しっ
かり取り組んでまいりたいと思います。

【大倉委員】進捗状況も開示しながら、スピー

ド感をもって、よろしくお願いいたします。

【清川分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

【ごう委員】私も、主要事業等の概要の資料を

基に何点か、確認の意味で質問させていただき

ます。

まず、6ページです。「スマート・農業グリ
ーン化の推進について」の中から、7ページに
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あります「ながさき農林業グリーン化総合対策

事業」についてお尋ねをしたいと思います。こ

ちらは令和7年度の予算額が8,131万5,000円計
上されておりました。

まず、この事業の項目が4項目ございますが、
8,131万5,000円の内訳についてお聞かせくだ
さい。

【清川分科会長】 休憩いたします。

― 午前１１時５３分 休憩 ―

― 午前１１時５３分 再開 ―

【清川分科会長】 再開いたします。

【三溝農業イノベーション推進室長】この予算

につきましては、ながさきグリーンファーマー

の認定や、環境にやさしい技術の導入、産地の

栽培に必要な、転換に必要な経費をしておりま

す。具体的に申しますと、しばらく時間を頂け

ないでしょうか。

【清川分科会長】 しばらく休憩いたします。

― 午前１１時５４分 休憩 ―

― 午前１１時５５分 再開 ―

【清川分科会長】 会議を再開いたします。

【ごう委員】後ほど、詳細について教えていた

だければと思います。

9ページの農業のグリーン化というところで、
今回の事業の現状とか課題とかが記載されてお

ります。国が、令和3年に「みどりの食料シス
テム戦略」を策定して、環境にやさしい農業の

推進をということで、今、進んでいると思いま

す。国の目標もここに、2050年までに目指す姿
というものを記載されております。

そして、県でも21市町と連名で基本計画を策
定して、ながさきグリーンファーマーの認定も

どんどん進んで、令和6年12月現在は169者と記

載がございます。

そこで質問ですけれども、有機農業に取り組

んでいくことは今後非常に重要なことと思って

おりますし、農業生産額などを上げていくため

にも重要かと思っております。169者認定され
ておりますが、県の目標に対しての達成率はど

のような状況でしょうか。

【三溝農業イノベーション推進室長】この目標

につきましては、年間100事業体を目標に農業
者を認定する予定にしておりまして、令和6年
度、令和7年3月の見込みは、260者の認定者を
確保する形にしております。

【ごう委員】 年間100ということで、令和7年
が260者を目標ということですね。ぜひ、ここ
にはしっかりと取り組んでいただきたいと思い

ます。その取組に対する予算がどれくらいなの

かというのを確認したくて、内訳等をお聞きし

たかったところでございます。

それから、この下にながさき安全安心農業販

売力強化対策事業412万6,000円と、あまり大き
な額ではないですけれども、計上されておりま

す。グリーン農産物の販売とか販路開拓の支援、

GAPに取り組む農業者の支援とありますが、ま
ず、このGAPの種類が何なのか、Gなのか、J
なのか、アジアなのかを教えてほしいんですが。

【三溝農業イノベーション推進室長】今、県内

の認定農業者のグローバルGAPが6者、アジア
ンGAPが1者、ＪGAPが21者で、国際水準GAP
と言われている部分につきましては合計で28
者となっております。

【ごう委員】 内訳ありがとうございました。

今回の取得支援は、どれかに限ったものでは

なくて、農業者が望むものに対して支援をして

いくということですか。

【三溝農業イノベーション推進室長】国際水準
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のGAPにつきましては、かなりハードルが今ま
でのGAPとは違っていますので、一番大きいの
は、例えばお茶でいけば、販路のところでそう

いうGAPを求められたりとか、そういうところ
の支援を重点的にやります。

【ごう委員】輸出をしっかり考えている農業者

であれば、その地域によって基準が違うので、

GAPの種類も違ってくると思います。そのあた
りをしっかりとヒアリングをしながらサポート

をしていただければと思っております。

そして、今まで取得された農業者の方々が、

取得したことによっての成果をきちんと実感さ

れていないといけないと思っているんです。こ

の取得された方々が、これまでにGAPを取得し
たことによってすごく販路が拡大したとか、そ

ういった実績について分かるものがあれば教え

てください。

【三溝農業イノベーション推進室長】やはり多

いのは、販売先の業者の方からGAPということ
で、生産の管理をちゃんとされているところと

いうことになっておりまして、特に、先ほど申

しましたお茶については、しっかり売るための

GAPということで推進を図っております。
【ごう委員】 分かりました。ぜひ、そのあたり

をしっかりと県がサポートしていただいて、多

くの農業者の皆様方の販路拡大につながるよう

に、ご支援をよろしくお願いしたいと思います。

以上です。

【清川分科会長】農林部関係の審査の途中です

が、午前中の審査はこれにとどめ、午後は1時
30分から再開し、引き続き農林部関係の審査を
行います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 零時 １分 休憩 ―

― 午後 １時２９分 再開 ―

【清川分科会長】 委員会を再開いたします。

【三溝農業イノベーション推進室長】 先ほど、

ごう委員からご質問があった件についてお答え

します。

農業の主要事業の概要の7ページ、ながさき
農林業グリーン化総合対策事業の事業費の内訳

でございますが、まず、長崎県みどり戦略推進

協議会の開催355万5,000円、ながさきグリーン
ファーマー認定推進94万4,000円、農林業グリ
ーン化支援6,866万6,000円、グリーン農業機械
導入支援事業815万円となっております。
また、先ほど、令和6年12月時点の認定169

者とご説明したんですが、ちょっと誤りがござ

いまして、令和５年度末の認定者数120人で、
昨年末の169人ということで49人増加しており
ましたが、今年度末、令和7年3月末時点で260
名の認定の見込みです。今年度目標が100名と
なっておりまして、増加数が140で、一応目標
達成ということでございます。

【清川分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

【石本委員】 令和7年度の事業の件で、お伺い
したいと思います。

まず1点は、集落・産地サポート事業という
のが1,900万円ほどあります。特に中山間地域と
いうか、全体的にそうなんですけど、高齢化が

進んで、地域のこういった集団で行う作業が

年々厳しくなってきています。その中で今回、

人口減少、高齢化に対して作業のアウトソーシ

ングを支援するという事業であります。これは

大変助かるなと思っているんです。

この中で、保全管理が困難な集落の負担を軽

減するため、農村サポートセンター（仮称）を

設置し、外部委託を推進するとあります。もう
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少し具体的に、農村サポートセンターというも

のをどのように考えているのか、お伺いしたい

と思います。

【居村農山村振興課長】農村サポートセンター

でございますが、現在、集落と企業等の農作業

のボランティア活動をマッチング支援する中山

間地域ボランティア支援センターを既に県が委

託して設置をしているところでございます。そ

のベースを基に、作業を請け負ってもらう企業

とか組織をサービス事業体としてリスト化して

確保して、そういった方々とのアウトソーシン

グを支援する機能を併せて追加する形で農村サ

ポートセンターというものを設置したいと考え

ているところでございます。

【石本委員】うちの近くというか、松浦のほう

でも、これまで川ののり面とか、地元で困難な

農作業をボランティアでやっている組織があっ

たんですけど、そのボランティア自体が高齢化

して、もうできんという話が結構あるんですよ。

それで、具体的に民間でこういったサポートを

する団体というか組織というか、そういうのが

簡単にできるのかなとちょっと懸念があるんで

すけど、県としては、どういうものを具体的に

目指してというか、捉えているのか、どういう

企業とか、具体的にあれば教えてください。

【居村農山村振興課長】補足説明資料に、ドロ

ーンとかラジコン草刈り機などの写真がござい

ますが、スマート農業機械とか、そういったも

のを導入して請け負う企業とか、集落営農組織

とか、民間、個人を含めて、そういった方々が

少しずつ増えてきていると思っております。そ

ういったところをサービス事業体としてリスト

化して、マッチングをして、実際にやってみて、

やれるかどうかという実証も含めて取組を支援

していきたいと考えているところでございます。

【石本委員】全地域について、こういった組織

は、今から大変重要になってくると思うんです。

ですから、各地域にどういう請け負うところが

あるのかというのはしっかりと把握して、そこ

に必要な予算を今後、単年度だけじゃなくて入

れていく取組をしっかりしていただきたいと思

います。

長崎・食の賑わい創出プロジェクトも、いろ

いろあったんですけど、皆さん方がそれぞれ意

見を出されて、大体出たのかなと思いますけど、

私からも。

今年は佐世保・県北、長崎で計画をしている

ということですけれども、こういったものにつ

いては継続してやっていかないと、単年度だけ

ではなかなか定着しない。こういうプロジェク

トが継続されることによって、その地域の活性

化にもつながるし、ちょっと頑張ってみようか

という農家も増えてくるのではないかと考えて

いますので、ここも単年度と言わず今後とも引

き続き、県下の地区地区で、どういったところ

が一番適切なのか、離島も含めて、こういった

事業をやっていただければというふうに思って

おります。

それから、長崎和牛の銘柄推進事業費です。

これもずっと継続してやっておられると思うん

ですけど、今回テレビで、地元のスポーツチー

ムに和牛100キロだったかな、贈ったというニ
ュースを目にしました。

それはそれでいいんですけど、やっぱり要所

要所に、例えば空港、羽田も一回したと思うん

ですけど、羽田とか長崎とか、長崎駅とか、そ

ういったところで目につく宣伝広告が大事だと

思うんです。テレビはいいけど、テレビでは1
回で終わってしまいますので、見た人は「ああ」

と思うけど、見ていなければ全然広まらないで
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すよね。

例えばスタジアムの電光掲示板というんです

か、スタンドの周りに出ますけど、ああいった

ところに入れるとか、人が集まるところに何ら

かの形で長崎和牛の看板なり広告を出すといっ

たことも一つの手段ではないかと思いますが、

そこらあたりについて伺います。

【村上農産加工流通課長】委員のご指摘は長崎

和牛のPRだと思います。長崎和牛は高級品の和
牛でございますが、しっかり認知を高めて消費

拡大につなげることは大事な取組だと考えてお

ります。

現在、PRということでいきますと、例えば長
崎駅の中で看板を掲げたりとか、福岡のバスタ

ーミナルでデジタルサイネージを実施している

ところでございます。また、この概要で記載し

ていますように、長崎ヴェルカ並びにVファー
レン長崎に若手生産者が長崎和牛を贈呈する取

組をして、そういった情報を記事にしてしっか

り周知しているところでございます。

今後も、こういった取組をしっかりやりなが

らPR、消費拡大に努めてまいりたいと思ってお
ります。

【石本委員】今もお話ありましたけど、ピース

スタジアムなどで競技がある時には、当然長崎

県だけじゃなくて全国から人が集まっていると

聞きますので、ああいったところでアピールす

るのは、非常に客層も若いし、いいんじゃない

かと思っていますので、そのあたりも、この予

算だけでは無理かもわかりませんけど、宣伝の

予算も含めてしっかりアピールしていただけれ

ばと思います。

それからもう1点は、次世代高能力雌牛群の
整備促進事業です。これも説明いただきました。

質問もあったわけですけど、私も昨年の一般質

問で質問したところです。

このゲノミック評価支援とか、もう少し具体

的に。おいしさ能力に着目するというのはわか

るんですけれども、なかなか言葉だけじゃ、お

いしさ、味覚というのは人それぞれ嗜好があり

ますので、どういったものがおいしいかと目で

見てわかるものじゃありませんので、おいしさ

を追求するといった場合に、具体的にどのよう

なことをすれば皆さんに認識していただけるの

か、そういったことについて考えがあればお伺

いしたいと思います。

【富永畜産課長】これまで和牛につきましては、

外国産と徹底的な差別化を図るために、脂肪が

多い柔らかい和牛を改良してまいりました。

今ここにきまして、枝肉と脂肪交雑は順調に

推移をしておりますが、あまりにも脂が入り過

ぎているという消費者の声もありまして。

消費者が和牛に求める期待感は、まず柔らか

さとジューシーさ、そして口どけという商品ア

ンケートの結果がありました。オレイン酸は非

常に融点が低くて食べやすい、口どけがしやす

いという特徴がありますので、そこを狙って、

全国的に見ましても大分県、鳥取県、長野県あ

たりが先駆的に取り組まれております。

長崎和牛も差別化、長崎和牛の特徴は何かと

いいますと、これまであまりなかったので、そ

ういった科学的なデータをつけてブランド化を

図るという目的と、それから、本当においしい

和牛というところを数値化してブランド化につ

なげたいというふうに思っております。

これは改良という形で進めていきますので、

時間はかかる、4世代ぐらいかかるかと思うん
ですけれども、長崎県の繁殖雌牛がこういった

形で改良が進めば、さらに子牛市場も活性化し

ますし、枝肉価格も活性化すると、最終的には
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消費者に選ばれる和牛になってもらいたいとい

う思いで、この事業を企画いたしました。

【石本委員】この前の一般質問でも言ったとお

り、健康志向とおいしいものは最終的に皆さん

が求めるものだと思うんです。ただ、「おいし

いよ」と言葉で言っても、どこの牛肉もうまい

よという話になれば差別化がなかなか難しいと

いう面もあると思うんです。

そこで、長崎和牛のおいしさをアピールする

ためには何が必要かというのをしっかり研究し

て、簡単にはいかない、数世代必要だというこ

とでありますので、すぐに結果は出ないと思う

んですけれども、やはり差別化できる牛肉をつ

くっていくのは大事かなと思いますので、今後

ともしっかりやっていただきたいと思っており

ます。

鳥獣被害防止対策の中で、ちょっと確認した

いことがあるんです。1点は、国庫として鳥獣
被害防止総合対策事業の中で捕獲経費助成があ

るんです。ここにも1頭当たりの値段、単価が
あるんですけど、これまで猟友会とか捕獲する

団体の意見として、ずっと前から言われている

んですけれども、1頭当たりの単価が増加すれ
ば必然と捕獲頭数は増えるという話なんです。

今の単価では、どうしてももう高齢になって、

無理して捕獲しようというのが少なくなってい

くという話を聞いています。ここは国庫事業で

すので、これをどうこうということができない

ならば県単独でも、金額は別にしても、捕獲す

る人が減っていくわけだから、それだけ予算も

少なくなるはずですから、少し単価を上げて、

猟友会とか捕獲する団体に対していくらかでも

支援できるような体制を今後とっていただきた

いと思いますが、そこら辺について見解を求め

ます。

【居村農山村振興課長】鳥獣捕獲の報酬単価は、

例えばイノシシは、国の交付金の現行制度で、

成獣で埋設する場合は7,000円、焼却する場合は
8,000円、ジビエにする場合は9,000円となって
いるところでございます。この単価は、委員ご

指摘のとおり、ずっと最初から変わっていない

ところでございます。

これに加えまして、現在では市町で報奨金を

上乗せしているところがございます。市町が捕

獲報奨金を上乗せした場合は国から特別地方交

付税が8割くるということでございまして、現
状は合わせた形で実際の捕獲従事者に報奨金が

支払われているところでございます。

県といたしましても、まずは国の捕獲報奨金

の予算をしっかり確保して、現場の捕獲従事者

ができるだけ困らないように取り組んでいきた

いというふうに考えているところでございます。

【石本委員】それと関連して、捕獲したイノシ

シの処分について、これも猟友会の皆さんのお

話ですけど、捕獲して、今は自分で埋めている

と、処理しているということです。頭数を捕れ

ば捕るだけ、それだけ場所が要るんですよね。

特に夏場は高温で、やっぱり腐臭とか、そうい

う環境的な問題もあるのでなかなか難しいと。

そうした時に処分場に持っていくには、例え

ば県北であれば川棚の処分場まで持って行って

いるようです。一回一回持って行けないわけで、

一旦どこかで保管しておく冷蔵施設のようなも

のが必要だという話も聞いたんです。個人で処

理するには、環境の問題とか衛生的な問題、い

ろいろ問題があるようです。

そこら辺について、県としてどのように考え

ているのか、お伺いします。

【居村農山村振興課長】委員からご指摘がござ

いました、イノシシを捕獲した後の処理でござ
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いますが、現在のところは、県内でいいますと

クリーンセンターがある長崎市とか佐世保市、

諫早市などは、クリーンセンターに持ち込んで

焼却処分されているのが実情でございます。し

かしながら、クリーンセンターで受け入れがで

きない地域もございまして、そういったところ

は埋設している現状で、委員のご指摘のとおり

でございます。

国の鳥獣被害対策防止総合交付金事業で、減

容化施設、処理をして乾燥させ個体を小さくし

て処理できやすくする施設のメニューがござい

ます。そういったところを関係市町には紹介を

しているところでございまして、県北につきま

しても、振興局とともに、市と一緒に打ち合わ

せ、検討をさせていただいているところでござ

います。

【石本委員】 そうですね、すぐ処理できる、搬

入しやすいところと、県北とか離島みたいに、

なかなか簡単にいかないところがありますので、

そこら辺は今後ともしっかり対応をお願いした

いと思います。

もう一つは、今は県北でシカも増えてきてい

ると聞きます。捕獲したものを焼却、最終処分

するんですが、ジビエとして活かすような対策

も一方で必要かなと思って、私も10何年か、琴
海でジビエの施設を造る時に立ち会ったことが

あるんです。

活かすための取組というか、そういった動き

としてはどうなっているでしょうか。

【居村農山村振興課長】捕獲した後のジビエの

利用でございますが、令和5年度末実績で県内
に18のジビエの利用施設がございます。これは
民間、個人のものを含めてでございます。

そういったところで捕獲個体の利用率が、令

和4年はイノシシにつきましては8％だったの

が12％と、新たな施設が追加されたり、利用が
少しずつ増えてきているところでございます。

また、シカにつきましても同様に、令和4年度
の捕獲個体の利用率が、26％が令和5年度は
28％と、少しずつでございますが、利用が増え
ているところでございます。

ジビエの処理施設につきましても、先ほどの

国の交付金事業のメニューでもございますし、

我々県の推進事業を活用いたしまして研修会も

実施することとしておりますので、そういった

ソフト面、ハード面の両方から支援をしていき

たいと考えております。

【清川分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

【初手委員】先ほど、石本委員からもご質問が

ありました集落・産地サポート事業の関連につ

いて、少しお尋ねをしたいと思います。

中山間地域の組織を構成されている方から、

年を取ってなかなか農作業ができない、草刈り

も大変厳しいと、もうしばらくしたら、なかな

かできなくなるんじゃないかと、若い世代もな

かなか協力ができないと、この中山間地域はこ

れから本当にどうやっていくんだろうか、そう

いった面で何らかの対応策はないんだろうかと

いう話をよく聞くわけです。

中山間地域等直接支払制度を使いながら、中

山間地域組織を立ち上げているところがありま

す。例えば、町で一組織とか、2つか3つの集落
で一組織をつくって、町内に幾つかそういう組

織があるとか、それぞれ地域によって組織の大

きさには違いがあると思うんですけれども。

そこで、今回の制度を拝見しますと、高齢化

で作業する体力的なものを含めなかなか厳しい

中で、外部委託化の推進で、人口減少や高齢化

による負担軽減のため農村サポートセンターを

設置して外部委託をする、それと草刈りや水路
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の泥上げ等を担うサービス事業体をリスト化し、

集落とマッチングを支援すると。この2つにつ
いては、特に小規模の中山間の組織にとっては

大変ありがたい制度かなとは思うんですけれど

も、当然そこに料金もかかりますし、そういっ

たことを含めた時に、どこまで可能なのかが懸

念されるところだと思っております。

この制度につきましては、中山間組織に加入

していなければ制度の利用ができないのか、あ

るいは個人的なお願いができるのか、その辺に

ついてはどうなんでしょうか。お尋ねをいたし

ます。

【居村農山村振興課長】 委員ご指摘のとおり、

中山間地域等直接支払交付金は、県内で集落の

協定数が931ございます。そういったところに
アンケートを取りますと、高齢化とか、リーダ

ーがいないとか、事務の担い手も含めてそうい

った方がいないということで、次の5か年の次
期計画の継続ができないというような集落のご

意見を聞いているところでございます。そうい

った活動が今後継続できるようにということで、

先ほどもご説明をしたところでございます。

ただ、この集落・産地サポート事業は、中山

間地域等直接支払交付金をやっていないと、そ

の集落でないとだめということは考えておりま

せんので、集落を幅広く捉え、まずはモデル的

なところを実証し、それを横展開して、いろん

な集落で困っているところがあれば、使えるよ

うなシステムとマッチングを支援していきたい

というふうに考えているところでございます

【初手委員】いずれにしても、この制度が今か

らスタートするわけで、詳細についてはまだ詰

めなければならない面もあるかと思うんです。

要は、その対象となる地域、あるいは中山間の

方々が利用しやすい制度に柔軟に対応していた

だくことが重要ではないかと思います。

大きな組織は、人力もありますし財政的な面

もありますけれども、どうしても小さい組織は、

かなり無理なところがこれから出てくると思い

ますので、この制度は、そういう面では多分有

効に活用できると思いますので、これから懸念

される対象者の方々にとってもいい制度となる

ように、今後いろんな意見を聞きながら柔軟に

対応していただければと思いますので、どうぞ

よろしくお願いいたします。終わります。

【清川分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川分科会長】ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。

次に討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川分科会長】討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

第1号議案のうち関係部分、第3号議案乃至第
5号議案、第47号議案のうち関係部分、第49号
議案乃至第51号議案及び第61号議案のうち関
係部分は、原案のとおり可決することにご異議

ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【清川分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって予算議案は、原案のとおりそれぞれ可

決すべきものと決定されました。

【清川委員長】次に、委員会による審査を行い

ます。

農林部において、今回委員会付託議案がない

ことから、所管事項について説明を受けた後、

提出資料について説明を受け、陳情審査、議案
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外所管事務一般についての質問を行うこととい

たします。

それでは、農林部長より所管事項説明を求め

ます。

【渋谷農林部長】農林部関係の議案以外の報告

事項についてご説明いたします。農水経済委員

会関係説明資料 農林部の２ページをご覧くだ

さい。

和解及び損害賠償の額の決定についてでござ

います。

本案件は、令和6年7月26日、県が管理する対
馬市美津島町の海岸保全施設内において、相手

方が所有する軽自動車が走行した際、排水用ま

すを覆っていた敷き鉄板がずれて隙間が生じた

ことにより脱輪し、当該車両に損害を与えた事

案について和解が成立し、損害賠償金1万2,540
円を支払うため、地方自治法第180条の規定に
基づく軽易な事項として専決処分をさせていた

だくものであります。

次に、議案外の主な所管事項についてご説明

いたします。農水経済委員会関係説明資料、農

林部及び同資料の追加1、追加2を併せてご覧く
ださい。

今回ご報告いたしますのは、有害鳥獣による

被害の状況と対策について、長崎いちご販売促

進イベントの開催について、海外での長崎県産

品のプロモーションについて、肉用牛経営危機

突破長崎県生産者大会の開催について、野生イ

ノシシの豚熱感染確認に伴う防疫対策について、

諫早湾干拓事業の開門問題等について、第2期
長崎まち・ひと・しごと創生総合戦略の改定に

ついてであります。

まず、農水経済委員会関係説明資料の3ペー
ジをご覧ください。

長崎いちご販売促進イベントの開催について

でございます。

去る1月30日、大阪市中央卸売市場において、
全国農業協同組合連合会長崎県本部の主催によ

り、長崎いちごの銘柄向上及び販売促進を目的

として、初めての試みとなる長崎いちご販売促

進イベントが開催されました。当日は、大石知

事や生産者代表、市場関係者などの出席の下、

知事によるトップセールスや長崎いちごのサン

プル配布等が行われ、盛況裡に終了いたしまし

た。

本県産のいちごは、昨年11月から出荷が始ま
り、秋口の高温の影響で出荷の遅れが心配され

ておりましたが、その後は天候にも恵まれ、平

年どおり品質の良いいちごに仕上がっていると

お聞きしております。1月31日現在、長崎いち
ごの販売単価は、1㎏当たり2,276円と前年に比
べ125％高い金額で取引されており、今回の取
組により市場関係者に対ししっかりPRするこ
とができたものと考えております。

県としましては、引き続き関係団体と一丸と

なって、長崎いちごの一層の品質向上と安定出

荷、併せてPR等にも取り組み、本県農業者の所
得向上につなげてまいります。

続いて、海外での長崎県産品のプロモーショ

ンについてでございます。

去る2月3日から4日まで、農畜産物等のさら
なる輸出拡大を図るため、農業及び水産団体や

生産者、流通関係者の皆様とともにタイ王国を

訪問いたしました。今回の訪問では、国内の流

通業者及びバンコクの卸売業者の協力を得て、

現地の日本食レストランにおいて、飲食店オー

ナーや量販店バイヤー等に対し長崎県産品のプ

ロモーションを実施したほか、現地卸売業者を

訪問し、今後の取引拡大に向けて意見交換を行

うなど、タイ王国での需要拡大及びさらなる認
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知度向上を図ってまいりました。

なお、今回のプロモーションでは、長崎和牛

やいちごの農産物に加え、マグロやタイ等の水

産物を使用した料理の試食や県産酒の試飲とと

もに、本県観光に関するプレゼンテーションを

行うなど庁内関係部局と連携して実施したとこ

ろです。

今回のプロモーション実施後は、参加したシ

ェフにより長崎産いちごを使ったデザートフェ

アが開催されたほか、現地複数のレストランか

ら、長崎和牛や水産物など多くの長崎県産品に

引き合いがあっているところです。

そのほか1月から2月にかけて、春節時期の贈
答需要に合わせた輸出拡大を図るため、シンガ

ポールの現地百貨店やスーパーにおいて、みか

んやいちごのフェアを実施したほか、マレーシ

アの現地百貨店においては、九州・山口各県共

同での農産物フェアを実施しております。

県としましては、引き続き農業団体、産地等

と一体となり、農業者の所得向上に向けて農産

物の輸出拡大に取り組んでまいります。

次に、農水経済委員会関係説明資料（追加1）
の2ページをご覧ください。
肉用牛経営危機突破長崎県生産者大会の開催

についてでございます。

去る2月17日、長崎市において、JAグループ
長崎及び長崎県JA肉用牛部会長連絡協議会の
主催により、生産費の高止まりや子牛及び枝肉

価格の低迷による肉用牛経営の厳しい状況を一

致団結して乗り切ることを目的に、知事出席の

もと、「肉用牛経営危機突破長崎県生産者大会」

が開催されました。

当日は、本県選出国会議員の皆様や徳永県議

会議長をはじめとした県議会の皆様、生産者や

関係団体など、約300名の出席がありました。

大会では、産地等の実情紹介として、現状や

繁殖及び肥育経営がコスト高により所得確保に

苦労されているインタビューや、インバウンド

客が「おいしい」と感想を述べながら長崎和牛

を試食する動画の放映のほか、JAグループや国、
県の肉用牛生産に対する方針や支援策などの報

告があり、最後には、生産者の代表からの「諦

めず、前向きに、世界に誇る長崎和牛を作って

いこう」との決意表明が行われ、盛況のうちに

終了いたしました。

県としましては、今後も生産者や関係団体と

連携し、肉用牛農家の経営の安定化に向け、コ

スト削減や規模拡大による所得確保対策、長崎

和牛の消費拡大などの様々な取組を進めてまい

ります。

その他の事項の内容につきましては記載のと

おりであります。

よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。

【清川委員長】 次に、提出のあった「政策等決

定過程の透明性等の確保などに関する資料」に

ついて説明を求めます。

【峰松農政課長】「政策等決定過程の透明性等

の確保及び県議会・議員との協議等の拡充に関

する決議」に基づき、本委員会に提出いたしま

した農林部関係の資料について、ご説明いたし

ます。

農水経済委員会提出資料、農林部の2ページ
をご覧ください。補助金内示一覧表につきまし

て、令和6年11月から令和7年1月までの実績を
記載しております。

まず、直接補助金につきましては、2ページ
から4ページに記載しておりますグリーン農産
物PR活動費補助金など26件でございます。また、
間接補助金は、5ページから8ページに記載をし
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ておりますながさき農林業・農山村構造改善加

速化事業補助金など37件であり、直接補助金と
間接補助金の合計は63件でございます。
次に、資料9ページをご覧ください。
1,000万円以上の契約状況につきまして、令和

6年11月から令和7年1月までの実績を記載して
おります。

まず、公共事業に係る委託につきましては、

9ページの記載の5件であり、これらの委託に関
する入札結果一覧表を10ページから14ページ
に添付しております。

また、15ページをお開きください。公共事業
に係る工事につきましては、15ページに記載の
17件であり、入札結果一覧表を16ページから42
ページに添付をしております。

続きまして、資料43ページをご覧ください。
陳情要望に対する対応状況でございますが、

知事及び部局長に対する陳情要望のうち、令和

6年11月から令和7年1月までの間に県議会議長
宛てにも同様の要望が行われたものに関しまし

て、43ページから59ページに県の対応を記載し
ております。

最後に、資料60ページをご覧ください。
附属機関等会議結果報告につきまして、令和

6年11月から令和7年1月までの実績は2件であ
り、その内容につきましては61ページから62ペ
ージに記載のとおりでございます。

以上で報告を終わります。

【清川委員長】 以上で説明が終わりました。

次に、陳情審査を行います。

事前に配付いたしております陳情書一覧表の

とおり、陳情書の送付を受けておりますので、

ご覧願います。

陳情書について、何かご質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川委員長】質問がないようですので、陳情

につきましては承っておくこととします。

次に、議案外所管事務一般に対する質問を行

います。

まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、ご質問はありませ

んか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川委員長】質問がないようですので、次に、

議案外所管事務一般についてご質問はありませ

んか。

【饗庭委員】何点か質問をさせていただきたい

と思います。部長から説明があった、海外での

長崎県産品のプロモーションについてお伺いし

ます。

この中に「現地複数のレストランから長崎和

牛や水産物など多くの長崎県産品に引き合いが

あっているところです」と記載されています。

現地複数のレストランとは何軒ぐらいか、お伺

いします。

【村上農産加工流通課長】ここに記載のとおり、

2月3日に横断型のプロモーションを実施した
わけですけれども、例えばハイアットプレイス

ホテルのレストランにおいて長崎いちごを使っ

たメニューを提供したり、別のレストランでは

長崎いちごデザートフェアを実施するなど、こ

ういったものが、プロモーションを通じて問い

合わせがあって、実際の取引につながっている

状況でございます。

【饗庭委員】ということは、今のところ2件で、
今後これを拡大していくというか、現地のほか

のレストランにもプロモーションというか、紹

介して薦めていくということでしょうか。

【村上農産加工流通課長】今回のプロモーショ

ンにつきましては、例えばいちごは、長崎でじ
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ま青果からタイの仲卸業者、そういったバリュ

ーチェーンをしっかりつくって、タイでの販路

を拡大していく取組も一緒に行っております。

現在、タイの仲卸事業者が、サンプルを配り

ながら、今回のプロモーションに参加いただい

たホテルとか料飲店にもアプローチをかけてい

るところでございますので、今後、量販店も含

めまして広がっていくものと考えております。

【饗庭委員】ぜひ拡大していただければと思い

ます。

もう1点、これによって農業者の所得向上に
つなげていきたいという書かれているんですけ

れども、所得向上はどれくらいを目標にという

か、県としては、どれくらいアップしていくと

考えておられるのかお伺いします。

【村上農産加工流通課長】例えばいちごを例に

とりますと、相対取引的になりますので、価格

的なものをこちらでお願いすることはなかなか

難しいんですが、実際にシンガポールに輸出し

ている事例でいきますと、1パック当たり50円
ほど高く取り扱っている例もございますので、

こういった取組をしていくことで生産者の所得

の向上にもつなげていければと考えております。

【饗庭委員】今、農業者は時給10円と言われる
こともありますので、輸出も含めて、ぜひ農業

者の所得向上につなげていただければと思いま

す。

次に、5ページの諫早湾干拓事業の開門問題
等についての説明の最後に、「開門しない方向

で、真の有明海再生に向けた取組が進むよう」

と記載されています。開門しない方向は県の考

えと思うんですが、真の有明海再生ということ

で、どのように県が漁業者の方を支援していく

のか、お伺いします。

【安達諫早湾干拓課長】諫早湾干拓の開門問題

につきましては、最高裁で開門しない方向性が

示されたと認識しております。

もともとこの問題につきましては、有明海に

異変があったことが原因と考えておりますので、

本県としましては、国に対して、有明海を再生

するような調査あるいは支援対策、そういった

ものを求めていきたいというふうに考えており

ます。

【饗庭委員】国に求めていき、今からもう一度

調査をしたいと理解をしたらいいのか、お伺い

します。

【安達諫早湾干拓課長】諫早湾干拓の国の支援

の在り方ですが、昨年12月に国は、令和7年度
から10年間で100億円の有明海の再生加速化の
交付金を措置するという話がなされております。

そういったことも含めて、県として、地元の漁

業者が再生を実感できるような取組を求めてい

きたいというふうに考えております。

【饗庭委員】漁業者が実感できるような取組と

いうのを、今、県としてはどんなふうに考えて

いるのか教えてください。

【安達諫早湾干拓課長】水産部と連携していく

問題かと思いますが、基本的には、まず漁場環

境を改善することとか水産資源を確保すること、

有明海の漁業者の経営改善の取組を支援してい

くとか、新しい漁業者が挑戦しようとする漁業

の取組を支援していくとか、そういったことに

よって少しでも漁業者の経営が、漁業環境が改

善、良くなるということを県としては考えてお

ります。

【饗庭委員】分かりました。ぜひ改善に向けて

進めていただければと思います。

最後に森林環境の中で。今、岩手県の大船渡

で山林火災があって、鎮圧されていますけれど

も、大きな被害が出ているかと思うんです。森
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林環境を整えていって、山林火災が広がらない

ような対策がないのか、お伺いします。

【松尾森林整備室長】森林における防火対策と

しましては、森林の一部を帯状に伐採しまして

延焼を防ぐ防火線というのがございます。また、

防火線の役割を果たす林道等もあるところでご

ざいます。

しかしながら、今回の岩手県大船渡のような

大規模な林野火災に対する物理的な対策という

ことは大変困難でありまして、まずは火災が起

こらないようにすることがすごく重要だと認識

しているところでございます。

具体的には、入山者が増える4月以降、森林
の火災に対する警戒強化ということで、県内の

市町、消防も連携するという意味で市町に周知

と啓発を行ってお願いしているところでござい

ます。

なお、今回の岩手の火災を受けまして、本年

2月28日付で市町や林業団体等に対しまして、
林野火災に対する警戒の強化ということで通知

を発出したところでございます。

【饗庭委員】そうですね、なかなか難しいかと

は思います。

今言われた林道を造るとか物理的な対策が、

実際のところ長崎県でしようと思ったらできる

のかどうか、お伺いします。

【松尾森林整備室長】林道は、広域基幹林道の

西彼杵半島線は、防火の意味合いもつけて開設

したところでございます。また、先ほどお話し

ました防火線は市町でそれぞれ、規模の程度は

ありますけれども、県内では91キロほど設置し
ている状況でございます。

【清川委員長】 ほかに質問はありませんか。

【宮本委員】議案外につきまして、いくつか質

問させていただきます。

まず、スマート農業についてお尋ねをしたい

と思います。午前中も、農業大学校のところで

スマート農業のお話が出てきたり、ドローンを

使った農薬散布も出てきました。

そもそもスマート農業という形で導入されて

いる技術、そしてその成果、事例みたいなもの

があったら、もう少し詳しく教えていただけれ

ばと思います。

【三溝農業イノベーション推進室長】スマート

農業に関して県内に導入されている技術ですが、

まずドローンにつきましては、主に水稲で防除

に活用されておりまして、令和5年の防除面積
は2,317ヘクタールと、令和2年と比較して3倍
以上に伸びております。防除時間が10分の1に
なるなど非常に省力化に結びついております。

次に、環境制御ということで、施設園芸の温

度や二酸化炭素を自動的に管理できる技術とし

て、県内では主にいちごで普及しております。

令和5年度でいちごは、85.1ヘクタールと令和2
年度と比較して45ヘクタール伸びております。
この関係で、新規就農者の方の収量が、就農当

初から、全国と比較して約2倍程度の収量が上
がるなどの成果が出ております。

それから、畜産の関係で、繁殖雌牛の発情発

見機器、ファームノートカラーという機器でご

ざいますが、これについて令和5年度に72戸と、
令和2年から50戸増加しております。優良事例
でいきますと、その間隔が50日短くなったとい
うことで、非常に効果が出てきております。

【宮本委員】ドローンのほかにも温度とか二酸

化炭素管理制御技術とか、発情を発見するため

の器具という形で、導入の実績を確認させてい

ただきました。

スマート農業とは、人手不足を補ったり、字

のとおりスマートな農業ということですが、さ
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っきの説明の中で温度管理、環境制御のところ

で所得が上がったというお話がありましたけど、

このスマート農業を導入して、もちろんいろい

ろなメリットはあるんでしょうけど、実際にス

マート農業を導入したことによって所得が向上

しているものがほかにあったら、スマート農業

の導入と所得について教えてください。

【三溝農業イノベーション推進室長】所得の向

上効果でございますが、いちごの環境制御につ

きまして、長崎型の環境制御機器を県内のメー

カーと連携して出しておりまして、その実証農

家の平均単収が、導入前と比較して約28％増加
しております。これは、所得で換算いたします

と10アール当たり約80万円程度の所得の向上
効果に結びついております。

【宮本委員】導入することによって所得が上が

れば、それだけ農家の方も進んで導入して、経

営上も楽になってくることを確認いたしました。

今はドローンによる農薬散布、あとはいちご

と繁殖牛のことがあったんですが、今後、スマ

ート農業をどのような品目に推進していこうと

県は考えているのかお聞かせください。

【三溝農業イノベーション推進室長】 県では、

先ほども千住委員からご質問があった関係で、

ドローンの防除は今、水稲が中心になっており

ますが、これをみかんとかびわに普及拡大を図

ってまいりたいと思います。

また、施設園芸におきましても、さらに所得

向上、増収ということで広げていきたいと思っ

ております。センシング技術、ドローンを飛ば

してデータを集めて、出荷時期がいつになるか

という情報を市場とか仲卸、流通関係者に出し

て、できるだけ長崎県の農産物を有利販売でき

るよう取り組んでおりまして、それらを一生懸

命に広げてまいりたいと思っております。

【宮本委員】午前中に質疑をしましたけど、農

業大学校でもスマート農業を実際に導入する計

画もありますし、今後、この技術が人手不足と

農業の所得向上にもっと資すれば、非常に有益

な基盤産業として発展できると考えますので、

引き続き研究をよろしくお願いしたいと思いま

す。

次に、諫早湾干拓堤防道路についてお尋ねを

いたします。諫早湾干拓堤防道路の中央部分に

トイレがあるんですが、まず、このトイレはど

こが造ったのか、そして管理はどこがしている

のかを教えてください。

【吉田農村整備課長】諫早湾干拓堤防道路に隣

接しておりますトイレ、中央駐車場にあるトイ

レにつきましては、平成20年度に、国の補助を
活用して県が整備をしております。造成された

施設につきましても、引き続き県が管理をして

いるところでございます。

【宮本委員】県の管理と確認をさせていただき

ました。

先日ご相談をいただきまして、非常に汚いと

いう問い合わせがあってですね。1日の利用は
どれだけされているのかはわからないんですが、

和式ばかりだったということで、非常に不快感

をあらわにされたご相談をいただきました。

これ、平成20年と言われたので、今から結構
前ですが、今の時代に合ったトイレの在り方を

考えるならば、洋式化に向けての取組も必要で

はないかと考えますが。

このトイレの清掃状態というんですか、管理

は恐らく県がきちんとしていらっしゃるんでし

ょうけど、衛生状態、そして洋式化に向けた取

組について確認をさせてください。

【吉田農村整備課長】委員ご指摘の現在のトイ

レの管理状況でございますが、管理につきまし
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ては清掃業務として専門業者に委託をしており

まして、これが週に3回実施をしております。
汲取りにつきましては年に4回、汚水処理点検
につきましては年に4回実施をしておりまして、
その通常の清掃業務に加えまして、堤防の排水

門の日常点検ということで1日に2回、県の職員
が見回りをしております。その際にもトイレに

立ち寄って、気づいた汚れにつきましては清掃

をしているところでございます。

2点目で、洋式への変更について検討してい
ないかというご質問でございますが、令和6年
度から、国の補助事業を活用して、堤防道路の

舗装の改修と併せまして、このトイレにつきま

しても改修を計画しておりまして、委員ご指摘

のとおり、和式は非常にきついという状況です

ので、県としても洋式の設置につきまして検討

をしているところでございます。

【宮本委員】清掃の状況もご説明いただき、あ

りがとうございました。かなりされていますね、

週3回、頻繁にされているので、たまたまだっ
たんでしょうね。

しかしながら、和式は今の時代にはちょっと

そぐわないかなと思うんですよね。観光客とい

う言い方が適当かどうかわかりませんが、仕事

以外で通る方も結構いらっしゃると聞いていま

すので、ぜひとも洋式化を。たしか5基ぐらい
あったと思うんです。5基が全部和式なんです
よね。だから、その全部とは言いませんが、2
とか3は洋式にしていただいたほうが利用価値
は高まるし、諫早湾干拓道路自体、諫早湾干拓

自体ももっと市民に寄り添った事業ということ

で理解もできるのかなと思うので、5基とも洋
式にできればいいですけど。

ちなみに、予定について聞かせてください。

【吉田農村整備課長】男子トイレでいけば小が

5基で、大が2基ありまして、女子トイレで5基
の和式が設置されております。そのほか、多目

的トイレとして洋式のトイレを設置しておりま

す。

これにつきましては現在検討中でございまし

て、令和8年度に設置するような形で、令和7年
度中に、どこまで洋式化するのか、全部するの

かも含めて検討をしているところでございます。

【宮本委員】前向きに検討をよろしくお願いい

たします。

最後に1点、農林部関係で今、非常に話題に
なっているので、この際お聞きをいたします。

分かる範囲で結構ですので教えてください。令

和の米騒動とも言うべき、米の流通に関してで

あります。

本日の日本農業新聞に、備蓄米の入札開始、

落札量や価格焦点と、「日本の米2025」という
記事が載っております。いち早く、お隣の佐賀

新聞には、佐賀に入ってきたという報道もあっ

ているんですよね。

お聞きしたいのは幾つかあるんですが、分か

る範囲で結構です。流通についても確認したん

ですが、非常に複雑ですね。米が我々消費者に

来るまでには、いろんな関所を通ってくるんだ

ということが改めてわかった次第です。

今回、いよいよ備蓄米が入札をされたと、昨

日だったですかね、入札があったと。これ、長

崎県にどれだけ来るのか、配分されるのか、量

があるのか、ないのかも含めて、現時点でどれ

くらいくるかが分かっていれば教えてください。

【山下農産園芸課長】現在、国が行っている備

蓄米の放出の関係でございます。まず備蓄米の

入札についてですが、昨日から明日まで、3日
間かけて行われる予定で、その入札結果につい

ては13日以降に公表されると聞いております。
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備蓄米の流通でございますが、今回備蓄米を

販売する対象は、米の流通でいきますと、いわ

ゆる集荷業者と言われまして、農家とか地域の

JA等から米を集める業者に売り渡すと。そこか
ら卸売業者を経由して小売りとか外食に流れて

いくということでございますが、米の流通につ

いては全国規模で行われているところで、この

県にいくらかと調べるのは、なかなか難しいか

と考えております。

今回の備蓄米の放出ですが、まず集荷業者に

国から渡されますが、そこから先の販売計画、

例えば卸売り業者にこれぐらい売りますという

ような計画と、その実績等は今後公表されてい

くとは聞いております。やはりそこも事業者ベ

ースなので、どこの地域かというのは、個々の

それぞれの事業者の取引判断等によるので、そ

こまで把握するのは難しいかと考えております。

【宮本委員】明日まで入札があるということで

す。集荷業者から卸売り業者にいって、それか

ら小売りにいって消費者ということであれば、

先ほどおっしゃった販売計画なるものは、県と

か市とか行政としては関わらないという認識で

いいのか、そこも教えていただければと思いま

す。

【山下農産園芸課長】今回備蓄米の入札に当た

りましては、まず条件として、集荷業者が卸売

業者等との販売契約、販売する計画があること

を整理したものを出さないといけないというこ

とで、そういった事業者の中で様々な調整を行

われた上で入札に進んでいっているものという

ふうに考えておりまして、なかなか地域の行政

等が関与しているのはないのではないかと思っ

ております。

【宮本委員】難しいですね。肌感覚でお聞きで

きればと思うんですが、報道では3月下旬ぐら

いには備蓄米が販売されるという大まかなスケ

ジュールですが、県の認識としても、それぐら

いには備蓄米がくるのではなかろうかという認

識なのか、それも併せて確認させてください。

【山下農産園芸課長】備蓄米の実際の流通に関

することだと思いますが、基本的に今回落札さ

れたものは政府の契約している倉庫にあるとい

うことで、そこから精米工場等に運ぶ必要があ

ると。スーパー等で玄米のまま売っているのは

珍しく、基本的に精米されてから売られるので、

まず精米をしていく必要があろうかなと。

あと、米を販売するに当たっては、例えば5
キロで売るにしても袋、いろんな表示がされて

いますので、落札された備蓄米に合わせた、い

わゆる容器、包装は準備する必要があろうかと

考えておりますので、報道によると早ければ、

3月末ぐらいということなので、非常に早い部
分で、そこがスムーズに進んでいるものはそれ

ぐらいではないかと思いますが、小売りまでの

いろんな準備を考えると、少々時間はかかるの

ではないかと考えているところでございます。

【宮本委員】農林部長にお聞きしたいんですが、

日曜日に米の卸売りとお話をして、「そもそも

日本で米は足りておらんとよ。政府は余ってい

ると言うけど余っておらん。そもそも減反政策

が問題だ。なかなか増えるのは難しいよ」と厳

しく私に言ってこられたんです。

長崎県では、概要説明でもあったとおり、田

んぼよりも畑の耕作面積が多いのは分かるもの

の、全国的に言って、流通に対して21万トンが
消えたとありますけれども、実際はあれは作っ

ていなかったという米の業者のお考えもあられ

るようです。

農林部長として、減反政策におけるお考え、

認識についてお聞きできればと思います。
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【渋谷農林部長】今回、全国的に米不足という

ことで価格が高騰しております。そういうふう

に国の調査が甘かったという報道もあれば、一

方では、いろんな建設業者も含めて買いだめし

ているんじゃないかというのがある。今、実際

に見ていると、政府米の放出が決まって、先物

指数等も落ちておりますので、ここについては

もうちょっと真相を見極める必要があるのかな

と思っております。

減反政策は、統計的に見ると一人当たりの米

の消費量は減っておりますので、そこは統計に

基づいて今までの政策は大体ぴったり合ってき

て、どちらかというと価格が安くずっと推移し

てきた経過もありますので、ここについて、今

の動きがちょっと落ち着いてから分析をさせて

いただこうと思っております。

【宮本委員】これについては、なかなか県で情

報を持っていないと、お伝えすることは難しい

現状もわかりました。一日も早く落ち着いて価

格が安定して、農家の方々も利益を得られて、

我々もウィン・ウィンの関係が成り立てばと思

いますので、引き続き農林部としても、これに

ついては研究のほど、よろしくお願いしたいと

思います。以上です。

【清川委員長】 ほかに質問はありませんか。

【大倉委員】私からは、野生イノシシの豚熱感

染確認に伴う防疫対応に関して伺います。

2月3日に松浦市福島町で、本県で初めて豚熱
に感染した野生のイノシシが分かったという中

で、非常に迅速な対応をしていただいたと思っ

ております。ワクチンの散布とか、養豚事業者

に対する消石灰の配布等々していただきました。

この問題で一番大事なのは、ウィルスを拡散

させないと、感染を拡大させないところが一番

必要なわけで、そういう意味では、今、1事例

でとどまっているところで、本当に迅速な対応

が必要ですし、それをやっていただいた結果だ

と思っております。イノシシ自体の行動範囲も

大体1キロから2キロとそんなに広くないので、
そういった意味でも早めにしっかりと対応する

ことが非常に大事だなということが、今回の事

例でも分かった次第です。

改めて、どういった対応をしていただいたの

か、そこを報告していただければと思います。

【富永畜産課長】豚熱対策の状況についてです

が、現在、県内の養豚場での豚熱の発生は確認

されておりませんが、県内野生イノシシにおい

て、これまで4事例の豚熱ウィルスの陽性事例
が確認されております。

これにより、野生イノシシの感染拡大防止の

ため、発生地域において2月13日に豚熱経口ワ
クチンの緊急散布1回目を実施したところであ
ります。また、来週、緊急散布2回目を実施予
定であり、野生イノシシでの豚熱ウィルスの封

じ込め対策を、関係機関・団体の協力の下、実

施してまいります。

さらに養豚場対策としましては、消毒用消石

灰を配布し、2月17日から3月7日まで緊急消毒
を実施しており、さらに、飼育豚に異常がない

か、観察の強化と早期通報を対策会議にて関係

者へ指導しております。

引き続き野生イノシシのサーベイランスを行

い、豚熱ウィルスの状況を注視しまして、緊張

感を持って対応していきたいというふうに考え

ております。

【大倉委員】現在は落ちついている状況だと思

いますが、これから春に向けて対策が非常に必

要になってくると思うんです。

といいますのも、5月、6月はイノシシの出産
シーズンです。一番ピークを迎えるわけで、幼
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いイノシシが増えていく状況になるわけです。

幼いイノシシは免疫を自ら持っておりますので、

ワクチンブレークが起きやすいと言われていま

す。自らの免疫でワクチン株を攻撃するわけで

す。ですから、ワクチンがなかなか定着しにく

いと言われているわけです。

そういった意味で、春に向けて幼いイノシシ

に対する対応をどのように取り組んでいくのか、

そのあたりのご見解をお示しください。

【富永畜産課長】委員ご指摘のとおり、野生イ

ノシシにおきましては、生後5月齢ごろまでは
哺乳期につき、経口ワクチンを食べないとされ

ております。このことから、春に生まれたイノ

シシが約5か月経過したころから摂取できるよ
う、幼いイノシシへのワクチン対策として、今

回の緊急散布に加え、今後、春と秋の年2回の
定期散布を実施することとしております。

【大倉委員】 春と秋の2回の定期散布、ぜひよ
ろしくお願いいたします。

やっぱり調査、監視、このあたりは常に緊張

感をもってやっていただきたいと思いますし、

それ以外にも狩猟者の方であるとか林業関係者

も含めて、衛生管理のお願いも併せてしていた

だくように、ここは要望しておきたいと思いま

す。

以上です。

【清川委員長】 ほかに質問はございませんか。

【初手委員】 1点だけお尋ねをいたしたいと思
います。

基幹農道の整備費の関係で、川棚西部地区が

今、取り組まれております。この地区につきま

しては川棚町の中山間地帯でありまして、昭和

50年代ぐらいから肉用牛の共同肥育施設が相
次いで建設され、大型の畜産団地が建設された

経過がございます。

また、川棚川の流域に広がる水田地帯におけ

る土壌づくり対策として、畜産団地からの大量

の堆肥の供給を行っておりまして、地域が一体

となって稲わらと堆肥の相互供給による営農が

展開されまして、耕畜連携の取組が行われてい

るところであります。

こういったことから、中山間地に本農道の整

備をすることで輸送の合理化を図るとともに、

川棚川流域の水田地帯とアクセスが良くなり、

畜産部門と耕種部門との連携による地域内供給

システムを図ることを目的として、お願いをし

て造っていただいているところでございます。

平成21年1月に建設促進協議会が設立され、
その後、事業着手をされておりますけれども、

諸般の事情によりまして数回延期、そしてまた

事業費の値上げが行われてきたところでありま

す。そういった意味からも、地元としましては

早い完成を望んでおります。延期はありました

が、事業は着実に進められているということで、

そろそろ完成の時期も見えてきたのではないか

と思います。

この農道の主な経過、そしてまた進捗状況、

完成時期が明確にできるのであれば、それも含

めてご説明をいただければと思います。よろし

くお願いします。

【清川委員長】質問の途中でありますが、本日、

3月11日は、東北地方を中心に未曽有の被害を
もたらした東日本大震災の発生から14年目に
当たるということで、ここで、震災により犠牲

となられた全ての方々に対し、哀悼の意を表す

べく、黙祷をささげたいと思います。皆さま、

ご起立願います。

黙祷。

（ 黙 祷 ）

黙祷を終わります。ありがとうございました。
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【吉田農村整備課長】先ほど委員からお話があ

りました、川棚西部地区の進捗状況と今後の予

定につきましてのご質問に回答させていただき

ます。

川棚西部地区の詳細につきましては、事業目

的も委員からご説明いただきましたが、川棚町

にある農畜産団地の農業輸送の効率化を図るた

めに、耕畜連携の取組を促進するために、県道

の川棚有田線と国道205号を結ぶ、全長6キロの
基幹的農道として県が整備をしております。

川棚西部地区におきましては、お話がありま

したように平成22年度から事業に着手して、令
和6年度までに既に15年が経過することになり
ます。令和6年度末時点での事業費ベースでの
進捗につきましては76％となっておりまして、
全長6キロに対しまして約4割に当たる2.5キロ
を既に供用を開始しているところでございます。

供用開始をしていない、現在工事中の3.5キロ
につきましても、目標とする令和8年度の完成
を目指して全力で取り組んでいきたいと考えて

おります。

【初手委員】確認ですけれども、完成年度は令

和8年度、令和9年3月ということでいいんです
か。

【吉田農村整備課長】用地買収自体も既に完了

しておりまして、あとは必要となる予算をしっ

かりと確保できていけば、令和9年3月の完成を
目指して頑張っていきたいと思っております。

【初手委員】 完成年度も確認できましたので、

予算の確認もできましたので、くれぐれも、重

ね重ね、よろしくお願いいたします。

終わります。

【清川委員長】 ほかに質問はございませんか。

【千住委員】 私からは1点だけ、先ほども米の
高騰に関して質問があったんですが、米の高騰

によって、農家がその分、手取りが増える、収

入が増えるといった形が一番理想だなと思うん

ですよね。今回にしてみたら、急激な値段の上

がり方で、農家には実入りはあまりなかったん

じゃないかなと思うんですが、今後も多分、恐

らくこの推移はある程度続くんじゃないかと言

われております。

そういった中でありますけれども、経費もそ

の分上がってきているということで、実際のと

ころ、農家に利益が増えているのかどうかとい

うのを、指標か何かある中で分かれば教えても

らえればと思います。

【山下農産園芸課長】米農家の収入に関するこ

とだと思います。

米はいろんなルートで販売されていますが、

公表されている指標で推計したところ、令和5
年産の例で見てみますと、長崎県産「にこまる」

の業者間の取引、相対取引価格が60キロ当たり
1万4,585円となっております。これは主に集荷
業者から卸売業者等に売られる価格で、ここか

ら集荷業者の経費を引いた分が農家に流れてい

くと。そういったものから10アール当たりの反
収480キロとして計算すると、農家に入ってく
るのは10万680円ぐらいというような状況でご
ざいました。

米の生産にかかる経費は、現在、国で出され

ている米の生産費統計の最新の令和5年のもの
を見てみると、米の生産規模によってかなりコ

ストが変わってくるということで、大規模は安

くつくけど、長崎に多い小規模な事業者等はな

かなかコストがかかる状況でございます。販売

している農家で、1ヘクタール程度の経営規模
の層で見た場合、肥料とか機械にかかる経費、

借りている土地、そういったものにかかる経費

が10アール当たりおよそ9万849円という統計
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が出ております。差し引きしますと、10アール
作って経費を払って9,831円ぐらいしか手元に
残らないというような状況でございます。

今年の例で見ますと、令和6年産「にこまる」
相対取引価格60キロ2万3,687円と、昨年よりか
なり上がってきているということでございます。

こちらで、生産費は去年と同じぐらいとして計

算したところ、10アール作ると手元に8万2,000
円程度残るというところで、昨年まで米の収益

性はかなり厳しいところでございましたが、現

在の相対取引価格が続いた状況であれば、農家

の手取りは大分回復するんじゃないかというふ

うに考えているところでございます。

【千住委員】この金額の上がり方がそのまま農

家に反映されれば一番ありがたいんですけど、

途中に中間業者が入ってしまうと、またこれも

要らぬお金だなと思います。

実際、今の金額でいいますと、茶わん1杯当
たり約50円とお聞きしました。1杯50円と考え
ると、我々の食事に関してはそんなにものすご

く高いというわけじゃなくて、50円でもありが
たいと正直思うんですよね。上がり方が急激で

あったために、ちょっと皆さんの反響が大きい

かなと思うんですが。

実際、今回備蓄米が21万トン出るという形で、
買い戻せば結局、一緒になるんじゃないかなと

心配もあるわけですけれども、昨日、江藤大臣

は、買い戻しは1年を越してもいいみたいな話
をされていたんですが。

今後、この備蓄米の21万トンが出て、どんな
感じで影響するのか分かれば、見解を教えてい

ただければと思います。

【山下農産園芸課長】米の流通に関しては様々

な過程を経て経費もかかっていますので、なか

なか我々からこうなっていくというのは、推測

にしかならないところはございますが、国の備

蓄米の放出、21万トンという数字の元となって
いるのが、米集荷は大体12月ぐらいまでに主な
集荷業者が集めてきていると、主要な業者に集

まっているものが、国のデータによると前年に

比べて21万トン程度少ないと、なかなか円滑に
流通が進んでいないということで、今回21万ト
ンの備蓄米の放出となっていったと理解してお

ります。そういうことになれば一定程度、流通

は円滑に回るようになるのではないかというふ

うに考えているところでございます。

一方で生産コストも上がっているところで、

各集荷段階の業者が農家から集めるに当たって、

昨年に比べてかなり高い値段を提示した上で集

めているといったことがありますので、大きく

下がると業者は赤字となっていきますので、昨

年並みに下がるのはなかなか難しいのではない

かと考えられるところでございますが、今急騰

している部分については、何らかの変動が出て

くるんじゃないかと考えているところでござい

ます。

【千住委員】 説明ありがとうございました。

今後、スマート農業も含めて、農家があと5
年しかできないところが、これだと10年できる
とか、これだけ利益が出ると後継者も出てくる

かもというところもありますので、ぜひ県挙げ

て応援いただけたらと思います。

以上です。

【清川委員長】 ほかに質問はありませんか。

【大場委員】 それでは2点、簡単にお聞きをい
たします。

親元就農に対する支援についてであります。

新規就農に対しては、本当に手厚くというか、

様々な支援がございますが、親元就農者に対す

る支援は、あることはあるんですが、なかなか
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条件的に厳しい。要は、親と一緒にいて、親が

やっている作物、同一作物をやったら、それは

補助対象外になるとか、そういった規定があっ

たんですが、最近、親元就農に対する補助につ

いて、少し緩和の方向であるというようなお話

を伺っております。現状の内容についてお知ら

せいただけますでしょうか。

【酒井農業経営課長】今、委員からありました

内容につきましては、経営開始直後から経営が

安定するまでの間、年間150万円が3年間給付さ
れる交付金の件だと思います。この給付金を交

付いただくためには、先ほど委員からありまし

たとおり、親元就農の場合は、新規参入者と同

等のリスクを抱えないといけないというのが交

付要件になっておりまして、そのための一つの

方法として、親と別の品目を導入するというこ

とが国の中で整理をされていたところでござい

ます。

そういった中で、委員からありましたとおり、

若干要件が緩和されると報道で先に出ました。

その後、なかなか中身が見えてこなかったわけ

ですけれども、実は先月末に国の説明会がござ

いまして、その中で、親と同じ品目であっても

対象になるというのが結論ではございますが、

ただ、要件がございます。

ちょっと説明が難しいんですけど、親と同じ

品目であっても、例えばいちごでいいますと、

新規に参入する方が10アールで経営を開始す
るのがその地域の平均だとすれば、親元でいち

ごで就農される場合、その方も新規参入者と同

等の10アール拡大する取組をやれば対象とし
ていいですよ、となります。

そしてまた、規模によらず新しい技術、例え

ば今の流れでいちごに新しい環境制御を入れる

とかですね。そういったところで負担を負う場

合は対象としていい、という整理の説明がござ

いましたので、今後は、今まで以上に交付対象

の範囲が拡大されるのではないかと思っており

ます。

我々県としましても、そういった内容をいち

早く周知いたしまして、対象となる方の漏れが

ないように、しっかりと周知を図ってまいりた

いと考えている次第でございます。

【大場委員】 周知をお願いしようと思ったら、

もう早速言われましたので、ぜひその徹底をお

願いしたいと思います。

親元で就農される方は、農業を継ぐ意思を持

っておられるわけで、そこまでに農家での経験

であるとか、技術であるとかノウハウ、知識が

既にあるわけで、非常に高い農業が期待できる

状況であるだけに、そういった形で補助が区分

けをされて、なかなか手が出なかった部分に新

しい補助が出たら、親元就農の方も非常に就き

やすくなる、そういったことで農業が安定する

方向に向かいやすいんじゃないかと。

当然新規就農者については、そういった補助

をして手厚く保護をしなければいけませんが、

同じような形で就農されるとすれば、今あった

ように緩和される方向であれば、それをしっか

りと活用できるような方向で周知をお願いした

いと思います。

もう1点が、今回の補正でもありましたハウ
スの長寿命化についてです。こちらは、私の地

元でも非常に要望の高い事業でありまして。

理由を聞くと、高齢化によって、次なるハウ

スの投資はできないと。もしくは後継者が、自

分の息子が継がないと、そうなった時に、自分

が農業をする中で新たな投資はもう考えられな

いので、現状ある施設を何とか使っていきたい

という声が非常に多くて、これに対しては継続、
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これから先も何とか事業として定着をさせてほ

しいというような意見を多く聞くんです。

今回の補正で上がりましたが、これから先の

事業の定着化に向けて、県はどのような考えが

ありますでしょうか。

【山下農産園芸課長】ハウスの長寿命化につき

ましては、既存のハウスをうまく補修等をして

長く使っていこうというものでございます。今

回、資材高騰対策ということで補正でも措置さ

れました。

ハウスの長寿命化というのは、強化すること

で災害への対応も強くなることもありまして、

国のいろんな交付金等を活用しまして、同趣旨

の事業はこれまでも行ってきたところでござい

ます。

今後について、こうと言うのはなかなか難し

いところもありますが、現場の実態も含めまし

て、有利な国の交付金等も探しまして、こうい

った既存のストックがうまく活用できるように、

我々としても考えていきたいというふうに考え

ております。

【大場委員】ご努力をお願いしたいと思います。

本当に農家は困っておられます。資材も高騰し

て、「高うして、もう次の投資できんばい」と、

そういった形でですね。何とか今のハウスが、

自分の代だけでも長く使えるような状況にして

ほしいと。「来年もこの事業はあるとやろうか、

再来年も続くとやろうか」と、そういうふうな

思いでいらっしゃいますので、国の有利な補助

を探しながら、そういった方向で県も少し考え

ていただければと思いますので、よろしくお願

いいたします。

以上です。

【清川委員長】 ほかに質問はありませんか。

【石本委員】 畜産に関してです。1月か2月だ

ったかと思いますけど、県北地域の和牛改良推

進協議会より、「家畜人工授精及び家畜体内受

精卵移植に関する講習会について」という要望

がありまして、農林部長に対応していただいた

んです。その時にも一応、回答は得ましたけど、

要望させていただきたいと思うんです。

現在、受精及び受精卵移植の講習会が、島原

の農林技術開発センターで2年に1回実施され
ているということです。この研修が長期にわた

るものですから、県北・離島からの受講者がな

かなか、実際自分で牛を飼いながら長期間にわ

たって受講することは困難ということで、でき

れば県北の肉用牛改良センター等も使って、交

互にそういった研修をお願いしたいという要望

がありました。

その時は、部長からも前向きな答弁が出たと

思うんですけど、再度確認と、いろんな条件は

あったと思うんですけど、そこらも含めて確認

をさせていただきたいと思います。

【渋谷農林部長】先月、県北の和牛の組織から、

受精卵移植の資格取得について、県北で受講で

きないかというご要望をいただいております。

現状でいいますと、人工授精の年と受精卵移

植と交互にやっているということで、2年に1回
やっておりまして、ちょうど今年、受精卵移植

をやって、次にやるのが令和8年度になろうか
と思っております。

その時にも申し上げたんですが、課題が3つ
ありまして、1つは肉用牛改良センターの衛生
上の問題、2つ目は、幾らか機材が要りますの
で、機材を準備しないといけない。

もう一つが一番課題で、実際に雌の繁殖牛を

使って実習をされますので、直接手を突っ込む

という作業をやって実習をやるものですから、

ボディそのものが傷むということがありまして、
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現状でいいますと、農技センターの畜産研究部

門では、地域の農家の方からご協力をいただい

て格安で母牛を提供していただいている状況で

す。

そこについて、先月のご要望の時は、県北で

も、予算上もありますので、同じような価格で

一定の数の母牛をご用意いただくことを前提に、

令和8年開始に向けて前向きに検討したいと回
答をさせていただいたところです。

そこにつきましては、黒田市長が代表として

お話しされていましたけれども、県南でできる

ことを県北でできない理由はないので、県北で

夏過ぎまでに向けて検討したいとお話をいただ

いておりますので、その回答を待って、令和8
年開催に向けて準備をしていきたいと考えてお

ります。

【石本委員】一番の課題が、最後に言われた母

牛の確保だと思うんですが、例えばどれくらい

頭数があればいいのか。

【渋谷農林部長】 20頭前後だったと思うんで
すが、一つ条件が違うのが、県南でやっている

のは、全部生きた母牛を使っているんですけれ

ども、模擬でできるような機械、人形があると

聞いていますので、これはちょっと高額なんで

すけれども、こちらをした場合にどこまで母牛

を少なくできるかということについても今、検

討しているところで、そこも県北の検討状況と

併せて、数字を合わせていきたいと思っており

ます。

【石本委員】今後、本県の肉用牛振興について

も、生産面からも大変大事な事業だと思ってい

ますので、ぜひとも前向きに、どうすれば対応

できるか、そういった機械も含めて、県北、県

南1つずつ要るのか、1つを交互に使える機械な
のか、そういうところも含めて、やはりぜひと

も対応していただきたいと思いますので、これ

は要望にかえさせてください。よろしくお願い

します。

【三溝農業イノベーション推進室長】先ほど宮

本委員からご質問があったスマート農業に関し

てですが、ちょっと誤りがありまして、再度回

答させていただきます。

繁殖雌牛の発情発見についてですが、令和5
年度で72戸で、令和2年と比較して35戸増加し
ております。効果につきましては、分娩間隔の

短縮効果として50日短くなっているというこ
とでございます。

【清川委員長】ほかに質問がないようですので、

農林部関係の審査結果について整理したいと思

います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ３時 ９分 休憩 ―

― 午後 ３時 ９分 再開 ―

【清川委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、農林部関係の審査を終了

いたします。

農林部の理事者の皆様におかれましては、大

変お疲れさまでした。

引き続き委員間討議を行いますので、理事者

退出のため、しばらく休憩いたします。

― 午後 ３時 ９分 休憩 ―

― 午後 ３時１１分 再開 ―

【清川委員長】 委員会を再開いたします。

閉会中の委員会活動等について協議したいと

思いますので、しばらく休憩をいたします。

― 午後 ３時１１分 休憩 ―

― 午後 ３時１２分 再開 ―



令和７年２月定例会農水経済委員会・予算決算委員会農水経済分科会（３月１１日）

- 173 -

【清川委員長】 委員会を再開いたします。

閉会中の委員会活動について、何かご意見は

ありませんか。

〔「正副委員長に一任」と呼ぶ者あり〕

【清川委員長】それでは、正副委員長にご一任

願いたいと存じます。

以上をもちまして、農水経済委員会及び予算

決算委員会農水経済分科会を閉会いたします。

大変お疲れでした。

― 午後 ３時１２分 閉会 ―



農水経済委員会委員長 清川　久義

　　　　議長　　徳永　達也　　様議長 徳永　達也　　様

１　議　　案

審査結果

長崎県工業技術センター条例の一部を改正する条例 原 案 可 決

長崎県窯業技術センター条例の一部を改正する条例 原 案 可 決

長崎県立職業能力開発校条例の一部を改正する条例 原 案 可 決

長崎県地方卸売市場長崎魚市場条例の一部を改正する条
例

原 案 可 決

直轄特定漁港漁場整備事業に対する県の負担について 原 案 可 決

計  ５件  (原案可決  ５件）

農 水 経 済 委 員 会 審 査 結 果 報 告 書

　本委員会に付託された事件について審査の結果、下記のとおり決定したので報告する。

令和7年3月11日

記
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第 38 号 議 案

第 39 号 議 案

件　　　　　　　　　　　　　　　　名

第 36 号 議 案

第 37 号 議 案

第 44 号 議 案

－174－
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署 名 委 員     初手 安幸
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書  記   中尾 勝三
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産業労働部関係の議案についてご説明いたします。 

 

 今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、 

第６４号議案「令和６年度長崎県一般会計補正予算（第８号）」のうち関係部分 

であります。 

 

今回の補正予算は、国において決定された「国民の安心・安全と持続的な成長に向

けた総合経済対策」に沿って、令和６年１２月１７日に成立した国の補正予算に適切

に対処するため、必要な予算を追加しようとするものであります。 

 

（歳 出） 

  商 工 費        １７億 ５，５６０万 ９千円の増 

  合 計        １７億 ５，５６０万 ９千円の増 

を計上いたしております。 

 

 この歳出予算の内容は、 

◎企業振興課 

（工鉱業振興費について） 

物価高騰の影響を受けている県内製造業者の賃上げに向けた生産性向上を図るため、

設備投資等の支援に要する経費として、 

  地場企業総合支援事業費         ４億 ５，０００万   円の増 

を計上いたしております。 

 

◎新産業推進課 

（工鉱業振興費について） 
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 物価高騰の影響を受けている県内中小事業者の生産性向上や業務効率化を図るため、

企業内でデジタルを活用できる人材の育成及びツール導入等への支援に要する経費と

して、 

  デジタル力向上支援事業費        ２億 ６，１８８万 ７千円の増 

を計上いたしております。 

 

◎経営支援課 

（商業振興費について） 

 物価高騰の影響を受けている県民生活の下支えや県内事業者の売上拡大、キャッシ

ュレス化の推進によるデジタル力向上を図るため、市町と連携し、プレミアム商品券

発行事業を実施する経費として、 

  ながさき消費拡大・地元企業応援事業費  １０億         円の増 

を計上いたしております。 

（中小企業振興費について） 

 物価高騰の影響を受けている県内中小事業者に対して、各種支援制度の周知や適切

な活用方法の提案、価格転嫁に向けたサポート等に要する経費として、 

 中小企業経営改善推進事業費          ４，３７２万 ２千円の増 

を計上いたしております。 

 

（繰越明許費について） 

繰越明許費についてご説明いたします。 

国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、今回の経済対策補正によ

り実施する事業であり、次年度にかけて引き続き支援に取り組む必要があることから、 

地場企業総合支援事業費          ４億 ５，０００万   円 

デジタル力向上支援事業費         ２億 ６，１８８万 ７千円 
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ながさき消費拡大・地元企業応援事業費  １０億          円 

中小企業経営改善推進事業費           ４，３７２万 ２千円 

合        計          １７億 ５，５６０万 ９千円 

について、繰越明許費を設定しようとするものであります。 

 

 以上をもちまして、産業労働部関係の説明を終わります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願いいたします。 
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水産部関係の議案について、ご説明いたします。 

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、 

第６４号議案 「令和６年度長崎県一般会計補正予算（第８号）」のうち関係部分 

であります。 

 

今回の補正予算は、国において決定された「国民の安心・安全と持続的な成長に向

けた総合経済対策」に沿って、令和６年１２月１７日に成立した国の補正予算に適切

に対処するため、必要な予算を追加しようとするものであります。 

 

歳入予算は、 

国 庫 支 出 金                 １億９，５００万  円の増 

  合   計                    １億９，５００万  円の増 

 

歳出予算は、 

水 産 業 費                               ３億  ５５８万４千円の増 

合     計                                   ３億  ５５８万４千円の増 

となっております。 

 

歳入予算の内容についてご説明いたします。 

 

（国庫支出金について） 

海業振興支援事業と養殖資材高騰対策事業に係る国庫補助金の増に伴い、 

国 庫 支 出 金               １億９，５００万  円の増 

を計上いたしております。 
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次に、歳出予算の内容についてご説明いたします。 

（海業振興支援事業費について） 

漁業者等が海業の計画策定を目指すために必要な調査や実証、効果分析等を支援 

するための経費として、 

海 業 振 興 支 援 事 業 費             ３，５００万  円の増 

を計上いたしております。 

 

（漁協経費負担軽減対策事業費について） 

節電効果等によるランニングコストの低減を図るため、漁業団体における省エネ 

機器の導入を支援するための経費として、 

漁協経費負担軽減対策事業費             ５，０００万  円の増 

を計上いたしております。 

 

（養殖資材高騰対策事業費について） 

赤潮被害軽減に必要な足し網等の養殖資材購入に要する経費や赤潮防除のための 

モニタリング、発生抑制対策の実証等を支援するための経費として、 

養殖資材高騰対策事業費           ２億  ２７８万３千円の増 

を計上いたしております。 

 

（水産環境保全対策推進事業費について） 

漁業者等が行う藻場や干潟の保全活動など、水産業・漁村の多面的機能の発揮に 

資する地域の活動を支援するための経費として、 

水産環境保全対策推進事業費             １，７８０万１千円の増  
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を計上いたしております。 

 

次に、繰越明許費についてご説明いたします。 

年度内に適正な事業期間が確保できないことから、 

先の県議会において設定した繰越明許費について、 

水 産 業 指 導 費                  ８，５００万   円の増 

 水 産 業 振 興 費             ２億    ２７８万３千円の増 

漁場水産基盤整備費                       １，７８０万１千円の増 

として、繰越明許費を設定しようとするものであります。 

 

  以上をもちまして、水産部関係の説明を終わります。 

  よろしくご審議を賜りますようお願いいたします。 



令 和 ７ 年 ２ 月 定 例 県 議 会

予 算 決 算 委 員 会 農 水 経 済 分 科 会

関 係 議 案 説 明 資 料

農 林 部



農林部関係の議案について、ご説明いたします。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第６４号議案 令和６年度長崎県一般会計補正予算（第８号）のうち関係部分

であります。

今回の補正予算は、国において決定された「国民の安心・安全と持続的な成長に向

けた総合経済対策」に沿って、令和６年１２月１７日に成立した国の補正予算に適切

に対処するため、必要な予算を追加しようとするものであります。

歳入予算は、

  国 庫 支 出 金                  １７億 ３，５３４万   円の増

歳出予算は、

農 業 費         ２０億 ８，６２５万 ５千円の増

となっております。

次に、補正予算の内容についてご説明いたします。

（園芸産地の振興について）

老朽化した共同利用施設の再編集約・合理化に取り組む産地への支援に要する経費

として、

産地総合整備費              １１億 ７，２６３万 ５千円の増

を計上いたしております。

2



（農地中間管理機構事業促進対策について）

担い手への農地の集積・集約化を促進するため、機構集積協力金の交付に要する経

費の長崎県農地中間管理事業支援基金への積立として、

農地中間管理機構事業促進対策費       ２億 ２，０００万   円の増

を計上いたしております。

（農業資材価格高騰への対策等について）

農業資材価格が高止まりする中、燃油及び肥料の使用量低減に資する資機材の導入

を支援するとともに、新規就農や規模拡大に係る生産者の負担軽減を図るため、既存

ハウスの長寿命化や遊休ハウスの活用への支援に要する経費として、

スマート農業推進費            ２億          円の増

を計上いたしております。

（農作物の加工・流通・販売対策について）

加工食品等の輸出拡大を図るため、輸出先国の輸入条件やニーズに対応した輸出体

制の確立に向けた食品製造事業者の施設の新設、機器の整備への支援に要する経費並

びに肉用牛農家の経営安定と所得向上を図るため、物価高騰に伴い消費が停滞してい

る長崎和牛の消費回復・拡大に向けた取組に要する経費として、

流通対策費                ４億 ９，３６２万   円の増

を計上いたしております。

（繰越明許費について）

繰越明許費については、国の補正予算を活用する事業について、年度内に適正な工

期が確保できないことから、

ス マ ー ト 農 業 推 進 費      ２億          円

3



流 通 対 策 費      ４億 ９，３６２万 円

を設定しようとするものであります。

また、先に設定した繰越明許費に今回の補正予算に関する繰越明許費を追加すること

により、

産 地 総 合 整 備 費    １３億 ３，１７９万 ９千円

に変更しようとするものであります。

以上をもちまして、農林部関係の説明を終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたします。

4
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 産業労働部関係の議案についてご説明いたします。 

 

 今回、ご審議をお願いいたしております議案は、 

 第 １ 号議案 「令和７年度長崎県一般会計予算」のうち関係部分 

 第 ７ 号議案 「令和７年度長崎県小規模企業者等設備導入資金特別会計予算」 

 第４７号議案 「令和６年度長崎県一般会計補正予算（第６号）」のうち関係部分 

 第５３号議案 「令和６年度長崎県小規模企業者等設備導入資金特別会計補正予算 

（第１号）」 

 第６１号議案 「令和６年度長崎県一般会計補正予算（第７号）」のうち関係部分 

であります。 

 

議案の説明に先立ちまして、産業労働行政の取組方針についてご説明いたします。 

令和７年度当初予算においては、計画期間の最終年度を迎える長崎県総合計画の総

仕上げと、新しい長崎県づくりのビジョンが目指す「未来大国」の実現に向け、「な

がさき産業振興プラン２０２５
にせんにじゅうご

」に掲げるスローガン「進化と創造、未来への挑戦。

危機を克服し持続可能な発展を目指す長崎県」のもと、今回策定した「令和７年度長

崎県の主要施策」の基本方針に掲げた３つの柱を中心に、本県産業の強化に必要な各

種施策に取り組んでまいります。 

まず、１つ目の柱としまして、カーボンニュートラルの潮流の中、国内投資が活発

化している半導体関連産業や航空機関連産業、海洋エネルギー関連産業などの成長産

業における県内企業の設備投資や取引拡大、サプライチェーン強化を支援するほか、

今後、拡大が見込まれる水素市場への参入を促進してまいります。 

２つ目の柱としまして、厳しい経営環境が続く中小・小規模事業者に対し、デジタ

ル化等による生産性向上や価格転嫁の推進、資金需要への対応など、きめ細やかな対

策を講じてまいります。 
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３つ目の柱としまして、若者の県内定着やＵＩターン促進、高度外国人材の受入体

制の構築等の取組を進め、産業人材の確保・育成を図るほか、雇用の場の創出に資す

るスタートアップの誘致や取引拡大等を支援してまいります。 

 

それでは、はじめに、第１号議案「令和７年度長崎県一般会計予算」のうち関係部

分及び第７号議案「令和７年度長崎県小規模企業者等設備導入資金特別会計予算」に

ついてご説明いたします。 

 

 一般会計では、 

（歳 入） 

  使 用 料 及 び 手 数 料            １億 ２，１０９万 １千円 

  国 庫 支 出 金           １６億 ２，９４０万 ２千円 

  財 産 収 入               ９，７５２万 １千円 

  寄 附 金               ２，０００万   円 

  繰 入 金            ６億 ６，７０４万 １千円 

  諸 収 入          ３１７億 ６，３０８万 １千円 

  合 計          ３４２億 ９，８１３万 ６千円 

（歳 出） 

  総 務 費            １億 ７，２６９万 ３千円 

  労 働 費           ２３億 ７，７９０万 ５千円 

  商 工 費          ４０５億 ８，８４３万 ９千円 

  合 計          ４３１億 ３，９０３万 ７千円 

を計上いたしております。 

 一般会計予算の主な内容についてご説明いたします。 
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◎産業政策課 

（工鉱業試験場費について） 

 公設試験研究機関の運営や研究機器整備、試験研究等に要する経費として、 

  工業技術センター費              １億 ５，４０６万 ５千円 

  窯業技術センター費              １億 １，０７６万 ２千円 

等を計上いたしております。 

 

◎企業振興課 

（ふるさと産業振興費について） 

地域の雇用や経済を支える食料品製造事業者の生産性向上や売上・収益確保の取組

への支援に要する経費として、 

 食品製造業パワーアップ事業費            ４，６９０万 ５千円 

等を計上いたしております。 

（工鉱業振興費について） 

 県内の中小製造業企業の企業間連携によるグリーン成長分野の需要獲得を目指した

設備投資の支援や、地場企業の新たな雇用を伴う規模拡大等の支援に要する経費とし

て、 

  地場企業総合支援事業費           ３２億 ３，４４６万 ２千円 

 世界的な需要拡大に伴い、さらなる成長が見込まれる航空機・半導体関連産業につ

いて、基幹産業としての育成に向けた支援に要する経費として、 

  次世代基幹産業育成事業費           ２億 ３，８４６万 ８千円 

誘致企業に対する助成や企業誘致活動の推進等に要する経費として、 

  企業誘致推進費                ３億 ７，８１８万 ９千円 

市町が実施している工業団地整備の支援等に要する経費として、 

  新工業団地整備事業費             ２億 ２，１３１万 １千円 
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等を計上いたしております。 

 

◎新産業推進課・新エネルギー推進室 

（工鉱業振興費について） 

スタートアップの資金調達や県内における起業の機運醸成に向けた投資家との

マッチングイベントの開催に加え、県内に立地している有望なスタートアップを対

象とした首都圏大企業等との取引拡大の支援等に要する経費として、 

  創業・起業支援事業費                ６，１２８万 ９千円 

県内企業におけるサイバーセキュリティ分野での事業化への取組や誘致企業等との

協業を通じた事業拡大等の支援に要する経費として、 

  セキュリティ・デジタルビジネス共創促進事業費    ６，０３８万 ７千円 

 脱炭素社会の実現に向けて急成長が見込まれる海洋エネルギー関連産業や水素関連

産業について、県内企業の新規参入や受注獲得を後押しし、県内サプライチェーン構

築の推進に要する経費として、 

  新エネルギー関連産業拠点形成事業費         ８，８８８万 ４千円 

等を計上いたしております。 

 

◎経営支援課 

（商業振興費について） 

 商店街が地域の関係者や外部人材と連携しながら実施する地域課題の解決等につな

がる取組への支援に要する経費として、 

  商業振興対策費                   １，８５９万 ３千円 

を計上いたしております。 

（中小企業振興費について） 

 商工団体の伴走支援など経営指導の強化を図ることにより、県内中小・小規模事業
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者の業務効率化や売上拡大等の支援に要する経費として、 

  中小企業団体指導育成費           １７億 ８，３５４万 ４千円 

等を計上いたしております。 

（工鉱業振興費について） 

 海外展開の進捗状況に応じた支援や、現地での活動サポートなど、県内中小企業の

海外ビジネス展開への支援に要する経費として、 

  中小企業海外展開支援強化事業費           １，１１６万 ７千円 

を計上いたしております。 

（中小企業金融対策費について） 

中小企業の経営基盤の安定等に必要な資金の貸付に要する経費として、  

  金融対策貸付費              ３１５億   ９００万   円 

  （融資枠見込額             １，５４４億 ６，１６０万   円） 

等を計上いたしております。 

 

◎未来人材課 

（雇用安定対策費について） 

県内大学等との連携による企業交流イベントの開催やインターンシップ等の充実及

び県内企業の魅力発信等の取組による県内就職促進に要する経費として、 

  大学生の県内就職促進事業費               ３，６７６万   円 

 産業人材の確保に向け、長崎市、佐世保市、雲仙市と連携して、モデル的に企業の

受入環境整備を支援するとともに、総合相談窓口の設置や事業者の理解促進を図る受

入促進セミナーの開催など、外国人材の受入・定着の推進に要する経費として、 

  外国人材確保総合支援事業費             ３，２６１万 １千円 

等を計上いたしております。 
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◎雇用労働政策課 

（労働福祉費について） 

男性育児休業の取得促進等に取り組む県内企業にアドバイザーを派遣し、従業員が

子育てしやすい魅力的な職場環境づくりの促進に要する経費として、 

  雇用環境改善対策費                   ８４５万 ５千円 

等を計上いたしております。 

（職業能力開発運営費について） 

 県立高等技術専門校の管理運営、若年求職者や中小企業の在職者等に対する職業訓

練等に要する経費として、 

  職業能力開発校費                ４億 ４，７２７万 ８千円 

離職者等に対し、就職支援のために実施する職業訓練に要する経費として、 

  緊急離職者能力開発事業費           ６億 ２，４０４万 ７千円 

等を計上いたしております。 

（雇用安定対策費について） 

 県内求職者の就労促進や非正規雇用者のキャリアアップを図るため、求職者の就職

相談や各種セミナー等の実施に要する経費として 

  人材確保総合支援事業費               ３，９９３万 ３千円 

等を計上いたしております。 

 

（債務負担行為について） 

 債務負担行為の主な内容についてご説明いたします。 

「産業労働行政県有施設等管理業務」については、窯業技術センター等の維持管理

に要する経費について、１，９９６万９千円の債務負担行為を設定するものでありま

す。 

「市町営工業団地整備支援事業費」については、市町が実施する工業団地整備事業
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に係る事業実施期間が複数年となるため、４億８，３０１万円の債務負担行為を設定

するものであります。 

「経営安定資金について、長崎県信用保証協会が保証を行い、代位弁済をした場合

の損失補償」については、同資金の代位弁済額のうち信用保険等による補てん部分を

除いた額の５０％に相当する金額を限度に損失補償しようとするものであります。 

 

 次に、小規模企業者等設備導入資金特別会計では、 

（歳 入） 

 繰 入 金               ７，７２８万   円 

 繰 越 金                 １２６万 ７千円 

  諸 収 入            １億 ８，３５６万 ５千円 

  合 計            ２億 ６，２１１万 ２千円 

（歳 出） 

  商 工 費            ２億 ６，２１１万 ２千円 

を計上いたしており、その内容は、 

 中小企業高度化資金の中小企業基盤整備機構への償還金として、 

  小規模企業者等設備導入資金償還事業費     １億 ２，３７８万 １千円 

等を計上いたしております。 

 

 次に、第４７号議案「令和６年度長崎県一般会計補正予算（第６号）」のうち関係

部分及び第５３号議案「令和６年度長崎県小規模企業者等設備導入資金特別会計補正

予算（第１号）」についてご説明いたします。 

 

 一般会計では、 

 （歳 入） 
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  使 用 料 及 び 手 数 料               ３２０万 ９千円の増 

  国 庫 支 出 金          ２億 ５，５２８万 ３千円の減 

  財 産 収 入               ９７５万 ７千円の増 

  寄 附 金               ３１５万   円の減 

  繰 入 金             １，７７０万 ４千円の減 

  諸 収 入         ４８億 ３，１１９万 ７千円の減 

  合 計         ５０億 ９，４３６万 ８千円の減 

 （歳 出） 

  総 務 費               ４８６万 ２千円の減 

  労 働 費          ２億 ９，６６３万 １千円の減 

  商 工 費         ５３億 ６，６８２万   円の減 

  合 計         ５６億 ６，８３１万 ３千円の減 

を計上いたしております。 

 

補正予算の主な内容についてご説明いたします。 

◎産業政策課 

（工鉱業試験場費について） 

 公設試験研究機関の運営や研究機器整備、試験研究等に要する経費の減に伴う、 

  工業技術センター費               ３，８１８万 ８千円の減 

  窯業技術センター費               ２，００３万 ９千円の減 

等を計上いたしております。 

 

◎企業振興課 

（工鉱業振興費について） 

 地場企業の規模拡大に対する補助金の減等に伴う、 
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  地場企業総合支援事業費           １億 ７，９０３万 ８千円の減 

 誘致企業に対する助成金の減等に伴う、 

  企業誘致推進費              １億 ２，３２１万 ６千円の減 

等を計上いたしております。 

 

◎新産業推進課 

（工鉱業振興費について） 

 工業団地関連施設整備に必要な基金への積立金の増に伴う、 

  工業団地関連施設整備支援事業費         １，７２８万 ９千円の増 

情報関連産業の事業拡大に対する補助金の減等に伴う、 

先端情報関連産業強化事業費           ２，９８６万   円の減 

等を計上いたしております。 

 

◎経営支援課 

（中小企業振興費について） 

商工会・商工会議所による小規模事業者への支援に要する補助金の増等に伴う、 

中小企業団体指導育成費             ６，５６７万 ７千円の増 

等を計上いたしております。 

（中小企業金融対策費について） 

 中小企業向け制度融資の貸付額の減等に伴う、 

金融対策貸付費              ４２億   ４８万 ７千円の減 

等を計上いたしております。 

 

◎未来人材課 

（雇用安定対策費について） 
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オンライン就職フェア開催業務委託の委託料の減等に伴う、 

  地域活性化雇用創造プロジェクト事業費      １，４４２万 ４千円の減 

等を計上いたしております。 

 

◎雇用労働政策課 

（職業能力開発運営費について） 

県立高等技術専門校の管理運営、若年求職者や中小企業の在職者等に対する職業訓

練経費の減に伴う、 

  職業能力開発校費                ３，６７０万 ９千円の減 

 離職者訓練に係る訓練実施経費や就職支援経費の減等に伴う、 

  緊急離職者能力開発事業費         ２億   ７０１万 ２千円の減 

等を計上いたしております。 

 

 次に、小規模企業者等設備導入資金特別会計では、 

（歳 入） 

 繰 入 金             ７，１２８万   円の減 

 繰 越 金                ３９万 ２千円の減 

  諸 収 入          １億 １，２９３万 ５千円の減 

  合         計          １億 ８，４６０万 ７千円の減 

（歳 出） 

  商 工 費          １億 ８，４６０万 ７千円の減 

を計上いたしており、その内容は、 

中小企業高度化資金の償還金の減に伴う、 

  小規模企業者等設備導入資金償還事業費   １億 １，２８０万 ５千円の減 

等であります。 
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 次に、第６１号議案「令和６年度長崎県一般会計補正予算（第７号）」のうち関係部

分についてご説明いたします。 

 

（歳 出） 

  総    務    費              １４３万 ４千円の増 

  労 働 費            ３，５７０万 ２千円の増 

  商 工 費            ３，３２０万 ８千円の増 

  合 計            ７，０３４万 ４千円の増 

を計上いたしております。 

 これは、職員の給与改定及び会計年度任用職員報酬等の改定に要する経費でありま

す。 

 

 最後に、令和６年度の予算につきましては、本議会に補正をお願いいたしておりま

すが、国庫補助金等に未確定のものがあり、また、歳出面においても年間の執行額確

定に伴い整理を要するものもあります。 

従いまして、これらの調整、整理を行うため、３月末をもって、令和６年度予算 

の補正について専決処分により措置させていただきたいと考えておりますので、 

あらかじめご了承を賜りますようお願いいたします。 

 

 

 以上をもちまして、産業労働部関係の説明を終わります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願いいたします。 



  

 

令和７年２月定例県議会 

 

 

 

 

 

農水経済委員会関係議案説明資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

産 業 労 働 部 
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産業労働部関係の議案等についてご説明いたします。 

 

 今回、ご審議をお願いいたしております議案は、 

 第３６号議案 「長崎県工業技術センター条例の一部を改正する条例」 

 第３７号議案 「長崎県窯業技術センター条例の一部を改正する条例」 

 第３８号議案 「長崎県立職業能力開発校条例の一部を改正する条例」 

であります。 

 

はじめに、議案についてご説明いたします。 

第３６号議案「長崎県工業技術センター条例の一部を改正する条例」及び第３７号

議案「長崎県窯業技術センター条例の一部を改正する条例」につきましては、関係経

費の増減に伴い、手数料の一部について所要の改正をしようとするものであります。 

第３８号議案「長崎県立職業能力開発校条例の一部を改正する条例」につきまして

は、関係経費の増に伴い、使用料の一部について所要の改正をしようとするものであ

ります。 

 

 次に、議案外の主な所管事項について、ご説明いたします。 

 

（経済・雇用の動向について） 

我が国の景気は、政府が令和７年１月に発表した月例経済報告によると、「一部に足

踏みが残るものの、緩やかに回復している」とされております。 

本県の景気については、日銀長崎支店が令和７年１月に公表した県内金融経済概況

によると、「緩やかに回復している」とされております。まず、生産面をみると、「電

子部品・デバイスは、増加している」、「機械・重電（原動機、大・中型モーター、冷

熱機器）は、持ち直している」、「造船は、増加している」とされております。一方、
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需要面をみると、「個人消費は、一部に物価上昇の影響がみられるものの、緩やかに回

復している」、「公共投資は、回復している」とされております。 

次に、令和６年１１月から令和７年１月まで、直近３月間の企業倒産件数は９件で、

昨年同時期に比べて４件の減少となっております。  

また、令和６年１２月の全国の有効求人倍率は、１．２５倍と前月と同水準となる中、

本県においても、前月と同水準の１．１９倍となっており、雇用情勢は、「求人が求職

を上回る中で、求人の持ち直しの動きが続いているが、物価上昇等が今後の雇用に与え

る影響を注視する必要がある」とされております。 

 さらに、本県の最低賃金は令和６年１０月１２日から「９５３円」と、前年と比較

して５５円の引き上げとなっております。 

 

（地場企業の支援について） 

本県の基幹産業である造船関連産業については、県内サプライチェーンの裾野が広

く、世界的に船舶の大規模な更新時期を迎える中、環境分野においても高い技術を有

する県内企業を中心に発注が増加するとともに、防衛関連の需要拡大も見込まれるな

ど、好調を維持しており、県としても、企業の設備投資等を支援するとともに、業界

全体の人材確保・育成などを後押ししているところであります。 

これまで県が支援した企業間連携の取組により、今後増産が見込まれるＬＮＧ燃料

タンクについて県内企業の生産体制の構築が進み、県外からの新たな需要の獲得に繋

がる事例も出てくるなど、サプライチェーンの強化が着実に進んでおり、業界全体の

人材確保に向けても、若い時期から造船業の魅力に直接触れてもらう機会を設けるな

ど、造船業界や関係市と連携しながら、魅力発信に努めているところです。 

また、防衛関連分野についても、県内企業の参入意欲が一定高まってきており、市

場の成長も今後見込めることから、引き続き、企業の規模拡大等を支援し、サプライ

チェーンの強化を図るとともに、次世代を担う若い世代に向けた発信を強化するなど、
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県内造船関連産業のさらなる振興に取り組んでまいります。 

さらに、世界的な需要拡大に伴い、さらなる成長が見込まれる航空機関連産業につ

いては、これまで造船業を中心に培われてきた高い技術力や優秀な人材など、本県の

強みを活かせる分野として、事業拡大に向けた設備投資や販路開拓などの取組を後押

ししているところであります。 

今年度からは、これまでの中核企業の育成や販路開拓支援に加え、メンテナンス分

野において、世界最大手の米国メンテナンス部品メーカーからの受注獲得に向けた県

内企業の加工トライアル等を支援するなど、海外からの受注獲得に向けた支援を強化

しており、さらに来年度は、海外で開催される大規模展示会への出展支援も行うこと

としております。 

これまでの取組により、市場参入に必要な認証の取得企業数についても着実に増加

しており、本県は国も注目する「九州を代表する航空機産業集積県」となってきてい

るところであり、今後とも、成長が見込まれる航空機関連産業の基幹産業化へ向け、

県内サプライチェーンの育成に努めてまいります。 

 

（半導体関連産業の振興について） 

県では、国内投資が活発化し、今後も成長が見込まれる半導体関連産業について、

その需要を県内に取り込むため、「県内企業の受注拡大」、「人材育成・確保」、「イ

ンフラ整備」を３つの柱として、関連施策に取り組むこととしており、こうした施策

を県民の皆様にわかりやすくお示しするため、今般、「長崎県半導体産業成長戦略」

を策定したところであります。 

来年度は、戦略に基づく新たな取組として、大手半導体関連企業からのさらなる受

注獲得を目指し、県内サプライチェーンの構築・強化や、企業人材の育成・確保を集

中的に支援することとしております。具体的には、これまでの大規模展示会などの出

展支援や大学等との連携事業への支援に加え、県外の大手半導体製造装置メーカー等
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からの受注獲得を目指し、複数の企業が連携した受注体制の整備や、県内企業が実施

する半導体関連の人材育成などの取組を支援してまいります。 

さらに、半導体関連のアンカー企業の誘致のため、東彼杵町と連携して、日量数千

トンの工業用水を備えた大規模な工業団地の整備にも取り組んでいるところであり、

引き続き、県内企業への波及が大きい半導体関連産業のさらなる振興に向け、サプラ

イチェーン強化等の取組を進めてまいります。 

 

（企業誘致の推進について） 

企業誘致については、新たな基幹産業の創出や良質な雇用の場の創出に向け、県内

企業とのサプライチェーンの構築・強化につながる半導体、医療、航空機などの成長

分野の誘致に取り組むとともに、情報関連企業や事務代行を行うＢＰＯサービス関連

企業など、多様な働き方が選択できるオフィス系企業の誘致に積極的に取り組んでい

るところであります。 

このような中、去る１２月２６日、大阪府に本社を置くフォルテック株式会社が、

佐世保市への立地を決定されました。同社は、生産設備の自動化・システム開発を実

施されており、５年間で２０名を雇用し、自動車シートカバーの縫製工程の自動化や

縫製技術のシステム化に向けた開発などを行うこととされております。 

また、１月２７日には、東京都に本社を置く株式会社ウイズ・ワンが、長崎市への

立地を決定されました。同社は、大手電機メーカーなど法人向けのＷｅｂアプリケー

ション開発やシステム構築を実施されており、５年間で３７名を雇用し、東京本社で

行っている業務の一部やＡＩを活用したシステム開発を実施することとされておりま

す。 

引き続き、地元自治体や関係機関と連携しながら、雇用の拡大と地域経済の活性化

に資する企業誘致の推進に力を注いでまいります。 
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（県内企業のデジタル化の推進について） 

県内企業が、物価高騰や最低賃金の上昇など厳しい経営環境を乗り越えていくために

は、賃上げ等の原資となる売上の増加を図る必要があることから、昨年度に引き続き、

全業種を対象とした「デジタル力向上支援事業費補助金」により、県内中小企業のデジ

タル化による生産性向上の支援に取り組んでまいりました。 

今年度は、製造業やサービス業はもとより、建設業や医療・福祉など様々な業種の事

業者からも多数の申請をいただいた結果、目標の２５０社を上回る３０５社を支援して

おり、昨年度と合わせて５４０社の支援実績となっております。 

県内中小企業においてデジタル化への機運が一定高まってきており、売上の増加をは

じめとした具体的な成果にもつながっていることから、来年度においても国の経済対策

補正予算を活用し、本補助金による支援を継続することとしております。 

また、ＩＴ分野においては、サイバー攻撃による経営リスクを防ぐため、企業におけ

るセキュリティ意識が高まってきており、今後、サイバーセキュリティ市場の大幅な拡

大が見込まれております。 

そのため、来年度からは、県が誘致した国内大手のセキュリティ専門企業や県立大学

情報セキュリティ学科を有する本県独自の強みを活かし、誘致企業や県外大手企業との

協業等による県外需要獲得に向けた県内企業のチャレンジを後押しすることで、情報関

連産業の更なる振興に努めてまいります。 

 

（スタートアップ企業の集積促進について） 

 地域経済の維持や活性化のためには、これまでの地場企業の振興に加え、長崎だった

ら新しいものが生まれるという機運を醸成し、新たなビジネスモデルにより成長を目指

すスタートアップ企業の集積を図っていくことが重要であると考えております。 

今年度の具体的な取組として、交流拠点ＣＯ－ＤＥＪＩＭＡにおける創業相談や交流

会の開催等の支援に加え、首都圏を中心に県外からの呼び込みを積極的に実施した結
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果、８社のスタートアップ企業が新たに活動を開始するほか、県外１社が本県に拠点を

設ける予定となっております。 

 来年度は、県内全域でのスタートアップ企業の創出促進に加え、首都圏の投資家等と

の連携を強化し、プッシュ型でのスタートアップ企業の呼び込みを推進することで、「ミ

ライ企業Ｎａｇａｓａｋｉ」の登壇者のさらなる増加やレベルアップを図るとともに、

有望な県内スタートアップ企業を対象とした首都圏大企業等との取引拡大による売上

増加など事業規模拡大に向けた集中支援にも取り組むことで、引き続きスタートアップ

企業の創出から成長までの一貫した支援に努めてまいります。 

 

（エネルギー政策の動向について） 

 昨年１２月に公表された国の第７次エネルギー基本計画案では、２０４０年における

電源構成が示され、再生可能エネルギーは４割から５割を占めるなど、火力発電を上回

る最大の電源と位置付けられております。 

 その中で、石炭火力発電は、生成ＡＩ等の普及に伴う電力需要の増加を背景に、安定

供給に必要な発電容量を維持・確保するために必要な電源として、昨年５月に成立した

ＣＣＳ促進法により取組が進む二酸化炭素貯留などの新技術を活用し、脱炭素化を図り

ながら利用していくこととされており、本県の松島・松浦の両火力発電所においても、

高効率化や脱炭素化に向けた取組が進められております。 

また、再生可能エネルギーの切り札とされる洋上風力発電においては、令和１１年８

月の運転開始に向け、西海市江島沖での事業が本格化し、関連産業への参入に向けた県

内企業の動きも活発化しているところであり、こうした動きを加速させるため、県では、

昨年１０月に発電事業者と元請け企業による商談会を開催したほか、洋上風力発電の先

進地とされる秋田県への視察を実施し、現在、秋田県内企業と長崎県内企業との連携が

進められるなど、県内外の需要獲得に向け、企業間の取引マッチングなどに取り組んで

おります。 
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さらに、脱炭素社会の実現に向けて市場の成長が見込まれる水素関連産業について、

県では、昨年６月に連携協定を締結したブラザー工業と県内企業が参画する水素プロジ

ェクトの創出に向け検討を進めており、関係自治体と連携のもと、県内企業の水素市場

への参入を後押ししてまいります。 

今後とも、国によるエネルギー政策の動向を注視しながら、県内企業の海洋エネル

ギー関連産業や水素関連産業への新規参入支援等に、関係機関と連携して取り組んでま

いります。 

 

（中小・小規模事業者支援について） 

県内事業者の大半を占める中小・小規模事業者は、地域経済の発展や雇用の創出に

重要な役割を果たしておりますが、原材料の高騰や人手不足など、依然として厳しい

状況にあり、今後も最低賃金の大幅な上昇が見込まれる中、地域経済を支える中小・

小規模事業者の経営を維持していくことは喫緊の課題であります。 

そのため、事業者にとって最も身近な支援機関である商工会や商工会議所の体制を

来年度強化することにより、巡回等による経営指導などプッシュ型の支援を強化し、

事業者が抱える課題の掘り起こしや解決を通じて、業務効率化や生産性向上に繋げて

まいります。 

また、中小・小規模事業者への資金繰り支援については、国の「経営力強化保証制

度」を活用した低利の制度融資資金を昨年１２月２日から運用を開始しており、１月

末までに３５件、約３億６，６００万円の保証承諾実績となっております。 

来年度は、県内中小企業者の資金繰りの安定に必要な長期の事業資金の融通を図る

ための「経営安定資金」において、今年度と同額の１７３億円の融資枠を確保するこ

ととしており、引き続き、関係機関と連携を図りながら適切な資金繰り支援に努めて

まいります。 

さらに、経営者の平均年齢や後継者不在率が全国と比べて高い状況にある本県にお
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いて、事業承継は重要な課題であることから、県では今年度から新たに、事業承継を

契機として新規事業展開等に意欲的に取り組もうとする若手後継者に対し、事業アイ

デアの具体化等について支援してまいりました。 

来年度におきましても、支援機関や金融機関等と連携を図りながら、本事業の実施

によりロールモデルの創出を図るとともに、事業承継に対する前向きな意識醸成や、

早期の事業承継促進に取り組んでまいります。 

 

（産業人材の育成・確保について） 

県内企業において、生産年齢人口の減少に伴う構造的な人材不足が課題となる中、

今後も県内経済が持続的に成長していくためには、産業人材の育成・確保に向けた取

組が重要であります。 

このため、高校生については、生徒が県内企業の魅力を知るための企業説明会や保

護者向け企業見学会を開催しているところであり、来年度は、広域合同企業説明会の

対象を工業高校から拡大し、商業・農業・普通高校等の生徒を対象に加えて、実施す

ることとしております。 

また、大学生については、去る１２月４日、県北地区で初めてとなる企業交流会、

「おしごとマルシェＩＮ佐世保」を開催したところ、約５００名の学生が参加され、

企業担当者との情報交換が図られました。来年度は、企業交流会に加え、県内企業で

のインターンシップ参加を促して県内就職につなげるため、大学１、２年生等を対象

に、県内企業の高度な技術や仕事等を体験いただくための取組を実施することとして

おります。 

さらに、県外大学との連携強化によるＵＩターン就職の拡大を図るため、去る１２

月１０日、福岡大学と「ＵＩターン就職支援に関する連携協定」を締結したほか、   

１２月１８日には、福岡市の学校法人麻生塾とも、県と専門学校との間で初めてとな

る「ＵＩターン就職支援に関する連携協定」を締結いたしました。 
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福岡大学は九州最多の学生数を誇る総合大学であり、また、西日本最大の専門学校

グループである学校法人麻生塾は、麻生専門学校において、幅広い分野で実践的な人

材を育成されており、両校には、毎年多くの本県出身者が進学しております。引き続

き、連携協定を締結した大学等と協力し、学内での企業交流会や県内企業見学ツアー

など、ＵＩターン就職を促すための取組を進めてまいります。 

 

（外国人材の活用について） 

 労働人口が減少していく中で、産業人材を確保していくためには、外国人材の受入促

進が必要であると考えており、これまで、企業の理解促進を図るためのセミナーの開催

や、受入れに関する相談窓口の設置等の取組を進めてまいりました。 

 来年度は、これまでの取組に加え、より多くの外国の方から本県の企業が選ばれるよ

う、働きやすく、住みやすい環境づくりに向け、長崎市、佐世保市、雲仙市と連携して、

モデル的に企業の受入環境整備を支援するとともに、本県で働く魅力を外国人の方に積

極的に発信してまいります。 

 また、市場が拡大しているＩＴ関連産業における人材ニーズに対応するため、産学官

が連携し、引き続きバングラデシュからのＩＴ人材の受入れを進めるとともに、新たに

留学生の県内就職支援に取り組むなど、本県産業を支える担い手確保に向け、外国人材

の受入促進に取り組んでまいります。 

 

  

 以上をもちまして、産業労働部関係の説明を終わります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願いいたします。 



 

 

令和７年２月定例県議会 

 

 

 

 

 

農水経済委員会関係議案説明資料 

 

（追加１） 

 

 

 

 

 

 

産 業 労 働 部 
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【農水経済委員会関係議案説明資料（産業労働部） ２頁２０行目から２１行目まで

を削除し、次のように挿入する】 

我が国の景気は、政府が令和７年２月に発表した月例経済報告によると、「一部に足

踏みが残るものの、緩やかに回復している」とされております。 

 

【農水経済委員会関係議案説明資料（産業労働部） ７頁３行目に、次のように挿入

する】 

また、去る２月２４日には、資金調達等の支援を目的として、スタートアップ企業や

ビジネスアイデアをお持ちの方々が一堂に会するイベントである「ミライ企業Ｎａｇａ

ｓａｋｉ」を開催したところ、過去最多となる１０２名の方々にご観覧いただきました。 

ビジネスアイデアの新規性などを競うチャレンジ部門では９組が登壇され、放置竹林

を活用した有機農業用農薬の開発プラン「Ｂａｍｂｏｏ
バ ン ブ ー

 Ｎｅｘｕｓ
ネ ク サ ス

 Ｐｒｏｊｅｃｔ
プ ロ ジ ェ ク ト

」

が最優秀賞を受賞されました。また、スタートアップ部門に登壇した６社は、資金調達

に向け、来場した首都圏などの投資家と今後、協議を進める予定となっております。県

としては関係者と連携し、ご登壇の皆様の事業計画の実現や資金の調達に向けて、引き

続き支援に努めてまいります。 
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令 和 ７ 年 ２ 月 定 例 県 議 会 

 

 

 

 

 

予算決算委員会農水経済分科会 

関 係 議 案 説 明 資 料 

 

 

 

 

 

 

水   産   部 
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水産部関係の議案について、ご説明いたします。 

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、 

第 １号議案 「令和７年度長崎県一般会計予算」のうち関係部分 

第 ６号議案 「令和７年度長崎県沿岸漁業改善資金特別会計予算」 

第１０号議案 「令和７年度長崎県長崎魚市場特別会計予算」 

第４７号議案 「令和６年度長崎県一般会計補正予算（第６号）」のうち関係部分 

第５２号議案 「令和６年度長崎県沿岸漁業改善資金特別会計補正予算（第１号）」 

第５５号議案 「令和６年度長崎県長崎魚市場特別会計補正予算（第１号）」 

第６１号議案 「令和６年度長崎県一般会計補正予算（第７号）」のうち関係部分 

であります。 

 

広大な海域を有する本県では、離島・半島部を中心に県内各地域で水産業が営まれ

ており、地域における就業の場の提供や造船、資材、流通及び加工等の幅広い関連産

業を支えるなど、地域社会や経済の活性化に大きな役割を担う重要な基幹産業であり

ます。 

県では、水産業の発展を目指し、令和３年度から「多様な人材が活躍し、環境変化

に強い持続可能な水産業と賑わいのある漁村づくり」を基本理念とする「長崎県水産

業振興基本計画」に基づき各種施策を進めているところであり、当該計画の最終年度

である令和７年度においても、基本理念の実現に向けた関連事業を展開してまいりた

いと考えております。 

具体的には、生産性や収益性の向上に向けた施設整備、スマート機器導入に対する

支援、養殖業における課題解決に向けて民間のアイデアを活用した技術開発や実証の

実施、漁業就業者の確保に向けたＩＪターン者の呼び込みやスムーズな技術習得など

の推進、漁村の賑わいと漁業所得の向上などを目指した海業の推進などに引き続き取



- 3 - 

 

り組むとともに、新たな取り組みとして、養殖業の持続的成長に向けた中核的な養殖

業者による先端技術の導入や販売力強化の支援、県内水産物の輸出拡大に向けたパー

トナーの発掘や効果的なＰＲの実施、新たなルートの開拓などを推進するため、様々

な国の予算や地方創生にかかる交付金等を活用し、必要な予算を計上いたしました。 

 

それでは、まず、第１号議案「令和７年度長崎県一般会計予算」のうち関係部分に

ついてご説明いたします。 

 

（歳      入） 

  分 担 金 及 び 負 担 金              ３億２，３２２万１千円 

  使 用 料 及 び 手 数 料               ２億６，５３５万１千円 

国 庫 支 出 金            ９５億８，９７９万５千円 

財    産    収    入             １億３，５９３万５千円 

繰 入 金                 ２，３９０万  円 

  諸 収 入             １５億４，１７５万  円 

    合      計              １１８億７，９９５万２千円 

                

  （歳      出） 

 企 画 費                   ３，４３５万４千円 

  水 産 業 費             ２００億２，５４８万７千円 

 公共土木施設災害復旧費              ４億６，０００万  円 

    合      計               ２０５億１，９８４万１千円 

を計上いたしております。 
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 歳出予算の主な内容についてご説明いたします。 

 

（離島漁業再生支援について） 

 離島の漁業集落が行う漁場の生産力向上や新たな漁法導入等の漁業再生活動、新規

就業者に対する漁船・漁具等のリースの取組、特定有人国境離島地域における雇用創

出の取組等を支援するための経費として、 

離島漁業再生支援事業費              １０億４，１７９万４千円 

を計上いたしております。 

 

（海業の振興について） 

海や漁村の魅力などの地域資源を生かした海業コンテンツを創出するためのサポー

ト態勢づくりを進め、地域の賑わいや所得向上と雇用創出に結びつけるための経費と

して、 

海業チャレンジ応援事業費                    ９８３万９千円 

を計上いたしております。 

 

（水産業の技術開発について） 

沿岸や近海における水産資源の回復や漁業生産性の向上を図るため、資源調査や魚

介類の種苗量産技術の開発、多様化するニーズに対応した水産加工品の開発、養殖経

営安定化に向けた技術開発等のための経費として、 

試験研究費                       ８， ７５６万９千円 

を計上いたしております。 
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（高級魚クエ資源増大支援について） 

 市場価値が高いクエ資源の維持・増大を図るため、５海域で実施する種苗放流と漁

獲管理が一体となった資源管理の取組を支援するための経費として、 

 高級魚クエ資源増大支援事業費              １，２２４万３千円 

を計上いたしております。 

 

（漁業取締について） 

水産資源の保護及び漁業秩序の確立を図るため、漁業取締船による適正操業の指導

や海上保安部、水産庁、県警との連携による漁業違反の取締のための経費として、 

漁業取締費                      ５億１，０５２万５千円 

を計上いたしております。 

 

（水産業の経営力強化について） 

海業への参入や新漁法の導入、６次産業化にチャレンジする漁業者が必要とする 

機器導入・施設整備並びに、脱炭素化や省人・省力化につながる漁協等の取組を支援

するための経費として、 

新たにチャレンジ水産経営応援事業費            ７，８４２万９千円 

を計上いたしております。 

 

（漁業就業者の確保、育成対策について） 

ＩＪターン者を呼び込みスムーズな技術習得を図るとともに、漁村での子育て世代

移住者の受入体制づくりを進め、漁業と漁村を支える人材育成を支援するための経費

として、 

 漁業と漁村を支える人づくり事業費             ９，８２１万２千円 
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を計上いたしております。 

 

（県産水産物の魅力発信について） 

 水産物の消費拡大を図るため、魚食普及の取組や県内外におけるＰＲなど県産 

水産物の魅力を発信するとともに、生産者、漁協、観光関連事業者等と一体となって

県内の魅力ある魚種「推し魚」を選定し、域内供給体制を構築するための経費として、 

 長崎のさかな魅力発信事業費               ４，４６７万９千円 

を計上いたしております。 

 

（水産物の輸出対策について） 

 成長する海外の需要を取り込むため、輸出に必要なパートナーの発掘や効果的な 

ＰＲの実施、新たなルートの開拓等を行い、県産水産物の輸出拡大を促進するための

経費として、 

 長崎産水産物海外マーケット拡大事業費          ６，８５８万３千円 

を計上いたしております。 

 

（養殖産地の育成について） 

 養殖業の持続的な成長のため、中核的な養殖業者による先端技術の導入や販売力 

強化を支援し、産地の発展に向けた漁場の有効利用を推進するための経費として、 

 持続可能な養殖産地育成事業費              ３，２９０万７千円 

を計上いたしております。 
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（水産基盤整備について） 

１．公共事業 

漁港・漁場・漁村・海岸整備については、水産改革に即した水産業の成長産業化に

向け、水産業の競争力強化と輸出促進に向けた生産・流通機能強化対策、水産資源の

維持・回復、大規模自然災害に備えた漁業地域の強靭化対策、持続的な漁業生産力の

確保を推進するための経費として、 

漁場水産基盤整備費で、 

 水産環境整備費等                      ３８億１，５９４万１千円 

 県営漁港水産基盤整備費で、 

 水産生産基盤整備費等                          ６６億７，００８万  円 

 市町村営漁港水産基盤整備費で、 

 農山漁村地域整備交付金事業費等              １９億６，９３５万６千円 

 

２．単独事業 

 県単独事業については、修築・維持補修事業により漁港及び海岸の整備を図るとと

もに、漁港の管理、調査のための経費として、 

県営漁港水産基盤整備費で、 

漁港海岸自然災害防止事業費等                   ５億８，２８０万８千円 

 

３．漁港災害復旧事業 

 漁港災害復旧事業については、災害により被害をうけた漁港関係施設の復旧に 

要する経費として、 

 ７年災害復旧費                    ４億６，０００万  円 

をそれぞれ計上いたしております。     
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（藻場保全サイクルの構築について） 

藻場保全サイクルの円滑な推進に向け、県営漁港・漁場におけるブルーカーボン 

クレジットの認証に向けた調査や、漁港水域を活用した新たな藻場造成等を行うため

の水域調査の実施に要する経費として、 

藻場保全サイクル構築事業費                  ７３０万  円 

を計上いたしております。 

 

（債務負担行為について） 

 債務負担行為の主な内容についてご説明いたします。 

「漁業近代化資金利子補給費」は、令和７年度中に総額３５億円の範囲内で承認を  

予定しております融資額に対し、令和８年度以降の利子補給について、設定しようと

するものであります。 

「水産環境整備費」は、令和８年度中に長崎南地区等における大型魚礁の設置に 

要する経費について、２０億円を設定しようとするものであります。 

「水産生産基盤整備費」は、令和８年度中に奈良尾漁港の防波堤改良工事等に要する

経費について、３６億円を設定しようとするものであります。 

 

次に、第６号議案「令和７年度長崎県沿岸漁業改善資金特別会計予算」の主な内容

についてご説明いたします。 

 

    （歳      入）               

  繰 入 金                 ２８８万２千円 

  繰 越 金             １億２，９２０万５千円 
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  諸 収 入                 ２４９万６千円 

    合      計                １億３，４５８万３千円 

 

（歳      出） 

  貸 付 金               ６，０００万   円 

  国  庫  納  付  金                    ４，７８０万  円 

  繰     出     金               ２，４３７万  円 

 貸 付 業 務 費                 ２４１万３千円 

合      計                １億３，４５８万３千円 

を計上いたしております。 

 これは、沿岸漁業者等が自主的にその経営や生活環境を改善するため、経営等改善

資金、生活改善資金及び青年漁業者等養成確保資金を無利子で貸し付けるものであり

ます。 

 

次に、第１０号議案「令和７年度長崎県長崎魚市場特別会計予算」の主な内容につ

いてご説明いたします。 

 

（歳      入） 

  使 用 料 及 び 手 数 料              １億７，１６２万４千円 

  繰 入 金                 ５，４２０万６千円 

  繰 越 金                     １千円 

  諸 収 入                     ２千円 

    合      計                ２億２，５８３万３千円 
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（歳      出） 

  長 崎 魚 市 場 運 営 費             ２億２，１８８万２千円 

 公 債 費                 ３９５万１千円 

    合      計                ２億２，５８３万３千円 

を計上いたしております。 

 これは、長崎魚市場の維持・管理並びに生鮮水産物等の取引の適正化等を図るため

の経費であります。 

 

（債務負担行為について） 

水産行政県有施設等管理業務は、令和８年度に長崎魚市場における施設等の管理 

業務委託に要する経費について、１億５，４４７万５千円を設定しようとするもので

あります。 

 

次に、第４７号議案「令和６年度長崎県一般会計補正予算（第６号）」のうち関係

部分についてご説明いたします。 

 

（歳      入） 

  分 担 金 及 び 負 担 金               １億４，７５７万６千円の減 

  使 用 料 及 び 手 数 料             １，８２７万３千円の減 

国 庫 支 出 金             ８億８，７８３万１千円の減 

財   産   収   入              ５，７９１万２千円の増 

 諸 収 入                 ３，５７０万６千円の減 

    合      計             １０億３，１４７万４千円の減 

 



- 11 - 

 

  （歳      出） 

 企 画 費                １，２９６万２千円の減 

  水 産 業 費             １８億２，６７０万  円の減 

    合      計               １８億３，９６６万２千円の減 

を計上いたしております。 

 

 補正予算の主な内容についてご説明いたします。 

 

（水産基盤整備等について） 

 事業費の精算見込み等に伴い、 

漁場水産基盤整備費で、 

水産環境整備費等                  ２，００３万２千円の減 

県営漁港水産基盤整備費で、 

水産生産基盤整備費等             １３億１，７３７万７千円の減 

市町村営漁港水産基盤整備費で、 

農山漁村地域整備交付金事業費等         １億９，６２９万９千円の減 

をそれぞれ計上いたしております。 

 

（繰越明許費について） 

  次に、繰越明許費についてご説明いたします。 

 年度内に適正な事業期間が確保できないことから、 

先の県議会において設定した繰越明許費について、                     

水 産 業 振 興 費            ７億４，６４５万３千円の増 

漁 場 水 産 基 盤 整 備 費           ９億６，９９０万  円の増 
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県営漁港水産基盤整備費          ２４億３，１００万  円の増 

市町村営漁港水産基盤整備費           ８億９，４３５万６千円の増 

として、繰越明許費を設定しようとするものであります。 

 

（債務負担行為について） 

次に、債務負担行為についてご説明いたします。 

「漁業と漁村を支える人づくり事業費」は「ながさき漁業伝習所」のホームページ

保守管理委託に要する経費について３３万円を設定しようとするものであります。 

 

 次に、第５２号議案「令和６年度長崎県沿岸漁業改善資金特別会計補正予算（第１

号）」についてご説明いたします。 

 

     （歳     入） 

  繰 入 金                   １２２万４千円の減 

  繰 越 金                   ６，５１６万６千円の減 

  諸 収 入                      １６万６千円の増 

   合      計                 ６，６２２万４千円の減 

   

（歳     出） 

  貸 付 金                 ６，５００万  円の減 

 繰 出 金                 ６万４千円の増 

  貸 付 業 務 費                      １２８万８千円の減    

合      計                 ６，６２２万４千円の減 

を計上いたしております。 
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 これは、貸付見込額の減等に伴うものであります。 

  

 次に、第５５号議案「令和６年度長崎県長崎魚市場特別会計補正予算（第１号）」

についてご説明いたします。 

 

     （歳     入） 

  使 用 料 及 び 手 数 料                  ４９０万２千円の減 

    合     計                   ４９０万２千円の減 

   

（歳      出） 

  長 崎 魚 市 場 運 営 費                   ４９０万２千円の減 

合      計                  ４９０万２千円の減 

を計上いたしております。 

 これは、修繕費の減によるものであります。 

 

(繰越明許費について) 

次に、繰越明許費についてご説明いたします。 

 年度内に適正な事業工期が確保できないことから、 

 長崎魚市場運営費                    ４，０００万  円             

について、繰越明許費を設定しようとするものであります。 

 

 次に、第６１号議案「令和６年度長崎県一般会計補正予算（第７号）」のうち関係

部分についてご説明いたします。 
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歳出予算は、 

企 画 費                ６０万２千円の増 

水 産 業 費             ７，７７５万６千円の増 

合 計             ７，８３５万８千円の増 

となっております。 

 これは、職員及び会計年度任用職員の給与改定に要する経費であります。 

 

最後に、令和６年度予算につきましては、本議会に補正をお願いいたしております

が、国庫補助金等になお未確定のものがあり、また、歳出面でも年間の執行額確定に

伴い整理を要するものがあります。 

従いまして、これらの調整、整理を行うため、３月末をもって、令和６年度予算の

補正について専決処分により措置させていただきたいと考えておりますので、あらか

じめご了承を賜りますようお願いいたします。 

  以上をもちまして、水産部関係の説明を終わります。 

  よろしくご審議を賜りますようお願いいたします。 



 

 

令 和 ７ 年 ２ 月 定 例 県 議 会 

 

 

 

 

 

農水経済委員会関係議案説明資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

水   産   部 
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水産部関係の議案について、ご説明いたします。 

 

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、 

第３９号議案「長崎県地方卸売市場長崎魚市場条例の一部を改正する条例」 

第４４号議案「直轄特定漁港漁場整備事業に対する県の負担について」 

であります。 

 

はじめに、条例議案についてご説明いたします。 

第３９号議案「長崎県地方卸売市場長崎魚市場条例の一部を改正する条例」につい

ては、長崎魚市場高度衛生化荷さばき施設の整備に伴い新設された卸売場東棟におい

て、関係業者が鮮魚の仕分け・箱詰めなど立替作業を行う区画の使用料を定めるため、

また、国民の祝日に関する法律に規定する休日を新たに休業日に制定するために、所

要の改正を行おうとするものであります。 

 

次に、事件議案についてご説明いたします。 

第４４号議案「直轄特定漁港漁場整備事業に対する県の負担について」は、対馬暖

流域のまあじ・まさば・まいわしの資源増大を図るため、対馬海峡地区において、国

が行う特定漁港漁場整備事業に要する経費の一部を県が負担することについて、同意

しようとするものであります。 

 

続きまして、議案外の主な所管事項についてご説明いたします。 

 

（燃油価格・配合飼料価格高騰対策について） 

国際情勢の悪化等により、漁業用Ａ重油の県内平均小売価格が令和３年以降に高騰

し、現在も高止まりしているため、漁業経営は大変厳しい状況となっております。 
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このため、県では令和４年度から緊急的な措置として、漁業者が、国の漁業経営セ

ーフティーネット制度へ加入・継続するために必要となる積立金の３分の１を支援す

ることで、積立金の増加を図っており、令和６年度においては３，２７５経営体に対

し、１億６，７３７万３千円の支援見込みとなっております。 

また、養殖業における配合飼料価格についても近年高騰しており、燃油と同様に国

の配合飼料に係る漁業経営セーフティーネット制度への加入・継続を支援しており、

令和６年度において、１１２経営体に対し、２億３，１８１万９千円の支援見込みと

なっております。 

今後とも引き続き、国へ漁業経営セーフティーネット構築事業への十分な予算の確

保を要望するとともに、燃油や配合飼料の価格動向等を注視しながら必要な対策を検

討してまいります。 

 

（有明海再生加速化対策交付金について） 

 昨年末に国において、有明海再生の加速化に向けた必要な支援として「有明海再生

加速化対策交付金」が令和７年度予算として閣議決定され、現在国会において審議さ

れているところであります。 

本交付金については、漁場環境改善や経営改善、新技術導入といった漁業者の取組

に対し国が支援するものであり、県がこれまで求めてきた「開門によらない真の有明

海再生」の後押しになるものと考えています。 

県といたしましては、地元の漁業者の皆様が計画的かつ効果的に事業を実施できる

よう、しっかりと寄り添いながら有明海の再生に向けて取り組んでまいります。 

 

（ブリのＴＡＣ管理の開始について） 

国は、令和２年１２月の改正漁業法の施行に伴う新たな資源管理の推進にあたって、

ＴＡＣ魚種の拡大を重要項目として進めており、本県関係では、令和７年１月から  
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ＴＡＣ管理が開始されたマダイに続く４魚種目として、令和７年４月からブリの 

ＴＡＣ管理が開始されることとなりました。 

ブリのＴＡＣ管理では、各都道府県におけるブリの回遊時期の違いにより管理期間

の終盤が盛漁期に重ならないよう、４月から翌年３月までと、７月から翌年６月まで

の２つの管理期間が設定され、本県では導入は７月から翌年６月までとしています。 

また、ブリもこれまでの新たなＴＡＣ魚種と同様、開始１年目は国全体の漁獲可能

量として管理されるものの、これを超えた場合でも採捕停止措置は行わない「ステッ

プアップ管理」を行うこととなっています。国ではＴＡＣ管理導入当初は柔軟な運用

として採捕停止措置を伴う本格的なＴＡＣまでの間は、ステップ１、２と段階的に移

行期間を経ることとしており、この期間に漁獲量報告の確認・収集体制の確立や管理

上の課題解決を図りながら令和１０年以降に本格的なＴＡＣ管理に移る予定となって

います。 

 ブリは本県が全国有数の漁獲量を占める重要魚種であるとともに、これまでの  

ＴＡＣ魚種とは異なり中型まき網漁業以外の漁船漁業による漁獲も多く、より多くの

漁業者が管理に取り組むことになることから、県としましては、ＴＡＣ開始について

関係者へ広く周知を行うほか、漁業者や関連事業者の経営への影響が少ないＴＡＣ管

理になるよう管理状況の検証を進めるとともに、必要に応じて国に対し運用上の課題

解決や資源管理により減収が起きた場合の対応策などを要望してまいります。 

 

（長崎県「推し魚」第１号について） 

 県は、地域内での安定供給と受入の体制が整い、その地域での食体験が旅の目的と

なるような、産地ならではの「食」の魅力を訴求できる魚を「推し魚」に選定し、 

ＰＲを行うことで、水産業をはじめとする地域の活性化を後押しする取組を進めてお

ります。 

初年度である今年度は８市町から９魚種のエントリーがあり、産学官で構成する選
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定委員会による現地調査やプレゼンテーション審査を経て、新上五島町の養殖クロマ

グロを「推し魚」第１号として選定いたしました。来たる３月１７日に長崎市内でお

披露目会を開催し、県内外の皆さまに認知いただけるようプロモーションを開始する

予定としております。 

県といたしましては、地元の生産者、生産者団体、市町等と連携して、推し魚を活

用し、産地ならではの品質の高さなど、本県水産物の魅力を発信し、地域の活性化に

つなげてまいります。 

 

（高校生向け水産業ガイダンスの開催について） 

 本県では、高校生の水産業への就業を促進するため、平成３０年度から水産業ガイ

ダンスを実施しており、本年２月に長崎鶴洋高校水産科の１年生１８名、２年生２６

名を対象に開催いたしました。 

１年生へは長崎県の水産業の概要や、高校生の漁家派遣研修、鶴洋高校卒業生によ

る定置網漁業の仕事内容や漁業の魅力などの体験談、２年生へはまき網漁業、養殖漁

業、魚市場、水産加工など水産業の現場の方から、それぞれの仕事内容などについて

紹介してもらうことで、水産業に対する理解を深めてもらいました。 

参加した生徒からは、漁業に就きたいと思っているので漁業者の生の話が聞けて良

かった、県の水産業や実際の漁業の話を聞けたので、これからの学習で進路を考えて

いきたい、との意見がありました。 

引き続き、県内水産業界への若い世代の就業促進に努めてまいります。 

 

（長崎俵物について） 

「長崎俵物」につきましては、本県水産加工品のリーディング商品として知名度向

上と販路拡大を図るため、水産加工業界と県が一体となって育成強化に取り組んでお

ります。 

去る２月７日、第３６回長崎俵物認定委員会が長崎市で開催され、関係業者、料理
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専門家及び消費者等による厳格な審査が行われた結果、新規１品、更新２９品、計 

３０品が認定され、更新済を含む長崎俵物は合計９８商品となっております。 

今後も、長崎俵物の知名度向上と販売額の増大を目指し、原料や味、安全・安心等

にこだわった長崎らしい商品づくりを積極的に推進してまいります。 

 

（長崎県漁業調整規則の一部改正について） 

魚貝類等の水産資源を守り、漁業秩序の維持を目的に制定しております「長崎県漁

業調整規則」について、今後、改正を予定しております主な内容をご説明します。 

令和６年６月の漁業法改正により、衛星船位測定送信機等（ＶＭＳ）の設置命

令を定めた漁業法第５２条に通信の妨害その他当該命令に係る電子機器の機能

を損なう行為をしてはならないことが新たに規定されました。 

また、令和４年６月の刑法改正では、「懲役」「禁固」が「拘禁刑」に改正さ

れました。 

このことに伴い、県が制定する漁業調整規則においても一部改正を行おうとす

るものです。 

現在、地方検察庁協議、漁業調整員会への諮問答申、パブリックコメントを終

えたところであり、今後、水産庁の認可を経て、公布することとしております。 

なお、漁業法改正に伴う改正は公布日に施行、「懲役」を「拘禁刑」に改める

改正については、刑法改正の施行に合わせ、令和７年６月 1 日施行としておりま

す。 

 

以上をもちまして、水産部関係の説明を終わります。 

よろしくご審議を賜りますようお願いいたします。  



令和７ 年２月定例県議会

予 算 決 算 委 員 会 農 水 経 済 分 科 会

関 係 議 案 説 明 資 料

農 林 部



農林部関係の議案についてご説明いたします。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第 １号議案「令和７年度長崎県一般会計予算」のうち関係部分

第 ３号議案「令和７年度長崎県農業改良資金特別会計予算」

第 ４号議案「令和７年度長崎県林業改善資金特別会計予算」

第 ５号議案「令和７年度長崎県県営林特別会計予算」

第４７号議案「令和６年度長崎県一般会計補正予算（第６号）」のうち関係部分

第４９号議案「令和６年度長崎県農業改良資金特別会計補正予算（第１号）」

第５０号議案「令和６年度長崎県林業改善資金特別会計補正予算（第１号）」

第５１号議案「令和６年度長崎県県営林特別会計補正予算（第２号）」

第６１号議案「令和６年度長崎県一般会計補正予算（第７号）」のうち関係部分

であります。

議案の説明に先立ちまして、当面する農林行政の課題及び取組方針についてご説明

いたします。

昨年末に公表されました令和５年の本県農業産出額は、前年を８６億円上回る

１，５９０億円となっており、生産農業所得についても前年を１３億円上回る５６１

億円となっております。この要因としては、主要品目である肉用牛の子牛及び枝肉価

格が下落したものの、豚や鶏、いも類、野菜などの農産物全般の価格が上昇したこと

に加え、これまで取り組んできた農業生産基盤の整備、スマート農林業の導入等によ

る生産性向上やコスト縮減、農業のグリーン化、外国人材による労力支援のほか、喫

緊の課題として対応した生産資材価格高騰対策や子牛価格下落対策など、生産者、関

係団体等と一体となって進めてきた各種取組の成果と考えております。

こうしたことを踏まえ、令和７年度においては、長崎県総合計画及び第３期ながさ

き農林業・農山村活性化計画の最終年度にあたることから、「快適で儲かる農林業・
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快適で暮らしやすい農山村」の実現に向け、農林畜産農家の皆様が今後も安心して経

営をしていけるよう各種施策を一層推進してまいります。

具体的には、重点施策である「新しい長崎県づくりのビジョン」においては、誰も

が本県の食を買って味わえる「食の賑わいの場」の創出に向けた実証などに取り組み

ます。また、産地の持続可能な生産体制の構築を図るため、新技術・品種の開発など

気候変動に強い産地づくり、労力不足に対応した農山村集落の環境保全活動や農作業

のアウトソーシング化の推進、雇用型経営体の育成のための特定技能外国人等の多様

な人材活用の推進などに取り組むとともに、肉用牛の生産、流通、販売対策の強化の

ため、おいしさ能力に着目した県内繁殖雌牛の改良促進や国内外のフェアやＰＲ等に

よる長崎和牛指定店拡大及び輸出拡大などに取り組みます。

加えて、地域活性化対策として、地域の顔となる特産品づくりや農産物直売所の機

能強化支援、対馬の原木しいたけ産業活性化に向けたほだ木栽培の生産、流通、販売

対策など、さらには、林業事業体の育成、強化や森林計画等の情報共有化のためのク

ラウド型システムの整備など森林環境譲与税の活用のほか、県産材利用拡大のための

非住宅建築物木造化、木質化推進などの林業施策を推進してまいります。

それでは、第１号議案「令和７年度長崎県一般会計予算」のうち関係部分について

ご説明いたします。

（  歳  入  ）

分 担 金 及 び 負 担 金                       ７億 ２，２７６万 ５千円

使 用 料 及 び 手 数 料                          １億 ５，１９６万   円

国 庫 支 出 金               １４４億 ７，３３６万 ６千円

財 産 収 入                        ２億   ２６９万 １千円

繰 入 金                        ６億 ９，８４９万 ４千円
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諸 収 入                        １６億 １，８４６万 ９千円

   合     計                      １７８億 ６，７７４万 ５千円

（  歳  出  ）

企 画 費                ７，２１４万 ９千円

環 境 保 全 費                ２，２１６万   円

農 業 費            １１８億 １，８０２万 ２千円

畜 産 業 費                  １９億 ６，９７９万 ８千円

農 地 費                    ９２億 ７，１０８万 ３千円

林 業 費             ８２億 ７，４６８万 ４千円

農林水産施設災害復旧費               ２２億 ２，５５９万 ８千円

公共土木施設災害復旧費                  １億 ４，２１８万 ５千円

   合     計           ３３７億 ９，５６７万 ９千円

を計上いたしております。

次に、一般会計予算の主な事業についてご説明いたします。

（新しい長崎県づくりのビジョンの実現について）

１．イノベーション分野

生産者の労力軽減や生産性向上等を実現するため、ドローンでのセンシングによる

生育予測技術等の改良・実証、ドローン防除等の取組拡大に向けた受発注業務のＩＣ

Ｔによるシステム化支援、農業支援サービス事業体の機器導入支援に要する経費とし

て、

空飛ぶ未来を拓くドローンワールドプロジェクト費   ４，３４１万 ９千円

を計上いたしております。
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２．食分野

県民や観光客など誰もが本県の食を体験できる「食の賑わい」の場の創出に向けた

試行・実証のほか、食に関わる人たちの共創の場づくりや食に係る魅力発信など、本

県ならではの「食の賑わい」創出に要する経費として、

長崎・食の賑わい創出プロジェクト費          ５，７５２万 ３千円

を計上しております。

（農業構造の改善について）

第３期ながさき農林業・農山村活性化計画に基づき「次代につなげる活力ある農林

業の振興」及び「多様な住民の活躍による農山村集落の維持・活性化」の推進に必要

な生産施設や農業用機械等の整備を支援する経費として、

構造改善加速化支援事業費            １億 ４，２１６万 ２千円

農村地域定住促進対策費               ６，１９４万   円

を計上いたしております。

（普及指導員の活動及び運営について）

普及指導員が行う農業の改良に関する技術等の普及指導などに要する経費として、

農業改良普及活動運営費                 ８，０３９万   円

を計上いたしております。

（農林業技術に関する試験研究開発について）

生産から消費に至る革新的な農林業技術を開発し、生産者の所得向上と県内の農林

業及び関連産業の振興を図るため、県の重点品目であるばれいしょ、いちご、かんき

つなどの新品種育成や先端技術を活用した農林業のスマート化・グリーン化に向けた

技術確立、長崎和牛の生産性向上技術の開発等に要する経費、並びに農林技術開発セ
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ンターと農業大学校を現在地（諫早市貝津町）に一体的に整備するための新築等に要

する経費として、

農林技術開発センター試験研究費             ７，２７６万 ２千円

果樹研究部門試験研究費                ３，１１２万 ３千円

畜産研究部門試験研究費                ８，４３７万 ２千円

農林技術開発センター施設整備費        １８億 ７，４８６万 ８千円

を計上いたしております。

この他、産学官の連携により、国や民間等の外部研究資金を活用した研究開発も実

施してまいります。

（人と環境にやさしい農業の推進について）

国の「みどりの食料システム戦略」の実現に向けて、環境への低負荷かつ省力的な

栽培技術の実証・普及、環境に配慮した有機・特別栽培などの農産物のＰＲ、国際水

準のＧＡＰ（農業生産工程管理）に取り組む農業者の育成等に要する経費として、

人と環境にやさしい農業対策事業費           ８，５４４万 １千円

を計上いたしております。

（産地の生産施設等の整備について）

産地の収益力強化と持続的な発展のため、強い農業づくりに必要な産地基幹施設整

備等に要する経費として、

産地総合整備費                １３億 ２，０３０万 １千円

を計上いたしております。

（農業協同組合等の育成について）

農業協同組合等の適正な事業運営の確保に要する経費として、
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農業協同組合育成指導費                  ７５１万 ８千円

を計上いたしております。

（農山村の活性化支援について）

農山村の多面的機能を支える活動や中山間地域の農業の維持活動への支援、農道や

水路などの保全管理及び畔等の草刈り作業などのアウトソーシング化や集落とサービ

ス事業体とのマッチング支援、農産物直売所の経営基盤強化に向けた取組や農泊にお

けるインバウンド受入拡大の推進に要する経費として、

中山間地域等直接支払事業費          １１億 ４，８４４万 ５千円

農山村活性化対策費                  ２，６２２万 ２千円

多面的機能支払事業費              ７億 ７，２７０万 ９千円

中山間ふるさと活性化費                ２，１５０万   円

を計上いたしております。

（有害鳥獣による農作物被害防止対策について）

イノシシ等の鳥獣による農作物被害を減少させるため、「防護」、「棲み分け」、

「捕獲」の３対策を総合的に進めるとともに、新技術の実証、人材育成等に要する経

費として、

病害虫防除対策費                ８億 ９，６４１万   円

を計上いたしております。

（新規就農者総合対策の推進について）

新規自営就農者や雇用就業者を確保・育成するため、移住希望者に向けた農業の魅

力や儲かる姿などの発信や産地見学ツアー等を実施するとともに、ＪＡ等就農研修機

関担当者等の指導力向上への支援や、就農希望者に対する農地・ハウスの取得のサポ
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ート、技術習得のための実践研修、就農前後の所得を確保する資金の交付などに要す

る経費として、

新規就農者総合対策費              ５億 ６，８６７万 ６千円

を計上いたしております。

（農地中間管理機構事業促進対策について）

地域の中心となる担い手への農地の利用集積を進めるために、農地中間管理機構の

運営や農地の保全管理等に要する経費、農地集積に取り組む地域に対し集積協力金を

交付する経費等として、

農地中間管理機構事業促進対策費        ３億 ８，１２５万 ８千円

を計上いたしております。

（経営基盤強化促進対策について）

強い経営力を持った経営体を育成するため、認定農業者の確保や規模拡大・法人化

等の経営改善支援に要する経費として、

農業経営基盤強化対策費                ２，３３７万 １千円

を計上いたしております。

（農業者の労力確保対策について）

農業者の規模拡大や所得向上を目指す雇用型経営体を育成するため、特定技能外国

人材の受け入れや農福連携等による農業分野における多様な人材活用の促進に要する

経費として、

ながさき農業労働力確保支援事業費           １，４６１万 ２千円

を計上いたしております。
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（農業金融対策について）

認定農業者等の意欲ある担い手の経営展開を支援するための農業近代化資金、農業

経営基盤強化資金及び農業経営改善促進資金、農業者の既往債務の負担軽減を図るた

めの農業経営負担軽減支援資金等の各種制度資金の融資枠の確保と利子補給等に要す

る経費として、

認定農業者支援制度融資費              ５，９６２万 ６千円

農業経営負担軽減支援事業融資費            ３０８万 ７千円

農業近代化資金融資費               ７，５７６万 ５千円

を計上いたしております。

（農業者の経営力向上について）

本県農業を牽引する経営感覚に優れた農業者を育成するため、農業大学校における

教育、研修、運営、マーケティング、労務管理、財務管理等を含む経営管理を農業者

が営農しながら体系的に学ぶことができる「ながさき農業オープンアカデミー」の運

営等に要する経費として、

農業大学校運営費                １億   ８３９万 １千円

を計上いたしております。

（園芸産地の振興について）

本県の農業産出額の約５割を占める園芸産地の維持拡大を進めるため、デジタル人

材の育成、遠隔・自動化技術など農業のデジタル化の推進のほか、近年、気候変動に

よる農業への影響に対応していくための品種や技術についての調査・開発・実証・普

及までの一貫した取組や気候変動対策に資する機器等の導入に要する経費として、

園芸振興対策費                    ３，６３５万 ９千円

スマート農業推進費                 ６，７２３万 ５千円
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ながさき農業気候変動総合対策事業費          ６，４７４万 ７千円

を計上いたしております。

（水田農業の経営確立について）

経営所得安定対策の推進、売れる米づくり、麦・大豆等の生産拡大や省力化、低コ

スト化技術の実証・普及など水田農業の経営確立及び主要農作物種子の安定供給等に

要する経費として、

農産振興対策費                 １億 ４，４６０万 ９千円

を計上いたしております。

（農畜産物の加工・流通・販売対策について）

本県農畜産物の付加価値向上と国内外への販売対策を強化するため、農業経営の多

角化や農商工連携の推進のほか、輸出先での認知度向上、需要創出、輸出拡大のため

のプロモーションや輸出産地の育成、県と農業団体が一体となった国内での本県農産

物の価格形成力の向上、長崎和牛のブランド化・販路拡大のためのＰＲ・販売対策等

に要する経費として、

農産加工対策費                    ２，２９１万 ８千円

流通対策費                   １億 １，０１０万 １千円

を計上いたしております。

（畜産振興対策について）

本県畜産の振興を図るため、畜産クラスター計画に基づく施設整備、高品質な肉用

牛の生産拡大や改良推進、肥育経営支援対策に要する経費として、

畜産クラスター構築事業費              ７，１４６万 ２千円

長崎和牛生産拡大推進事業費                ６，９７４万 ３千円
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肉用牛生産構造強化促進事業費                ６，６６４万 ６千円

肉用牛改良対策費                   ５，４０３万 ７千円

肉用牛生産対策費                  ４，９６７万 ７千円

を計上いたしております。

（家畜の衛生対策について）

高病原性鳥インフルエンザ等、家畜伝染病の防疫体制の整備などに要する経費とし

て、

家畜伝染病予防対策費              １億 ２，８０５万 ８千円

を計上いたしております。

（農業農村の整備について）

意欲ある担い手の規模拡大を推進し、農業農村の健全な発展を図るため、その基礎

的条件である生産基盤整備の推進に要する経費として、

県営かんがい排水費             １０億 ２，７５８万 ９千円

県営畑地帯総合農地整備費            １９億 ９，０８６万 ８千円

基幹農道整備費                １７億 ４，８３０万   円

経営体育成基盤整備費              ７億 １，１８６万 １千円

を計上いたしております。

（農地等の保全について）

災害を未然に防ぎ、安定的な農業生産を確保するため、農地及び農業用施設等の

保全対策の推進に要する経費として、

ため池等整備費                   ７億 １，９６５万 １千円

海岸保全費                      ２億   １４４万 ７千円
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自然災害防止費                    １億 ８，５００万   円

を計上いたしております。

（国営諫早湾干拓事業について）

国営諫早湾干拓事業に伴う長崎県農業振興公社への貸付金及び潮受堤防施設等の管

理経費、本県の実情について県内外への正確な情報提供等による理解促進を図るため

の経費等として、

諫早湾干拓事業推進費              ６億 ２，３８３万 ４千円

を計上いたしております。

（ながさき森林環境保全事業について）

「ながさき森林環境税」を活用し、森林の整備や地域の実情に合わせて市町が行う

提案型事業、森林ボランティアの連携促進に要する経費として、

森林環境保全事業費                  ５億 ７，３４０万 ５千円

を計上いたしております。

（森林環境譲与税事業について）

森林の適切な管理と林業の成長産業化の両立に向けて、市町が行う森林整備の推進

体制支援、林業事業体の育成・強化を図るための経費として、

森林環境譲与税事業費                １億 ３，３２６万 ５千円

を計上いたしております。

（林業担い手育成と林産物の生産振興について）

林業担い手の確保・育成や県産材の生産・流通拡大、特用林産物の生産振興に要す

る経費として、
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林産物生産流通振興対策費                 ４，５２０万 ４千円

ながさき森林
も り

づくり担い手対策事業費              ４，９９５万   円

森林
も り

のめぐみ効果拡大事業費                 ２４０万   円

を計上いたしております。

（森林の整備について）

森林の多様な機能の発揮及び木材の安定供給と木材利用の推進を図るため、間伐等

の森林整備、林道などの路網整備及び森林経営計画の作成等に要する経費として、

森林整備地域活動支援事業費             ３億 ３，８３６万 ９千円

森林環境保全整備事業費（造林公共）        １０億 ６，８３２万 ９千円

森林環境保全整備事業費（林道公共）          １億 ２，２８０万   円

道整備交付金事業費（林道公共）               ２，０２０万 ７千円

林道点検診断・保全整備事業費（林道公共）       ３，４７９万 ２千円

を計上いたしております。

（森林の保全について）

国の国土強靭化計画等に基づき、安全で住みよい県土づくりのための治山事業に要

する経費として、

山地治山費                    ３０億 ５，７４２万   円

共生保安林整備費                   ９，４５０万   円

保安林整備費                      １，８２７万   円

地すべり防止費                    ２億 ５，７２５万   円

を計上いたしております。

（災害復旧対策について）
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令和２年から令和６年にかけて発生した農地・農業用施設災害及び令和６年に発生

した林業用施設災害の早期復旧、また、令和７年の災害に迅速に対応するための経費

として、

農業施設災害復旧費                １６億 ９，３１６万 ７千円

農地海岸災害復旧費                    ９，７１８万 ５千円

林業施設災害復旧費                ５億 ３，２４３万 １千円

林地荒廃防止施設災害復旧費                ４，５００万   円

を計上いたしております。

（債務負担行為について）

１ 「農林行政事務機器賃借等」は、複写機の賃借等にかかる令和８年度から令和

１２年度までに要する経費の債務負担として、２，４８０万９千円を措置するもの

であります。

２ 「農林行政県有施設等管理業務」は、庁舎機械警備業務等にかかる令和８年度に

要する経費の債務負担として、１億３，７０７万６千円を措置するものであります。

３ 「農林行政機器等保守業務」は、農村整備事業の設計業務等で使用する積算シス

テムの保守業務等にかかる令和８年度に要する経費の債務負担として、

２，８７９万円を措置するものであります。

４ 「農林技術開発センター・農業大学校庁舎等整備費」は、農林技術開発センター

と農業大学校の一体的整備における新築工事等にかかる令和８年度から令和９年度

に要する経費の債務負担として、３１億１，７７５万６千円を措置するものであり

ます。
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５ 「農業近代化資金利子補給費」は、令和７年度に３０億円の枠内で承認予定の融

資額に対し、令和８年度以降に要する利子補給について措置するものであります。

６ 「農業経営負担軽減支援資金利子補給費」は、令和７年度に３億円の枠内で承認

予定の融資額に対し、令和８年度以降に要する利子補給について措置するものであ

ります。

７ 「ながさきエリート種雄牛造成対策事業費」は、凍結精液流通管理システムの機

器貸借等にかかる令和８年度から令和１２年度までに要する経費の債務負担として、

３，０００万円を措置するものであります。

８ 「肉畜経営改善推進費」は、令和７年度に５億円の枠内で承認予定の融資額に対

し、令和８年度以降に要する利子補給について措置するものであります。

９ 「シン長崎和牛生産拡大推進事業費（肥育対策利子補給）」は、令和７年度に１

億円の枠内で承認予定の融資額に対し、令和８年度以降に要する利子補給について

措置するものであります。

10 「家畜伝染病関連業務」は、高病原性鳥インフルエンザの防疫作業で使用する炭

酸ガスの保管業務等にかかる令和８年度から令和１２年度までに要する経費の債務

負担として、３５７万１千円を措置するものであります。

11 「県営畑地帯総合農地整備費」は、正久寺地区等における令和８年度の工事請負

契約にかかる支払額の債務負担として、２億８，２００万円を措置するものであり
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ます。

12 「基幹農道整備費」は、川棚西部地区等における令和８年度の工事請負契約にか

かる支払額の債務負担として、１３億９，０００万円を措置するものであります。

13 「経営体育成基盤整備費」は、寺脇地区等における令和８年度の工事請負契約に

かかる支払額の債務負担として、１億２，５００万円を措置するものであります。

14 「ため池等整備費」は、島原地区等における令和８年度の工事請負契約にかかる

支払額及び工事用仮設道路等の借地補償契約にかかる支払額の債務負担として、

１億１，６００万円を措置するものであります。

15 「山地治山費（工事国債）」は、古湯地区等における令和８年度の工事請負契約

にかかる支払額の債務負担として、２億２，６００万円を措置するものであります。

16 「共生保安林整備費（工事国債）」は、小値賀地区における令和８年度の工事請

負契約にかかる支払額の債務負担として、７，０００万円を措置するものでありま

す。

17 「山地治山費」は、白石地区等における令和８年度から令和９年度までの工事請

負契約にかかる支払額の債務負担として、５億２，５００万円を措置するものであ

ります。

次に、第３号議案「令和７年度長崎県農業改良資金特別会計予算」についてご説明

いたします。
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（  歳  入  ）

繰 入 金                      ２１５万 ８千円

繰 越 金                    ２，６６２万 ５千円

諸 収 入                         ４６４万 ５千円

合     計                       ３，３４２万 ８千円

（  歳  出  ）

農業改良資金貸付費                   ４４６万 ６千円

農業改良資金貸付業務費                   １４９万 ２千円

就農支援資金貸付費                  ２，６７８万 １千円

就農支援資金貸付業務費                   ６８万 ９千円

合     計                  ３，３４２万 ８千円

を計上いたしております。

これは、農業改良資金及び就農支援資金について、県による貸付事業の終了に伴い

貸付金償還金を国及び一般会計に返納する処理等を行うものであります。

次に、第４号議案「令和７年度長崎県林業改善資金特別会計予算」についてご説明

いたします。

（  歳  入  ）

繰 入 金                                      ９４万 ８千円

繰 越 金                                ４，０００万 １千円

諸 収 入                                       ２千円

合     計                                    ４，０９５万 １千円

（  歳  出  ）
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林業改善資金貸付金                   ４，０００万   円

管 理 指 導 費                      ９５万 １千円

合     計                   ４，０９５万 １千円

を計上いたしております。

これは、林業・木材産業の経営改善、林業労働にかかる労働災害の防止、林業労働

に従事する者の確保のために、林業従事者等に対して必要な資金を無利子で貸し付け

るものであります。

次に、第５号議案「令和７年度長崎県県営林特別会計予算」についてご説明いたし

ます。

（  歳  入  ）

国 庫 支 出 金           １億 １，２３０万 １千円

財 産 収 入            １億 ４，３８８万 ４千円

繰 入 金           １億 １，０５８万 ３千円

繰 越 金                         ８千円

諸 収 入                   １０万 １千円

県 債                    ６，３４０万   円

合     計             ４億 ３，０２７万 ７千円

（  歳  出  ）

県 営 林 事 業 費                      ２億 ８，２３１万 ３千円

元 金              １億 ２，１２０万 ８千円

利 子               ２，６７５万 ６千円

合     計               ４億 ３，０２７万 ７千円

を計上いたしております。
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これは、県営林経営計画に基づく県有林及び県行造林の管理経営に要する経費で

あります。

次に、第４７号議案「令和６年度長崎県一般会計補正予算（第６号）」のうち関係部

分についてご説明いたします。

（  歳  入  ）

分 担 金 及 び 負 担 金                 ５，２５８万 ５千円の減

使 用 料 及 び 手 数 料           ６，１０５万 ８千円の減

国 庫 支 出 金         ２９億 ３，９４０万   円の減

財 産 収 入         ４２６万 ７千円の減

繰    入    金                 １億  ７，００５万      円の減

諸 収 入               ３億   ３２１万 ４千円の減

  合     計                      ３５億 ３，０５７万 ４千円の減

（  歳  出  ）

企 画 費                ５，５８５万 ２千円の減

環 境 保 全 費           １，２５４万 ３千円の減

農 業 費          １５億 ３，０４７万 ２千円の減

畜 産 業 費           ３億 ４，９５６万 ３千円の減

農 地 費           ４億 ９，８９９万 ８千円の減

林 業 費                ８億 ７，３３２万 ６千円の減

農林水産施設災害復旧費               １０億 ４，０７０万   円の減

公共土木施設災害復旧費                １億 ５，８０３万 ５千円の減

   合     計             ４５億 １，９４８万 ９千円の減

を計上いたしております。
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次に、今回の補正予算の主な事業についてご説明いたします。

（職員給与費について）

職員給与費関係既定予算の過不足の調整に要する経費として、

農   業    費             １，６３０万 ３千円の減

畜 産 業 費                             ２８１万 ７千円の減

農  地   費               ４，０７２万 ３千円の減

林   業   費                 ３１３万 ８千円の増

  合     計               ５，６７０万 ５千円の減

を計上いたしております。

（農業構造の改善について）

国の内示の減等に伴い、

構造改善加速化支援事業費             ７，３６０万 ３千円の減

農村地域定住促進対策費              ２，４８０万 ２千円の減

を計上いたしております。

（人と環境にやさしい農業の推進について）

事業実績の減に伴い、

人と環境にやさしい農業対策事業費         ３，７６０万 ６千円の減

を計上いたしております。

（産地の生産施設等の整備について）

事業実績の減に伴い、

20



産地総合整備費               １億 ７，７８８万 １千円の減

を計上いたしております。

（病害虫の防除対策について）

事業実績の減に伴い、

病害虫防除対策費               ５，２７８万 ９千円の減

を計上いたしております。

（農山村の活性化支援について）

国の内示の減に伴い、

中山間地域等直接支払事業費            ４，４６０万 ９千円の減

多面的機能支払事業費            １億 １，４５１万 ２千円の減

を計上いたしております。

（有害鳥獣による農作物被害防止対策について）

国の内示の減等に伴い、

病害虫防除対策費             ３億 ２，４９５万 ４千円の減

を計上いたしております。

（新規就農者総合対策の推進について）

事業実績の減に伴い、

新規就農者総合対策費            ２億 ３，９６５万 ６千円の減

を計上いたしております。

（農業金融対策について）
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事業実績の減に伴い、

認定農業者支援制度融資費             ３，８９０万 ４千円の減

を計上いたしております。

（園芸産地の振興について）

事業実績の減に伴い、

価格安定対策費               １億   １１３万 １千円の減

農産振興対策費                  ９，７８２万 ３千円の減

を計上いたしております。

（農畜産物の加工・流通・販売対策について）

事業実績の減に伴い、

農産加工対策費                    ７６４万 ７千円の減

流通対策費                   ２，５４７万   円の減

を計上いたしております。

（畜産振興対策について）

事業実績の減に伴い、

畜産クラスター構築事業費            ９，５４４万 ３千円の減

長崎和牛生産拡大推進事業費              ３４７万 １千円の減

を計上いたしております。

（農業農村の整備と農地等の保全について）

事業実績に伴い、

県営かんがい排水費                ２，１２１万 ６千円の減
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県営畑地帯総合農地整備費             ３，６０２万   円の増

基幹農道整備費               ２億 ６，６８４万 ８千円の減

ため池等整備費                  ２，３７２万 ６千円の減

自然災害防止費                  ５，７９５万 ７千円の減

を計上いたしております。

（国営諫早湾干拓事業について）

事業実績の減に伴い、

諫早湾干拓事業推進費                ８２３万 ７千円の減

を計上いたしております。

（林業の振興と森林の整備・保全について）

事業実績の減に伴い、

森林整備地域活動支援事業費         １億 ８，０２１万 ５千円の減

森林環境保全整備事業費（造林公共）     １億   ４６８万 ８千円の減

山地治山費                 ３億 ５，８４３万 ２千円の減

自然災害防止費               ２億 ６，６４３万   円の減

を計上いたしております。

（災害復旧対策について）

令和２年から令和６年にかけて発生した農地・農業用施設災害復旧の事業実績及び

査定結果に伴い、

農業施設災害復旧費             ６億 ８，６７５万 ７千円の減

農地海岸災害復旧費                ７，６２８万 ５千円の減

昨年１１月の豪雨により発生した平戸市高越地区における災害の復旧事業に要する
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経費として

緊急治山費                 ２億 ６，６００万   円の増

令和５年及び令和６年に発生した林業施設・林地荒廃防止施設災害復旧の事業実績

及び査定結果に伴い、

林業施設災害復旧費             ３億 ５，３９４万 ３千円の減

林地荒廃防止施設災害復旧費            ８，１７５万   円の減

を計上いたしております。

（繰越明許費について）

繰越明許費については、計画、設計及び工法の変更による工事の遅延や災害復旧に

かかる国の交付決定の遅れ等により、事業の年度内完了が困難であることから、

産 地 総 合 整 備 費        １億 ５，９１６万 ４千円

林 道 費        ４，７６０万   円

農 業 施 設 災 害 復 旧 費     ８億   ８，０００万   円

林 業 施 設 災 害 復 旧 費      １億  ６，７４３万 ７千円

農 地 海 岸 災 害 復 旧 費         ２，０００万   円

を設定しようとするものであります。

また、先に設定した繰越明許費に今回の補正予算に関する繰越明許費を追加するこ

とにより、

土 地 改 良 費            ５４億 ４，８１１万 ８千円

農 地 防 災 費            １３億 ３，０９６万 ５千円

林 業 振 興 費                ７，５０９万 ５千円

造 林 費            ９億 ８，１９９万   円

治 山 費            ２８億 ９，１９５万 ８千円
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に変更しようとするものであります。

次に、第４９号議案「令和６年度長崎県農業改良資金特別会計補正予算（第１号）」

についてご説明いたします。

これは、農業改良資金貸付金の事業実績等に伴い、

歳入、歳出それぞれ                           ５１８万 ３千円の減

を計上いたしております。

次に、第５０号議案「令和６年度長崎県林業改善資金特別会計補正予算（第１号）」

についてご説明いたします。

これは、事業実績に伴い、節の更正を行ったものであります。

次に、第５１号議案「令和６年度長崎県県営林特別会計補正予算（第２号）」につ

いてご説明いたします。

これは、県営林事業費の事業実績に伴い、

歳入、歳出それぞれ                ５，９１３万 ３千円の減

を計上いたしております。

また、先に設定した繰越明許費に今回の補正予算に関する繰越明許費を追加するこ

とにより、

造 林 費                ７，０５０万   円

に変更しようとするものであります。

次に、第６１号議案「令和６年度長崎県一般会計補正予算（第７号）」のうち関係部

分についてご説明いたします。
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歳出予算は、

  環 境 保 全 費                ４２万 ４千円の増

  農 業 費          １億   １４２万 ８千円の増

  畜 産 業 費             ２，２６１万 １千円の増

  農 地 費             ２，９１３万 ５千円の増

  林 業 費            ３，０９２万 ４千円の増

  合         計          １億 ８，４５２万 ２千円の増

となっております。

これは、職員及び会計年度任用職員の給与改定に要する経費であります。

最後に、令和６年度予算につきましては、本議会に補正をお願いいたしております

が、国庫補助金等になお未確定のものがあり、また、歳出面でも年間の執行額確定に

伴い整理を要するものがあります。

従いまして、これらの調整、整理を行うため、３月末をもって、令和６年度予算の

補正について専決処分により措置させていただきたいと考えておりますので、あらか

じめご了承を賜りますようお願いいたします。

  以上をもちまして、農林部関係の説明を終わります。

  よろしくご審議を賜りますようお願いいたします。
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農林部関係の議案以外の報告事項について、ご説明いたします。 

 

（和解及び損害賠償の額の決定について） 

本案件は、令和６年７月２６日、県が管理する対馬市美津島町の海岸保全施設内に

おいて、相手方が所有する軽自動車が走行した際、排水用ますを覆っていた敷鉄板が

ずれて隙間が生じたことにより脱輪し、当該車両に損害を与えた事案について、和解

が成立し、損害賠償金１万２，５４０円を支払うため、地方自治法第１８０条の規定

に基づく軽易な事項として専決処分をさせていただいたものであります。 

 

次に、議案外の主な所管事項について、ご説明いたします。 

 

（有害鳥獣による被害の状況と対策について） 

去る１２月２７日、国が公表した令和５年度の野生鳥獣による農作物被害額におい

て、本県の農作物被害額は約２億１，７００万円であり、前年度と比べ約４，４００

万円増加したものの、ピーク時の平成１６年度被害額の３割以下となっております。 

このうち、イノシシによる被害額が約１億５，２００万円と最も多く、ピーク時の

３割に減少したものの、前年度と比べ約５，２００万円増加しております。 

イノシシによる被害防止のためには、「防護」「すみ分け」「捕獲」の３対策を地域ぐ

るみで行うことが重要であることから、県では、これまで被害防止対策の知識や技術

を習得し地域で指導する｢イノシシ対策Ａ級インストラクター｣を６３７名育成する

とともに、｢防護対策｣として延べ 1 万６，０００キロメートルを超える侵入防護柵の

設置や集落点検による柵の維持管理の徹底、｢すみ分け対策｣として１７４地区の緩衝

帯の整備、｢捕獲対策｣として集落単位での捕獲隊の設置などに市町や民間団体と連携

して取り組んでいるところです。 

また、市町や捕獲従事者の事務負担を軽減するとともに、被害状況や捕獲情報等を
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可視化し、効率的かつ効果的な被害防止活動につなげるためのスマートフォンアプリ

の普及を進めているところです。加えて、本年度からは、新たな捕獲の担い手の確保・

育成を図るため、若い世代を含む幅広い方々が狩猟免許試験を受けやすいよう、試験

の休日実施や会場数を増やすとともに、県内各地域でわなの設置方法等、捕獲技術向

上研修の開催などにも取り組んでおります。 

引き続き、市町や民間団体と連携し、これらの取組により有害鳥獣被害の減少に努

めてまいります。 

 

（長崎いちご販売促進イベントの開催について） 

去る１月３０日、大阪市中央卸売市場において、全国農業協同組合連合会長崎県本

部の主催により、長崎いちごの銘柄向上及び販売促進を目的として、初めての試みと

なる「長崎いちご販売促進イベント」が開催されました。 

当日は、大石知事や生産者代表、市場関係者などの出席のもと、知事によるトップ

セールスや長崎いちごのサンプル配布等が行われ、盛況裡に終了いたしました。 

本年産のいちごは昨年１１月から出荷が始まり、秋口の高温の影響で出荷の遅れが

心配されておりましたが、その後は天候にも恵まれ、平年どおり品質の良いいちごに

仕上がっているとお聞きしています。 

１月３１日現在、長崎いちごの販売単価は１キログラムあたり２，２７６円と、前

年に比べ１２５パーセント高い金額で取引されており、今回の取組により市場関係者

に対し、しっかりＰＲすることができたものと考えております。 

県としましては、引き続き関係団体と一丸となって、長崎いちごの一層の品質向上

と安定出荷、併せてＰＲ等にも取り組み、本県農業者の所得向上につなげてまいりま

す。 

 

（海外での長崎県産品のプロモーションについて） 
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去る２月３日から４日まで、農畜産物等のさらなる輸出拡大を図るため、農業及び

水産団体や生産者、流通関係者の皆様とともにタイ王国を訪問しました。 

今回の訪問では、国内の流通事業者及びバンコクの卸売業者の協力を得て、現地の

日本食レストランにおいて飲食店オーナーや量販店バイヤー等に対し長崎県産品のプ

ロモーションを実施したほか、現地卸売業者を訪問し今後の取引拡大に向けて意見交

換を行うなど、タイ王国での需要拡大及びさらなる認知度向上を図ってまいりました。 

 なお、今回のプロモーションでは、長崎和牛やいちごの農産物に加え、マグロやタ

イ等の水産物を使用した料理の試食や県産酒の試飲とともに、本県観光に関するプレ

ゼンテーションを行うなど、庁内関係部局と連携して実施したところです。 

今回のプロモーション実施後は、参加したシェフにより長崎産いちごを使ったデザ

ートフェアが開催されたほか、現地複数のレストランから長崎和牛や水産物など多く

の長崎県産品に引き合いがあっているところです。 

その他、１月から２月にかけて、春節時期の贈答需要に合わせた輸出拡大を図るた

め、シンガポールの現地百貨店やスーパーにおいて、みかんやいちごのフェアを実施

したほか、マレーシアの現地百貨店においては、九州・山口各県共同での農産物フェ

アを実施しております。 

県としましては、引き続き農業団体、産地等と一体となり、農業者の所得向上に向

けて農産物の輸出拡大に取り組んでまいります。 

 

（野生イノシシの豚熱感染確認に伴う防疫対応について） 

去る２月３日、松浦市福島町において本県で初めてとなる野生イノシシの豚熱感染

が確認されました。 

今回の感染事例は、既に佐賀県唐津市で発生している事案の半径１０キロメートル

圏内における長崎県松浦市福島町内で発生した１事例であり、野生イノシシの豚熱が

当該圏内を越えて更に拡大しているものではありません。 
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しかしながら、長崎県において初の事案でもあることから、県では、直ちに知事を

本部長とする長崎県豚熱防疫対策本部を設置し、庁内での情報共有と今後の防疫対策

について確認を行うとともに、養豚関係者を対象とした長崎県豚熱防疫対策会議を開

催し、養豚場における防疫対策の徹底を呼びかけました。 

また、国による長崎県を豚熱経口ワクチン散布推奨地域の指定を受けて、ウイルス

を拡散させないため、国と協議のうえ福島町で緊急散布を実施することとし、２月  

１３日には国や松浦市、地元猟友会の協力のもと、野生イノシシに対する豚熱経口ワ

クチンを福島町内に散布しております。また、養豚事業者に対し、緊急対策として  

２月１７日から消毒用消石灰を配布したところであり、養豚場の消毒及びイノシシ侵

入防止措置などをしていることに加え防疫対策が取られていることを確認しておりま

す。今回の発生地点から半径１０キロメートル圏内に養豚場は存在せず、また、本県

を含む九州全域の養豚事業者のすべての飼養豚に対しては豚熱ワクチンを接種してお

ります。 

引き続き、最大限の危機意識をもって、市町や関係団体等と十分連携を図りながら、

野生イノシシのサーベイランスの強化、狩猟者や林業関係者等に対する衛生対策徹底

の周知なども含めた的確な防疫対策を実施し、県内養豚場での豚熱の発生防止に全力

を注いでまいります。 

 

（諫早湾干拓事業の開門問題等について） 

諫早湾干拓農地の利用権の再設定が認められなかった営農者らが、県、農業振興公

社、国に対し、潮受堤防内側の調整池から飛来するカモによる食害等を理由として、

損害賠償と排水門の開放を求めた訴訟につきましては、昨年１２月１８日、最高裁判

所が、営農者らの上告を棄却し、上告審として受理しない旨の決定を行いました。こ

れにより、県、農業振興公社、国の主張を認めた昨年４月１７日の福岡高等裁判所の

控訴審判決が確定いたしました。 
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また、農業振興公社が諫早湾干拓農地の利用権の再設定を認めなかった営農者に対

して、農地の明渡し等を求めて提訴した土地明渡等請求訴訟、及び公社がやむを得ず

支払った土地改良賦課金相当額の賠償を求めて提訴した賦課金訴訟につきましては、

昨年２月２２日に、福岡高等裁判所から農業振興公社の請求を認める判決が言い渡さ

れており、営農者側は、これを不服として、最高裁に上訴しているところであります。 

県としましては、引き続き、弁護士、農業振興公社と連携しながら適切に対処して

まいります。 

次に、平成２９年４月に一部の漁業者が開門を求めて提訴した長崎４次開門請求訴

訟につきましては、現在、長崎地方裁判所で審理中であり、１月２４日に弁論準備期

日が行われました。 

なお、諫早湾干拓事業の開門問題に関しましては、昨年１２月２７日に江藤農林水

産大臣から、開門によらない有明海再生を図るとした令和５年の農林水産大臣談話に

基づき、「有明海再生加速化対策交付金」を創設のうえ、１０年間で総額１００億円を

措置し、漁業経営改善や新技術導入等の新たな挑戦を後押しするとした談話が発表さ

れました。 

県としましては、引き続き訴訟の推移を見極めつつ、開門しない方向で真の有明海

再生に向けた取組が進むよう、県議会や関係者の皆様とともに適切に対処してまいり

ます。 

 

（第２期長崎県まち・ひと・しごと創生総合戦略の改訂について） 

「長崎県まち・ひと・しごと創生総合戦略」については、令和２年３月に第２期総

合戦略を策定し、取組を進めているところでございます。 

本年度、農林部においては、新しい地方経済・生活環境創生交付金を活用した取組

内容を総合戦略に反映することとしております。 

具体的には、農林業のスマート化やグリーン化に対応した技術開発・普及の加速化
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のため、「人と産業を育成する農林業の総合拠点」として、農林技術開発センターと農

業大学校を集約、整備することについて反映することとしております。 

 

以上をもちまして、農林部関係の説明を終わります。 

よろしくご審議を賜りますようお願いいたします。 



 

 

令和７年２月定例県議会 

 

 

 

 

農水経済委員会関係説明資料 

（追加１） 

 

 

 

 

 

 

農 林 部 
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【農水経済委員会関係説明資料（農林部）の４頁１９行目の次に、次のとおり挿入す

る。】 

（肉用牛経営危機突破長崎県生産者大会の開催について） 

去る２月１７日、長崎市において、ＪＡグループ長崎及び長崎県ＪＡ肉用牛部会長連

絡協議会の主催により、生産費の高止まりや子牛及び枝肉価格の低迷による肉用牛経営

の厳しい状況を一致団結して乗り切ることを目的に、知事出席のもと、「肉用牛経営危

機突破長崎県生産者大会」が開催されました。 

当日は、本県選出国会議員の皆様や徳永県議会議長をはじめとした県議会の皆様、生

産者や関係団体など、約３００名の出席がありました。 

大会では、産地等の実情紹介として、現状や繁殖及び肥育経営がコスト高により所得

確保に苦労されているインタビューや、インバウンド客が「おいしい」と感想を述べな

がら長崎和牛を試食する動画の放映のほか、ＪＡグループや国、県の肉用牛生産に対す

る方針や支援策などの報告があり、最後には、生産者の代表からの「諦めず、前向きに、

世界に誇る長崎和牛を作っていこう」との決意表明が行われ、盛況のうちに終了いたし

ました。 

県としましては、今後も生産者や関係団体と連携し肉用牛農家の経営の安定化に向け、

コスト削減や規模拡大による所得獲得対策、長崎和牛の消費拡大などの様々な取組を進

めてまいります。 

 



 

 

令和７年２月定例県議会 

 

 

 

 

農水経済委員会関係説明資料 

（追加２） 

 

 

 

 

 

 

農 林 部 

 



 

 

【農水経済委員会関係議案説明資料（農林部）の６頁１行目から７行目を削除し、６

頁１行目に次のとおり挿入する。】 

 

また、長崎県農業振興公社が諫早湾干拓農地の利用権の再設定を認めなかった営農

者に対して、農地の明渡し等を求めて提訴した土地明渡等請求訴訟、及び同公社がや

むを得ず支払った土地改良賦課金相当額の賠償を求めて提訴した賦課金訴訟につきま

しては、２月１９日付けで、最高裁が、営農者らの上告を棄却し、上告審として受理

しない旨の決定を行いました。これにより、同公社の主張を認めた昨年２月２２日の

福岡高等裁判所の控訴審判決が確定いたしました。 
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